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Ⅰ はじめに 

足立区では、行政評価の客観性を高め、区政の透明化と区政経営の改革・改

善を進めることを目指し、平成 17 年度より公募による区民委員と学識経験者か

らなる足立区区民評価委員会（以下「評価委員会」という。）を設置しました。 

今年度の評価委員会では、区長から諮問を受けた「足立区重点プロジェクト

事業」に該当する 57 事業と、一般事務事業のうち 11 事業について詳細な評価

を行い、平成 30 年 9 月に「足立区区民評価委員会報告書」をまとめました。 

この報告書の中で出された「重点プロジェクト事業に関する提言」や「一般

事務事業に関する評価意見」に対する区の考え方・取組み、各事業単位の評価

に対する反映結果がまとまりましたので、お知らせします。 

区は今後も引き続き、行政評価制度を活用し、区政経営の改革・改善に取り

組んでいきます。 

Ⅱ 「重点プロジェクト事業に関する提言」と「一般事務事業に関

する評価意見」に対する区の考え方・取組み 

１ 重点プロジェクト事業に関する提言に対する区の考え方・取組み 

～各分科会からの提言（概要）～ 

＜ひと分科会＞  

（１）事業の目的､目標値の妥当性、評価指標について所管課を超えた検討を

【現状】 

現場の並々ならぬご努力には尊敬の念を示しながらも、一方でやはり高

い実績を目指して方略を考えていただきたい。その際、行政のみでは限界

があるので、官民一体となって新しい支援モデルの構築が求められる。 

その他にも、目標値の妥当性は昨年度から指摘していたものであるが、

それが今年度に反映されていなかった事業も散見(※)された。 

【提言】 

①指摘を活かすためにも一つの課で目標を設定するのみでなく、その目標

が妥当かどうか庁内で話し合い調整する役割が行政内で必要ではないだ

ろうか。 

②評価指標について、ぜひ区内の大学をはじめとして学識経験者を交えて

評価指標の作成や評価方法について検討をしていただきたい。何度も同

じような調査を実施して現場に負担をかけることは避けないといけない

が、一方でプログラム評価は不可欠であり、大学との連携により実証的

なアプローチが可能となると思う。 

※「№20 ワーク・ライフ・バランスの推進事業」 
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◆各々の提言につきまして、区の考え方は以下のとおりです。 

【提言①に対する区の考え方】 

・目標値の妥当性につきましては、指標の設定に関する職員研修において、

事業を担当する職員に丁寧に説明していくとともに、政策経営課、財政課

によるヒアリングや、部内評価や庁内評価の場での議論を通じて、指標の

見直しや改善を図り、事業の進捗状況を適正に把握することができる目標

値の設定に努めていきます。

【提言②に対する区の考え方】 

 ・個別事業調書において、学識経験者を交えた検討についての提言をいただ

いた、「№1 幼児教育推進事業・家庭教育推進事務」「№11 自然教室事業・

体験学習推進事業」についての区の考え方となります。

   ア あだち５歳児プログラムと小学校スタートカリキュラムを一体とし

た「あだち幼保小接続期カリキュラム」を平成 30 年 12 月に策定し

ました。「あだち幼保小接続期カリキュラム」の完成を受け、評価指

標については学識経験者と協議し検討していきます。「あだち幼保小

接続期カリキュラム」評価については大学との連携が可能か検討し

ていきます。

   イ 自然教室・体験学習事業に関する指標については、平成 29 年度から

定義変更したところであり、その結果の推移を注視しながら、専門

家を交えた検討を含め更なる改善にむけて研究していきます。 

（２）地域資源の活用と地域の人材確保に向けて有効なPRへ 

【現状】 

足立区の「ひと」分野の事業は、多くの有償ボランティアによって成り

立っている。しかし、有償ボランティアの方は、他の地域の役員を担って

いたり、高齢化の問題が課題としてあげられている。また、学習支援員、

そだち指導員、生活指導員、登校サポーター、放課後児童支援員、保育士

の確保なども継続的な人材育成と人材確保が不可欠である。 

【提言】 

昨年度の指摘(※)を受け、パンフレットの作成、配布と様々な工夫は見

られた。しかしながら、パンフレットを送付しても、それがどの程度多く

の人に周知されているかは明らかではない。例えば足立「HOIKU」パンフレ

ットを養成校に送付するのみではなく、教員への説明会や養成校の広報担

当者への説明などもう一歩踏み込んだ対応が求められよう。また、各事業

が視覚的にもわかるよう、各事業を映像として収録し、駅前のモニターな

どで定期的に流したり、区役所で流したり、説明会の際に活用したりと、
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人々の目に留まるような工夫をぜひしてもらいたいと思う。 

 ※ボランティアスタッフや保育士の確保 

◆円滑な区の事業の実施のためには、地域の有償ボランティアや専門的な知識

を備えた方などの人材の確保と継続的な人材育成が不可欠です。そのため、

これまでの対応を地道に行うことに加え、以下のような一歩踏み込んだ方策

により、新たな人材の開拓に取り組んでいきます。 

【提言に対する区の考え方】 

・学習支援員、そだち指導員、生活指導員の人材確保では、学校管理職や教

員、現在非常勤として活動いただいている教員ＯＢのネットワークを中心

とした人材探しが有効と考えます。また、各大学への声かけや職務のイメ

ージとして区ホームページの人材募集ページで指導員の活動の様子を紹介

するなど、工夫を講じながら、多様な人材の確保に努めていきます。 

・映像化について、いただいたご提言のとおり、まずは放課後子ども教室で

は新たに、東京未来大学において「見守りスタッフ活動説明会」を平成 30

年 12 月に実施し、スタッフ募集パンフレットを配布したうえで説明したほ

か、当事業の一日の活動の様子を映像で流し、学生の目に留まるように工

夫をしました。区内の他大学についても、31 年度以降に実施する方向で検

討しています。また、絆のあんしん協力員への呼びかけなど、幅広い人材

確保に努めていきます。人材育成については、日常の活動で困っているこ

となど、スタッフのニーズに応える研修の充実により、スキルアップを図

っていきます。

・登校サポーターについては、今年度より募集を区ホームページで通年掲載

しています。サポーターは登録制とし、学校から依頼があった時に紹介し、

学校で面接を実施し決定しています。また、学校で活用できるよう募集チ

ラシを作成しました。今後、教育系の大学にチラシ掲示等の依頼を検討中

です。 

・保育士の確保については、ハローワークとの共催や、民間保育園連合会と

東京未来大学との共催による就職相談会など、関係機関との連携により、

区内での就労に結びつけました。また、これまでの区内外へのＰＲに加え、

30 年度は区内養成校が生徒募集で高校を訪問する際にＰＲチラシ「HOIKU」

を使い、足立区の啓発をしてもらうよう直接出向き働きかけました。さら

に住居借上げ支援事業の利用者数枠を拡大し、新規開設の保育施設の保育

士確保策として、利用促進を図っています。 
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（３）事業間連携のさらなるすすめ 

【現状】 

重点プロジェクトは、それぞれが素晴らしい内容である。だからこそ、

「ヨコの連携」を推進することで、より質の高いものとなる可能性を大い

に秘めている。「ヨコの連携」とは、行政の所管の連携と行政を超えた官民

の連携である。 

【提言】 

<行政の所管の連携> 

①学校の分野についてであるが、足立区の学校現場では、学力向上、不登

校対策、発達支援等様々な支援が展開されている。例えば小学校の場合、

学校内に特別支援学級、特別支援教室、そだち指導の部屋、別室登校の

部屋などがある。これらの校内資源の連携がどれほどできているかは疑

問である。 

別室登校をしながらも必要に応じてそだちの指導を受けたり、チャレン

ジ講座を受講できたりするなど柔軟性を持たせてみたらどうであろう

か。 

②子育て支援の分野では、ASMAPと子育てサロン、こども支援センターげん

き、ひとり親家庭支援、児童虐待防止などとの連携を提唱したい。特に

ASMAPで活用しているアプリは、他の施設でも活用できるのではないかと

思われる。また、ASMAPで妊産婦にかかわる際に、ひとり親家庭支援やこ

ども支援センターげんきなどの情報を提供することも可能であろう。そ

の際、キャンプやサロンなどの、ひとり親家庭向け交流事業の様子を動

画として視聴できるとイメージがわきやすいのではないかとも考えた。 

③体験学習の分野であるが、今後はさらに、「№10 こども未来創造館事業」

と「№8 小・中学校給食業務運営事業（おいしい給食の推進）」などの連

携、例えば、コンクール受賞の料理をとんがりキッチンで作ってみたり

などが考えられる。他にも、「№18 文化・読書・スポーツ活動協創推進

事業」、「№19 東京オリンピック・パラリンピックレガシー創出事業」、「№

6 発達支援児に対する事業の推進」との連携なども期待できる。 

<官民連携> 

④「№20 ワーク・ライフ・バランスの推進事業」「№17 ひとり親家庭総合

支援事業」「№16 養育困難改善事業（児童虐待対策等）」「№11 自然教室

事業・体験学習推進事業」なども、積極的に民間と連携してほしいと思

う。足立区には様々な企業があるので、下町の企業への職業体験、町探

検、そして企業研修としてWLBやひとり親家庭支援、児童虐待防止等をテ
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ーマにあげて研修を行ってもよいと思う。ぜひ柔軟なアウトリーチを期

待したい。 

◆各々の提言につきまして、区の考え方は以下のとおりです。

【提言①に対する区の考え方】 

・学校現場では、多様な職種の職員を配置し、それぞれの児童・生徒が抱え

る課題に応じて、より最適な支援を選択しており、単純な連携は困難であ

ると考えています。例えば、別室登校支援の児童・生徒は、生活面も含め

た複合的な課題を抱えているため、学習のつまずき解消を主とする｢そだち

指導｣や｢チャレンジ講座｣とは異なるアプローチをとっています。

・しかしながら、子どもたちの成長を支援するため、職種間での情報共有を

これまで以上に密にすることで、可能なところから柔軟な連携ができるよ

う、各校に促していきます。

【提言②に対する区の考え方】

・各所管との連携については、ASMAP 事業により支援が必要と判断された妊

婦への支援を円滑に進めるため、月 1 回の「産前産後養育支援連絡会」を

実施しています。 

・特に、緊急性が高い場合は、その都度こども支援センターげんきをはじめ

関係所管と連絡を取り、虐待防止につながるよう連携して取り組んでいま

す。また、平成 30 年度から「ASMAP 関係機関ネットワーク連絡会議」を立

ち上げ、更なる連携強化を図っています。 

・ASMAP 事業で活用しているアプリについては、大学との協定により開発し

たものです。他の施設での活用拡大や、ひとり親家庭向け交流事業「サロ

ン豆の木」の様子などの情報提供については、関係所管及び大学と調整し

ていきます。 

【提言③に対する区の考え方】

・「№10 こども未来創造館事業」と連携の期待できる「№6 発達支援児に対

する事業の推進」、「№8 小・中学校給食業務運営事業（おいしい給食の推

進）」について、次の２点を指定管理事業者と協議していきます。

ア 指定管理事業者の施設職員の発達障がいへの理解、促進を図るための

研修の実施

イ ギャラクシティの「とんがりキッチン」において、区内小・中学校で

行っている給食メニューやコンクール受賞の料理などを、実際に自分

たちで再現する事業の実施
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【提言④に対する区の考え方】

「№20 ワーク・ライフ・バランスの推進事業」 

・当事業では、「出前講座」として、区内企業に向けて、ワーク・ライフ・

バランスに関する取組みを実施しています。

・今後は、「しんきん協議会」、「中小企業家同友会足立支部」などの協力団

体や「足立法人会」、「西新井法人会」、「東京商工会議所足立支部」など

の関係団体とより積極的に連携し、会合や説明会などの場で区から企業

へ働きかけを行い、企業研修に活用していただくなど、柔軟なアウトリ

ーチが図れるよう努めていきます。

「№17 ひとり親家庭総合支援事業」

 ・交流事業においては、ひとり親家庭の親子の体験機会を増やす企画を実

施しています（ものづくり体験、スポーツ観戦チケット提供、マリンス

ポーツ体験事業など）。今後も、ひとり親家庭に有用なプログラムが提供

できるよう民間との連携を図っていきます。

「№16 養育困難改善事業（児童虐待対策等）」 

・商店街振興組合連合会に向けて、児童虐待防止・啓発リーフレットの配

布を行い、情報発信の強化を図りました。また、平成 30 年 12 月から、

学校の保護者会、地域や企業の研修会等に区の職員が出張して講座を行

う「出前講座」を実施できるようにしました。31 年度は、リーフレット

の配布先の拡大や、「出前講座」のＰＲを進め、より適切なアプローチを

行うことで、今後も体罰や暴言によらない養育の推進・啓発を行ってい

きます。 

 「№11 自然教室事業・体験学習推進事業」 

  ・平成 30 年度に、体験学習事業への参加を促す取組みとして、区内の体

験活動をエリア別に紹介する体験チャレンジ BOOK を新たに発行しまし

た。しかしながら付属するスタンプカードの利用率が低いため、31 年度

以降も内容を改善しながら掲載内容に民間情報を取り入れていきます。 

  ・また、区立中学校に通う生徒が、区内企業や商店などの仕事を体験する

職場体験を各校で実施しており、引き続き協力を求めていきます。 
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＜くらしと行財政分科会＞  

（１）評価対象新事業に対する期待 

【現状】 

本分科会で平成30年度より評価対象となった事業は、全部で4事業。これ

までの数値や分析データの蓄積が少ないこともあって評価作業が難航し

た。特に、「№23 ビューティフル・ウィンドウズ運動（防犯まちづくり推

進地区認定事業）」「№28 地域包括ケアシステムの推進」「№50 協創推進体

制の構築」の3事業は、事業の目的や意義の重要性は共有されつつも、結果

として、低い評価となり、評価作業のプロセスでは、事業の効果や手法を

めぐって、委員のあいだでさまざまな意見が交わされた。 

【提言】 

①評価委員の期待値が高いにもかかわらず、事業を推進していくプロセス

に課題がみられたのが、「地域包括ケアシステム」と「協創の推進」に関

する両事業である。区民としては、これらの事業の推進によって、地域

社会や日々の生活がどのように変化していくのかがイメージしづらい。

区民の理解を一層深めるためには、まずは目に見える形での「具体的な

成果」が求められる。あわせて、「何のために取り組まなければいけない

のか？」という問いに答えるためのスピーディーでインパクトのある広

報・PR活動も必要となるだろう。 

②「№32 データヘルス推進事業」は、データの収集・活用の重要性は誰し

もが認めるところであるが、こうしたデータの収集が、区民にとってど

のようなメリットがあるのか、どのような課題解決に有用なのか、がわ

かりにくいという指摘も見られた。区民の健康情報を「管理する」ため

のデータ収集ではなく、区民に「還元する」ためのデータの収集である

ということをふまえたシステムづくりが必要であり、得られたデータや

知見については、できる限り、オープンにしていく姿勢も大切であろう。

【提言①に対する区の考え方】 

「№28 地域包括ケアシステムの推進」

・区では、地域包括ケアシステムの推進によって、地域全体で、見守り、寄

り添いながら、ゆるやかなつながりを保ち、要介護状態になっても自分が

望むサービスや住まいを自己決定できるまちを目指しています。そのイメ

ージについて、平成 30 年度中に策定予定である「地域包括ケアシステム

ビジョン」で示し、わかりやすく区民に周知していきます。 

・さらに区民の理解を一層深めるため、医療と介護の連携促進を目指す梅田

地区モデル事業を 31 年度に実施する予定です。ここでわかった課題を見

える化し、他地区への展開が図れるよう周知・ＰＲを行うことで、実現可
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能性の高い地域包括ケアシステムを整備していきます。

「№50 協創推進体制の構築」 

・協働・協創推進のためには、区が協創の理念を幅広く区民に示していく必 

要があります。そのため、協働から協創への発展事例であるビューティフ

ル・ウィンドウズ運動などでその理念を説明した「協働・協創推進の手引

き」を区のホームページに公開しました。 

・また、手引きを活用した職員ワークショップを実施し、協創のリーダーシ

ップを発揮できる職員を育成しています。職員一人ひとりが協創の理念を

身に付け、説明できてこそ、区民に説明することができ、区民の理解へと

進みます。 

・こうした取組みを通して、区と区民が連携して地域課題を解決していくと

いう協創体制の基盤づくりを進めていきます。取組内容を、随時区ホーム

ページや広報紙、動画等でＰＲし、具体的な成果や理念を区民にわかりや

すく示していきます。 

【提言②に対する区の考え方】

・健康データを収集し、個人の履歴を積み重ねることで、例として以下のよ

うな分析を行うことができます。

ア 小学校時代の肥満が、乳幼児期に遡っていくと、どのあたりで発生

することが多いのか。

イ 高齢者の口腔機能の低下が身体の衰えにつながっているのか。

・これらの分析をもとに効果的な予防事業を行うことで、区民がいつまでも

健康に暮らせるような社会が実現し、ＱＯＬ（生活の質）の向上や治療費、

薬代が抑えられるなど、区民へ「還元する」こともできると考えています。

・さらには、得られたデータや知見から説得力のあるチラシなどを作成し、

健診の勧奨通知に同封することで、区民の健康状態や課題を広く対象者や

その家族にお知らせしていきます。

・なお、国はマイナポータルを活用し、オンラインで個人の健診結果が閲覧

できる仕組みを構築する予定です。庁内システムからマイナポータルへ健

診結果データの円滑な提供ができるかを含めて、国の動向を注視していき

ます。
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（２）「体感治安」の上昇をめざして 

【現状】 

低減化しつつあった「区内刑法犯認知件数」が、平成29年度、一転上昇

し、6年ぶりに都内ワースト1に逆戻りとなってしまった。足立区は「（意外

にも）治安は悪くない」とされる根拠の一つとなっていただけに、残念な

結果であった。 

【提言】 

区はこれまで、刑法犯認知件数を「劇的」に減少させてきた実績を積極

的にPRすることで、「負」のイメージの払拭を試みてきた。とりわけ「数」

にこだわってきたわけであるが、今回の結果を見る限り、今後、これまで

のようなペースでの低減化は難しいといわざるを得ない。これからは、「数」

へのこだわりに加え、区民の「体感治安」や「治安イメージ」を上昇させ

る広報戦略にも力を入れる工夫が求められる。さまざまなアイデア（愛錠

ロック、がっちりロック、ペンタゴン作戦ほか）や取組み（パトロールや

キャンペーンなど）を先駆的に導入し成果を上げてきた実績をマスメディ

アやSNSを通じて、広く区内外へ伝播させ、安全・安心な区としてのイメー

ジを定着させることが必要となる。「体感治安＝良い」6割の早期達成に期

待したい。 

【提言に対する区の考え方】 

・平成 29 年は刑法犯認知件数が増加し、6年ぶりに都内年間ワースト１とな

ってしまいましたが、30 年は「足立区総ぐるみ」による対策の結果、11

月末時点で下位 6 位、件数は 4,835 件（昨年同期比で 1,300 件減）と大き

く回復しています。 

・これまでのビューティフル・ウィンドウズ運動の認知度アップに向けた企

画・広報活動は継続しつつ、現在見直しを進めている「シティプロモーシ

ョン戦略方針」に基づき、「体感治安」を高めるためのプロモーションを検

討していきます。 

・今後は、SNS の活用、各種イベントや会合等、様々な機会を通じたＰＲを

実施するとともに、青パト車を活用した業者委託による防犯パトロールの

24 時間体制での実施、防犯カメラ設置箇所における路面シートの増設等、

視覚効果が高い施策を推進することで、安全・安心な区としてのイメージ

が定着するよう、体感治安の向上に取り組んでいきます。
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（３）東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に関連する事業 

【現状】 

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会開催まで2年を切った。

特に、まちの治安や美化にかかわる事業は、当面このオリパラに向けて、

一定の目標を設定することも必要となるであろう。「№24 ビューティフ

ル・ウィンドウズ運動（美化推進事業）」では、平成29年度、主要駅（特に

竹ノ塚駅）のごみの数が増加するなど、懸念点もある。「ビュー坊プレート」

の認知度も低く、大規模イベントを前に区民の美化意識、マナーの向上が

求められる。 

【提言】 

オリパラを一定の期限とした目標の設定を急ぎたい。 

また、関連するボランティア等の人材発掘・育成や団体間の連携、協力

関係の構築に関しては、「№48 NPO・区民活動支援事業」「№50 協創推進体

制の構築」「№51 大学連携コーディネート事業」などを通じて、区がコー

ディネーターとしてかかわるケースも増えることが予想される。区民や団

体・組織を「つなぐ」「育てる」実践の場としてオリパラを有効に活用して

もらいたい。 

【提言に対する区の考え方】 

・「2020 その先のあだちへ」をテーマに、足立区のレガシーとして、各部の

関連事業を取りまとめ、「安全・安心なまち」などの項目ごとに指標を定め

たうえで、東京オリンピック・パラリンピックを契機とした 2020 年以降に

「誇りをもてるまち」の実現を目指していきます。 

・東京オリンピック・パラリンピックに関連する区のボランティアについては

都と共催で実施している「外国人おもてなし語学ボランティア」育成講座の

修了者を対象に、民間宿泊施設の外国人サポーターやまち歩きＮＰＯ団体と

の連携による活動の場の提供など、2020 年以降に繋がる活動を進めています。 

・今後も、東京オリンピック・パラリンピックで活躍を期待されるボランティ

ア活動を契機として、多くの区民、ＮＰＯ・民間団体に対して「つなぐ」「育

てる」支援策を検討し、次の活躍の場につなげていきます。 

・なお、大学生のボランティア活動については、学業優先の原則から、大学ご

とにご判断をいただいています。 
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＜まちと行財政分科会＞  

（１）積極性・チャレンジ精神 

【現状】 

長年にわたる区民評価が定着し、どの部署もプレゼンテーション力が向

上し、活発なやりとりにつながっていると思われる。その中でも、区民の

ために、より自主性・主体性が感じられる部署が事業評価という点で成果

を発揮している傾向にあると感じられた。けっしてプレゼンテーションが

良好であれば評価が高いということではない。プレゼンテーションに力を

注ぎさえすれば高い評価が得られるというのでは、まさにそこから区民評

価というものの形骸化が始まる。 

【提言】 

ここで指摘したいのは、区民評価を受けて、次に何にチャレンジするか

という積極性があると、好循環が生まれ、それが成果につながり、だから

こそプレゼンテーションにも心がこもるというような傾向にあるのではな

いか。このプロセスこそがPDCAサイクルの実効性ということであり、事業

の発展となっていくのではないかということである。 

【提言に対する区の考え方】 

・PDCA サイクルの実効性については、区としても重要視しています。今回「№

42 公園等の整備事業（パークイノベーションの推進等）」では、事業への

積極的な取組みが意欲的なプレゼンテーションにつながり高い評価をいた

だきました。あらためて職員研修の場で、区民評価の意義について丁寧に

説明し、職員の理解を深めていきます。 

・今後も、事業の成果を区民に実感してもらえるように、全ての重点プロジ

ェクト事業において PDCA サイクルを意識した取組みを積極的に推進してい

きます。
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（２）連携 

【現状】 

連携という点は、本分科会では毎回のように提言に盛り込んできた。け

っして部署間の連携が図られていないということではなく、年々連携の重

要性ということは認識され、形になりつつあるのではないかと思われるが、

今回もやはり指摘しておきたい。 

【提言】 

足立区政を広く見渡すと、そこには大きな課題が横たわっている。例え

ば“防災”。部署別に最善を尽くし成果を達成したとしても、それはそれで

尊いことなのであるが、区民の安全・安心が確保できたのかというと、次

なる課題が必ず現れてくる。常に次なる目標に向かって新たな課題を設定

してチャレンジしていかなければならない。その時、部門間の連携という

ことが非常に効果的なのであり、このことを常に意識してほしいのである。

また、今回は、新設の「№40 空き家利活用促進事業」ばかりではなく“空

き家”に関連する取り組みがいくつかあるように思われた。これこそは、

その解消・利活用について、各部門のアイディアを結集し、連携して取り

組むべきプロジェクトではないか。今後に期待したい。 

◆部門間の連携に関する区の考え方は以下のとおりです。

【提言に対する区の考え方】 

「№35 防災力向上事業（防災訓練・防災計画）」 

・提言にもあるように、部門間の連携は、的確な「公助」を実現するために

は不可欠なものであり、これを無くして「足立区地域防災計画」に掲げる

「死者ゼロ」「早期復興」は成しえません。 

・今後も、「足立区地域防災計画」に記載している、それぞれの部門での役

割に基づき、総合防災訓練や総合水防訓練等の訓練機会を通じて、庁内で

の部門間の連携を図っていきます。あわせて、災害協定締結事業者など防

災関係機関とも日頃からの連携を深めていきます。 

「№40 空き家利活用促進事業」 

「№43 創業支援事業（産学金公ネットワークによる起業・創業支援）」 

「№46 商店街と地域商店の魅力向上事業（訪れたくなる店づくりと人が集う

まちの創出）」 

・空き家利活用促進事業は、平成 30 年度、空き家の利活用実績をつくり、

情報発信することでプレイヤーや空き家オーナーの更なる発掘に取り組

んでいます。今後は、継続的な空き家利活用の実現に向けて、空き家プ

ラットフォームの運営・拡充に力を入れ、空き家以外の空き店舗や倉庫
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などを対象に商業振興、創業支援などと連携することが必要不可欠です。

・空き家利活用促進事業において集約した空き家に関する情報は、庁内へ

のフィードバックを徹底することで部門間連携をさらに図っていきます。

 ・なお、商店街の空き店舗については、閉店しても商店主の自宅として使

用していることが多く、完全な空き家でないことが、利活用促進のハー

ドルとなっています。そのため、商業振興、創業支援の視点から、飲食

店等、空き家とマッチングできる起業・創業者に支援を拡大するととも

に、部門間の連携により庁内で共有した空き家に対する情報を、タイム

リーに必要な創業者に提供していきます。また、今後は地元商店街を巻

き込んだ勉強会を実施する等、モデル地域で空き店舗の利活用を調査し

ていきます。

（3）町会・自治会への周知、町会・自治会以外への周知 

【現状】 

今回は、昨年度の指摘(※)を受けて、どのように取り組んで行くかを意

識した事業も見受けられ、その中でも「№35 防災力向上事業(防災訓練・

防災計画)」や、「№41 緑の普及啓発事業」について、特に小中学校での行

事・イベントを通じて地域に広く情報を広めていくといった取り組みがで

きないかという点で活発な意見交換がなされた。ただでさえ忙しい教育現

場をさらに煩わすようなことになってはならないが、地域に対する情報発

信、情報伝播の力は大きいので、無理のない範囲で連携を深めていくとい

うことも必要であろう。 

【提言】 

いかに区民に広く重点プロジェクトの取り組みを周知するかということ

は、終わりのない課題であり、様々なやり方を模索していかなければなら

ない。この点でそれぞれの部署で、どのような取り組みがなされることに

なったか、その説明を次回も楽しみにしている。 

※町会・自治会以外へのアプローチを充実させるべきではないか。 

◆町会・自治会への周知、町会・自治会以外への周知に関する区の考え方は以

下のとおりです。 

【提言に対する区の考え方】 

「№35 防災力向上事業(防災訓練・防災計画)」

・毎年、普及啓発の機会を増やし、様々なイベント等での防災普及啓発活動

を行っていますが、若年層の取り込みなど、まだ課題を残しています。 

・そのため、避難所運営訓練について、訓練内容や開始時間、一般参加の可

否も掲載するようホームページを改善しました。検索方法も実施日付順か
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ら学校名五十音順に変更し、より検索しやすくしました。 

・今後も、より多くの方々へ広く周知できるよう、イベントへの出展や商業

施設、保育園等と連携した啓発活動に取り組むほか、区ホームページなど

デジタル媒体と、「あだち広報」などアナログ媒体の双方をフル活用し、防

災に関するアプローチをかけていきます。 

「№41 緑の普及啓発事業」

・子どもに対して緑の大切さを教えながら公園等にあるどんぐりやツタなど、

身近な自然の素材を使った工作やイベントのお知らせなどのチラシを作

成し、子育てサロンや保育園、学童保育室などで配付し、緑に親しむきっ

かけづくりに役立てていきます。

・また、緑のサポーター向けに発行している花や緑に関する情報誌「みどは

な」を区民全体に向けた情報誌への変更を検討し、「区内の園芸相談がで

きる花屋の紹介」、「区内の花壇づくりや寄せ植え講座、イベントの紹介」、

「みどりを育てる活動事例や季節のみどりが楽しめる公園の紹介」など、

区内事業者や関係課との連携を図りながら広く情報発信することに努め

ます。
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２ 一般事務事業に関する評価意見に対する区の考え方・取組み 

～分科会からの意見（要旨）～ 

 ＜一般事務事業見直し分科会＞ 

（１）補助金等にかかる実態把握と見直しについて 

【評価意見】 

〇 毎年度補助金等を交付し、事業の実施を交付主体に委ねること自体が目

的化してしまい、事業の効果についての検証や、それを踏まえた補助制度

の見直し、また補助金等の使い勝手についての検証が行われないまま、事

業が継続的に行われているという印象を受ける事業(※)も見られた。

〇 補助や助成事業を通じて、どのような成果を目指すのか、区民生活にど

のような寄与があったのか、補助金等を受けた団体等はどのような成果を

あげているのかなどについて絶えず確認していただきたい。

※「障がい者外出支援事業（身体障がい者用三輪自転車購入費補助金）」「環

境計画推進事業（環境基金による助成）」「交通安全の普及啓発事業（交通

安全協会補助金）」等 

【評価意見に対する区の考え方】 

・条例、要綱等の根拠法令に基づいて、正確に補助金等を交付していくのは

もちろんですが、交付後についても補助対象事業の実績報告書の内容見直

しや成果確認のためのアンケート実施など実態把握を丁寧に行い、より効

果的な補助・助成になるよう努めます。

（２）区民との協創に向けた事務事業の実施の必要性について 

【評価意見】 

〇 事務事業の中には、多様化・複雑化する区民のニーズをくみ取りながら、

様々な主体との関係を作り上げていくことが必要とされる中で、従前から

の手法や関係をそのまま踏襲して、事業を続けているものもあった(※)。

〇 地域のなかで多様な人々との関係を構築しながら、くらしの安心・安全

を支えていくことが求められる時代にあって、従前からの町会・自治会等

との定型化された関係に立脚した制度だけでよいのかという指摘も出さ

れた。現場に足を運び、対話を重ねながら、「協創」時代の事務事業のあ

り方を模索していただきたい。

※「交通安全の普及啓発事業（交通安全協会補助金）」 

【評価意見に対する区の考え方】 

・区では、協創の取組みを進めるため、平成 30 年度から多様な主体が自由

に集える場や機会の提供を目的とした「協創プラットフォーム」による協

創モデル事業を実施しています。子ども食堂の支援や空き家の利活用、ま

ちの美化等、地縁団体を超えた新たな活動が生まれており、協創の好事例

と考えます。

Ⅱ　「重点プロジェクト事業に関する提言」と
    「一般事務事業に関する評価意見」に対する区の考え方・取組み
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・今後は、町会・自治会等との従来からの関係を大切にしていきながら、区

内外の団体や個人とも、対話による関係を築き連携を図りつつ、協創をさ

らに進めるため、事務事業のあり方を模索していきます。

（３）業務推進のノウハウや思いを庁内で共有する場づくりについて 

【評価意見】 

〇 特定の課の取組みは、その部署内でとどまっており、業務の進め方や改

善方法等について、全体的に他の部署との間でノウハウを共有する機会は

ほとんどないようである。

〇 評価委員へのヒアリング説明ひとつをとっても、区民に分かりやすく事

務事業内容を説明いただけた部署ばかりではなかった(※）。そう考える

と、こうした住民説明の際の資料準備やプレゼンテーションについても、

そのノウハウを学びあったり、行政職員としての思いを共有する機会があ

ってもよいだろう。こうした情報共有と関係構築の機会を、職員研修など

の機会を含めて検討していっていただきたい。

※「ものづくり支援事業（見本市出展助成）」

【評価意見に対する区の考え方】 

・区民評価の場は、区民との対話や意見交換の貴重な機会であり、他の部

署でも活用することができる取組みについては、平成 30 年度から本格実

施している評価委員会による表彰の場において聴講している職員と共有

しています。

・ただし、これだけでは十分とは言えないので、職員研修も含め、これま

で以上に情報やノウハウを共有できる機会、場を増やし、組織間の連携

の強化を図る取組みについて検討を進めていきます。

Ⅱ　「重点プロジェクト事業に関する提言」と
    「一般事務事業に関する評価意見」に対する区の考え方・取組み
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～視点別意見（要旨）～ 

（１）事業の必要性について 

【評価意見】 

○ ５事業が区民等の生命や安全の維持に不可欠である又は、豊かな区民生

活に寄与するものとして必要性が認められる。

○ １事業については、事業の趣旨は理解できるが、必要性はあまり高くな

いと判断した。

【評価意見に対する区の考え方】 

・地域・社会情勢を的確に把握し、真に行うべき事業を今後も見極めていき

ます。見直し時期に来ている事業については、事業の統合や廃止も念頭に

おきながら、必要性を検討していきます。

【主な個別事業の取組み】 

◆「子育て支援推進事業」（子ども家庭部 子ども政策課） 

子育て支援パスポートについては、都事業へ移行するメリットが大きい

ため、まずは、2019 年度中に区民の方へ周知を行い、2020 年 4 月からの

完全移行を目指します。

◆「交通安全の普及啓発事業（交通安全協会補助金）」 

（都市建設部 交通対策課） 

補助金額の設定状況等について他 22 区に調査を行い、足立区にとって

適切な補助のあり方を検討するとともに、2019 年度中に交付要綱の見直

しを行います。

（２）事業手法の妥当性について 

【評価意見】 

○ 事業本来の目的を効率的・効果的に果たせるよう手法の見直しが求めら

れる。

○ 補助金等の効果や利用実績を見ると、事業手法の見直しが求められる。

【評価意見に対する区の考え方】 

・事業が効率的かつ効果的に実施できるよう、事業手法の見直しを図ってい

きます。

【主な個別事業の取組み】 

◆「ものづくり支援事業（見本市出展助成）」（産業経済部 産業振興課） 

実績報告書に商談成立件数等の項目を追加し、また、半年後にも実績報

告を求めることで、より詳細な成果を確認していきます。なお、助成は、

実績報告書の提出や区のＰＲ活動等への協力の同意を得た企業のみに助

成を行います。

Ⅱ　「重点プロジェクト事業に関する提言」と
    「一般事務事業に関する評価意見」に対する区の考え方・取組み
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◆「障がい者外出支援事業（身体障がい者用三輪自転車購入費補助金）」 

（福祉部 障がい福祉課） 

身体障がい者用三輪自転車の購入費補助については、利用者が少ないた

め、これを廃止し、在宅障がい者の利便を図ることを目途とする日常生活

用具給付事業の対象種目に追加することで、利用者のニーズに対応してい

きます。

（３）受益者負担の適切さについて 

【評価意見】 

○ １１事業中、受益者負担が必要とされる４事業について評価を行い、３

事業については、適切であると判断した。

○ １事業(※)については、補助制度を廃止すべき、引き上げるべき、現状

のままでよいという意見が出されたが、事業そのものを障がい者支援制度

の中でどのように位置づけるかが問われる。

※障がい者外出支援事業（身体障がい者用三輪自転車購入費補助金）

【評価意見に対する区の考え方】 

・今後も、個々の事業について適切な受益者負担を設定していきます。

【主な個別事業の取組み】 

◆「障がい者外出支援事業（身体障がい者用三輪自転車購入費補助金）」 

（福祉部 障がい福祉課） 

身体障がい者用三輪自転車購入費補助については、個々の身体能力を生

かしながら、障がい者の生活圏拡大等を促進するため、障がい者支援制度

において、重要な事業と位置づけられると考えており、かつ利用したいと

のニーズも潜在的にあるため、日常生活用具給付事業として適切な受益者

負担を設定し、支援の継続を図っていきます。

（４）事業の周知度について 

【評価意見】

○ １１事業中６事業については一定の周知度は認められる。

○ 一方で、サービスを必要としている人に、必ずしも必要な情報が届い

ていないと思われる事業や仕組み自体が区民に知られていない事業があ

った。

【評価意見に対する区の考え方】 

・広報やホームページだけでなく、ＳＮＳやデジタルサイネージ、スマート

フォンアプリ、関連事業者の協力による情報提供など様々な手段で情報を

発信していきます。

・また、ただ発信するだけではなく、必要な情報が正確に伝わるように、情

報発信の内容についても常に工夫していきます。

Ⅱ　「重点プロジェクト事業に関する提言」と
    「一般事務事業に関する評価意見」に対する区の考え方・取組み
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【主な個別事業の取組み】 

◆「環境計画推進事業（環境基金による助成）」（環境部 環境政策課） 

環境基金助成が目指す「高環境」という表現が分かりにくいという指摘

があったため、2019 年度助成の募集から「環境貢献活動」に変更すると

ともに、具体的なイメージ図や活動事例、申請にあたってのＱ＆Ａなどを

記載し、募集要項をよりわかりやすくします。

◆「建築安全事務（感震ブレーカー設置費助成、応急危険度判定員）」 

（都市建設部建築室 建築安全課） 

感震ブレーカー設置費助成については、ホームページや広報への掲載、

福祉関係所管課や密集地域整備課、消防署、民間の介護関係事業者、町会・

自治会などと連携し、あらゆる機会を捉えてＰＲと丁寧な説明を行ってい

きます。

（５）補助金等の有効性について 

【評価意見】

○ 補助制度を利用する人がほとんどおらず、見直しが必要な事業があった

(※）。

○ 補助金の目的や効果が見えない事業があった(※)。

〇 補助対象者、補助金等によってどのような成果を得ているのか把握する

必要がある。

※「障がい者外出支援事業（身体障がい者用三輪自転車購入費補助金）」「環

境計画推進事業（環境基金による助成）」「交通安全の普及啓発事業（交通

安全協会補助金）」 

【評価意見に対する区の考え方】 

・補助や助成事業については、実績や効果等が確認できる資料や数値の提示

を確実に求めることにより、その有効性を評価し、適切な支出を行ってい

きます。また、補助金の効果や必要性についても常に検証を行い、それを

踏まえた見直しを行っていきます。

【主な個別事業の取組み】 

◆「障がい者外出支援事業（身体障がい者用三輪自転車購入費補助金）」 

（福祉部 障がい福祉課）【再掲】 

身体障がい者用三輪自転車の購入費補助については、利用者が少ないた

め、これを廃止し、在宅障がい者の利便を図ることを目途とする日常生活

用具給付事業の対象種目に追加することで、利用者のニーズに対応してい

きます。

◆「環境計画推進事業（環境基金による助成）」（環境部 環境政策課） 

区内の環境貢献活動の機会や場を拡大し、環境貢献活動に取り組む「ひ

と」を増やすため、書類審査のみの「ファーストステップ助成」を新設し、

新たな環境貢献活動のきっかけづくりを支援していきます。

Ⅱ　「重点プロジェクト事業に関する提言」と
    「一般事務事業に関する評価意見」に対する区の考え方・取組み
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◆「交通安全の普及啓発事業（交通安全協会補助金）」 

（都市建設部 交通対策課）【再掲】 

補助金額の設定状況等について他 22 区に調査を行い、足立区にとって

適切な補助のあり方を検討するとともに、2019 年度中に交付要綱の見直

しを行います。

（６）予算計上の妥当性について 

【評価意見】 

○ 過去の経緯を踏まえた予算化が図られているが、効率的な事業実施を踏

まえた予算化を検討する必要がある。

【評価意見に対する区の考え方】 

・社会経済情勢や区民ニーズの変化を的確に把握し、事業等の必要性の有無

や規模の適正さを積極的に見直すことで、財源や人材の効率的な配分を進

め、区民が真に必要とする事業への重点化を図っていきます。

【主な個別事業の取組み】 

◆「東京電子自治体共同運営事務」（政策経営部 情報システム課） 

当面は共同運営システムの利用を継続していきたいと考えていますが、

マイナンバーを活用したオンラインサービスが今後拡大される見込みの

ため、こうした動きを注視しつつ、国や都に共同運営システムのあり方や

経費の精査について積極的に意見をあげていきます。

◆「子ども読書活動推進事業」（地域のちから推進部 中央図書館） 

指定管理の地域図書館については、区による事業モニタリングを年に２

回実施しており、その結果も踏まえて、必要な事業は仕様書に規定すると

ともに、予算計上をしていきます。

Ⅱ　「重点プロジェクト事業に関する提言」と
    「一般事務事業に関する評価意見」に対する区の考え方・取組み
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Ⅲ　重点プロジェクト事業　成果指標の達成状況

小学校就学時に基本的な生活
習慣が定着した児童の割合

増加目標 94% 87% 109% 80%

小学校就学時に自分の名前を
ひらがなで書ける児童の割合

増加目標 98% 79% 79% 85%

体力測定値(ﾃﾆｽﾎﾞｰﾙ投げ･立
ち幅跳び)が全国平均値を上
回った園児の割合

増加目標 50% 49% 47% 67% 70%

特殊音節を使える児童の割合 増加目標 70% 83% 87% 102% 85%

区学力調査の平均正答率30％
未満の割合(小学生)

低減目標 1.4% 1.5% 1.0% 130% 1.0%

区学力調査の平均正答率30％
未満の割合(中学生)

低減目標 8.2% 7.9% 6.6% 106% 6.0%

「数学チャレンジ講座」事前・事
後テストの伸び率

増加目標 29.5% 295% 30.0%

「英語チャレンジ講座」事前・事
後テストの伸び率

増加目標 82.9% 69.6% 82% 70.0%

そだち指導によるつまずき解
消率

増加目標 100% 100% 100% 100% 100%

そだち指導を受けた児童の満
足度

増加目標 97% 97% 98% 98% 100%

区学力調査の平均正答率70%
以上の児童の割合

増加目標 79% 81% 84% 101% 85%

生活指導員配置に対する学校
の満足度

増加目標 89% 82% 86% 86% 100%

「学校での授業は分かる」と答
えた児童の割合

増加目標 89.1% 89.4% 90.3% 99% 91.0%

「学校での授業は分かる」と答
えた生徒の割合

増加目標 72.1% 72.3% 73.4% 98% 75.0%

区学力調査の平均正答率70％
以上の児童の割合

増加目標 79.0% 81.0% 84.0% 101% 85.0%

区学力調査の平均正答率60％
以上の生徒の割合

増加目標 61.0% 63.5% 68.0% 105% 70.0%

相談児童数のうち、関係機関と
連携できた割合

増加目標 66% 67% 67% 112% 70%

発達支援児の行動上の課題が
軽減した割合

増加目標 10% 4.8% 48% 10%

校内委員会での協議に基づく
指導によって、状況が改善した
児童・生徒の割合

増加目標 29.1% 27.6% 32.7% 109% 30%

登校サポーター派遣で別室登
校支援をし、状況が改善した児
童・生徒の割合

増加目標 75% 75% 62% 89% 70%

チャレンジ学級で支援をし、状
況が改善した児童・生徒の割
合

増加目標 72% 69% 70% 100% 70%

栄養バランスのよい食事を選
択できる子どもの割合

増加目標 84% 120% 85%

ごはん、みそ汁、目玉焼き程度
の料理を自分で作ることができ
る子どもの割合

増加目標 68% 85% 80%

給食のときに自ら一番はじめ
に野菜を食べる子どもの割合

増加目標 45% 64% 70%

全学年実施校数 増加目標 57校 60校 63校 100% 66校

放課後子ども教室年間参加児
童数

増加目標 10,185人 10,420人 10,158人 97% 10,500人

利用者満足度 増加目標 99% 99% 99% 100% 99%

発達支援児に対する事業の推
進

放課後子ども教室推進事業

29年度実
績対29年
度目標

次年度目標
（H30年度）

学力向上対策推進事業（中学
校の基礎学力対策）

重点プロジェクト事業名

幼児教育推進事業・家庭教育
推進事務

成　　果　　指　　標　　推　　移

成果指標 Ｈ27年度 Ｈ28年度 H29年度
分野 重点目標

学力向上対策推進事業（小学
校の基礎学力対策）

学力向上対策推進事業（学
習・生活支援の人材配置）

学力向上対策推進事業（教員
の授業力向上）

小・中学校給食業務運営事業
（おいしい給食の推進）

不登校対策支援事業

家庭・地域と連携し、
子どもの学びを支え
育む

ひと
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Ⅲ　重点プロジェクト事業　成果指標の達成状況

29年度実
績対29年
度目標

次年度目標
（H30年度）

重点プロジェクト事業名

成　　果　　指　　標　　推　　移

成果指標 Ｈ27年度 Ｈ28年度 H29年度
分野 重点目標

こども未来創造館に来場した
区民の割合

増加目標 25% 33% 27% 68% 40%

まるちたいけんドーム（プラネタ
リウム）の一回あたりの利用者
数

増加目標 61人 63人 62人 95% 65人

こども未来創造館の複数回利
用者率

増加目標 50% 65% 64% 107% 60%

小学生の自然・社会に対する
理解度・関心度

増加目標 90% 90% 96% 101% 95%

中学生の自然・社会に対する
理解度・関心度

増加目標 98% 98% 98% 99% 99%

体験活動事業参加人数 増加目標 440人 98% 400人

体験活動に参加し、成長でき
たと感じた子どもの割合

増加目標 98% 99% 99%

保育施設定員数 増加目標 13,094人 13,587人 14,466人 100% 15,762人

保育士等の定着度 増加目標 79.1% 75% 125% 75%

待機児童数 低減目標 306人 374人 205人 112% 80人

学童保育室入室者数 増加目標 4,381人 4,584人 4,647人 102% 4,641人

学童保育室の待機児童率 低減目標 3.9% 3.4% 5.4% 56% 3.0%

地域別待機児童率の最高値 低減目標 6.1% 7.6% 11.3% 62% 7.0%

こんにちは赤ちゃん訪問事業
の貢献度

増加目標 93.5% 95.1% 94.9% 100% 95%

子育てを負担に感じたりイライ
ラしたりする割合

低減目標 6.2% 5.5% 5.7% 88% 5.0%

子育ては楽しいと感じる割合 増加目標 70.1% 71.3% 95% 75.0%

早期（３７週未満）に産まれた
子どもの割合

低減目標 6.0% 5.8% 5.7% 102% 5.6%

子育てサロンの利用者数 増加目標 413,731人 415,758人 396,504人 94% 420,000人

子育てサロン相談数 増加目標 20,551件 17,753件 19,813件 94% 21,500件

子育てサロン新規利用者数 増加目標 13,997人 15,876人 14,126人 88% 16,000人

子育てサロン1日あたりの利用
率

増加目標 193% 186% 178% 95% 188%

子育てサロン利用者数満足度 増加目標 75%

児童虐待予防講座の参加人数 増加目標 282人 167人 145人 73% 198人

児童虐待該当件数 低減目標 640件 667件 675件 98% 660件

児童虐待解決率 増加目標 65% 64% 73% 91% 80%

相談を受けたひとり親家庭のう
ち他事業や制度を活用した人
数

増加目標 130名 130% 150名

ひとり親家庭向け就労支援事
業を活用して就労した人数

増加目標 13名 65% 20名

ひとり親家庭向け交流事業年
間参加世帯数

増加目標 364世帯 91% 440世帯

学童保育室運営事業

ひとり親家庭総合支援事業

妊娠から出産・子育て
まで切れ目なく支える

あだちスマイルママ＆エンジェ
ルプロジェクト（ASMAP）の推
進事業（妊産婦支援事業、こ
んにちは赤ちゃん訪問事業、3
～4か月児健診事業）

自然教室事業・体験学習推進
事業

ひと 家庭・地域と連携し、
子どもの学びを支え
育む

養育困難改善事業（児童虐待
対策等）

こども未来創造館事業

子育てサロン事業

待機児童解消の推進
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Ⅲ　重点プロジェクト事業　成果指標の達成状況

29年度実
績対29年
度目標

次年度目標
（H30年度）

重点プロジェクト事業名

成　　果　　指　　標　　推　　移

成果指標 Ｈ27年度 Ｈ28年度 H29年度
分野 重点目標

区内の文化施設や催しで、音楽や芸
術の鑑賞または伝統芸能に親しむ機
会を持った区民の割合

増加目標 6% 86% 9%

区内のスポーツ施設で、スポーツ・レク
リエーションに親しむ機会を持った区
民の割合

増加目標 81% 101% 85%

事業により登録につながった地域を支
える人材の数 増加目標 507人 84% 659人

世論調査「オリパラを契機に新たにス
ポーツ、文化活動、語学などに取り組
みたい区民の割合」

増加目標 60%

アンケート「障がい者と一緒に
スポーツを楽しみたい」の割合

増加目標 82% 117% 85%

総合型地域クラブの障がい者
対象事業数

増加目標 13回 72% 27回

ＷＬＢを推進し認定企業を目指
して取り組みを始める中小企
業数

増加目標 8件 3件 4件 50% 5件

足立区ＷＬＢ認定企業の数 増加目標 49件 52件 57件 95% 65件

仕事と仕事以外の生活の調和
が取れているとする区民の割
合

増加目標 17% 100% 22%

区内刑法犯認知件数 低減目標 6,939件 6,519件 6,633件 94% 6,200件

自転車盗難認知件数 低減目標 2,699件 2,533件 2,470件 97% 2,170件

体感治安が「良い」と感じる人
の割合

増加目標 51.5% 54.1% 54.3% 57%

ごみ屋敷対策の解決率 増加目標 75.5% 80.6% 82.6% 103% 80%

不法投棄処理個数 低減目標 12,307個 11,093個 10,274個 97% 9,246個

自転車放置率
（全駅周辺）

低減目標 0.5% 0.3% 0.3% 167% 0.5%

認定地区数 増加目標 2地区 4地区 6地区 100% 6地区

防犯まちづくり推進地区の普
及率

増加目標 0.9% 1.8% 3.2% 100% 4.6%

主要６駅周辺のごみの数 低減目標 2,074個 2,055個 3,008個 66% 2,000個

主要６駅周辺の路上喫煙者の
数

低減目標 141人 130人 101人 129% 90人

『花のビュー坊プレート』を見か
けたことのある区民の割合

増加目標 25% 83% 35%

太陽光発電システムにより賄
える世帯の数

増加目標 4,023世帯 4,236世帯 4,416世帯 101% 4,548世帯

省エネルギーを心がけている
人の割合

増加目標 55% 51% 53% 85% 62%

区内自動車の年間CO２排出量
(ｵｰﾙ東京62特別区の温室効
果ｶﾞｽ排出量)

低減目標 54.5万ｔ-CO2 54.0万ｔ-CO2 52.0万ｔ-CO2 100% 49万ｔ-CO2

ごみ処理量 低減目標 138,981ｔ 136,736ｔ 135,089ｔ 99% 131,355ｔ

区民1人1日あたりのごみ排出
量

低減目標 561.1ｇ 545ｇ 539.9ｇ 101% 532.8ｇ

資源化率 増加目標 19.70% 19.49% 19.10% 81% 24.0%

自然を大切にしようと考えた人
の割合（アンケート）

増加目標 100% 95% 95% 100%

生物多様性について理解が深
まった人の割合（アンケート）

増加目標 73% 73% 100%

自然環境・生物多様性の理解
促進事業

エネルギー対策の推進（温室
効果ガス排出削減）

ごみの減量・資源化の推進

多様な個性やライフス
タイルを認めあう風土
を醸成する

ビューティフル・ウィンドウズ運
動（美化推進事業）

ワーク・ライフ・バランスの推進
事業

ビューティフル・ウィンドウズ運
動（地域防犯力の向上）

東京オリンピック・パラリンピッ
クレガシー創出事業

文化・読書・スポーツ活動協創
推進事業

ビューティフル・ウィンドウズ運
動（防犯まちづくり推進地区認
定事業）

区民の命や財産を守
り、くらしの安全を確

保する

ひと

くらし

生活環境保全対策事業（ごみ
屋敷、不法投棄、放置自転車
対策）

生涯にわたる学習・文
化・スポーツ活動を実
践できる仕組みをつく
る

環境負荷が少ないくら
しを実現する
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Ⅲ　重点プロジェクト事業　成果指標の達成状況

29年度実
績対29年
度目標

次年度目標
（H30年度）

重点プロジェクト事業名

成　　果　　指　　標　　推　　移

成果指標 Ｈ27年度 Ｈ28年度 H29年度
分野 重点目標

多職種連携研修会参加者数 増加目標 446人 112% 400人

認知症初期集中支援相談を受
けて問題解決に繋がった件数

増加目標 8件 160% 10件

在宅療養支援窓口（仮）への相
談により解決に繋げた件数

増加目標 90件

パークで筋トレ・ウォーキング
総参加者数

増加目標 14,750人 15,760人 15,237人 90% 18,200人

はつらつ教室（一次予防対象
者向け）参加者数

増加目標 8,723人 8,021人 8,409人 119% 7,315人

はじめてのらくらく教室（二次予
防対象者向け）総参加者数

増加目標 1,480人 638人 407人 92% 461人

孤立状態から地域社会や支援
につながった世帯数

増加目標 3,636世帯 101% 4,000世帯

「わがまちの孤立ゼロプロジェ
クト」実施団体数

増加目標 51団体 102% 70団体

「つなぐ」シート利用人数 増加目標 199人 267人 314人 126% 320人

就労等決定者数（就労決定・進
路決定者数）

増加目標 81人 133人 173人 124% 200人

６歳臼歯にむし歯がある児童
の割合（小学３年生）

低減目標 10.0% 95% 9.3%

国民健康保険の一人あたり療
養諸費

低減目標 103.7 100% 104.0

野菜の摂取量 増加目標 233ｇ/日 220ｇ/日 231ｇ/日 92% 250ｇ/日

HbA1c7%以上の割合 低減目標 4.51% 4.77% 4.58% 96% 4.40%

糖尿病を主病とした年間新規
透析導入患者数

低減目標 230人 264人 49人 92% 48人

「つなぐ」シートの利用者のうち
自死に至らなかった者の割合

増加目標 100% 100% 100%

足立区自殺者数（対前年比） 低減目標 136人 134人 122人 107% 118人

女性防災士が未配置の避難所
運営会議の割合

低減目標 81% 79% 79% 75%

防災訓練参加者数 増加目標 71,483人 139,955人 136,924人 98% 140,000人

防災訓練実施回数 増加目標 563回 508回 89% 510回

地区防災計画策定数 増加目標 2地区 7地区 10地区 100% 10地区

【密集】事業実施地区の平均不
燃領域率

増加目標 51.7% 53.3% 54.0% 99% 55.5%

【不燃化】事業実施地区の平均
不燃化率

増加目標 54.3% 52.3% 54.1% 97% 56.0%

【細街路】細街路整備距離（年
度ごと）

増加目標 1,816ｍ 1,103ｍ 1,312ｍ 82% 1,600ｍ

老朽家屋の危険解消数 増加目標 39件 23件 33件 94% 35件

区内の住宅の耐震化率 増加目標 83% 84% 85% 92% 93%

特定地域内における無接道家
屋の建替え許可件数

増加目標 7件 6件 0件 0% 4件

都市計画道路用地の取得率 増加目標 45% 44% 45% 100% 46%

都市計画道路整備の進捗率 増加目標 32% 32% 28% 88% 28%

都市計画道路等の無電柱化整
備率

増加目標 0%

自転車関連事故件数 低減目標 750件 643件 697件 72% 500件

防災力向上事業（防災訓練・
防災計画）

建築物減災対策事業

生活困窮者自立支援事業

防災まちづくり事業の推進（密
集市街地整備・不燃化促進・
細街路整備）

データヘルス推進事業

交通環境の改善事業（都市計
画道路及びバス・自転車走行
環境の整備）

健康あだち21推進事業（糖尿
病対策）

こころといのちの相談支援事
業

地域包括ケアシステムの推進

介護予防事業（パークで筋ト
レ・ウォーキング教室、はつら
つ教室、はじめてのらくらく教
室）

高齢者、障がい者な
どの生活のサポート
体制を充実する

災害に強いまちをつく
る

便利で快適な道路・交
通網をつくる

くらし

孤立ゼロプロジェクト推進事業

まち

健康寿命の延伸を実
現する
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Ⅲ　重点プロジェクト事業　成果指標の達成状況

29年度実
績対29年
度目標

次年度目標
（H30年度）

重点プロジェクト事業名

成　　果　　指　　標　　推　　移

成果指標 Ｈ27年度 Ｈ28年度 H29年度
分野 重点目標

高架化工事の進捗率 増加目標 23% 35% 100% 55%

まちづくり計画策定の進捗率 増加目標 14% 41% 89% 63%

竹ノ塚駅周辺の踏切遮断時間 低減目標 57分 56分 54分 5% 0分

空き家プラットフォーム活動状
況等の情報発信に対する閲覧
者数

増加目標 4,646人 155% 15,000人

空き家利活用につながった物
件数

増加目標 0件 0% 4件

花と緑の普及啓発事業の参加
者数

増加目標 1,741人 1,895人 1,799人 118% 1,480人

緑のサポーター新規登録数 増加目標 155人 95人 106人 106% 100人

緑化活動に参加したい区民の
割合

増加目標 13% 13% 11% 73% 15%

緑化活動に参加した区民の割
合

増加目標 14% 14% 12% 80% 15%

公園施設長寿命化計画の進捗
率

増加目標 55% 61% 66% 100% 73%

区民団体等が主体となって新
たに実施したイベント数

増加目標 3回 70回 233% 123回

よく行く、または行きたい公園
がある区民の割合

増加目標 42% 44% 48% 104% 50%

創業支援施設退室時の区内定
着率

増加目標 20% 71% 50% 50% 100%

新設法人数 増加目標 821社 906社 948社 111% 887社

創業プランコンテストの応募件
数

増加目標 10件 16件 5件 25% 24件

小規模事業者経営改善補助事
業により経営革新に取り組ん
だ企業数

増加目標 57件 54件 90% 60件

新製品･新事業開発補助事業
の応募件数(29年度ビジネス
チャレンジコース)

増加目標 13件 20件 133% 20件

区内事業者が大学等と技術的
に連携した件数

増加目標 55件 53件 55件 92% 60件

見本市等出展ブースへのバイ
ヤー訪問件数

増加目標 260件 220件 340件 131% 260件

見本市等の参加により取引に
つながった割合

増加目標 31% 26% 18% 51% 35%

産業展示会出展による取引に
つながった割合

増加目標 36% 57% 143% 40%

街路灯等電気料金助成総額 低減目標 24,977千円 19,018千円 18,931千円 100% 18,500千円

商店街加盟店舗数 増加目標 2,537店 2,350店 2,158店 86% 2,300店

イベント集客数 増加目標 680,300人 686,000人 689,650人 99% 700,000人

マンスリー就職面接会の就労
決定率

増加目標 16.45% 18.93% 21.46% 107% 22%

人材確保支援事業で出張コン
サル支援を受け課題が解決し
た企業数

増加目標 36社

産業技術・経営研修会助成事
業における研修での資格取得
者数

増加目標 63人

鉄道立体化の促進事業（竹ノ
塚駅付近連続立体交差事業）

公園等の整備事業（パークイノ
ベーションの推進等）

空き家利活用促進事業

創業支援事業（産学金公ネット
ワークによる起業・創業支援）

経営改善事業（生産性の向上
と競争力強化）

販路拡大支援事業（区内産
業・製品のＰＲ）

商店街と地域商店の魅力向上
事業（訪れたくなる店づくりと
人が集うまちの創出）

緑の普及啓発事業

就労支援・雇用安定化事業
（区内企業の人材確保支援
等）

まち 地域の特性を活かし
たまちづくりを進める

地域経済の活性化を
進める
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Ⅲ　重点プロジェクト事業　成果指標の達成状況

29年度実
績対29年
度目標

次年度目標
（H30年度）

重点プロジェクト事業名

成　　果　　指　　標　　推　　移

成果指標 Ｈ27年度 Ｈ28年度 H29年度
分野 重点目標

ＮＰＯ活動支援センター登録団
体数

増加目標 178団体 182団体 184団体 102% 185団体

公益活動げんき応援助成事業
助成数

増加目標 21団体 22団体 25団体 83% 30団体

地域活動人材養成講座参加者
数

増加目標 459人 478人 606人 101% 600人

地域活動参加者数 増加目標 120人 122人 156人 130% 160人

町会・自治会加入世帯率 増加目標 54.80% 53.51% 52.09% 87% 60%

町会・自治会
加入世帯数

増加目標 181,797世帯 180,462世帯 178,769世帯 98% 179,881世帯

協創推進体制の構築
「協働・協創」が進んでいると思
う区民の割合

増加目標 16% 58% 29%

六大学連携事業参加数 増加目標 45,979人 44,348人 47,063人 105% 45,000人

あだちの大学リレー企画 増加目標 154人 332人 385人 193% 300人

連携事業の参加者満足度 増加目標 4.58点 4.60点

接客あだち推進月間で達成率
90％以上の所属数

増加目標 249件 266件 104% 256件

世論調査における職員の接客
態度に対する満足度

増加目標 59% 60% 65% 93% 70%

来庁者アンケートにおける職員
の接客態度に対する満足度

増加目標 85% 87% 88% 98% 90%

区実施研修の受講者評価 増加目標 69% 73% 80% 114% 80%

提言研修において実施可能と
された提言

増加目標 58% 53% 84% 140% 75%

各職場で実施した職場研修・
学習会等の回数

増加目標 1,245回 1,281回 1,268回 98% 1,300回

閲覧者の行動につながったﾂｲｯﾀｰ・ﾌｪ
ｲｽﾌﾞｯｸの投稿記事件数 増加目標 149件 298% 150件

情報発信に関する課題の解決率 増加目標 74% 123% 75%

広報やホームページなどによ
る区政情報の提供などに満足
している区民の割合

増加目標 60% 63% 63% 83% 75%

必要なときに必要とする区の情報が得
られていると思う区民の割合 増加目標 65% 68% 58% 83% 70%

世論調査調査票回収率 増加目標 64% 59% 56% 86% 65%

区政モニターアンケート調査票
回収率

増加目標 95% 98% 96% 101% 95%

世論調査を実施することで、区政
の改善につながると思う人の割合

増加目標 64% 65% 62% 89% 70%

アンケートを実施することで、区政
の改善につながると思う人の割合

増加目標 90% 90% 89% 99% 90%

区のイメージを高め、
定住者や来街者をふ
やす

シティプロモーション事業
足立区に誇りを持つ区民の割
合

増加目標 48.8% 51.4% 49.2% 95% 53.0%

収納率（特別区・都民税、軽自
動車税）

増加目標 91.43% 92.56% 94.65% 100% 95.23%

収納率（国民健康保険料） 増加目標 65.96% 65.14% 65.81% 98% 69.95%

収納率（介護保険料） 増加目標 92.53% 92.65% 93.07% 100% 92.92%

収納率（後期高齢者医療保険
料）

増加目標 96.58% 97.10% 97.33% 99% 98.19%

戦略的かつ効果的な
行政運営と情報発信
を行う

４公金収納金の収納率向上対
策（税・保険料）

情報発信強化事業（各種広報
媒体の充実・情報発信力の向
上等）

大学連携コーディネート事業

接客力の向上

町会・自治会の活性化支援

区民意識調査事業（世論調
査・区政モニター制度等）

NPO・区民活動支援事業

人材育成事務（職員研修事
業、職員の能力を活かす人
事）

行財政 多様な主体による協
働・協創を進める

次世代につなげる健
全な財政運営を行う
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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●視点 ひと・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ2９ 

●視点 くらし・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ６９ 

●視点 まち・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ９7 

●視点 行財政・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ1２３ 

Ⅳ 重点プロジェクト事業 

事業別評価の反映結果 

平成３０年９月に報告された、区民評価委員会の重点

プロジェクト事業評価に対して、今回「評価の反映結果」

をまとめました。

※重点プロジェクト事業評価調書の「投入資源」欄にある金額は決算数値ですが、人件費

算出のための平均給与（常勤、非常勤とも）のみ、調書の作成時期の関係で予算上の数値

としています。 
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

30,420

-

金額

7,358

② 幼児教育振興事業 金額 5,359

千円金額主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　研修会の参加者は目標に達しているが、より多くの職員
が参加しやすいように開催時間を変更するなどの工夫が必
要である。
　「早寝・早起き・朝ごはん」カレンダーの取組みアンケート
では、配布した家庭の69％が活用し、82％が役立っている
との回答を得た。29年度はカレンダーに「ひと口目は野菜
から」の小冊子を付け、保護者の関心を得られるようにし
た。体力向上については、全国平均値を上回る園がある一
方で、下回る園も多く、園によってばらつきがある。
　就学時までに求められている「自分の名前を正しい書き
順で書ける」については、就学前の中でどのように取り入
れていくかが課題である。

【短期】５歳児プログラムと小学校スタートカリキュラムを一体とした「あだち幼保小接続期カリキュラ
ム〔幼児教育・保育施設の保育者と小学校教員が、接続期（５歳児後期から入学後２ヵ月程度）にお
ける互いの保育・教育内容、子どもたちの発達と学びを理解し合い、双方の指導に活かしていくも
の〕」を作成する。家庭の果たす役割の重要性や園の取組みを周知目的とした家庭版も作成し、保
護者会等を通して配付していく。
「早寝・早起き・朝ごはん」カレンダーの取組みは、より取り組みやすい内容に改善するとともに、未
実施園に見本を提示しながら取組みを働きかけていく。
【中長期】保育者と教員が互いの教育や保育内容、子どもたちの発達と学びを理解し指導に活かせ
るよう、幼保小連携活動を通じて「あだち幼保小接続期カリキュラム」を浸透させていく。
「早寝・早起き・朝ごはん」カレンダーのアンケート調査を継続して行い、生活リズムを身につけるより
よい方策を探り実行していく。
体力向上については、子どもたちが運動遊びに興味・関心を持てるように工夫し、子ども同士が刺激
を受け合えるような環境づくりを目指す。

子ども施設整備課・子ども施設運営課・子ども施
設入園課と基本的生活習慣を身に付ける取り組
みや幼保小連携について協働している。また、衛
生部と協働し、早寝・早起き・朝ごはんカレンダー
に食育と虫歯予防の内容を掲載している。

根拠
法令等

子ども施策３ヵ年重点プロジェク
ト推進事業、足立区幼稚園教育
奨励助成事業要鋼

庁内協働

内
容

①

記入所属
教育指導部就学前教育推進課就学前教育推進
担当
子ども家庭部子ども政策課子ども施策推進担当
子ども家庭部青少年課家庭教育係

事業名

重点目標

電話番号

syugaku-zen@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5431（直通）
№１　幼児教育推進事業・家庭教育推進事務

重点項目

77,337

- -

-

-

小学校就学時に基
本的な生活習慣が
定着した児童の割
合

100,429総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）
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⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

-

④

活
動

70

36

41

90% 99%

％

小学校就学時に自
分の名前をひらがな
で書ける児童の割
合

％

70,552

15,921

-

21,678

70

47

67%

29

-

30

1,400

-

-

-

192

-

31

85

30

-

80

-

26

-

111% 109%

87

180

116%

2927 28

3439

1,278 1,397

156147

171

86%

116%

-

-

41

80-

39

100%

34

100%

36

145 145

87%

1,200

131 143

1,100

-

-

-

-

103%

70 70

50

98

20,858

8,641

85-

36,105

49,142

28,195

8,682

94

-

100%

-

3,504

2.10

20,837

2.40

69% 71%

48

100%

8,781

15,247

54,631

3,588

2.50

21,678

-

-

45,66117,282

成
果

％ 49

ｺｰﾃﾞｨﾈｰｼｮﾝﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ等の効果として、５歳児が年度2回目の体力測定に
おいて全国平均値と比較して数値が上回った子どもの割合(区立保育園･
こども園での2種目の平均値)　【参考】対象園児数＝833人
※4月1日現在

実績値

達成率

⑥ 70体力測定値(ﾃﾆｽﾎﾞｰﾙ
投げ･立ち幅跳び)が全
国平均値を上回った園
児の割合 70%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

6,136計

1.80

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

【指標①】保育現場への負担を考慮し職層ごとに対象者を分け、保育所保育指針
の改定や幼稚園教育要領改訂の研修会を実施した。さらに、２８年度に行ったアン
ケート結果を基に研修開催時期を設定したことにより、２９年度の目標値を上回る
参加者数となった。
【指標②】２８年度より目標園数を4歳児5歳児が在園する全園に拡大した。達成率
は低下したが、２９年度は年度途中にアンケートを実施してカレンダーの意義を伝
え、取組み園を拡大することができた。
（29年度実績内訳　区立保育園こども園31園、私立保育園75園、私立幼稚園・こど
も園37園、認証保育所13園）
なお、28・29年度目標値について、カレンダーの配布対象ではない3歳児以下の園
数を含めていたため、4・5歳児の在籍する園数に修正した。
　（28年度目標）　178園から171園に修正
　（29年度目標）　185園から180園に修正
【指標③】すべての園で年間計画を立て運動遊びを実践することができた。
【指標④】基本計画の指標定義と合わせるため、象徴的な４項目に変更した。アン
ケートを実施した結果は目標値を上回っており、区立園で実施している５歳児プロ
グラムの取組みや、５歳児プログラム家庭版の配付による成果が見られた。
【指標⑤】２９年度より、「正しい書き順で書く」を、確認する際の視点として加えアン
ケートを実施した。結果、正しい書き順で自分の名前を書けた割合は約８割であっ
た。字に興味を持った時からの関わり方によって、就学前でも正しい書き順を身に
付けられることがわかった。
【指標⑥】コーディネーショントレーニング等を取り入れた運動遊びの重要性を理解
し、継続的に取り組んでいるが、体力測定値は昨年とほぼ同等の結果であった。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

5.20

-

1,435

1.00 -

-2.00

63,873

36,556人件費(b)

人数 3.60

平均給与 8,450

事業費(a)

79%

目標値

26

自分の名前をひらがなで書ける１年生の人数÷１年生の
児童総数

95

79

100

28

達成率

1,096

0

1,497

0

8,970

-

3,576

1,039

00

年間を通じて身体を
動かす遊びをする時
間が一日１時間以
上の園数

早寝・早起き・朝ご
はんカレンダーの取
り組み園数

研修会へ参加した
職員数

園

園

活
動

人

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 幼児教育振興事業・家庭教育推進事務

目
的

乳幼児の保育、教育、発達や幼保小連携などに関する
研修会などへの参加職員数（保育士、幼稚園教諭、小学
校教諭）
目標数＝対象職員数　　　※4月1日現在

実績値

目標値

就学前教育の充実
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

園と家庭の連携により子どもたちが基本的生活習慣を身につける取組みを推進する
とともに、幼保小連携による幼児と児童の交流活動、教員と保育者の交流研修等によ
り、相互が理解を深め、教育・保育に活かし、子どもの学びの構えを育む。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

人間形成の基礎をつくる最も重要な幼児期においての基本的な生活習慣を身につける取組みを
推進し、かつ教育内容を豊かにすることで幼児教育から小学校教育への滑らかな移行を推進す
る。

基本的生活習慣(挨拶や返事・姿勢良く座る・静かに話を
聞く・一人でトイレを済ませる)が身についている１年生の
人数÷１年生の児童総数       【29年度から定義変更】

「早寝・早起き・朝ごはん」カレンダーの親子での取組みを実施した認可
保育園・こども園・幼稚園の数
目標数＝対象園数（29年度区立保育園31園、私立保育園76園　区立こど
も園3園　私立こども園5園　認証保育所16園　私立幼稚園52園）※4月1
日現在

目標値

目標値

達成率

実績値

年間を通じて身体を動かす遊びをする時間が一日１時間
以上の園数
目標数＝対象園数（区立保育園、こども園）
※4月1日現在

目標値

実績値

達成率

10,562家庭教育推進事務

3,576

ひと 再掲

Ⅳ　重点プロジェクト事業　事業別評価の反映結果
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　　「あだち幼保小接続期カリキュラム」は、就学前教育の充実を
図り、小学校への移行をよりスムーズに行う上で重要な取組みで
あるため、内容を精査して作成してもらいたい。
　また、幼保小連携活動を通じて「あだち幼保小接続期カリキュラ
ム」が着実に実践されることを期待する。
　　「早寝・早起き・朝ごはんカレンダー」については、アンケート調
査を継続的に実施し、取り組みやすい内容に改善するとしており、
その姿勢は評価する。カレンダーを活用する家庭が増えるように
取組みを推進してほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①③④は目標を達成しており精力的な取組みを評価したい。特に指標
①は、参加人数だけでなく研修内容についてもより良くしようという努力が見ら
れ好ましい。
　指標②は目標を達成できなかったが、私立保育園など独自の運営方針があ
ることを理由に取組みへの参加を断られた場合でも理解を得ようと努力を継
続している点は評価したい。難しいとは思うが引き続き取り組んで頂きたい。
　指標⑤は未達成である。今後も指標として継続的に数値を把握していくこと
は必要と考えるが、その定義について、「自分の名前を正しい書き順で書け
る」ことが、本当に幼児教育で求められることであるのかを専門家も含めた幼
児教育の関係者で一度再検討していただきたい。文字学習の準備性である文
字への関心や書字につながる目と手の協応の形成を遊びの中で培っていくこ
と、学びにつながる非認知的能力の形成などをさらに充実していただきたい。
　指標⑥も未達成である。すでに足立区の子どもの運度能力は高く、さらに高
い目標値を設定しているとのことであるが、実績値は下がっている。コーディ
ネーショントレーニングを遊びに取り入れるなどの工夫もしているが、活動が
成果に結びついているのか検証する必要があると考える。

　あだち５歳児プログラムと小学校スタートカリキュラムを一体とした「あだち幼保小接続期カリキュラム」を平成３０年１２月に策定した。策定を受けて、指標⑤の定義
については学識経験者と協議し検討する。「あだち幼保小接続期カリキュラム」評価については大学との連携が可能かを検討していく。子どもたちの成長や発達に
合わせた目と手の協応の形成や学びへの非認知的能力の形成については、小学校生活へのスムーズな移行を目指した接続期における取組み事例の紹介などに
より充実を図っていく。
　一定時間に一斉活動するコーディネーショントレーニングは、生活リズムの確立を目的として平成２１年から取組み始めた。平成２４年に文部科学省が策定した幼
児期運動指針において「特定のスポーツ（運動）のみを続けるよりも、体を動かす遊びなどを通して多様な動きを十分経験しておくことが大切」と示され、一人ひとり
の発達に応じた援助と、幼児が自発的に体を動かしたくなる環境構成の工夫などが求められた。よって、現在はコーディネーショントレーニングではなく、園庭環境を
見直すための園内研修や公開保育を参考に運動遊びについて学び、子どもが主体的・自発的に遊びとして十分に体を動かせる環境を保育者が工夫し、多様な動き
を楽しく身に付けられる運動遊びを実施している。体力測定の指標定義を見直し、各区立園の取組みを確認し検証していく。
　早寝早起き朝ごはんカレンダーに関しては、より取り組みやすいものにするため、これまでの1年間分のカレンダーに加えて、1週間を4回実施するチェックブックを
新たに作成し、どちらかを選べるようにした。合わせて、チェックブックでは、早寝早起き朝ごはんに運動を加えた４つのチェック項目として、運動の大切さも伝えられ
るようにした。また、生活習慣が改善しないなど、子育てに悩みがある家庭には、園や相談窓口で相談にのるなどフォロー体制を作っていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　 幼児期の教育は大変重要であり、今後も専門家の研究成果などから足
立区ならではの独自性ある新たなプログラムづくりに取り組んでいただきた
い。
　取組みの一つとなっているコーディネーショントレーニングの位置づけだ
が、遊びの時間に定期的に行うことでよいのか、自然の中などでの自由遊
びの中で、結果的にコーディネーション的な力を身に着けたいのかなどの議
論を行っていただきたい。両者の良さがあると思われるので、ぜひコーディ
ネーショントレーニングを活かした保育内容を検討していただきたい。
　小学校への滑らかな移行に必要な生活習慣形成のため、早寝・早起き・
朝ごはんカレンダーは素晴らしい取組みであり、一般へのPR強化や簡単に
取り組めるバージョン作成など発展を期待したい。また、早寝・早起きがで
きるためには、昼間の時間の運動が重要となるため、運動遊びとの関連も
踏まえ、総合的に子どもの育ちに取り組んでもらいたい。
　一方で、家庭により様々な事情があり、早寝・早起き・朝ごはんがうまく実
施できていない家庭もあるであろう。できていない親が追い詰められること
なく、子育て相談窓口などでフォローできる仕組みがあると良いだろう。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①は目標を上回った。研修の対象者や実施時期に配慮する改善を
図っており評価できる。
　指標②は目標を下回ったものの、カレンダーの意義を伝えることで取り
組み園を拡大したことは評価する。
　指標③は毎年度、目標を達成しているものの、指標⑥は目標値を下
回っている。体力測定値の向上については、全国平均を上回る園がある
一方、下回る園が多いとのことである。各園の運動遊びを分析し、改善を
図ることで目標達成に向けて取り組んでほしい。
　指標④⑤については、５歳児プログラム等の取組みを推進し、より高い
成果実績を目指してもらいたい。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　早寝・早起き・朝ごはんカレンダーについては、昨年度の評価結
果を踏まえて良く検討されている。
　より使いやすいものにするために、「カレンダーの期間を定めて
ほしい」などの意見を聞きつつ本来の目的からずれないように改
善に努めている点や、実施園拡大のために研修会などを通して普
及に努めている点、私立保育園などに対して実施園の見本を見せ
て取組みを広げるための働きかけを継続している点を評価した
い。
　一方で、身体を動かす遊びの時間とコーディネーショントレーニ
ングとの関係があまりはっきりとせず、コーディネーショントレーニ
ングを活用した新たな取組みが確認できなかった。今後の改善に
期待する。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

0

-

金額

0

② 金額

千円金額主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　小学校では、継続した取組みの成果として基礎学力の定
着が見られており、維持されている。定着した基礎学力を
今後どのように発展的な学力につなげていくのか、未定着
層へはどのように工夫して対応するかが課題となってい
る。
　また、事業が増加し続けている状況にあり、現場の負担
感の増や効果の希薄化を招きかねない状況にもなりつつ
ある。様々な事業を児童に対して効果的な取組みへと浸透
させていくためには、学力調査結果等の分析と個に応じた
指導の必要性や各事業の趣旨について、一人ひとりの教
員の理解を得る必要がある。

(短期）
　基礎学力の定着状況を維持するため、小学校の各学年でつまずきの原因にス
ポットをあてた取組み（ＭＩＭ、そだち指導等）と、教員の授業力の向上、補習体制の
構築を継続して徹底していく。また、各校の個々の状況に応じた補習体制の充実に
加え、夏休みの学習教室の開催により「授業がわからない児童」をつくらないこと
で、基礎学力の定着状況を高めていく。
（中・長期）
　児童の基礎学力定着のため、区の施策に対する教員一人ひとりの理解が欠かせ
ない。学力調査結果の分析やそれに基づく個に応じた指導の必要性、基礎学力定
着のための各種事業の趣旨について、教員研修のほか様々な媒体を通して情報
発信を進め、教員一人ひとりに浸透していくよう働きかけていく。

ＭＩＭ研修は教育指導課担当

根拠
法令等

教育基本法、学習指導要領
各事業実施要綱、各非常勤職員
設置要綱

庁内協働

内
容

①

記入所属
教育指導部
学力定着推進課学力定着推進係

事業名

重点目標

電話番号

gaku-tei@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-6717（直通）
№２　学力向上対策推進事業（小学校の基礎学力対策）

重点項目

0

1.6 1.4

131%

区学力調査の平
均正答率30％未
満の割合(小学生)

0総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

実績値

目標値

実績値

達成率

④

成
果

77

75

- -

％

12,269

183

-

25,847

29

30

3,450

-

-

-

4,140

-

85

30

-

1.0

26

2,520

90% 130%

1.0

4,140

100%

2927 28

8577

3,450 3,450

3,858-

-

-

100%

4,200

60%

75

1.31.5

70

108%

87

102%

83

- -

93%

3,450

- -

3,450

97%

3,340

3,450

107%

9,685

8,641

1.32.1

78,655

0

0

8,682

1.5

91%

3,504

0.00

0

0.00

100%

8,781

68,970

12,086

3,588

1.90

25,847

-

-

5,2694,321

実績値

達成率

⑥

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　指標①は、児童の読みのつまずきを月１回のテストから把握し、
授業の工夫や放課後などの時間を活用してアセスメントの実施を
学校に働きかけた結果、目標値の指導回数を達成した。
　指標②は、前身となる「あだち小学生基礎学習教室」（平成２８年
度まで実施）の終了を受け、サマースクールを新たに指標として設
定した。学校により教科や学年などターゲットを絞り込んで取り組
んでいるため、目標値は下回っている。
　指標③の数値は、毎月実施する各校のテストの結果が入力され
たクラスレポートに対し、学力定着推進課担当職員がその分析に
基づくアドバイスを作成して学校に返却した結果、学校で相対的な
状況が把握され、具体的な手立てに取り組む学級の増加につな
がったことが、数値の上昇に寄与したと考えられる。また、学級の
担任が抱える多忙感や悩みを丁寧な対応で解消していったこと
も、児童への効果的な指導につながり、目標値を上回った。
　指標④は、児童のつまずきの解消につながる取組みに加え、教
員の授業力の向上や補習体制の構築に向けた努力が、成果に結
びついてきたと考えられ、目標値を上回った。引き続き、現在の定
着状況を維持しつつ、レベルアップに努めていく。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

0.60

-

0

1.50 -

-0.50

0

0人件費(b)

人数 0.00

平均給与 8,450

事業費(a)

目標値

26 28

達成率

0

0

0

0

6,817

-

5,364

0

00

特殊音節を使え
る児童の割合

サマースクール
実施延べ日数

＜ＭＩＭ＞の指
導回数

日

％

活
動

回

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 学力向上対策推進事業の一部

目
的

1校あたりの平均指導回数（50回）×小学校数 実績値

目標値

確かな学力の定着
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

異なる学力層の子どものニーズに対応した指導・支援を行う多層指導モデル（ＭＩＭ）
の実践、夏季休業中に各校が個のつまずきに応じた補習教室（サマースクール）を実
施する。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

児童の基礎的・基本的学力の確実な定着と学習意欲の向上を図る。

「足立区基礎学力定着に関する総合調査」において、平
均正答率30%未満の児童の割合(小学生)
【低減目標】

各校で実施したサマースクールの実施延べ日数の合計
（１０日×６学年×６９校）

目標値

目標値

達成率

実績値
＜ＭＩＭ＞の指導を受けた全児童のうち、特殊音節を使
えるようになった児童の割合

目標値

実績値

達成率

183MIM研修会講師謝礼

3,576

ひと 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　基礎学力の定着に向けて、本事業だけでなく、教員の授業力向
上などの事業とあわせて複層的に取り組んでいく方向性は、大変
評価できる。
　中・長期的には、個に応じた指導の必要性や各種事業の趣旨に
ついて、様々な取組みを通じて全ての教員に浸透させることで、基
礎学力の定着を実現して欲しい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①は、目標値を達成しており、評価できる。
　指標②は、未達成である。今後は達成できるように期待したい。
　指標③は、目標値を超えており、それは指標①の成果であると
考えられる。評価したい。
　指標④は、大幅な低減が実現できており、高く評価できる。個に
焦点を当てた教育方針の成果が出てきている。教員に対する研修
も年４回実施している点などしっかりとした取組みが感じられる。

　小学校の基礎学力対策では、児童一人ひとりのつまずきに対応した「個に応じた指導」と教員の「授業力の向上」を柱とした取組みにより、「授業
がわからない児童をつくらない」教育を引き続き推進していく。
　ＭＩＭ（多層指導モデル）については、定期的な教員研修により指導の徹底を図るほか、優れた実践を発信・共有する仕組みを検討していく。
　30年度は、夏季休業期間中のサマースクールに加え、つまずきの早期予防を目的とした「あだち小学生夏休み学習教室」を実施し、取組みの強
化も図った。各校におけるサマースクールは、それぞれの課題に応じ、教科や対象学年など狙いを絞って取り組まれており、その実施状況を把握
しながら、取組みのさらなる徹底により、児童の学力の底上げを図っていく。
　事業のＰＲについては、区のイメージ向上に加え、家庭・地域の理解、協力を得るためにも、各種媒体を活用し、情報発信を強化していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　足立区の学力向上対策は、他区と比較しても大変充実している。特に
個別対応に、とても力が注がれており、それが成果として表れるように
なってきた。
　まず、多層指導モデルＭＩＭについてだが、全校で実施しており低学
年の基礎学力の定着に貢献している。教員の異動があるため、新しい
教員や管理職へのＭＩＭの教育的意義を周知徹底する具体的な対策
（たとえばリーダーを何人か育成して、そのリーダーから広めてもらうな
ど）が望まれる。
　次に、サマースクールについてだが、これも個別での手厚い支援が実
施されており、評価に値する。ただし、各校での実施数が目標に届いて
いないため、早期の実現に期待する。教員の協力が不可欠な事業なの
で現場とのコミュニケーションを円滑にし事業が継続されることを希望
する。
　最後に、足立区の学力向上対策の内容について、区民でもあまり知
らない人が多いため、区内外に積極的に発信し、足立区のイメージ向
上に努めてもらいたい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標②以外は目標を達成しており、評価できる。
　指標①＜ＭＩＭ＞の指導回数は、担当課からの各学校への働き
かけにより、平均指導回数50回という活動を実現しており、指標③
の成果の達成に寄与していることから、大変評価できる。
　指標②についても、目標未達成であったが、その分析がなされて
いる。ターゲットを絞り込むことで、より効果的な事業執行を実現す
るとともに、今後も個のつまずきを解消するための機会創出に努
めて欲しい。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　サマースクールの実施によるつまずき解消やＭＩＭによる成果向
上のためテストの結果分析とそれに対するアドバイスを丁寧に実
施するなど昨年度の評価結果が十分に反映されている。
　また、サマースクールの教員への負担軽減対策についても、夏
季プール開催日の日程に合わせるなどの配慮がなされている。学
力向上の面でも着実に成果につながっており、全体として大いに
評価したい。
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庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

ひと 再掲

実績値

達成率

23,557数学チャレンジ講座委託料

3,576

達成率

生徒の基礎的・基本的学力の確実な定着と学習意欲の向上を図る。

事前テスト（教室実施前）と事後テスト（教室実施後）にお
ける平均正答率の伸び率　【新規指標】

目標値：講座実施予定延時間数
実績値：講座実施延時間数
対象：中学１年生　５０分×２コマ×８日間

目標値

目標値

達成率

実績値
「足立区基礎学力定着に関する総合調査」において、平
均正答率30%未満の生徒の割合(中学生)　【低減目標】

目標値

確かな学力の定着
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

数学のつまずき解消のために数学チャレンジ講座を実施、「英語大好き」な中学生を
育てるために英語チャレンジ講座を実施する。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 学力向上対策推進事業の一部

目
的

目標値：講座実施予定延時間数
実績値：講座実施延時間数
対象：中学１・２年生　５０分×２コマ×５日間
【新規指標】

実績値

目標値

区学力調査の平
均正答率30％未
満の割合(中学生)

「英語チャレンジ
講座」実施延時
間数

「数学チャレンジ
講座」実施延時
間数

時間

％

活
動

時間

活
動

③

②

0

0

0

0

1,435

-

0

0

00

82%

目標値

26

事前テスト（教室実施前）と事後テスト（教室実施後）にお
ける平均正答率の伸び率

-

69.6

85.0

28

達成率

0

0人件費(b)

人数 0.00

平均給与 8,450

事業費(a)

0.90

-

0

0.00 -

-0.60

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　指標①及び②は、予定していた事業計画どおりに実施し、目標値を達成
した。
　指標①の事業は、平成２９年度に前身事業から転換し開始したものであ
ることから、新たな事業の内容に合わせて目標値を変更した。
　指標③は、学力未定着層への様々な事業が身を結んできた成果とし
て、低減につながり、目標値を達成したと考えられる。
　指標④は、目標値と比較すると大幅に上回ってはいるが、事業転換初
年度の実績であったことから、今後の推移を見守りながら目標値を定めて
いく必要がある。
　指標⑤は、事前と事後のテスト内容が難易度や問題数の設定で事業者
ごとのばらつきが見られるなど課題があり、目標には届かなかった。
　指標④及び⑤の事業いずれも、つまずき始めた生徒に定期的に学習す
る機会を作り、家庭学習と授業でのフォローを絡めながらつまずきの原因
を解消することで、生徒に自信と力をつける効果があると考える。事前・事
後テストにおいては、実施前後の比較をする上でテストの難易度や問題
数など、考慮すべき点に注意を払って実施されなければならない。実績の
正確性を高めて事業の見直し等に役立てていく。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

実績値

達成率

⑥

8,781

35,862

9,338

3,588

0.40

35,767

-

-

7,9035,185

85%

-

3,504

0.00

0

0.00

71%

5,185

8,641

--

41,047

0

0

8,682

-

-

-

-

82.9

- -

100%

583

- -

-

-

-

--

-

7.0

10.0-

8.2

89%

6.6

106%

7.9

7.07.0

- 583

467480

480

100%

-
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-

- 295%

29.5

467

100%

2927 28

70.0

30

-

30.0

-

30

583

-

-

-

467

-

6.0

44,133

34,795

-

35,767
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④

成
果

7.0

9.9

- -

％

「英語チャレンジ
講座」事前・事後
テストの伸び率

％
⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

-

0

- -

-

-

「数学チャレンジ
講座」事前・事後
テストの伸び率

0総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
教育指導部
学力定着推進課学力定着推進係

事業名

重点目標

電話番号

gaku-tei@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-6717（直通）
№３　学力向上対策推進事業（中学校の基礎学力対策）

重点項目

根拠
法令等

教育基本法、学習指導要領
各事業実施要綱、各非常勤職員
設置要綱

庁内協働

内
容

①

千円

③

　中学校での学力向上対策の事業は、中１・中２数学チャレ
ンジ講座、中１英語チャレンジ講座、英語マスター講座、は
ばたき塾などの委託事業に、中１夏季勉強合宿といった独
自事業を絡め、それぞれの学年と学力層にアプローチをし
てきた。
　夏季休業中に実施していた中学生補習講座は、講師不
足のために平成29年度は実施できない事態となったが、新
たに数学チャレンジ講座として平日実施とすることで、講師
確保が可能となった。

（短期）
　数学チャレンジ講座・英語チャレンジ講座とともに、学校における放課後等の補習
を通して教科や学年ごとの生徒つまずきを解消し、「授業がわからない生徒」をつく
らないことで、基礎学力の定着状況を高めていく。

（中・長期）
　各学校における「わかる授業」の実践と「個に応じた指導」とともに、本事業を通し
て学力低位層の底上げを図ることで基礎学力の定着の実現を目指す。今後の事業
展開にあたっては、各学力層の課題を見極めながら、事業の検討・見直しを図って
いく。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 英語チャレンジ講座委託料 金額 11,111

千円金額数チャレ選定委員会報酬 121主な内容

0

-

金額

0
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　昨年度は講師不足のため実施できなかった夏季休業中の補習
講座を数学チャレンジ講座として平日実施とすることで講師の確
保が可能となった。こうした工夫により、数学の基礎力向上につな
げたことは評価できる。講座は複数の事業者が担当されていると
のことなので、今後は事業者間で連携して、授業内容に差が出な
いようにしてほしい。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標⑤以外は目標を達成しており、評価できる。
　指標①②は活動指標であるが、講師の人材確保が困難な状況
において、予定した事業計画を確実に実施したことで、目標の時
間数を達成しており、大変評価できる。
　成果である指標④は、大きく目標を達成、指標⑤も目標の8割を
超える水準となっている。しかし、事業者によってテストの内容に
ばらつきがあるとのことなので、見直しを行い、適切に基礎学力の
定着度を把握することのできる、より精度の高い事業として欲し
い。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①②とも目標を達成した。その結果として、指標③における
着実な達成率の伸びにつながっており評価できる。「個に応じた指
導」という教育方針が根付いてきている結果であろう。
　指標④⑤は、事前・事後を比較するテストの難易度や問題数な
どの設定が統一されていないため、測定方法の正確性を高め、適
切な目標値設定となるようにしてほしい。 そうした中、実状にあわ
せて、30年度の目標値を設定している点は一定程度評価できる。

　「授業がわからない生徒をつくらない」教育を推進するためにも、教員の授業力向上による「魅力ある授業」の実現とともに、本事業によ
る補習講座等により生徒個々のつまずき解消を図ることで、生徒の学習意欲を高めながら、今後も基礎学力の定着徹底を目指していく。
　学習意欲を評価指標とすることについては、意欲を測定するための質問内容など検討していく。
　委託事業は、同一事業を複数事業者が受託していることから、授業内容、テストの難易度、問題数等のばらつきが見られる。実施内容に
ついて委託事業者それぞれとの協議により、可能な限り差がない実施ができるよう均衡化に努めていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
 「足立区基礎学力定着に関する総合調査」で結果が出ていると考えら
れ、基本的な方向性は正しいと思われる。毎年アクションプランにて学
校ごとに指導計画を立案し見直しをしていることも評価できる。チャレン
ジ講座はすべての生徒が対象ではなく、５段階評価で２～３の評価の
生徒が対象であるとのことだが、つまずきが見られる生徒や評価が高
い生徒についても、別事業で対応しているとのことである。ほとんどす
べての生徒に目配りが行き届いており、今後も「個」に焦点をあてた「授
業がわからない生徒をつくらない」教育を継続してもらいたい。
  課題としては、学力調査の結果が学年が上がるごとに全国平均より
下がってしまうことである。中３夏以降は上昇が見られるとのことである
が、学ぶ意欲の低下につながることも考えられるため、補習講座の充
実だけでなく、生徒の学習意欲（モチベーション）向上のための仕組み
づくりにも取り組んでもらいたい。また、可能であれば、生徒の学習意
欲も評価指標として追加していただきたい。なお、事前・事後テストにお
ける、業者による難易度のばらつきについては、早急な改善を要望す
る。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　成果分析欄にあるとおり、生徒のつまずきを解消するために、こ
れまでの事前・事後テストの内容をブラッシュアップすることで、実
績の正確性を高めて事業の見直しを図っていく方向性は、評価で
きる。
　中・長期の方向性にあるように、これまでの取組み結果を基に、
事業の検討・見直しを図ることで、学力低位層の底上げによる基
礎学力の定着を実現して欲しい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

0

-

金額

3,504

② 金額

千円金額主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　そだち指導員の指導力について、これまでの計画的な研修
により一定レベルの質確保に至っている。加えて新規採用者
に対しては担当職員の巡回による指導・助言等の個別対応に
より、質の維持・向上を図る。その一方で、人材確保の面で
は、教科指導専門員や学習支援員との応募資格の重複、ま
た、別室での個別指導をすること等から、学校では指導経験
や身元の確かな方に、との思いもあり、その確保は簡単では
ない状況にある。
　生活指導員は、当該業務に係るＤＶＤ視聴や指導主事によ
る事例を用いての講義等、実践を意識した研修を実施してい
るが、学校ニーズにあった適切な活動には、配置校における
教員等の指示やＯＪＴ指導などの支援も重要である。

　そだち指導においては、対象児童のつまずきを正しく把握して適切な指導を行うこと
が肝要であり、学習内容の系統性と指導内容の理解、個に応じた教材の選定により、
指導を工夫する力を高めていく。これまでの指導成果（カリキュラムや指導事例）を生か
しつつ、計画的な研修及び指導体制により、指導力をさらにみがき深め、その質を高め
ていくことで、一人でも多くの児童がつまずきや課題を解決し、「わかった」「できた」とい
う喜びを体験できるよう力を注いでいく。
　生活指導員は、学力向上に深くかかわる授業環境の向上を側面から支援するなど、
有意義で充実した中学校生活を送らせるため、生徒が何でも気軽に相談できるような
学校の一員として存在すべく、必要な研修等を検討・実施するなど、真に必要な人材の
育成や確保に努めていく。
　なお、そだち指導員・生活指導員の人材確保は、学校管理職や教員、各種専門非常
勤として雇用している教員ＯＢ等のネットワーク、新たに協定を締結した明海大学や文
教大学を含めた区内外の大学等に積極的に働きかけ、協力を求めていく。

根拠
法令等

足立区立小学校そだち指導員
設置要綱、足立区立中学校生活
指導員設置要綱

庁内協働

内
容

①

記入所属
教育指導部
学力定着推進課事業担当
教育指導課教育指導係

事業名

重点目標

電話番号
gaku-tei@city.adachi.tokyo.jp
kyo-sidou@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5964(直通)/03-3880-5974(直通)
№４　学力向上対策推進事業（学習・生活支援の人材配置）

重点項目

190,811

- 97

-

100%

そだち指導を受
けた児童の満
足度

0総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

103%

目標値

実績値

75
達成率

79

④

成
果

100

100

-

- 99%

％

区学力調査の平
均正答率70％以
上の児童の割合

％

20,655

232

-

970

100

86

86%

29

-

30

68,880

-

-

-

32,670

-

100

85

30

-

100

-

26

-

97% 98%

98

32,670

95%

2927 28

100100

65,772 65,712

29,52630,216

32,670

92%

95%

-

-

-

100100

100

100%

100

100%

100

- 32,670

90%

68,880

- 32,436

68,880

97%

66,714

68,880

97%

100%

100 100

89

81

18,445

8,641

100-

187,207

177,757

13,054

8,682

97

77

100%

75

3,504

1.00

9,550

1.10

- 89%

-

-

8,781

168,762

20,423

3,588

3.00

970

-

-

9,6599,505

成
果

％ 82
生活指導員配置に関するアンケート調査で「とても効果
があった」「効果があった」と回答した学校の割合 実績値

達成率

⑥ -生活指導員配
置に対する学校
の満足度 82%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　活動指標、成果指標ともほぼ達成できた。
　活動指標①②は、指導員個々の事情（本人の疾病や親族の介護等）での
退職等により、そだち指導や巡回等業務ができなかったことに起因する。
　成果指標③④では、全体研修やエリア研修（平成２９年度は「読解」、「表と
グラフ」等）を通して、教え方や教材を工夫するなど、指導スキルを高める努
力やサマースクール期間を活用した短期指導の工夫もあり、そだち指導を受
けた児童（２,７８２人）については、着実に各自の課題やつまずきを解消し、
学習に対する自信や意欲の高まりが見受けられる。そだち指導への満足度
も高く、担任からは「前向きになり、挙手が増えた」、「できた経験を積み重
ね、自信がついてきた」、保護者からは「苦手だった算数がそだち指導を経て
好きになった」、「わからないことを聞くようになった」、など、進んで学習する
姿勢への変容が報告され、その後の学習活動にも大きな影響を与えている。
　成果指標⑤は、そだち指導イコールの成果ではないが「客観的な指標を」と
の意見から区学力調査の結果を指標に加えたものである。
　成果指標⑥の生活指導員は、２８年度の実績を上回る結果となった。活動
内容は、 学習環境の整備に向けた不登校・不定期登校生徒の対応や校内巡
回、発達障がい支援補助等、多岐にわたっている。各校の状況や業務内容
には差もあり、一概には評価できないが、学校にとっての有効な運営支援と
なるよう努めており、平成２９年度はその支援として、指導主事による講義に
加え、ケーススタディやグループ討議、発表など実践につながる研修を実施
した。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

1.10

-

0

2.50 -

-1.10

0

達成率

0

0人件費(b)

人数 0.00

平均給与 8,450

事業費(a)

0

101%

目標値

26

「足立区基礎学力定着に関する総合調査」の平均正答
率70％以上である児童(小学校)の割合　【新規指標】

81

84

83

28

生活指導員の
年間活動時間

そだち指導員の
年間活動時間

時間

％

活
動

時間

活
動

③

②

そだち指導によ
るつまずき解消
率

視点

①

単位

対応する予算事業名 学力向上対策推進事業の一部

目
的

そだち指導員全員の年間総活動時間
（報酬の年間勤務時間実績値） 実績値

目標値

確かな学力の定着
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

小学校にそだち指導員を配置し、指導対象児童のつまずき解消を図る。中学校に生
活指導員を配置し、校内の巡回等を通じて学習環境の維持・向上を図る。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

児童・生徒が確かな学力の定着と学習環境の整備を図る。

そだち指導終了児童に対するアンケート調査において
「たいへんよかった」「よかった」と答えた児童数/そだち
指導を終了した児童数

生活指導員全員の年間総活動時間
（報酬の年間勤務時間実績値）

目標値

目標値

達成率

実績値
そだち指導を終了した児童数/そだち指導を受けた児童
数

目標値

実績値

達成率

232指導員旅費

3,576

達成率

0

0

0

0

10,764

-

8,940

0

ひと 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　そだち指導員は、これまでの指導成果を生かし、対象児童のつ
まずきの解消に向けて、指導力のさらなるブラッシュアップを図っ
ていく方向性は適切である。
　生活指導員についても、29年度に実施した実践につながる研修
をはじめ、学校・生徒にとって真に必要な人材の育成に努めていく
方向性は適切である。
　指導員の人材確保に向けて、区内外の大学に働きかけを行って
いく点について、区の経営理念である協働・協創の視点からも大
変評価できる。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価
達成度

　他区にはあまり例のないオリジナルの取組みであり、その独自性を評価
したい。
　指標①②は、目標を達成できなかった。指導員の個々の事情もあり仕
方がない面もあると理解するが、指導員の不在・退職により各校に影響
がなかったか危惧される。指導員の人材確保だけでなく指導員が継続で
きるための支援も配慮願いたい。
　指標③は目標を達成した。児童個々の目標をしっかり立てられたことが
要因と考えられ評価できる。
　指標④はわずかに目標未達成だったが、ヒアリングの結果、「たいへん
よかった」「よかった」と答えていない児童も「もっと受けたい」と答えている
とのことであり評価できる。
　指標⑤は目標を達成できた。今後も指導員の人数確保や資質の向上を
目指し学力調査の結果に結びつけていただきたい。
　指標⑥は未達成であった。学校側の高い要望に応えきれていないこと
が理由であるが、生徒や保護者からの評価は高いとのことであり、一定
程度評価できる。今後のさらなる向上に期待したい。

　そだち指導員が抱える雇用継続に関わる様々な課題に対しては、各種休暇の活用や勤務割振りの見直しなど柔軟に対応し、子どもたちへの指導にも影響のない
よう対応してきた。当該職務については、教員免許・指導経験を要すること、ボランティアとしての指導やスポット授業とは異なり、子どもたちのつまずき解消に向け、
年間を通じ、定期的に指導を行う必要があること等から学校管理職や教員、現在非常勤として活動いただいている教員OBのネットワークを中心とした人材探しとな
るが、各大学への声かけや区ＨＰでの人材募集ページに指導員の活動の様子を紹介した記事（例：あだち教育だより71号）を添付することで、職務のイメージをつか
みやすくするなど工夫を講じながら、多様な人材の確保に努めていく。 生活指導員は生徒が何でも気軽に相談できる学校の一員となるよう育成を図り、評価を高め
ていく。 また、学校に配置されている各職の非常勤職員には本来行うべき職務への対応を最優先としながらも、学校管理職が核となり、児童・生徒に関わる情報を
密に共有できる柔軟な連携体制を構築できるよう、各学校に促していく。 本事業のＰＲについては、事業の有効性を知っていただくとともに、保護者や地域の理解を
得るためにも必要であると認識しており、今後も各種媒体を活用し、情報発信を行っていく。 なお、次年度以降、本事業におけるそだち指導員については、「小学校
の基礎学力対策」、生活指導員については、「中学校の基礎学力対策」に統合して分析等を行う。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　今後の事業の方向性は正しいと考える。ただし、短期と中・長期に分
類されていないので、次回からは整理していただきたい。
　児童・生徒からの評価は良好なので、今後も引き続き学校側と連携し
て指導員の人材確保や資質向上に努めてほしい。人材確保について
は、誰でも指導員になれるというわけではない。幅広い分野の方々に
声をかけ、区内外の大学や民間企業等にも広く協力を求めてほしい。
社会経験豊富な方々の力を活かすことは児童・生徒、区民双方にとっ
て良いことであるので、積極的に取り組んでいただきたい。
　また、今後の方向性として、学校内には、生活指導員やスクールカウ
ンセラーなど多職種が揃っていることから、職種間で情報共有を密に
し、児童・生徒の事情に応じた柔軟な連携を期待する。発達に課題を抱
える子どもも増えているとのことであるから、校内のそだち指導員、支
援教室の教員、別室登校の登校サポーター、スクールカウンセラー等、
校内で連携できる体制の構築もお願いしたい。
　これだけ多くの職種を学校内に配置していることは、足立区の教育に
対するしっかりとした理念の表れであり、本事業の先進性を区内外に広
くＰＲして足立区のイメージ向上に役立ててもらいたい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標⑥以外は、目標を達成または高い達成率となっており、評
価できる。唯一8割台の達成率である指標⑥についても、前年度
の実績値を超えており、生活指導員の活動が成果として現れてい
る。
　そだち指導員の活動により、児童のつまずきが解消できているこ
とに加え、担任や保護者から前向きなコメントが寄せられているこ
とからも、対象児童にとって大変有意義な事業であると評価でき
る。

【目標・成果の達成度への評価】

方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
   学校という場所での実施のため、防犯上の観点からも採用条件
の緩和が難しいことは理解できるが、昨年度も懸案事項であった
指導員の確保が、引き続き課題となっている。教員ＯＢ等のネット
ワークや区内外の大学へ向けた働きかけを実施することで、少し
でも多くの人員が確保できることを期待したい。誰でも指導員にな
れるわけではないので、常にアンテナを張りながら適した人材を見
つけていただきたい。
　指導員のスキルを上げることで、より個に応じた適切な指導が可
能となろう。そだち指導員、生活指導員の指導力向上のために研
修の実施やケーススタディ、グループ討議などの充実をさらに図っ
ている点は評価できる。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

11,830

-

金額

0

② 金額

千円金額主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　児童・生徒の「基礎学力の定着」には、日常の授業が「わ
かる」「魅力ある」ものであることが重要である。その実現に
は、教員の十分な教材研究と授業の実践→指導→改善・
実践→指導を繰り返し、日々研鑽と努力を積み重ねること
が不可欠である。 しかし、ベテラン教諭の不足、多くの新規
採用教諭の配置、休業代替教諭の増加等、授業力と経験
値を備えた人材が慢性的に不足しており、児童・生徒の学
力向上の障壁となっている。教科指導専門員の巡回指導
は、このような学校運営の課題解決に大きな役割を果たし
ている。今後も効果的な指導を展開し、さらに多くの教員の
授業力を上げていくために、十分な人材を確保する必要が
ある。

（短期）
　教科指導専門員による巡回指導については、指導対象教員の焦点化や個々の教員
の状況に応じた指導内容の工夫など効果的な指導体制を構築していく。そうすることで、
「足立スタンダード」に基づいた教科指導専門員の指導の積み重ねにより、教員一人ひ
とりの授業力・指導力を高め、「わかる授業」「魅力ある授業」の実践を通じて児童・生徒
の学力向上をこれまで以上に推進していく。
（中・長期）
　学力向上策による児童・生徒の変化、新学習指導要領への対応に加え、新規採用者
や病休・産休・育休代替教諭の増加などの状況は当面続いていくと見込まれる。教科指
導専門員には高い専門性や指導経験が求められるため、募集期間の工夫や教科指導
専門員のネットワークの活用、広報で広く周知し知名度を高めるなどして、その人材確保
に努め、学校全体の授業力向上の底上げを図っていく。

教育委員会各課における教職
員対象の研修を含む

根拠
法令等

教育基本法、学習指導要領
各事業実施要綱、各非常勤職員
設置要綱

庁内協働

内
容

①

記入所属
教育指導部
学力定着推進課学力定着推進係

事業名

重点目標

電話番号

gaku-tei@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-6717（直通）
№５　学力向上対策推進事業（教員の授業力向上）

重点項目

119,968

68.8 72.1

101%

100%

「学校での授業
は分かる」と答
えた生徒の割合

43,303総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

103%

目標値

実績値

75.0
達成率

79.0

④

成
果

65.0

91.0

88.0

- 200%

％

区学力調査の平
均正答率70％以
上の児童の割合

％

22,019

756

-

7,465

70.0

68.0

105%

29

-

30

10.0

-

-

-

20.0

-

91.0

85.0

30

-

75.0

-

26

-

96% 98%

73.4

20.0

102%

2927 28

91.089.0

7.8 10.2

17.918.1

20.0

91%

78%

-

-

88.0

75.070.0

89.1

98%

90.3

99%

89.4

- 10.0

90%

10.0

- 20.0

10.0

78%

7.8

10.0

103%

100%

65.0 65.0

61.0

81.0

18,445

8,641

75.068.0

148,475

106,945

13,023

8,682

72.3

77.0

100%

75.0

3,504

0.00

13,023

1.50

92% 94%

60.0

100%

8,781

130,030

21,263

3,588

2.50

7,465

-

-

12,2939,505

成
果

％ 63.5
「足立区基礎学力定着に関する総合調査」の平均正答
率60％以上である生徒（中学校）の割合 実績値

達成率

⑥ 65.0区学力調査の平
均正答率60％以
上の生徒の割合 98%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　指標①②について、小学校では、学校の特性を捉えた集中的な指導
や、教科指導専門員の増員も後押しとなり、目標値を上回った。中学校で
は、学校ごとに対象者を重点化し、必要な指導を行っている現状であり、
目標値を下回ったが前年度とほぼ横ばいではあった。今後も「わかる授
業」の実現を目指して、指導が必要な教員に対し、教科指導専門員の巡
回指導を継続していく。
※指標①及び②は、従来小・中学全体を一つの指標としていたが、昨年
度から指標をそれぞれに分離した。
　指標③及び④は、目標を下回った。しかし、実績が徐々に伸びてきてい
ることから、教科指導専門員の活動が児童・生徒の自信につながる一つ
の要素となっていることの表れと考えられる。
　指標⑤及び⑥は、わずかであるが目標を上回った。実績値の伸びにつ
いても、③や④と同様に授業での理解度の増加や、学力定着の中間層か
ら未定着層へ崩れる生徒の減少に、小・中学校の教科指導専門員の地
道な活動が寄与していると考えられる。また、新学習指導要領に則り、思
考・判断・表現の力を育む授業実践が今後さらに求められるため、教科指
導専門員による指導回数と質の確保に引き続き取組み、全体的な授業力
の向上に努めていく。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

1.40

-

0

2.50 -

-1.10

31,473

11,830人件費(b)

人数 1.40

平均給与 8,450

事業費(a)

101%

目標値

26

「足立区基礎学力定着に関する総合調査」の平均正答
率70％以上である児童（小学校）の割合

81.0

84.0

83.0

28

達成率

0

0

0

0

8,970

-

8,940

0

00

「学校での授業
は分かる」と答
えた児童の割合

中学校教科指
導専門員の指
導回数

小学校教科指
導専門員の指
導回数

回

％

活
動

回

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 学力向上対策推進事業の一部、教職員の研修事務等

目
的

小学校において教科指導の対象となる教員が教科指導
専門員から受けた指導の回数（教員一人あたり）
延指導回数/指導を受けた教員数

実績値

目標値

確かな学力の定着
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

教員の授業内容の改善・充実のために教科指導専門員が専門的な指導・助言を行う
と共に、小中合同研究や授業交流など学びの連続性を意識した小中連携事業を実施
する。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

子どもに「わかる授業」「魅力ある授業」を届けるため、専門的な助言・指導を受ける等
により、教員一人ひとりの授業力や指導力の向上を図る。

「足立区基礎学力定着に関する総合調査」における「学
校での授業はわかる」と回答した生徒（中学校）の割合

中学校において教科指導の対象となる教員が教科指導
専門員から受けた指導の回数（教員一人あたり）
延指導回数/指導を受けた教員数

目標値

目標値

達成率

実績値
「足立区基礎学力定着に関する総合調査」における「学
校での授業はわかる」と回答した児童（小学校）の割合

目標値

実績値

達成率

756教科指導専門員旅費

3,576

ひと 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　毎年、新規採用教諭が多く配置される状況において、指導対象
教員の焦点化や個々の職員に応じた指導など、効果的な指導体
制の構築を目指す方向性は適切である。
　今後も、高い専門性と優れた指導力を持つ人材の確保に努める
ことで、区全体の授業力の底上げを実現してほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①は達成しており評価できる。指標②は概ね達成している
が、実績値は昨年度より下がっている。なお、指導回数が適切で
あるかという点に関しては、それぞれの指導する側とされる側の
力量にもよることから、検証が必要であろう。
　指標③④はわずかに目標未達成、⑤⑥は目標達成した。いずれ
も実績値が年々上がってきている。
　全体的にどの指標も高い達成率であり、学力定着に向けた取組
み成果として評価したい。全国の学力調査においても、小学校や
中学校の全国平均に対する差が縮小、または超える結果が出て
きていることも本事業の成果であると考える。

　新規採用教員が大量に配置される当区の現状に鑑み、教科指導専門員による教員指導は、児童・生徒の学力定着のためにも今後も不
可欠であると考えている。教員ごとの指導回数については、指標として目標値を定めてはいるが、教員一人ひとりの実態を把握しながら、
指導状況を見極めていく。
　ノウハウや経験値の共有については、教科指導専門員による指導・助言だけでなく、研究授業の活性化など、教員同士が授業を見せ合
い、力を磨き合う環境を整えながら、授業力のさらなる向上に努めていく。
　30年度は、区HPや「あだち教育だより」で紹介するほか、教科指導専門員のネットワークを活用し事業の周知に努めた結果、人材は必要
な人数の確保ができる見込みである。今後も教員のやりがいにつなげるなどの波及効果も見据え、多くの媒体を活用した情報発信に努
め、広く周知することで、認知度アップとともに人材の確保を維持していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　短期的な方向性は正しいと思われる。本事業は、足立区の独
自の取組みであり「わかる授業・魅力ある授業」を目指している
点で大変評価できる。地道に継続して取り組むことが必要であ
るが、ぜひ頑張ってもらいたい。
　本事業が他の自治体でも実施された場合、教科指導専門員
の人材確保のさらなる難しさに直面することとなろう。中・長期的
には教科指導専門員のノウハウや経験値を共有できる仕組み
づくりとして、ICTの活用やモデル授業の共有化などの検討も
図っていただきたい。
　本事業の成果は確実に出ている。本事業は、足立区教育委員
会発行の「教育だより」にも掲載されているとのことだが、素晴ら
しい事業なので、より広く区民に周知していくことが望まれる。知
名度が高まることにより人材確保や教員のやりがいにつながっ
ていくことを期待したい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　全ての指標で目標を達成または高い達成率となっており、評価
できる。
　特に成果指標である指標③④については、目標にはわずかに到
達していないものの、少しずつではあるが、毎年着実に実績値を
向上させている。
　教員の授業力向上に向けた取組みが児童・生徒の授業内容の
理解につながっている証左であり、大変評価できる。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
  昨年度の評価結果を踏まえて事業に取り組んでいる。学力向上
に関して着実な成果が表れており、大変評価できる。ぜひこのまま
継続して授業改善に取り組んでいただきたい。
　一方で、指導員の確保・育成の必要性を課題として認識している
が、具体的な取組みが不足している。本事業は足立区独自のもの
であり、今後の発展が期待されるため、教科専門指導員確保のた
めの活動や告知、区民への周知も引き続き行っていただき、その
実践例や具体策も示していただきたい。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1
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3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

ひと 再掲 くらし

実績値

達成率

1,865専門家派遣・研修講師謝礼

3,576

達成率

児童の特性を早期に捉え、適した対応をすることで児童の自己肯定感を育み、二次
障がいの要因を早期に予防していく。

前年度に引き続き発達支援委員会において判定を受け
た児童のうち、保育上の配慮を行ったことで、支援の程
度が軽減したと判定された児童の割合（支援軽減人数／
継続支援児数）

発達支援委員会で判定、検討された指導内容を在籍園
等に助言した回数

目標値

目標値

達成率

実績値

保護者同意のもと、児童の特性を捉え必要に応じ、関係
機関と連携できた割合
（相談連携件数／連携が必要な相談件数）

目標値

子どもの状況に応じた支援の充実
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

発達支援児及びその保護者に対し、身近な地域で適切な支援が一貫してできるよう、
総合的かつ切れ目の無い相談支援を行っていく。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 発達障がい児支援事業

目
的

げんきへの来所・電話相談、保健センターでの相談、就
学前施設での相談（巡回指導、発達支援相談、４歳児対
象の気づきのしくみの相談）で受理した児童の延べ人数

実績値

目標値

相談児童数のう
ち、関係機関と
連携できた割合

在籍園における
発達支援児に対
する指導内容へ
の助言件数

相談児童数

件

％

活
動

人

活
動

③

②

0

0

0

0

39,468

-

0

0

00

目標値

26 28

達成率

0

0人件費(b)

人数 0.00

平均給与 8,450

事業費(a)

4.00

-

2,854

0.00 -

-0.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

平成２８年度に関係部署の連携を図るために発達支援検討委員会が発
足した。検討会で、各部署の役割を整理し、子どもの成長、発達に応じた
切れ目の無い支援体制の構築に向け検討を進めている。
【指標１】目標は概ね達成できた。相談しやすい窓口設置のため障がい福
祉ｾﾝﾀｰからげんきに移管したため、窓口（電話）相談件数が急増した（Ｈ
28年度909件→Ｈ29年度1005件）。相談後の療育支援の場の充実を発達
支援検討委員会において検討していく。
【指標2】目標は達成できた。増加している発達支援児に対し、特性に応じ
た助言を伝えることで統合保育の一助となった。記録用紙を工夫し問題
行動への対応など具体的に記載したものを園に残し、いつでも読み内容
確認出来るようにした。
【指標3】目標は達成できているがここ数年変化が見られず伸び悩んでい
る状態である。30年度は当係非常勤心理士が保健センター乳幼児健診
の有所見児面接に従事することで連携件数増が見込める。(相談連携件
数/連携が必要な相談件数・540件／811件）
【指標4】継続支援児数125人に対し、改善した割合は4.8％（6人）で目標達
成は40％と低かった。しかし対象である4歳児が5歳児に進級することで課
題が増えるにもかかわらず、変化なし（現状維持）の児童が１１５人おり、
保育上の配慮、支援を受けながらゆるやかに成長していると評価できる。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

実績値

達成率

⑥

8,781

0

74,592

3,588

11.00

10,301

-

-

35,1240

-

3,504

0.00

0

0.00

-

0

8,641

--

0

0

0

8,682

10

-

- -

110%

4,000

555 513

-

-

-

--

-

-

10-

66

-

67

112%

67

60-

- 3,870

503576

-

-

-

26

-

- 48%

4.8

456

97%

2927 28

30

-

10

30

4,050

-

-

-

510

-

70

78,682

4,090

-

10,301

29

④

成
果

-

66

- -

％

⑤

成
果

実績値

目標値

実績値

達成率

0

- -

-

発達支援児の行
動上の課題が軽
減した割合

0総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
子ども家庭部
こども支援センターげんき
支援管理課 発達支援係

事業名

重点目標

電話番号

kodomo-sienkanri@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-5681-0134（直通）
№６　発達支援児に対する事業の推進

重点項目

発達支援検討委員会での連携
子どもの貧困対策担当課・政策経営
部・地域のちから推進部・福祉部・足立
福祉事務所・衛生部・教育指導部

根拠
法令等

足立区発達支援検討委員会設
置要綱

庁内協働

内
容

①

千円

③

発達支援検討委員会において、今後の発達支援事
業を進めるにあたり、課題が明確化された。特に就
学前機関から小学校への情報の引継ぎ手法検討が
急がれる。課題解決のため関係所管と庁内連携を密
にし、検討をしていく。今後は発達支援検討委員会を
核に、検討内容に応じ必要所管を招集し、コア会議で
話し合い、全体会に戻していく方法を行っていきた
い。

発達支援について３つの視点から取り組む。①「気づく」　相談しやすい窓口の設
置・気づきと理解の促進、②「つなぐ」　就学前から学齢期へ途切れない情報の連
携・つながる支援、③「支える」　成長段階や特性に応じた支援と療育の場の充実
（短期）
・保育園等から小学校へ継続した支援を行うための配慮事項などを記載する「就学
支援シート（チューリップｼｰﾄ）」を保護者がより記載しやすい書式に改定する。
・就学後の不安を軽減するため２９年度に小学校２校で試行実施した「就学前の集
団活動体験」の成果を分析し、３０年度以降実施校の拡大を目指す。
・より身近な場所で発達相談が受けられるよう保健センターでの出張相談を実施。
（中期）（長期）
・乳幼児期から学齢期に向け情報を繋げていくためのツールを検討していく。
・療育支援の場の拡充に向け取り組む。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 臨時職員（事務補助）賃金 金額 1,669

千円金額検査用消耗品等 476主な内容

0

-

金額

0
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　今年度からの新規重点プロジェクト事業であるため、「反映結果
に対する評価」の記載なし。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①は目標をやや下回ったが、相談しやすい窓口を目指して発達相
談に関する相談窓口を障がい福祉センターから移管した結果、窓口や電
話での相談は２８年度から増加している。
　指標②は目標を上回った。発達支援委員会の審議・審査対象者に対し
て、判定及び検討された指導内容を在籍園等に助言しており、評価する。
　指標③は目標を達成した。しかし、ここ数年の実績値は横ばいであるた
め、保健センター等関係機関との連携を強化して取り組んでほしい。
　指標④は目標を下回ったが、課題の軽減のみならず現状を維持するこ
とも重要である。指標の定義に、現状を維持している児童の割合も含める
ことを検討してもらいたい。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①②とも実績を上げており、体制変更の効果が表れている
と考える。評価したい。指標②について、記録を保存し読み返しが
できるように工夫された点も評価できる。
　これらの結果が指標③④の成果に表れていると考える。指標③
は、非常勤心理士の配置により、保護者から相談しやすいとの声
もあがっているとのことであり、さらなる成果の向上が期待できる。
　指標④は未達成であるが、集団の中で問題が悪化せずに現状
維持できている点では評価できる。しかしながら、30年度も同じ数
値を目標値としている点について、今回改善せずに「現状維持」で
あった児童に対して「改善」まで求めるのか、「現状維持」のものを
評価するのかなど、指標の再定義も含めて検討していただきた
い。

・平成29年度試行実施した集団生活体験は一定の成果を確認できた。平成30年度は実施を3校に増やし、対象児童も拡大している。実施
成果を分析し、さらにつなぎのツールのひとつとして実施できる内容に改善していく。
・現在、発達支援検討委員会で明確化された課題、特に就学前機関から小学校への情報の引継ぎ手法を協議している。そのひとつとして
就学支援シート(チューリップシート）を大改訂し、全就学予定児童の家庭に配布した（未就園児童は就学前健診時に学校より配付）。今後
は全世帯からの回収方法を改善し、保護者から児童の情報を就学先につなぐツールとして活用していく。情報の連携については、発達支
援検討委員会でさらに検討を重ねていく。
・【指標４】は支援の程度の軽減の割合としたが、ご指摘いただいたように前年度に比べ、ゆるやかに成長をしている「現状維持」の児童数
が反映されていない。次年度は定義の見直しを行い、ゆるやかに成長をしている児童も評価をしていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　「気づく」「つなぐ」「支える」の発達支援の3つの視点からの段階に応じ
た取組みができており、今後の事業の方向性は正しいと思われる。特
にチューリップシートの改善や就学前の集団活動体験は評価できる内
容であるため、拡大に向けた努力を継続していただきたい。集団生活
体験は、幼児期から学童期へのスムーズな移行としてとても重要であ
るため、数名の実施にとどまらず、発達に課題を抱える子どものすべて
が利用できるよう発展を期待する。
　また、現在児童期に発達の課題を抱える親子は、例えば学校内の特
別支援教室、そだち指導員、こども支援センターげんきでの相談、放課
後デイサービスなど様々な支援を受けることが可能となり、この点は評
価できる。しかしながら、誰が情報を統括するのか、関係者でどのよう
に情報を共有できるのかなどが課題としてあがってくることが想定され
るため、さらなる積極的な連携を深めていただきたい。
　最後に、繰り返しになるが、指標④の定義について、必要であれば見
直しを行い目標達成を目指していただきたい。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　発達支援対策として、「気づく」「つなぐ」「支える」という３つの視点から、
「気づく」支援のために、より身近な場所で発達相談が受けられるように出
張相談を実施し、保護者支援の更なる拡大を図るとする方向性は妥当で
ある。
　また、「つなぐ」支援のために、チューリップシートの内容を見直すととも
に、就学移行プログラムの分析・拡大を図っていくことは評価できる。
チューリップシートは、より多くの保護者が作成して提出されるように内容
を検討してほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない
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5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

21,125

-

金額

112,128

② 学校支援員賃金 金額 6,092

千円金額登校サポーター賃金 4,324主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

  紙提出による個票から、30年度より長期欠席児童・生徒
支援シートとなり、データによる一元管理でより迅速な情報
収集と対応の検討を目指す。
  別室登校支援では、実施校では一定の成果をあげている
一方、適当な別室がなかったり、サポーターが見つけられ
ない等の事情から、別室登校に取り組んでいない学校もあ
る。事業拡充を目指し、教育相談課の常勤心理職と指導主
事が連携し、蓄積した知見を各学校に助言していく。また、
登校サポーターのより効果的な人材確保を検討する。
  チャレンジ学級については、通級生の通級状態の改善と
原籍校への復帰が課題である。今後は小学生など多様な
児童・生徒の受け入れに向けた環境整備が必要である。

（短期）　個票は３０年度より長期欠席児童・生徒支援シートへと発展的に移行し、
一層の情報集約と具体的な支援につなげる。  別室登校支援については、３０年度
は実施校数を３０校に増やす方針である。サポーターの人材確保については、引き
続き地域人材を活用する。  チャレンジ学級については、多様化する不登校児童・
生徒の状況に応じて、柔軟な受け入れをすることにより、支援人数を増やしていく。
（中・長期）　各校内の教育相談コーディネーターを中心としたチーム学校体制の充
実を支援し、全ての不登校児童・生徒に必要な支援が届くよう働きかけていく。  別
室登校支援は、全区立中学校での実施を目標に、SCやSSWとの連携強化による教
室復帰に向けたシステムの構築を目指す。  チャレンジ学級は、現在の２教室では
受け入れ人数の上限にあるため、新たな教室の開設を進める。なお、他自治体で
は、実質的に適応指導教室をフリースクール等に委託している事例もあり、今後、
足立区としても他自治体のグットプラクティスを研究していく。

教育指導課
児童・生徒の情報を共有してい
る。

根拠
法令等

登校サポーター派遣事業実施要綱
チャレンジ学級設置要綱
教育相談員設置要綱他各種非常勤
設置要綱

庁内協働

内
容

①

記入所属
子ども家庭部こども支援センターげ
んき教育相談課教育相談係

事業名

重点目標

電話番号
kodomo-kyouikusoudan@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3852-2872（直通）
№７　不登校対策支援事業

重点項目

135,652

- 29.1

-

-

校内委員会での協議に
基づく指導によって、状
況が改善した児童・生
徒の割合

133,806総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

107%

目標値

実績値

-
達成率

75

④

活
動

70

1,440

-

- 100%

％

登校サポーター派遣
で別室登校支援を
し、状況が改善した
児童・生徒の割合

％

388,221

27,345

-

48,765

70

70

100%

29

-

30

10,000

-

-

-

2,250

-

1,620

70

30

-

30

-

26

-

92% 109%

32.7

1,500

97%

2927 28

1,620-

10,061 9,707

1,720678

700

97%

101%

-

-

-

3030

-

104%

1,654

102%

1,492

- 400

115%

10,000

- 400

10,000

-

-

-

97%

107%

70 70

72

75

175,517

8,641

30-

179,367

1,819

133,833

8,682

27.6

70

-

-

3,504

32.00

21,705

2.50

- 103%

-

-

8,781

3,850

360,876

3,588

81.00

48,765

-

-

70,24843,205

成
果

％ 69
チャレンジ学級で支援した児童・生徒のうち、別室登校支
援につながるようになった等不登校の状況が改善した児
童・生徒の割合

実績値

達成率

⑥ -チャレンジ学級で
支援し、状況が改
善した児童・生徒
の割合 99%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

109,088計

32.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

①④校内で個票を作成した児童は296名、生徒は719名で、計1,015名で
あった。個票の対応方針に基づき、指導や支援の働きかけを行った回数
（月に１回以上支援があれば１回）は、児童へ2,583回、生徒へ7,124回で、
計9,707回であった。個票を作成したほぼ全ての児童・生徒に対して継続
的な働きかけができた。今後もスクールカウンセラー(以下、SC)やスクー
ルソーシャルワーカー(以下、SSW)を含めたチーム学校として、個々の状
況に合わせて改善に努めていく。
②⑤別室登校制度を利用した小学校4校・児童8人、中学校19校・生徒
125人に対して、登校サポーターを派遣した。目標数の20校を上回り、継
続実施校も増え、特に中学校で着実に制度の利用が広まっている。ま
た、別室登校をした児童・生徒の不登校状況改善率は62％であった。実
施校が増え、支援児童・生徒数も大幅に増えているため、特に新規実施
校への体制支援に注力する。29年度より指標⑤は児童生徒を合算。
③⑥チャレンジ学級で体験をした児童は14人、生徒は162人だった。その
中で、正式通級へ至った児童は3人、生徒は83人であり、目標としていた
90人に近い人数の受け入れを行うことができた。正式通級生の不登校状
況改善率は70％で、学校復帰などの次へのステップへとつながるケース
が多く見られている。年度途中からは、新たにプレ・チャレンジ教室を開室
し、より柔軟な受け入れに取り組んだ。
　なお、今回より指標が変更になり、SC・SSWの活動等も事業内指標に含
まれることになったため、投入資源を29年度より変更した。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

8.00

-

26,393

37.00 -

-5.00

3,593

130,213人件費(b)

人数 2.50

平均給与 8,450

事業費(a)

89%

目標値

26

登校サポーターを派遣し別室登校をした児童・生徒のう
ち、教室に入れるようになった等不登校の状況が改善した
児童・生徒の割合(小学校は28年度から実施)【平成29年
度から定義変更】

70

62

70

28

達成率

0

0

0

0

290,628

-

132,312

0

00

チャレンジ学級へつ
なげるため、不登校
児童・生徒に対し働
きかけを行った回数

別室登校支援をし
た児童・生徒へ登
校サポーターを派
遣した回数

校内委員会での
協議に基づく児
童・生徒への指導
回数

回

回

活
動

回

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 教育相談事業　（H29はこどもと家庭支援事業）

目
的

個票を作成し、校内の教育相談委員会等における対応
方針の協議結果に基づく、児童・生徒への延べ指導回数
【新規指標】

実績値

目標値

子どもの状況に応じた支援の充実
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

不登校の重篤化を防止するため、登校しぶりの児童生徒には登校サポーターを派遣
するとともに、学校の不登校対策を支援するために関係機関を含めた調整を行ってい
る。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

不登校児童・生徒の学校復帰と社会的自立を目指し、本人や保護者、学校に対する
支援を行い、登校状態の改善を図る。

校内の教育相談委員会等で対応方針について協議し、
指導した結果、継続的に登校できるようになった児童・生
徒の割合【新規指標】

登校できるが教室に入れない児童・生徒を支援する別室
登校制度を利用した児童・生徒に登校サポーターを派遣
した延べ回数【新規指標】

目標値

目標値

達成率

実績値

不登校児童・生徒に対し、チャレンジ学級に正式通級さ
せるため、個別の教育相談、見学、体験等による働きか
けを行った延べ回数【新規指標】

目標値

実績値

達成率

8,816チャレンジ学級指導員賃金

3,576

ひと 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　不登校対策に一定の成果を挙げている別室登校支援の実施校を拡大
していくとする方向性は理解できる。登校サポーターやスクールカウンセ
ラー、スクールソーシャルワーカーの人材確保、さらには教育相談コー
ディネーターを中心とした学校側の受入体制の整備といった課題を整理し
て計画的に取り組んでもらいたい。
　チャレンジ学級については、支援人数の拡大、さらには新設を検討して
いるとのことである。通級生の通級状態の改善や原籍校への復帰に向け
た支援のあり方を精査し、児童・生徒の対象数を踏まえて進めてほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①は目標を達成しておらず、実績値も昨年度より低下して
いるため改善に努めていただきたい。
　指標②③④⑥は目標を達成した。登校サポーターの派遣数増
加、チャレンジ学級へのつなぎのための働きかけ数の増加などか
ら、積極的に児童・生徒に働きかけている様子が分かり評価でき
る。
　指標⑤は、目標に達しておらず、実績値も下がっている。実施校
が増え体制づくりが大変であると思われるが、ぜひ引き続き支援
の体制づくりに注力し改善に努めて欲しい。

　別室登校は、登校サポーター募集を区ホ－ムページやチラシで実施するなど募集方法を変更し、少しずつではあるが、申込みが増えている。引き続き、
全区立中学校での実施を目指していく。31年度から、ＳＣ、ＳＳＷを綾瀬・竹の塚にも配置し、より学校から身近な場所で連携が取りやすい体制にする。
　指標①に関して、不登校数が減少し、個票を作成した数が減少すると、指導回数全体が減少する場合もあるため、指標の実績値の推移は慎重に分析し
ていきたい。指標⑤は、改善率が下がったが、引き続き、実施校の増加を目指しつつ、児童生徒の教室復帰につながる体制づくりを工夫していく。
　教育機会確保法が施行され、不登校児童生徒に学校以外での学習の機会を提供することが重要となっているため、区としても、別室登校の増加やチャ
レンジ学級の拡充など、第一には学習機会の確保に取り組んでいる。ＰＴＡや民生児童委員へ不登校施策を説明する際や、小中校長会においても、「登校
することのみが目的ではない」旨を伝えている。その上で、児童生徒の状況に応じて教室への復帰につなげていく。
　また、校内資源の活用は、個々の児童生徒の課題に応じた支援が必要とされるため、最善な支援方法を選択し対応している。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　短期、中・長期とも方向性は正しいと思われる。別室登校の全校配置や
チャレンジ学級の増設など、不登校児童・生徒に対する教育の機会の確保
という方向性は評価できる。また、評価活動を通じて、関係者が大変丁寧に
対応していることが理解できた。今後ともこれらの支援を継続していただき
たいと思う。
　教育機会確保法が施行され、今後は多様化する不登校児童・生徒に対応
するとともに、子どもの状況に応じた居場所づくりが必要となる。足立区とし
ても不登校の数を減らし教室に戻すことを目標とするのか、教室への復帰
にこだわらず、別室登校、チャレンジ学級、その他の学習機会を確保し子ど
もの居場所を見つけていくことを目標とするのか、区としてその方針を再度
検討していただき区民に周知してほしい。
　また、現時点でもすでに校内では様々な支援が充実しているが、別室登
校対象になると、そだち指導員による指導が受けられない等、校内の連携
に課題が見受けられる。不登校の背景には、発達への課題を抱える子ども
たちもいるため、そだち指導員や特別支援教室など、校内での資源を柔軟
に活用できるよう、校内連携をさらに強化していただきたい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
 指標①は概ね目標を達成した。個表を作成した1,015名のほぼ全員に指
導や支援の働きかけを行っており評価できる。指標④は目標を上回った
が、まだ約3分の2の児童・生徒は改善がみられない状況である。不登校
対策には困難を要することは理解できるが、さらに改善率が向上するよう
取り組んでほしい。
　指標②は別室登校制度を利用した児童・生徒133人に対して登校サ
ポーターを派遣し、目標を達成した。指標⑤は目標を下回った。新規実施
校のノウハウ不足が要因と思われるため、知見の共有を図ってほしい。
　指標③⑥は目標を達成した。一人ひとりの特徴に合わせた支援やプレ・
チャレンジ教室など柔軟な受け入れを行ってきた結果と評価する。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　別室登校支援の拡充やチャレンジ学級の増設検討、支援内容
の強化など昨年度の課題に精力的に取り組んでおり、不登校児
童・生徒に対する教育の機会の確保が進んでいる点を大いに評
価したい。一方で、別室登校に取り組んでいない学校やサポー
ターの確保が難しい学校も未だ存在しており、今後とも継続的な
働きかけを期待する。
　不登校には様々な理由があり、専門家の支援が不可欠である。
引き続き、SCやSSWとも密に連携し問題解決に取り組んでいただ
きたい。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

12,675

-

金額

0

② 食育PRﾎﾟｽﾀｰ、ﾘｰﾌﾚｯﾄ作成費 金額 685

千円金額おいしい給食推進委員会の開催 72主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

指標⑤、⑥は目標値に達することができなかったた
め、引き続き全校に「ごはん、みそ汁、目玉焼き程度
の料理を自分で作ることができる」、「給食のときに自
ら一番はじめに野菜を食べる」ことを浸透させていく
必要がある。
また、平成19年度から継続して「おいしい給食推進事
業」を展開してきた結果、残菜率については全体とし
て改善してきているが、改善していない学校との二極
化が依然としてみられる。

（短期）各校でおいしい給食・食育を一層推進するため、アンケート結果や
自己点検表により課題を明確にしたうえで、おいしい給食・食育 行動計画
（ＰＤＣＡサイクル）を実施し、「給食のときに自ら一番はじめに野菜から食べ
る子どもの割合」などを向上させていく。
（中・長期）子どもの時期から、望ましい食生活を習慣化していくことが、将
来の健康につながっていくため、新たに策定した「あだち 食のスタンダー
ド」をもとに、さまざまな場での食育を推進して、中学校卒業までに３つの実
践力（「１日３食野菜を食べるなど、望ましい食習慣を身につける」、「栄養
バランスの良い食事を選択できる」、「簡単な料理を作ることができる」）の
定着をめざしていく。

教育指導課、衛生部こころとからだ
の健康づくり課、子ども家庭部子ども
施設指導・支援担当課と連携し食育
の取り組みを実施。

根拠
法令等

おいしい給食推進委員会設置要
綱

庁内協働

内
容

①

記入所属
学校運営部
学務課おいしい給食担当

事業名

重点目標

電話番号

kyuushoku@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5427(直通)
№８　小・中学校給食業務運営事業（おいしい給食の推進）

重点項目

14,549

- -

-

-

栄養バランスのよ
い食事を選択でき
る子どもの割合

13,697総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

-

④

活
動

70

-

-

- -

％

ごはん、みそ汁、目
玉焼き程度の料理
を自分で作ることが
できる子どもの割合

％

15,980

2,808

-

3,365
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64%
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-

-

-
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-
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-

26

4,920

- 120%

84
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2927 28
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5,840 6,835

1,315-

-

-

92%

5,173

95%

-

70-

-

-

-

-

-

- -

98%

6,400

- -

6,323

106%

5,747

5,413

-

-

- -

-

-

12,962

8,641

--

14,261

1,526

13,023

8,682

-

-

-

-

3,504

0.00

13,023

1.50

- -

-

-

8,781

1,299

13,172

3,588

0.00

3,365

-

-

13,17212,962

成
果

％ -

給食のときに自ら一番はじめに野菜を食べる子どもの割
合※全校（小学６年生及び中学２年生）を対象にアン
ケート実施
(H34目標値90%)　【新規指標】

実績値

達成率

⑥ -給食のときに自ら
一番はじめに野
菜を食べる子ども
の割合 -

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　指標①給食メニューコンクールの応募数は、前年度に一度指標から除
外したが、再検討したところ、指標④⑤の成果指標に有益な活動となるた
め、今回再度指標とした。なお、29年度は小学生の応募数が977点と大幅
に増加した。
（応募作品数）　　26年度　　　27年度　　　　28年度        29年度
小学生　　　　　　 2,663点　　　3,436点 　　　3,389点       4,366点
中学生　　　　　　 2,257点　　　2,311点 　　　2,451点       2,469点
　指標②は、29年度は小・中学校各4校の計8校がモデル校として先行実
施し、おおむね目標を達成することができた。指標③は、行動計画書作成
を30年度から新たに実施し、これを指標とするため、実績値なし。
　指標④⑤⑥は、29年度から新規アンケートを実施し、④は目標値を上回
ることができた。しかし、⑤⑥については目標値を下回った。これは全校
への浸透不足が要因と考えられるため、今後各校と連携を強化しながら
推進していく。
　なお、前年度まで指標としていた給食残菜率については、今回より指標
から除外したが、引き続き残菜率の減少に努め、子どもたちが無駄にせ
ず食べることで廃棄食材削減にも寄与していく。
（残菜率）　平成20年度（当初）　27年度　　 28年度　  29年度
小学校　　　　　　   9.0％　　　　　　3.0％ 　　　2.8％　　　 2.6％
中学校　　　　　　  14.0％　　 　　　6.6％ 　     6.4％      5.8％
小・中統合　　　　 11.5％　　　　　  4.4％ 　　　4.2％　　  3.9％

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

1.50

-

0

0.00 -

-1.50

1,022

12,675人件費(b)

人数 1.50

平均給与 8,450

事業費(a)

85%

目標値

26

自分一人で、ごはん、みそ汁、目玉焼き程度の料理を作
ることができる子どもの割合
※全校（小学６年生及び中学２年生）を対象にアンケート
実施　(H34目標値100%）

-

68

80

28

達成率

0

0

0

0

0

-

0

0

00

「行動計画書」にお
ける各校の具体的
な対応策が実施でき
た学校数

長期休業期間中に「わ
が家のシェフになろう」
で子どもたちが実際調
理した食数

「給食メニューコ
ンクール」の応
募数

食

校

活
動

作品

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 小学校給食業務運営事業　中学校給食業務運営事業

目
的

栄養バランスのよい食事を子どもたち自ら考え、料理を
作る「給食メニューコンクール」を実施した際の応募総数
※26から30の数値も新規指標による値【新規指標】

実績値

目標値

健やかな身体づくり
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

すべての子どもが正しい食習慣、食事摂取ができるよう、ひと口目は野菜から事業、家庭科学習
指導案、わが家のシェフになろう、野菜の日、もりもり給食ウィーク、小松菜給食の日、給食メ
ニューコンクール、おいしい給食レシピ集、学校給食を題材とした「おいしい給食指導集」の活用
などを実施する。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

給食を生きた教材として、子どもたちの健全な心身の成長のため、「１日３食野菜を食べるなど、
望ましい食習慣を身につける」、「栄養バランスの良い食事を選択できる」、「簡単な料理を作るこ
とができる」を目標とする「あだち食のスタンダード」を達成する。

栄養バランスのよい食事を選択できる子どもの割合
※全校（小学６年生及び中学２年生）を対象にアンケート
実施(H34目標値90%)

長期休業期間中に「わが家のシェフになろう」で子どもたちが実際調理し
た食数。小学６年生及び中学１年または２年生を対象に実施。※目標値
H29ﾓﾃﾞﾙ8校(小6及び中1、2）児童生徒数1,340名1食=1,340食、H30全校
対象児童・生徒数9,402名1食=9,402食

目標値

目標値

達成率

実績値

「おいしい給食・食育行動計画書（PDCA）」において「ひと口目
は野菜から」の指導など具体的な対応策が実施できた小・中学
校数（H30目標値　全小中学校104校の8割=84校）【新規指標】

目標値

実績値

達成率

1,856給食メニューコンクールの開催

3,576

ひと 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　「行動計画書」を作成し、ＰＤＣＡサイクルを実施することで、事業
目的の達成に向けて取り組んでいく方向性は適切である。
　子どもの時期に、おいしい給食推進事業を通して、「あだち食の
スタンダード」の定着に重点的に取り組むことで、望ましい食習慣
の定着などを目指すことは、最終的には健康寿命の延伸につなが
る。
　区のボトルネックのひとつである「健康」課題の解消に向けて、今
後の展開に期待する。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①は応募総数が大きく伸びており評価できる。
　指標②は難しい課題と思われるがほぼ目標を達成した。先行実
施したモデル校での実績ではあるが評価したい。今後の全校での
実施でも成果が期待できる。指標①②の活動だけでなく、様々な
活動の成果が指標④の達成につながっていると考えられる。
　指標⑤⑥は未達成だが、今年度から実施される全校での行動計
画作成の効果が期待できるので、引き続き目標達成に向けて取り
組んでいただきたい。指標⑥の達成度が低くなっている点につい
て、今後は、教員が「野菜から食べる」ことを実践し、児童・生徒へ
積極的に声をかけることにより目標を達成できるように取り組んで
もらいたい。
　なお、指標変更が多いため数値の経年変化が追えないこと、活
動指標と成果指標の関連性が分かりづらいことについて検討願い
たい。

　指標②長期休業期間中の「わが家のシェフになろう」、さらに足立区糖尿病対策アクションプラン「おいしい給食・食育対策編」に掲げた目
標の達成に向けては、２９年度のモデル実施の結果などを家庭科や食育担当の教員と連携して分析を行い、その結果を全校の食育担当
教員が参加する「食育リーダー研修会」などを通して全校へ広めていく。給食のときに自ら一番はじめに野菜から食べる子どもの割合を高
めるため、教員が「野菜から食べる」ことを実践し、積極的に子どもたちに声かけをしていくよう、同様に「食育リーダー研修会」などで周知
を行い、取り組みを推進していく。指標の大幅変更及び活動指標と成果指標の関連性が分かりづらいことについては、今後は継続して数
値をとり、経年変化を追っていくとともに、今後「成果分析」欄に関連性を明記するようにしていく。中学校を卒業した後の追跡調査の実施
については、衛生部などの関係機関と連携して実施の可否を検討していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　 アンケートや自己点検によりPDCAサイクルを回す取組みは良いと考え
る。「給食メニューコンクール」など「食を楽しむ」取組みを通して子どもたち
の食への関心が高まっている。その結果として、長期休業中の調理経験に
つながっていることは、子どもたちの生涯にわたる食育にもつながり評価し
たい。今後は、児童・生徒だけでなく、ロールモデルとなる教員や親の「はじ
めに野菜を食べる率」が向上することや、「ごはん、味噌汁、目玉焼き」を作
ることができる大人が増加することも期待したい。
　ヒアリングの結果、衛生部とも連携し、小学生の食生活を通じて、親世代
である30代の野菜の摂取量が上がるなど大人にも食生活の改善が広まる
一因となっているとのことである。各家庭が食事についての意識を高め足
立区のボトルネック課題のひとつである健康への対策が広がることを期待
したい。
　今後は、中学校を卒業した後の追跡調査を実施することも検討していただ
きたい。子ども時代からの食育によって、どのように大人の意識が変化する
のか、現在の取組みの成果を検証することにもなると考える。おいしい給食
の推進は、足立区を代表する施策であり、この素晴らしい取組みを継続、発
展していただき、区内外へもさらなる発信に努めてほしい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　活動指標である指標①②は、いずれも高い実績値であり、評価できる。特に
指標①については、応募数が大幅に増加しており、担当課及び各学校におけ
る児童・生徒への働きかけの成果であり、大変評価できる。
　指標②は、29年度のモデル実施の結果を分析することで、そのノウハウを着
実な全校実施に役立ててほしい。
　成果指標である指標④は目標を達成したが、指標⑤⑥は目標を下回った。
分析結果を生かし、各校との連携を強化することで、事業目的の浸透を図り、
足立区糖尿病対策アクションプラン「おいしい給食・食育対策編」に掲げた目
標の達成を目指してほしい。
　指標からは外れたが、残菜率は年々減少しており、取組みの成果が現れて
いる。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

,

【反映結果の評価】
　今年度からの各校で行動計画書を作成する取組みは評価でき
る。中学校の給食時間の確保や課題に対し成果が上がっている
学校の情報を提供することも進められている。栄養士、家庭科の
先生など、食育に関わる人がそれぞれの役割に応じて取り組んで
いる点も評価できる。その結果として「残菜率の二極化」の差も少
なくなり、残菜率が小学校、中学校ともに低下していることは大変
評価できる。
　PRの方法についても、足立区の広報などを利用した積極的な情
報発信が見られ、昨年度からの努力と工夫を評価したい。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

11,492

-

金額

1,752

② 教室用電話(固定・携帯)使用料 金額 3,741

千円金額教室用消耗品(鹿西小分) 51主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　全学年実施の未実施校（６校）については、児童の
安全確保や低学年の待機場所、スタッフ体制、実行
委員会の考え等の個別課題を踏まえ、各校の状況に
あった解決策を講じていくことが重要であると考える。
　２９年度は、学校と実行委員会が各校の課題につ
いて粘り強く話し合った結果、３校が全学年実施に
至った。

（短期）
　全学年（１～６年生）実施を目指し、未実施校の課題の対応に引き続き努
めていく。また、放課後子ども教室の夏休み実施に向けた支援と長期休業
中における小学生の居場所づくりを関係所管と検討していく。さらに、「足立
区放課後子ども総合プラン」に基づき、体験プログラムの更なる充実と学童
保育室との連携強化を図っていく。
（中・長期）
　安定した運営を維持継続するため、実行委員会の事務やスタッフの確
保、学校との連絡調整、事故発生時の対応等の支援を行っていく。また、
スタッフの確保等の課題に取り組んでいく。

執行委任(住区推進課）常勤0.52
人、非常勤0.5人分含む
生涯学習振興公社

根拠
法令等

(国)学校・家庭・地域連携協力推進
事業費補助要綱､東京都放課後子
供教室推進事業費補助要綱､あだち
放課後子ども教室実施要綱

庁内協働

内
容

①

記入所属
学校運営部
学校支援課
学校地域連携担当

事業名

重点目標

電話番号

kyoshokuin@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5347(直通）
№９　放課後子ども教室推進事業

重点項目

242,215

10,000 10,185

-

-

放課後子ども教
室年間参加児
童数

236,665総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

99

④

成
果

60

51

109% 104%

人

利用者満足度 ％

231,266

217,881

-

231,729

29

30

100

-

-

-

45

-

66

99

30

-

10,500

-

26

86

99% 97%

10,158

45

161%

2927 28

6355

128 161

4948

45

107%

128%

100

86%

-

10,50010,500

57

100%

63

100%

60

45 45

109%

100

49 47

100

104%

104

100

97%

100%

99

13,194

8,641

10,50010,000

234,782

228,655

13,560

8,682

10,420

-

104%

-

3,504

0.50

11,808

1.36

-

8,781

221,588

13,385

3,588

0.50

231,729

-

-

11,59111,406

実績値

達成率

⑥

非
常
勤

人数

3,409平均給与

1,705計

0.50

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

指標①の学校・実行委員会との話し合いは、対象学年や会場数の拡大に
加え、体験活動拡充に向けた体験プログラムの話し合いが増えた。
指標②の放課後子ども教室巡回数は、週１回以上巡回の目標を達成し、
安定運営に貢献している。
指標③の全学年実施校数は、未実施校の個別課題の解決と学校・実行
委員会の話し合いを重ねた結果(＊指標①)目標を達成した。
指標④の年間参加児童数の減少は、小学校の夏休み日数が増え放課後
子ども教室の実施日数が減ったことによる。
指標⑤の利用者満足度は、引き続き高い結果となった。その要因は、各
校の運営が安定していることと体験プログラムの導入による実施内容の
充実にある。
（その他）
　円滑な事業運営を継続するため、ブロック会議（１１月）・運営委員会（１
月）・推進連絡会（年７回）を開催し、課題の検討や情報交換を行った。ま
た、同一の小学校内（隣接含む）の学童保育室との情報連絡会を２８校
（３２校中）で実施し、放課後子ども教室と学童保育室の連携強化を図っ
た。さらに、ＮＰＯ法人や民間企業等との連携や人材育成等により、将棋
教室や楽器体験、折り紙、工作教室等の体験プログラムを５６校で実施
し、活動内容の充実を図った。図書室は全校が利用し、そのうちの６４校
は週３回以上利用し、読書や自主学習をしている。
＜参考＞生涯学習振興公社・放課後子ども教室担当常勤職員数　２０人

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

1.32

-

125,106

0.50 -

-1.32

223,468

13,197人件費(b)

人数 1.36

平均給与 8,450

事業費(a)

100%

目標値

26

各ブロック２校抽出、計２６校の参加児童へのアンケート
により、参加することが「楽しい」「少し楽しい」と答えた児
童の割合
【２９年度から定義変更】

99

99

99

28

達成率

118,599

0

120,030

0

1,794

-

1,788

127,661

00

全学年実施校
数

放課後子ども教
室巡回数

学校・実行委員
会との話し合い

回

校

活
動

回

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 放課後子ども教室推進事業【経常】

目
的

実施内容の拡充(対象学年拡大・体験プログラム実施
等）に向けた話し合いの回数 実績値

目標値

遊びと実体験の場や機会の充実
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

地域の方々の参画（実行委員会組織・安全管理員の配置等）を得て、小学校施設を
活用した放課後の安全・安心な居場所を提供し、自由遊び、自主学習、学年を超えた
交流活動等の機会を提供する。各小学校に学校担当を配置し、スーパーバイザーの
統括による運営支援を実施。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

放課後に子どもたちが安心して活動できる場を確保し、遊びや学び交流等の活動を
通じ、地域社会の中で健やかにたくましく生き抜く力を育む環境をつくる。

１校あたりの年間参加児童数

１校あたりの年間巡回数

目標値

目標値

達成率

実績値全学年（１～６年）での実施校数

目標値

実績値

達成率

214,089諸謝金他教室運営委託経費

3,576

ひと 再掲

Ⅳ　重点プロジェクト事業　事業別評価の反映結果

45



方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　全学年実施を目指し、未実施校へのアプローチを継続するととも
に、小学生の居場所づくりについて、関係所管と連携して取り組ん
でいく方向性は適切である。
　今後も放課後子ども教室の安定した運営のために、スタッフの確
保や事故発生時の対応など、各校の個別事情に応じた支援に取
り組んでほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①②③⑤は目標を達成した。しっかりとした取組みにより着
実に成果を上げており高く評価したい。
　唯一達成出来なかった指標④についても、原因は小学校の夏休
みの増加が背景にあることが明らかであり、実質的には達成でき
ていると考える。

　全学年実施については、活動場所の確保等の課題を解決し前年度から3校増加の66校実施となり、30年度の目標は達成したが、移転等で物理
的に不可能な学校を除き、実施に向け努力していく。学校図書館についても、引き続きスタッフ確保や施設の使用調整など実行委員会と協議し、
開放日の増に努めていく。スタッフのやりがいや喜びが充足されるような取組みとして、日常の活動で困っていることやニーズに応えるスタッフ研
修の企画・実施の他、ブロック会議において、〝スタッフリーダーアンケート〟の結果について話し合い、スタッフ活動の成果の共有を図っている。
大学生スタッフの活用については、区内全大学にスタッフ募集パンフレットを送付している。東京未来大学においては、学生の昼休みの時間帯に
〝見守りスタッフ活動説明会〟を12月に実施した（他大学は31年度以降実施検討）。また、区のＨＰやＳＮＳを活用したスタッフ募集案内、絆のあん
しん協力員への呼びかけ等により、引き続き、人材確保と本事業のＰＲを行っていく。なお、スタッフの待遇面については、謝金単価の見直し改善
を図る。  効果測定の具体化については、児童へのアンケート項目に〝放課後子ども教室でしたいこと〟を加え、教室運営の参考としていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　短期、中・長期とも方向性は正しいと考える。活動スペースと人材の
バランスから全校実施ができていない事情は理解できるが、全校での
全学年実施が早急に実現することを希望する。原因分析をしっかりとし
ており、早期実現に向けて働きかけを続けている姿勢は評価したい。な
お、学校図書館の全日開放についてもぜひ関係各所と協議して早期に
実現してもらいたい。
　本事業はスタッフの役割が極めて重要であると思うので、スタッフの
やりがいや喜びが充足されるよう意見交換などの取組みの充実をお願
いしたい。
　また、大学との連携により大学生スタッフを取り入れることも、利用児
童、大学生の双方にとって良いことと思われる。大学連携の際には、た
だパンフレットを送付するのでなく、大学内での説明会実施など学生に
直接働きかける工夫を期待する。
　足立区の放課後子ども教室は、事業としての完成度が高く、頻繁な巡
回や会議によるフォロー体制など独自性があることから、ぜひ積極的に
内外にＰＲしていただきたい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標④以外は、目標を達成しており、大変評価できる。
　指標④についても、目標には届いていないが高い実績を残して
おり、参加児童数が減少した要因も分析されている。
　指標①の活動数の大幅な増加が、全学年実施校の着実な増加
や利用者満足度につながっており、担当課の地道な取組みを評
価する。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　区民評価の結果を踏まえて事業に取り組んでいただいており、
全体としてよい方向に進んでいると考える。
　児童・家庭からの要望に応えるために積極的に情報収集をして
いる点や、実行委員会と学校の相互理解と連携強化のため、ス
タッフ会議を頻繁に実施していることは高く評価できる。
　スタッフへの感謝状の贈呈が新たに始まるなどスタッフの確保・
継続の課題も他部署と連携して改善の方向に向かっている。引き
続きスタッフの待遇面の改善や人材確保、本事業のPRや効果測
定の具体化に向けて取り組んでいただきたい。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

遊びと実体験の場や機会の充実
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

アウトリーチ事
業の実施回数

視点

対応する予算事業名 こども未来創造館管理運営事務

目
的

イベントや日々のワークショップ実施回数
【目標値】基本協定で締結しているワークショップの最低
実施回数                                   　     【新規指標】

実績値

目標値

ひと 再掲

単位

達成率

区民の参画、各種教育機関と連携し、子どもたちへの多様な体験機会の提供により、子ど
もたちの成長を支え、たくましく生き抜く力を育てあげていくことを目的に事業を実施する。

施設に来場した方を対象にアンケートを実施し、「足立区
民」であると回答した方の割合

大学研究室、区民ボランティアと協働して実施するワー
クショップ数

目標値

目標値

達成率

③

②

① イベント・ワーク
ショップ実施回
数

活
動

内
容

⑥

④

成
果

区民や５大学、区内産業、また東大天文センターと連携、協働し、科学、運動、ものづ
くりの３分野を柱に、施設の特色を活かした様々な体験事業を企画提供していく。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

実績値

活
動

回

活
動

3,576

0

地域連携による
プログラムの実
施回数

回

回

3.00

107%

目標値

達成率

人数

55こども未来創造
館の複数回利
用者率

49

まるちたいけん
ドーム（プラネタリ
ウム）の一回あた
りの利用者数

計

8,450

事業費(a)

％

27,209

3,409

27,209

平均給与

実績値
地域学習センター、区内大型商業施設等で実施したアウ
トリーチ回数

26,046

1.00

8,682

95%

目標値

26

一般及びイベント等の投影でプラネタリウムを観覧した
一回あたりの人数（定員数170席）

62

実績値

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

555,546

達成率

29

60

50

108%

60

人件費(b)

平均給与

40

65

35

96%

こども未来創造
館に来場した区
民の割合

588,392総事業費(a+b)

28

達成率

63

施設に来場した方を対象にアンケートを実施し、「２回」
以上来場していると回答した方の割合

33

55

560,597

人

　指標①季節に合わせたイベントを実施し来館の機運を高めた。
　指標②大学との協働事業も定着してきた（東大・未来大・電大・帝科大・
学芸大など65回）が、各関係団体やボランティア等との事業は、学生ボラ
ンティアが減少し、平成28年度比33回減の318回となった。
　指標③放課後こども教室などへの出張（22回）、大型商業施設等で観望
会（4回）やミニプラネタリウム（14回）での投影を実施した。
　指標④区民限定の花火ワークショップや一人親家庭事業を実施した
が、展開が進まなかった結果、平成28年度のアンケート割合から推計す
ると区民利用者数も減少した。
　指標⑤こたつに入りながら星空観賞ができるプログラムなど、新たな試
みを実施したが、目標を達成できなかった。
　指標⑥平成29年度に更新したデジタルきゃんぱすが人気となったが、リ
ピーターの牽引に繋がらず１ポイント下がった。平成28年度のアンケート
割合から推計すると複数回利用者数も減少した。
　来館者数が平成28年度比8.7％増の約146.6万人であった。主な要因
は、大型商業施設でのミニプラネタリウムや天文ニュースに即応した観望
会の実施などが功を奏した。既存の枠にとらわれず、星空に興味を引く事
業展開を行ったまるちたいけんドームの他、平日に実施した幼児向け英
語体験事業では、平均利用者数が20名から27名に増加するなど、利用者
の増加に貢献している。また、西新井周辺商店との連携により、とんがり
キッチンでのプログラムを実施した。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

561,183

20

3,588

0.00

549,612

-

-

8,78125,923

100%

55

3,504

0.00

26,046

3.00

89% 91%

0.00

3.22

534,551

27

115%

25,923

553,153

544,372

189 284

3,606

127%

4,553

3,5712,076

137%

4,545

408

250

126%

160 200

27 28

4040

24

154%

40

4024

96%

3,699

4,684

383

127%

40

40

-

-

549,612

25

40

100%

6565

62

30

-

-

40

60

-

64

8,781

529,623

8,781

8,641

記入所属
地域のちから推進部地域文化課文
化事業支援係

事業名

重点目標

電話番号

chiiki@city.adachi.tokyo.jpE-mail

⑤

成
果

実績値

重点項目

26

23

118% 142%

％

目標値 57
達成率

57

63%88%

30

3,470

03-3880-5467（直通）
№１０　こども未来創造館事業

千円

③

　平成30年4月から指定管理者が変更になったが、
①土日祝日等の混雑対応や平日の利用者促進、②
区民利用率の向上、③学校教育で取り組む英語教
育やＩＴ関連事業の支援、④東京2020大会に向けた
他施設と連携した事業などの課題が残っている。こ
れらについて、課題解決に向けた事業は実施してい
るものの未だ解決には至っていない。
　特に、平日については、乳幼児を対象とした人気の
ある事業があるが、利用者数が限られているため、
今後も研究を進め、新たな講座を展開する必要があ
る。

　指定管理者が変わったことから、これまでの利用者数を目標に、新たな
行政需要や懸案となっている事業を展開し、解決を図っていく。
　 (短期)「たくましく生き抜く力を育む」目標を達成するために、地域店舗と
の連携による仕事体験を実施し、子どもたちが学校では体験できない内容
や地域の関係他者とふれあえる事業を実施していく。また、まるちたいけん
ドームでは、懐かしい音楽を聴きながらプラネタリウムを楽しむ「星空なつ
めろオールディーズナイト」を企画し、新たな客層の獲得を図っていく。
　 (中・長期)より多くの足立区民にこのようなプログラムに参加してもらうた
めにアウトリーチ事業の展開先を見直し実施していく。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

②

修繕費

成
果 107%

実績値 61

-83% 68%

27

400

29

163%

-

①

00

42,600

主な内容

千円

8,535

20,275

千円金額

使用料及び賃借料 金額

金額

0計
国都負担金・補助金

510,028委託料

受益者負担金

営繕管理課(一元化)、シティプロ
モーション課、青少年課、住区推
進課、中央図書館、足立保健所
他

根拠
法令等

足立区こども未来創造館条例、
足立区こども未来創造館条例施
行規則、足立区こども未来創造
館施設使用基準要綱

庁内協働

-

-0

26

2,842

102%

-

330

-

51,761

0

56,123

-0

55,959

0.00 -

0
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　ヒアリングを通じて、昨年度の評価を踏まえて事業を行っている
姿勢が確認できた。評価したい。今年度から指定管理者が変更に
なったとのことで、アウトリーチ活動や地域との連携などを進めて
いる点も評価できる。ただし、依然として、平日の利用率の向上や
学校との連携、東京オリンピック・パラリンピックに向けた取組みな
どの課題が残っているので早期の対応をお願いしたい。

　指標①③は目標を達成した。施設の内外でイベントやワーク
ショップに熱心に取り組んだ結果と思われる。
　指標②は目標は達成できなかったが、高い数値で推移しており
大学等との連携が構築されてきたと思われる。
　指標④は実績値が大きく低下しており、まさに今後の課題が明
確になったといえる。
　指標⑤は目標未達成、指標⑥は目標達成したが、これもともに
数値が下がっている。
　平日利用や複数回利用は区民が主体となるため、まずは区民に
とって魅力ある施設にしてほしい。一方で、区外からの利用者が
増えることも足立区のアピールとなるため、区民利用者と区外利
用者のバランスも大切である。難しい課題ではあるが両立に向け
た方策を検討していただきたい。

【目標・成果の達成度への評価】

　今後、指定管理者の変更時には、スムーズな施設運営ができるよう引継ぎ等の事前準備をしっかり行っていく。また、新指定管理者の新
たな試みとして、子どもたちに人気があるがんばるウォールの開放や放課後の来場しやすい時間帯への事業展開などを予定していくこと
で、平日の利用率向上を目指していく。さらに、利用者のニーズを把握したうえで区内大学と連携しながら学生ボランティアの活躍の場も見
出していく。
　区民への「還元型」のイベントについては、区民が満足するようなイベントを企画・検討していく。なお、当施設は、子どもたちのたくましく
生き抜く力を育てる施設であるとともに、足立区のブランドイメージを向上させる広域的な文化芸術施設としての役割もあるため、指定管理
者との連携を密にし、学校や産業団体・区民等と協議し、様々な世代の利用者にとって多彩な活動が可能となるような事業展開を模索し
ていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　子どもたちに学校では学ぶことができない様々な体験ができる機会を
作ろうとしている方向性は正しいと考える。ヒアリングの結果、指定管理
者の変更に伴い、利用者に混乱が見られること、その原因は事業者間
の引き継ぎが不十分であることが確認された。指定管理者だけの課題
とせず区として課題を共有し改善していただきたい。
　平日の人気講座などこれまで取り組んできた内容を引き継ぎつつ、今
後も人気講座を増やしていくことや、アウトリーチ事業の増加、学校や
区内産業団体との連携強化などさらなる取組みに期待する。
　学生のボランティアが減っているとのことなので、学生や地域のボラン
ティア、利用者のニーズなどを的確に把握していただきたい。そのうえ
で、学校やPTA、町会・自治会や大学、産業団体と連携し、プログラム
の充実と利用促進を図るべきかと思う。教職者や大学、学生、区民が
企画を提案するPTを立ち上げてはどうであろうか。足立区のみならず
区外からの利用者も意識しながら、区民への「還元型」のイベントが提
供できるように努めてもらいたい。指定管理者と連携を密にし、企画力
の充実、子ども（孫）と高齢者のコラボ企画など世代を超えた企画の実
現に期待する。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　利用者数を維持するとともに、新たな行政需要や懸案事項を踏
まえて事業を実施していく姿勢は評価したい。
　事業目的である子ども達の「たくましく生き抜く力を育む」ために、
学校では体験できない取組みや、地域の方とふれあえる事業な
ど、こども未来創造館ならではの事業展開も妥当である。
　なお、区民割合、リピーター率については、どの程度の割合が妥
当であるかを分析した上で、指標の目標値達成に向けた取組みを
進めてもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　活動指標については、指標②が目標にやや達しなかったもの
の、イベントやプログラム等の事業が、概ね目標とする回数実施さ
れており、評価できる。
　また、既存のプラネタリウムでは実施できないプログラムや平日
の幼児向け英語体験教室など、新たな取組みや平日の利用促進
の取組みが、来館者数の増につながっている点も評価できる。
　一方、区民の来場者割合が、目標に達せず、昨年度実績からも
下回ってしまった。今後、区民限定事業の拡大や効果的なアウト
リーチ事業の展開などの工夫をしてもらいたい。

方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

反映結果 達成度
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H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【自然教室事業】
　①③④自然教室事業は、教科書では学べない自然体験や文化
体験、社会体験などを通じて、自然や地域文化などに親しむことが
できる貴重な場となっている。各校で実施するプログラムが、子ど
もたちの学びの意欲を育て、社会性を向上させる活動につながる
ものとなるよう働きかける必要がある。
【体験学習推進事業】
　生きる力を育むために、子どもたちに多くの体験をさせるために
は、年代、地域ごとに多様な体験メニューを用意し、具体的な体験
に結び付ける必要がある。指標の事業以外も含め、体験メニュー
を充実させるとともに、メニューを見やすく一覧にし周知を図ってい
きたい。

【自然教室事業】
（短期）　鋸南自然教室では、28年度から始めた地元協力農家と主管課の意見交換を継続し、
内容の充実を図る。日光自然教室では、歴史や自然を実体験し、文化遺産や環境保全への
関心を高められるような体験学習を実施する。魚沼自然教室では、自然の中で実施する体験
活動のほかに地元の方々との交流ができる活動を増やしていく。
（中・長期）　各自然教室運営委員会において、事業内容を検証し、子ども達の心身の健全育
成と学習意欲の向上に資する体験内容を検討していく。
【体験学習推進事業】
（短期）　農業体験事業は公募型にして１年目、デイキャンプは開始２年目であり、参加者の様
子やアンケートから事業を見直していく。中学生消火隊は全校実施を目指す。また、体験メ
ニュー一覧を作成し、子ども達に配布するなど、利用促進を図っていく。
（中・長期）　各体験事業を一層充実させるとともに、大学連携など他の資源を活用したメ
ニューの拡大を図っていく。

③ 主な内容 指導補助員等報償費 金額 14,088 千円

② 主な内容 魚沼市宿泊施設使用料 金額 42,226 千円

0 0 0 -

① 主な内容 バス借り上げ費用 金額 154,489 千円

-

税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -

受益者負担金 0

0.00 0.00 0.00 0.00 -

計 0 0 0 0

44,344 -

非
常
勤

平均給与 3,409 3,504 3,576 3,588 -

人数

-

人数 4.85 4.85 4.85 5.05 -
常
勤

平均給与 8,450 8,682 8,641 8,781

計 40,983 42,108 41,909

246,564 215,468 245,130

人件費(b) 40,983 42,108 41,909 44,344 -

29 30

総事業費(a+b) 236,398 295,451 288,473 259,812 245,130

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）
成果達成状況の内訳
【自然教室事業】
　指標① 鋸南自然教室292件、日光自然教室433件、魚沼自然教室151件
　指標③ 鋸南自然教室95％、日光自然教室97％
　指標④ 魚沼自然教室98％
指標①28年度までは「体験活動」を工芸体験や農体験、地引網体験などと定義し
ていた。29年度は上記に加え、「磯の生物観察」「文化遺産の見学」「登山」なども
「体験活動」に加えたため、実績値が上がった。
指標③ 自然の大切さ・美しさ、日光の歴史的建造物などに関心を持った児童が多
く見られた。
指標④ 特に、農業体験を実施したことで、「農業の大変さについて学んだ」と回答
した生徒が多かった。
【体験学習推進事業】
　体験活動事業を生活・文化体験、野外活動、社会体験の3分野に分け、青少年課
以外の部署も含めた体験事業のなかから、指標に使用するものとして、農業体験
事業、デイキャンプ、中学生消火隊の３つの事業を選定した。
　指標② 農業体験6回、デイキャンプ1回、中学生消火隊79回
　指標⑤ 農業体験64名、デイキャンプ14名、中学生消火隊362人
　指標⑥ 農業体験100％、デイキャンプ100％、中学生消火隊98％
指標⑤の30年度の目標については、農業体験の実施方法が学校単位から公募に
変更することになり、募集人数も大幅に減少（64名→15名）するため、29年度実績
より下げた。

26 27 28

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 195,415 253,343

達成率 - - - 99% -

- - 99 99

成
果

実績値 - - - 98
⑥ 体験活動に参加
し、成長できたと
感じた子どもの割
合

％

農業体験事業とデイキャンプ(豆の木サロン）と中学生消火隊において、
社会を生きる基礎となる力（探究心や向上心、学んだことを活用する力、
諦めないでやり抜く力、コミュニケーション能力、他人を思いやる力）に関
する項目に2項目以上向上したと回答した割合　【新規指標】

目標値 -
達成率 - - - 98% -

- - 450 400

成
果

実績値 - - - 440
⑤
体験活動事業
参加人数

人
体験活動事業（生活・文化体験、野外活動、社会体験の
各分野における農業体験事業とデイキャンプ(豆の木サ
ロン）と中学生消火隊）の参加人数　【新規指標】

目標値 -
達成率 102% 99% 99% 99% -

99 99 99 99

成
果

実績値 97 98 98 98
④ 中学生の自然・社
会に対する理解
度・関心度

％
魚沼自然教室において、農作業（田植え・稲刈り）を体験
して農業の大変さ、食物の大切さについて学んだ、関心
が高まったと回答した割合

目標値 95
達成率 88% 95% 95% 101% -

95 95 95 95

成
果

実績値 84 90 90 96
③ 小学生の自然・社
会に対する理解
度・関心度

％
鋸南・日光自然教室において、自然や地域文化、文化遺
産において新たに学んだ・関心が高まったと回答した割
合

目標値 95
達成率 - - - 96% -

- - 90 90

活
動

実績値 - - - 86
②
体験活動事業
実施回数

回

体験活動事業（生活・文化体験、野外活動、社会体験の
各分野における農業体験事業とデイキャンプ(豆の木サ
ロン）と中学生消火隊）の実施回数
　【２９年度から定義変更】

目標値 -

876

達成率 - - - 102% -

- - - 860 870

活
動

実績値 248 270 243

26 27 28 29 30

①
自然教室におけ
る体験学習数

件
各学校の体験学習数の合計(野菜の収穫、日光彫り、田
植え・稲刈り、笹団子づくり、磯の生物観察、文化遺産見
学、ハイキング等)　【２９年度から定義変更】

目標値

小学校自然教室事業　中学校自然教室事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

目
的
集団生活・自然・文化・歴史・社会・野外活動等の実体験を伴う学びをとおして、子ども
たちの心身の健全育成と学習意欲の向上を図る。 庁内協働

親子支援課､公園管理課､災害
対策課

内
容
自然教室（鋸南・日光・魚沼）、体験活動事業（生活・文化体験、野外活動、社会体験）
の実施並びにこれらの内容充実のための調査・研究。 根拠

法令等
学校教育法第21条・小学校学習
指導要領・中学校学習指導要領

対応する予算事業名

記入所属
学校運営部学務課自然教室係
子ども家庭部青少年課体験活動調
整担当

事業名 №１１　自然教室事業・体験学習推進事業
電話番号 学務課3880-5970、青少年課3880-5967

E-mail
gakumu@city.adachi.tokyo.jp
seishounen@city.adachi.tokyo.jp

視点 ひと 再掲

重点目標
①家庭・地域と連携し子どもの
学びを支え育む

重点項目 遊びと実体験の場や機会の充実

Ⅳ　重点プロジェクト事業　事業別評価の反映結果
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【自然教室事業】　魚沼自然教室では、「農業の楽しさ」を感じられる指標に修正する。児童・生徒の意識や行動の変化は、様々な取組の成果であ
り、本事業のみでの追調査は難しいが、自然教室で学んだ「自然や文化、農業への関心の高まり」や「集団生活で得た規範意識」などを授業や生
活指導の中で活かしていく。また、今後は環境学習の視点を取り入れた活動や、地元の方との交流を重視した活動など、活動内容の更なる向上
を図っていく。
【体験学習推進事業】　各課の体験事業を「体験ﾁｬﾚﾝｼﾞBOOK」として一冊にまとめ、区内全小中学校（104校）へ配布し子どもたちの参加を促すと
ともに、教員へも配布している。また、児童館・生涯学習施設などの区施設（71施設）へも配布し、施設職員等にも体験学習の意義を啓発してい
る。今後は、各事業について評価を行う予定であり、この中で各事業の改善を働きかけ、上記冊子に民間団体の情報も取り入れるなど実施メ
ニューの充実を図っていく。指標については平成29年度に変更したところであり、その結果の推移を注視しながら、専門家を交えた検討を含め更
なる改善に向けて研究していく。

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①②を積極的に行ったことが、指標③④⑤⑥の成果につな
がっていると考えられる。評価したい。ただし、指標⑤の体験活動
事業の参加人数が、区内の全生徒数に対して圧倒的に少ないこ
とは、今後の課題として真剣に受け止めていただきたい。また、農
業に関しては、「大変さ」のみではなく「楽しみ」も感じてもらえる指
標とすることで、今後の農業の発展や区の社会資源の活性化に
つながると考えられるので検討願いたい。
　指標③④⑥は、いずれも事業に参加した直後に１回だけ感想を
尋ねる指標となっている。難しいとは思うが、一過性で済ませるこ
となく、その後の意識や行動の変化を追う調査手法をぜひ検討し
ていただきたい。

　方向性は正しい。学校での学習はもちろん大切であるが、学校外で
の様々な体験から五感を磨き視野を拡げさせる実学は成長期にとても
重要なことである。今後は、体験学習に参加していない子どもたちをど
のように巻き込んでいくかが課題となろう。子どもたちの体験学習への
参加を促すためには、子どもを取り巻く大人たち（家庭、学校、部活等
の顧問、習い事の先生など）にも体験学習の意義を啓発していただき
たい。また、本事業の効果測定であるが、様々なイベントや事業を統合
して評価対象としているため、指標と事業の目的である「子どもたちの
心身の健全育成と学習意欲の向上」との関連がわかりづらい。専門家
を交えての再検討を期待する。児童・生徒の受講歴の把握、その受講
経験と効果との関連を明確にすると興味深い結果となろう。
　体験活動の重要性を広く啓発するとともに、区内の大学や産業団体と
も連携して、さらなるプログラムの充実に努めてもらいたい。足立区は、
商・工・農の体験の場が充実しているので、こうした資源を大いに活用
して、特に中学生の体験学習の実施メニュー数とバリエーションの充実
を実現してほしい。

反映結果・反映状況

全体評価
反映結果 達成度 方向性

【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　様々な理由があろうかとは思うが、昨年度と比べて、プログラム
の内容のさらなる向上や大きな拡大は見られていないと感じた。
特に自然教室は大きな労力と予算がかかる事業であるので現状
に満足せず、さらなる事業成果の向上に期待したい。
　自然教室・各種体験学習全体を通じて、今後どのような取組みを
行い、何がボトルネックであり、その対策をどのように行っていくの
かを明らかにしていただきたい。

区
民
評
価
結
果

庁
内
評
価
結
果

全体評価
※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない
反映結果 達成度 方向性

【庁内評価委員会の評価】
【目標・成果の達成度への評価】
　全ての指標で、目標達成または高い達成率となっており、評価で
きる。
　自然教室事業における成果である「自然・社会に対する理解度・
関心度」、体験学習推進事業における成果である「成長できたと感
じた子どもの割合」ともに、達成率の向上を実現するためには、そ
れぞれの活動内容の充実が必要不可欠である。
　これまでの活動内容や参加者のアンケートを分析することで、両
事業のさらなるブラッシュアップに期待する。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　自然教室事業について、地元の協力農家との連携や地元の
方々との交流機会を創出していくことは、子どもの社会に対する理
解度・関心度を高めるためには有効であり、今後の方向性として
適切である。
　体験学習推進事業について、担当課が分析しているとおり、既
存メニューの利用促進を図るとともに、大学などとの連携や区施
設の活用によるメニューの拡大を実現してほしい。

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

≪評価結果≫

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

29,575

-

金額

0

② 保育士等住居借上げ支援事業補助金 金額 225,667

千円金額小規模保育事業所施設整備費補助 65,220主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

【整備計画】新たな需要予測方式として平成29年度中に保
育ニーズ調査等を導入したが、幼児教育無償化等の国の
施策により、今後の需要動向の見極めが難しくなっている。
【保育施設整備】認証保育所は整備が必要な場所に適切
な物件・保育事業者を確保できずに公募不調になるケース
が多く、新規整備が困難となっている。
【保育士確保・定着対策】2017から2019にかけて整備計画
に基づき新規の保育施設を開設するには550人以上の保
育士を確保する必要がある。このため区内保育施設への
就職支援や保育士の経済支援策を継続・拡充する。また保
育士等の子どもを保育施設に預けやすくするため、新たに
入所調整指数の加算を実施した。

【短期】妊娠届時の利用意向調査結果等を活用し、幼児教育無償化の影響をできるだけ早期
に把握し今後の整備計画に反映していく。事業者の公募については金融機関等との連携によ
る土地所有者への働きかけや公有地の積極的な活用により物件の確保に努める。認証保育
所は地域を限定せずに個別相談に応じ、保育需要の状況に合わせて柔軟に対応する。保育
士奨学金返済支援事業及び住居借上げ支援事業は、申請要件の緩和を図ることで利便性を
アップし、また、広く宣伝することで利用者を増加させ、保育士の確保・定着を目指す。また、
潜在保育士に対し区立保育園での非常勤就労を促し、ブランクの解消や就労意欲の向上を
狙う。
【中・長期】平成30年2月に改定したアクション・プランに基づき、2020年4月までの2年間で保育
需要率50％に対応した2,505人分の定員拡大を行い待機児童解消を目指す。また、2021年度
以降も待機児ゼロを維持するために継続して整備計画を策定する。さらに経済的支援を継続
するとともに、良好な職場環境を実現している事業者にワークライフバランスの受賞勧奨をす
るなど、保育士確保・定着並びに質の向上を目指す。

地域調整課
保健予防課
各区民事務所
妊娠届時の利用意向調査結果等

根拠
法令等

子ども・子育て支援法、児童福祉法、足立
区私立保育園施設整備費補助要綱、足
立区認証保育所運営費等補助要綱、足
立区小規模保育事業所施設整備費補助
要綱

庁内協働

内
容

①

記入所属
待機児対策室待機児ゼロ対策担当課待機児ゼロ対策担当

子ども施設整備課施設調整係、施設整備推進第一係、施

設整備推進第二係

子ども家庭部子ども施設入園課地域保育係

事業名

重点目標

電話番号

taiki-zero@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5759(直通)
№１２　待機児童解消の推進

重点項目

531,362

- -

-

39%

保育士等の定
着度

548,531総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

21%

目標値

実績値

126
達成率

306

④

成
果

13,519

12,609

- 21%

％

待機児童数 人

2,220,392

2,170,340

-

4,003,956

29

30

19

-

-

-

450

-

15,762

80

30

-

75

-

26

7

105% 125%

75

370

100%

2927 28

14,46412,911

11 18

363175

370

47%

157%

8

88%

12,808

60-

13,094

101%

14,466

100%

13,587

- 120

98%

18

- 25

7

167%

5

3

-

18%

374

44,933

8,641

75.0-

516,086

518,165

13,197

8,682

79.1

65

101%

322

3,504

0.00

13,197

1.52

98%

8,781

471,153

50,052

3,588

0.00

4,003,956

-

-

50,05244,933

実績値

達成率

⑥

非
常
勤

人数

3,409平均給与

3,409計

1.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

①目標である18施設を開設した。認可保育所は計画どおり10施設、認証
の認可化は2施設の予定だったが、その後2施設から申請があり、計4施
設の認可化、小規模保育は3地域のうち2地域は公募不調となったが、区
の環境整備基準に基づく設置が2施設あり、計3施設を開設した。認証は3
地域いずれも公募不調となったが、28年度に選定した1地域で開設した。
なお、2019年に新規開設予定の認可保育所15園の事業者は選定済みだ
が、うち2事業者が辞退による選定取消しとなり、1園は2019年度期中開
園、1園は2020年4月開設に向けて整備を進める。
②保育士奨学金返済支援事業は、40園95人及び住居借上げ事業82園
268人が利用。両事業については、要綱基準の緩和やＰＲチラシ「HOIKU」
を作成し、区内はもちろん全国600の保育士養成校へPRを行った。利用
者は昨年に比べ倍増となり、目標を概ね達成した。
③保育施設定員数は、目標を2人分上回る14,466人となった。増要因は、
新規施設の定員上乗せ、認可化施設の追加、及び既存施設の定員増
（計210人）である。一方、減要因は認証保育所の公募不調、認証保育所
等の廃業及び、子育て応援隊月ぎめ保育廃止（計▲208人）である。
④昨年の指標については,当事業による効果が不明確であるとの指摘が
あったため、今年度より奨学金返済支援、住居借上げ支援を受けている
人の中で継続して勤務している人の割合に変更した。目標を達成した。
⑤こうした取り組みにより待機児童数は205人となり、目標値を達成した。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

5.70

-

1,694,389

0.00 -

-5.20

515,547

32,984人件費(b)

人数 3.50

平均給与 8,450

事業費(a)

112%

目標値

26

翌年度４月１日時点の待機児童数　【低減目標】

68

205

230

28

達成率

476,494

0

360,397

0

0

-

0

321,082

00

保育施設定員
数

保育士等への
経済的支援補
助金利用者数

保育施設整備
数

人

人

活
動

件

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 私立保育園施設整備助成事業（投資）　保育士確保・定着対策支援事業　保育施設整備事業（投資）

目
的

アクション・プランに基づく認可保育所、認証保育所、小
規模保育等の保育施設（認証の認可化を含み、家庭的
保育は含まない）の新規整備数
（目標値：前年度アクション・プラン）

実績値

目標値

多様な保育サービスの提供と待機
児童の解消

②妊娠から出産・子育てまで
切れ目なく支える

認可保育所・認証保育所・小規模保育に対して新規整備の公募や増改築の整備費補
助を行うとともに、保育士等の住居借上げ及び奨学金返済への経済的支援や、就職
支援を実施することで確実な定員拡大に結びつける。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

各地域の待機児童等の状況を分析したうえで「足立区待機児童解消アクション・プラン」を毎年改
定し、これに基づき事業者の公募、事業者への整備費補助及び、整備に不可欠な保育士確保・
定着対策などを実施することで保育定数を拡大し、待機児童解消を図る。

奨学金返済支援、住居借上げ支援を受けている保育士・看護
師･栄養士の中で、継続して勤務している人の割合（当該年度
新規開設園の勤務者及び年度途中採用者を除く）【平成２９年
度から定義変更】

保育士奨学金返済支援及び保育士等住居借上げ支援
の利用者数

目標値

目標値

達成率

実績値
毎年度４月１日時点の保育定員数（認可保育所、認証保
育所、小規模保育等の保育施設）

目標値

実績値

達成率

1,821,919私立保育園施設整備費補助

3,576

ひと 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

  幼児教育無償化に伴い、保育需要の見極めが難しくなる中、2020年の
待機児童解消、さらには2021年度以降の待機児ゼロの維持に向けて取り
組んでいこうとする姿勢は大いに評価する。
　妊娠届時の利用意向調査結果等を活用することで、正確な保育需要の
把握に努めてほしい。
　また、保育施設は年々、新規整備が困難になっているが、金融機関等と
の連携や公有地の積極的な活用、さらには地域を限定しない柔軟な対応
により施設整備に取り組んでもらいたい。
　保育士等への経済的補助については、利便性を向上して新規採用者の
増加を図るとともに、補助金を受けた方がすぐに辞めないよう定着の面に
重点を置いて進めてほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①②とも大きく数字を伸ばしており、精力的に取り組んだこ
とがうかがえ評価できる。とくに指標②の保育士への処遇につい
ては、要綱基準の緩和やPRチラシの効果が認められる。
　指標③⑤も目標を達成し数字も伸びている。指標⑤は本来は
「０」にならなければいけないが、昨年度比で大きく改善しており評
価したい。保育コンシェルジュの配置も適切であり、満足度も高い
結果となっている。
　指標④は目標は達成しているが、昨年度と比べて目標値、実績
ともに下がっているので改善に取り組んでいただきたい。

・保育需要の把握は、妊娠届時の利用意向調査に加えて、平成30年度中に実施する保育ニーズ調査等も活用し、的確に行っていく。
・保育士確保策としてハローワークとの共催による就職相談会の実施回数の増、民間保育園連合会と東京未来大学共催の就職相談会へ継続し
ての参加など関係機関との連携により、区内の就労に結びつけた。また、今年度は、支援策リーフレット「ＨＯＩＫＵ」を養成校へ継続して全国約600
校へ配布するだけでなく、区内養成校に直接出向き、生徒募集で高校を訪問する際に「HOIKU」のチラシを使った足立区のPRを行っていただくよう
採用担当者に働きかけた。
・平成30年度は住居借上げ支援事業の利用者数枠を拡大し、新規開設の保育施設の保育士確保策として、利用促進を図っている。
・指標④については、今年度指標内容の見直しを行ったため昨年比は参考とならないが、保育士の定着に向け、子ども施設指導・支援担当課に
よる研修の拡充やワークライフバランス表彰への受賞勧奨を行うとともに、平成31年度には保育従事者永年勤続表彰を新たに実施するなど、区と
しての支援策を充実させる。
・保育施設用の土地の確保については、既に金融機関のほかに宅建業協会やＪＡ等の産業団体を通じて土地活用を検討している地主等へ働き
かけを行い、整備につながっている事例もある。31年度整備においては認可保育所は事業者の選定がほぼ終了しており、認証・小規模について
も事前に募集地域を公開し、前倒しで30年度中に公募を行うことで、計画どおりに整備が進む見込みである。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　今後の方向性は正しいと考える。
　区内の大学との連携による保育士確保のＰＲ拡充、金融機関
からの情報提供に加えて、自治会や産業団体への周知により
保育施設用の土地確保に努めることを進めてはどうであろう
か。保育施設の整備が拡大することで、保育士の確保と定着が
課題となる。保育士の離職理由には、職場での人間関係や家
庭事情などもあると聞く。行政の介入が難しい部分もあるが、働
きやすい職場風土の作り方や組織マネジメントの方法などの研
修や教育を実施するなど、区としての支援策を充実していただ
きたい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①③は目標を達成した。保育施設の内訳は計画と異なる
が、公募不調などの状況にも迅速に対応した結果である。
　指標②は28年度実績を大幅に上回り、概ね目標を達成できた。
また、指標④は目標値を上回った。区内のほか、全国600の保育
士養成校へのPRが奏功したものと評価する。
　指標⑤は目標を達成できた。保育施設の整備や保育士確保に
努めた結果である。引き続き、アクションプランに基づく施設の整
備及び保育士の確保・定着に努めてほしい。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　昨年度の課題に対して迅速に対応できている。特に妊娠届出時
に将来の保育サービス利用の意向を調査し、早期から施設整備
を計画するように改善した点は大いに評価できる。
　また、保育士確保のための施策や広報活動も積極的かつ先駆
的に行っている。特に今年度は、広報用リーフレットを全国の養成
校に送付しＰＲの幅を広げるなどの工夫も行っており評価できる。
今後は、ただ送付するだけでなく養成校の担当者に電話をするな
どさらに個別にきめ細かく働きかけることをお願いしたい。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

ひと 再掲

実績値

達成率

679,123委託料(住区ｾﾝﾀｰ)

3,576

達成率

　保護者の就労や病気などにより放課後子どもを保育できない家庭の小学生を保育
し、児童の健全育成を図る。

学童保育室入室者数　目標値＝入室見込者数、
実績値＝入室者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※４月１日現在

区直営学童保育室、運営委託分（指定管理者、住区セン
ター）、民間運営（学童クラブ補助対象分）の定員増数

目標値

目標値

達成率

実績値特別延長保育実施室数

目標値

多様な保育サービスの提供と待機
児童の解消

②妊娠から出産・子育てまで
切れ目なく支える

入室した児童を、8時30分から18時までの時間で保育する。（直営7室・指定管理18
室・48住区センター76室・民間13室）
民間を含め38室で午前8時から午後7時までの特別延長保育を実施。
民間学童保育室へは運営費の補助を行う。                       ※ 各室数はH30.4.1現在

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 学童保育室運営事業・学童保育室管理事務・住区施設運営委託事務の一部

目
的

区直営学童保育室、運営委託分（指定管理者、住区セン
ター）、民間運営（学童クラブ補助対象分）の設置室数 実績値

目標値

特別延長保育
実施室数

学童保育室
定員増数

学童保育室数

人

箇所

活
動

箇所

活
動

③

②

211,384

218,448

46,506

266,921

104,052

-

110,856

367,853

259,892247,801

56%

目標値

26

待機児童数÷入室申請者数　　【低減目標】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※４月１日現在

1.5

5.4

3.0

28

達成率

973,288

277,671人件費(b)

人数 17.53

平均給与 8,450

事業費(a)

17.53

-

405,091

31.00 -

-17.53

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

  指標①：待機児童が多く見込まれる地域に2室新設したが、今後も真に必
要な地域を中心に、学童保育室の整備等を検討する。
　指標②：28年度比2室増および1室の定員増により入室定員は87名増と
なったが、今後も必要な地域の定員増に取り組んでいく。
　指標③：新設の2室(指定管理)および既存1室において特別延長保育を実
施し、一部ではあるが保護者のニーズに応えることができた。
　指標④：学童保育室の増設や定員の弾力化等により、入室児童数が28年
度比約63名増で目標を上回ったが、待機児童解消には至っていない。
　指標⑤：学童保育需要の増加に対し、増室や定員の弾力化などを実施し
たが、特に大型マンションの建設に伴う人口増の影響により、28年度比で2
ポイントの増となった。今後も定員増や定員の弾力化等により待機児童解
消への取り組みを進める。
　指標⑥：指標⑤との比較で待機児童の地域偏在を見るものである。28年
度比で地域格差が拡大したが、格差解消も併せた待機児童対策を強化して
いく。なお、待機児童率上位2地域においては、平成30年4月1日付で定員増
や増室を行った。
　学童保育室では年度途中（夏休み明けが多い）に退室する児童が多く、結
果、待機児童が減少することも念頭において整備していく（29年度待機児童
数：29年4月当初275人、9月末日177人、30年3月末日91人)。学童保育室の
運営面では、学童職員向けの専門研修を8回実施（参加者計813人）するな
ど質の向上を図り、保護者アンケートでも93%が「満足、やや満足」との結果
を得ている。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

129,542計

38.00

成
果

％ 7.6
区内を11地域に分割した場合の待機児童率が一
番高かった地域での値。小さくなるほど地域格差
がなくなる。【低減目標】　　　　 　　 ※４月１日現在

実績値

達成率

⑥ 2.0
地域別待機児
童率の最高値

26%

8,781

1,035,198

257,983

3,588

29.00

1,254,449

-

-

153,931151,477

107%

0.9

3,504

35.00

152,195

17.53

100% 33%

2.0

100%

262,333

8,641

4,4354,210

1,297,531

1,036,540

274,835

8,682

4,584

1.5

100%

44%

2.0 2.0

6.1

3.4

210 164

100%

113

210 164

111

100%

110

110106

100%

25

4,5444,374

31

100%

36

100%

33

3629

111 113

8783

83

100%

100%

26

106

103% 102%

4,647

87

100%

2927 28

3.0

30

-

4,641

-

30

114

-

-

-

97

-

38

1,379,020

1,121,037

-

1,254,449

7.0

11.3

62%

29

-

④

活
動

7.0

33

25

100% 100%

人

学童保育室の
待機児童率

％
⑤

成
果

成
果

実績値

38%

目標値

実績値

1.5
達成率

3.9

1,311,375

3,851 4,381

91%

167%

学童保育室
入室者数

1,250,959総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）
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記入所属
地域のちから推進部
住区推進課学童保育係

事業名

重点目標

電話番号

j-suisin@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5863（直通）
№１３　学童保育室運営事業

重点項目

放課後子ども教室と学童保育室
との連携を行っている。学童保
育室の一部を小学校内や公園
等に設置している。

根拠
法令等

児童福祉法、足立区立学童保育
室条例及び同条例施行規則、足
立区住区センター条例及び同条
施行規則

庁内協働

内
容

①

千円

③

　児童福祉法の改正により、27年度から小学校6年生
までに利用対象が拡大され、あわせて大型マンション
建設による人口増加や共働き家庭の増加により学童
保育需要が増大した。学童保育室は保育園と違い、
小学校区域ごとの限定された需要のため、地域の人
口動態を分析のうえ、ニーズに的確に応えていくこと
が必要である。また、「あだち放課後子ども教室」や
「ランドセルで児童館（児童館特例利用）」など学童保
育以外の放課後のすごし方の情報提供を、より積極
的に行いながら、小学生の安全な居場所づくりを進
めていく。

　（短期）人口動態の分析などにより、需要の動向を把握しながら学童保育
室の整備を計画していく。また、学童保育ニーズに対する補完策として、31
年度までに児童館全館において開館時間の延長や「入退室メール配信
サービス」を導入する。さらに、放課後のすごし方ガイドなどにより、保護者
に対して「ランドセルで児童館（児童館特例利用）」や「放課後子ども教室」
などの情報を積極的に提供し、真に学童保育が必要な児童の受け入れ
と、児童の安全な居場所づくりを進めていく。
　（中・長期）児童の安全な居場所という観点から、学校を単位とした学童
保育と放課後子ども教室との一体化も含めた連携について検討していく。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 委託料(指定管理) 金額 229,992

千円金額負担金及び交付金 126,562主な内容

148,129

-

金額

122,640

Ⅳ　重点プロジェクト事業　事業別評価の反映結果
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　昨年度の評価結果を踏まえて、保育室の拡充、定員の増加、特
別延長保育室の追加、メール配信サービスへの取組みなど真摯
に対応されており評価したい。各施設の状況が異なるため、すべ
ての施設での特別延長保育室の実施は難しい面もあるが、保護
者のニーズを踏まえながら、定員の増加や全施設での特別延長
保育室の実施、さらにはスタッフの人材確保や送迎サービスの導
入なども他区を参考に検討していただきたい。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①②は、いずれも目標に達しており、定員数増に向けた着
実な取組みが評価できる。また、指標③についても目標に達し、保
護者のニーズへの対応も評価する。
　これらの成果として、指標④の入室者数は増やすことができた。
また、低減指標である待機児童率に関連する指標⑤⑥について
は、昨年度より実績が下がってしまっているものの達成率は向上
している。引き続き、地域の開発動向等に注視しながら、定員増の
取組みを進め、待機児童率の減を図ってもらいたい。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①②③は、目標を達成できた。その結果、指標④も達成さ
れた。全体として良い方向に向かっており評価できる。
　指標⑤⑥は、近年足立区が急速に発展している背景から、地域
によっては急激な人口増がおこっており、対応が遅れることも止む
を得ないと理解する。ヒアリングの結果、毎年、年度当初には目標
未達成であっても、一年を通じて年度末には状況が改善されてい
るとのことであった。
　大型マンションの建設や共働き家庭の増加等、人口の増加に伴
う対策を適切にたてている点も評価したい。引き続き需要数把握
のための情報収集や過去の入退室データからの的確・迅速な対
応をお願いしたい。

・学童保育の質の向上については、職員に対して放課後児童支援員資格を取得させたほか、「いじめ」や「子どもを引きつける遊び」等多
様な研修を実施した。また、児童に対して、食育を目的とした「手づくりおやつ教室」を実施した。
・学童保育需要を的確に把握するため、大規模開発の情報や保育園（新1年生）、小学校別の申請件数を調査・分析する業務に取り組む。
・需要増が見込まれる千寿学童保育室の定員を20名増員した。
・19時までの特別延長保育については、利用者の勤務時間等から需要を調査のうえ、順次導入していく。
・人材確保については、放課後児童支援員資格保有者の報酬増額予算（31年度）を計上する予定である。
・学童保育室の送迎サービスについては、学童保育本来業務の人材確保を優先するため、ファミリー・サポート・センター事業等を案内して
いく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　今後の方向性は概ね正しいと考える。放課後児童支援員の資
格を持つスタッフの配置等、児童の安全な居場所づくりに努めて
おり評価できる。また、ヒアリングの中で、学校内に設置された
学童保育室と学校外の学童保育室が連携し、情報のやりとりを
していこうとする姿勢が確認できた点も評価したい。
　今後の要望としては、就労家庭が増加している現状を受け、
19時までの特別延長保育を全施設へ拡大することを期待した
い。また、安全に預かることはもちろんであるが、次のステップと
して、様々な体験を取り入れ、子どもの発達を促すような保育内
容へとさらなる質の充実を図ることを期待したい。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　待機児解消に向け、学童保育室の整備だけでなく、「ランドセル
で児童館」や「放課後子ども教室」など、学童保育室以外の放課後
のすごし方の情報提供を積極的に進め、真に学童保育が必要な
児童の受け入れと児童の安全な居場所づくりを進めていく方向性
は評価する。
　また、学童保育室の利用者アンケート等も活用し、子どもたちが
安心して放課後を過ごせるよう、引き続き質の確保にも努めてほ
しい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

59,826

-

金額

53,576

② 6・9か月児健康診査委託料 金額 63,248

千円金額里帰り妊婦健康診査助成金 47,136主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　ASMAP事業開始後、支援が必要な妊産婦に対し個
別指導を充実させてきた。全体的に目標値に近い実
績を得られており、事業の成果が見られると考える。
妊娠期から継続した支援を行うことで、出産後の育児
困難を軽減させ、ひいては関係機関と早めにアプ
ローチを行うことで虐待予防にもつながる。平成３０
年度からは、関係機関との連携をより深め、早期の
支援を充実させるために、ネットワーク連絡会を開催
していく予定である。今後も関係機関との連携をより
強化することで虐待防止にもつなげていく。

　今後も支援が必要な世帯に対しては継続した個別支援を行っていく。
　平成３０年度から平日、土曜日に開催していたファミリー学級を業務委託
により日曜日に実施（年６回予定）する。妊婦だけでなく家族や保育者が参
加することで、産前産後の妊産婦への支援を学び、産婦のイライラ解消等
につなげていくことを目標とする。また、乳児健診時にアンケート調査を行
いニーズを把握することで、ファミリー学級の参加率向上を図るとともに今
後の支援につなげていく。
　妊産婦支援係では、区の要望により東京医科歯科大学が開発したアプリ
が入ったタブレット端末の貸与を受け、訪問時の情報提供や職員のスキル
アップに活用している。平成３０年度は２か所の保健センターにも活用を拡
大する。適宜、事例検証を行い体制の強化を図っていく。

各保健センター等/関係機関へ
虐待情報等を提供

根拠
法令等

児童福祉法、母子保健法、あだ
ちスマイルママ＆エンジェルプロ
ジェクト事業実施要綱等

庁内協働

内
容

①

記入所属
衛生部足立保健所
保健予防課保健予防係

事業名

重点目標

電話番号

h-yobou@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5892（直通）№１４　あだちスマイルママ＆エンジェルプロジェクト（ASMAP）の推進事業
（妊産婦支援事業、こんにちは赤ちゃん訪問事業、3～4か月児健診事業）

重点項目

1,045,165

- 6.2

-

-

子育てを負担に
感じたりイライラ
したりする割合

95,534総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

-

④

成
果

5.8

80

76.5

- 51%

％

子育ては楽しい
と感じる割合

％

1,052,209

633,898

-

675,763

5.6

5.7

102%

29

-

30

4,430

-

-

-

323

-

95

75.0

30

-

5.0

-

26

4,680

109% 88%

5.7

336

97%

2927 28

9580

4,642 4,441

345330

350

94%

97%

4,722

99%

80

5.06.0

93.5

119%

94.9

100%

95.1

- 330

103%

4,601

- 167

4,803

100%

4,717

4,713

97%

93%

- 6.0

6.0

70.1

430,817

8,641

6.0-

1,076,343

661,499

383,666

8,682

5.5

-

117%

-

3,504

15.29

330,090

38.02

- -

6.0

96%

8,781

645,526

418,311

3,588

14.19

675,763

-

-

367,397376,748

成
果

％ 5.8
区内出生者のうち早期（３７週未満）に産まれた子どもの
割合【低減目標】
　国の割合(㍻27年)5.6%　　東京都の割合(㍻28年)5.3％

実績値

達成率

⑥ -早期（３７週未
満）に産まれた
子どもの割合 103%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

7,534計

2.21

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

  平成２８年度から事業名を変更したことに伴い、平成２７年度より対象と
する事業を拡大したため、投入資源も増加している。
指標①：支援の必要な世帯へは複数回訪問を実施している。出生数が低
下している影響で実績値も伸びていないが、訪問希望者に対する訪問率
は各年９９％台と高い割合を維持している。今後も訪問連絡票未提出者
へは電話等での勧奨を継続し、実績向上を目指していく。
指標②：妊娠届出数は減少しているが、指導や支援を必要とする世帯が
多く、平成２８年度の事業開始以降、実績値は増加している。今後も高い
実績値を維持できるよう継続した支援を行っていく。
指標③：平成２８年度と同様に高い満足度となっている。さらなる満足を得
られるように訪問時のきめ細やかな対応を心掛けていく。
指標④：平成２８年度よりも数値が微増した。イライラ解消に対するフォ
ローは決して簡単ではないが、複数回訪問により、丁寧な支援を継続す
る。また、虐待の恐れを計る指標でもあるため、支援の必要な世帯の把
握に努め、妊婦訪問や赤ちゃん訪問等での切れ目ない支援を行ってい
く。
指標⑤：平成２８年度より実績値が上回った。各保健センター等での相
談、支援機関の充実により実績値の増加を図っていく。
指標⑥：目標を達成した。保健師等による妊娠期からの指導等の効果が
表れたものと考える。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

41.84

-

26,750

15.12 -

-43.60

28,174

67,360人件費(b)

人数 7.08

平均給与 8,450

事業費(a)

95%

目標値

26

各保健センター等での３～４か月児健康診査時に行うア
ンケートで「子育ては楽しい」と答えた親の割合

75.0

71.3

75.0

28

達成率

19,243

0

18,484

0

50,914

-

54,069

19,924

00

こんにちは赤
ちゃん訪問事業
の貢献度

妊娠期に保健
師が訪問した実
人数

こんにちは赤ちゃ
ん訪問事業の訪
問延べ人数

人

％

活
動

人

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名
母子健康手帳・ファミリー学級事業、妊産婦・乳幼児相談事業、妊婦健康診査事業、乳児・１歳６か月児・３
歳児健康診査事業

目
的

こんにちは赤ちゃん訪問で保健師・助産師が訪問した延
べ人数（目標値は、前年人口動態統計の出生数の85％）
※２８年度より指標名を訪問件数から訪問延べ人数へ変
更

実績値

目標値

子育て不安の解消
②妊娠から出産・子育てまで
切れ目なく支える

１　妊娠届出時アンケートから支援の必要な妊婦を把握、訪問・電話等の支援を実施
２　妊婦に対し個別のケアプランを作成　３　生後３か月までの乳児を訪問するこんに
ちは赤ちゃん訪問事業を実施　４　３～４か月児健診を実施

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

妊娠期から産後期の母子保健事業を充実することにより、養育困難や生活困難を未然に防ぎ、健やかな親子
の成長を支える仕組みを「ASMAP（あだちスマイルママ＆エンジェルプロジェクト）」と総称し、妊娠期から切れ
目のない母子保健事業を推進していく。

各保健センター等での３～４か月児健康診査時に行うア
ンケートで、「子育てを負担に感じたりイライラしたりする」
と答えた親の割合【低減目標】

妊娠届出時のアンケート等により、指導・支援が必要と
判断された妊婦に対し、保健師が訪問した実人数（目標
値は、前年人口動態統計の出生数の6.2％）  ※２８年度
より指標名を訪問した件数から訪問した実人数へ変更

目標値

目標値

達成率

実績値

各保健センター等での３～４か月児健康診査時に行うアンケー
トで、「赤ちゃん訪問を受け安心した」という設問に対し「あては
まる」「ややあてはまる」と答えた親の割合　※２７年度実績値か
ら集計方法変更

目標値

実績値

達成率

376,567妊婦健康診査委託料

3,576

ひと 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　本事業は、妊娠期から産後期の母子保健事業の充実により、養
育困難や生活困難の未然予防を目的のひとつとしている。これま
での取組みを基に、早期支援の充実に向け、新たに「ネットワーク
連絡会」を開催する方向性は評価できる。
　また、ファミリー学級の開催曜日を見直すことにより、妊婦以外
の家族や保育者の参加を促していくことは、産前産後の妊産婦の
支援を拡充させる方策として有効である。
　今後も多様な主体との連携により、事業目的の達成に向けて取
り組んでほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①は目標には達しなかったが訪問希望者に対する訪問率
は99％台であり積極的に活動していることがうかがえ評価できる。
今後は訪問希望者100％を達成していただきたい。
　指標②は訪問回数も伸びており評価したい。こうした積極的な活
動により指標③⑥の目標が達成されたことも評価できる。
　指標④⑤は、個人の環境や感じ方の問題もあり評価は難しい。
しかし、支援を必要とする家庭を見逃さず、個人の状況をアセスメ
ントする保健師の努力がヒアリングから確認できた。よって、目標
には達していないが、アンケートを活用した保健師によるケアが出
来ている点を評価しつつ、今後、数値が少しでも向上するようさら
なる取組みを考えていただくよう希望する。
　指標⑥は達成しているが、国や都の実績値よりはやや劣ってい
ることから、引き続き保健師による妊娠期から産後までの継続した
指導に期待したい。

  平成３０年度から、平日働いている世帯の受講機会拡大のため、日曜ファミリー学級を開始した。今後は、祖父母等も参加できることを妊娠届出
時のチラシ等で周知し、更なる参加率の向上を図っていく。現在、対象者別のファミリー学級の実施予定はないが、参加できなかった妊婦で支援
が必要な場合は、個別支援をより充実させていく。タブレットは、大学との共同事業で貸与されているものであり、保健師支援アプリとして大学が開
発したものである。各施設への拡大については、関係所管や大学側の意向も含め調整していく。現在は妊産婦支援係と2保健センターで活用して
いるので、まずは区内の全保健センターでの拡大を目指していく。区内外のアピールとしてはＨＰの改善、学会での発表などでＰＲしている。新た
にポスターを作成し、関係機関に掲載することでＡＳＭＡＰ事業を周知していく。保健と医療の相互の役割や関係を一層深めるため「ＡＳＭＡＰ関係
機関ネットワーク連絡会議」を立ち上げた。医療機関と連携することで、妊娠届出時のアンケートだけでは把握しにくい支援が必要な妊婦の情報を
得ることができるため、妊娠早期の支援により、子育ての負担感の軽減や、ひいては虐待防止につなげていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
  妊娠期や産後期の母子の支援に一番身近である地域行政が
積極的に取り組むことは大変重要なことである。時間と労力もか
かるが丁寧にフォローされており、さらに昨年度の実態調査に
基づき、法律面や金銭面の情報提供などさらなる支援を組み込
んでいる点など高く評価できる。
　今後の要望としては、ファミリー学級の参加率向上に向けて、
妊婦、妊婦以外の家族（祖父母等）が参加出来るような工夫や、
対象者別（たとえばシングル家庭や若年者等）の教室実施など
を期待する。タブレット使用もよい結果が出ているので、早急に
各施設への設置拡大をしてもらいたい。さらには、ここまで丁寧
な支援をしていることを区内外にＰＲし、安心して子育てできるま
ちとして足立区のイメージ向上に役立ててほしい。
　なお、すでに注力されているとは思うが、虐待防止について、
関係機関とさらなる連携を図っていただきたい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　全ての指標で、目標を達成または高い達成率を実現しており、
評価できる。
　特に指標⑥については、成果が出にくい指標であるにも関わら
ず、毎年少しずつではあるが、実績を伸ばしている。担当課の地
道な努力の成果として、大変評価できる。
　出生数の低下や事業の習熟により、事業の対象者が絞られてく
ることが予想されるが、真に支援を必要とする妊産婦に対する切
れ目のないきめ細やかな支援の実施による、さらなる成果の向上
に期待する。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　毎年高い評価を得ているが、評価結果や現場の声を受け、その
内容を精査し、さらなる改善につなげる真摯な姿勢をあらためて高
く評価したい。
　東京医科歯科大学との連携事業では、タブレット端末の使用が
実現化され、さらにメューの追加や改善を図りつつ、設置場所につ
いても前向きに検討されており大いに評価できる。社会情勢など
から数値が上がらない指標もあるかと思うが、考えられる対策を
着実に実施することで、実態に合った支援のさらなる継続をお願
いしたい。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

ひと 再掲

実績値

達成率

43,423委託料（住区センター）

3,576

達成率

子育てサロンで、子育て中の親子同士の交流を活発化させる。また、子育てサロンで
の相談により、子育てに伴う不安や負担を和らげ、在宅での子育て支援をする。

新規利用者数（西新井サロンを除く）

年間の子育てサロン利用者数

目標値

目標値

達成率

実績値子育てサロンでの相談件数

目標値

子育て不安の解消
②妊娠から出産・子育てまで
切れ目なく支える

子育てサロンを運営する。サロンでは、乳幼児とその保護者が安心して自由に遊ぶこ
とができ、子育てサロンのスタッフが常駐して簡単な子育ての相談やアドバイスを行
う。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 子育てサロン管理運営事務、住区施設運営委託事務、直営児童施設運営事業

目
的

年間イベント（絵本読み聞かせ・親子ふれあい遊び・父親
向けイベント等）実施回数 実績値

目標値

子育てサロン相
談数

子育てサロンの
利用者数

子育てサロンイ
ベント回数

人

件

活
動

回

成
果

③

②

27,162

0

25,910

0

0

-

0

28,650

00

95%

目標値

26

1日あたりのサロン利用者数÷定員（各サロンの総面積
から1組当たりの利用面積（3.3㎡）を割出した数値）
【参考】回転数を加味した利用率:1日当たりのサロン利用者数
÷回転数（利用時間を2Hとした）を加味した定員＝69％

200

178

188

28

達成率

75,835

9,380人件費(b)

人数 1.11

平均給与 8,450

事業費(a)

1.10

-

31,724

0.00 -

-1.11

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

指標①：父親向けのイベントとして、イクメン講座や父親優先日を１８回実
施した。イクメン講座については、実施サロンを１か所増やし、4室で実施
するとともに、回数を増やした。また、子育てサロン綾瀬では、毎月父親優
先の日を作り、パパ友づくりも意識してきた。
指標②：年間利用者については、減少し、目標値も下回った。全体的に児
童館子育てサロンの利用者が減少している。地域別では特に、綾瀬地
域、保塚地域、江南地域、入谷・舎人地域が減少しているが、綾瀬、保
塚、入谷地域は０～３歳児の人口も減少している。平成２９年度の男性利
用者数は13,461人（単独子育てサロン11か所の数値）であった。
指標③：相談件数は、目標を達成できなかったが、平成２８年度の相談件
数を上回ることができた。利用者との日常会話の中から困っていることや
悩んでいることを引き出すことに心がけてきた。相談内容については、発
育・発達の相談が一番多く、続いてしつけ・生活習慣の相談となっている。
指標④：新規利用者については、伸ばすことができなかった。
指標⑤：利用者の減少に伴い「1日あたりのサロン利用者数」が減少し、東
和児童館に乳幼児専用室ができたため「定員」が増加し、利用率が低下
した。
指標⑥：平成２９年度実施したアンケートは、「子育てサロンを利用する目
的の達成度（満足度）を点数にしたら何点ですか？」という設問であったた
め、参考値として８０点以上の割合を実績とする（目標値＝80％、実績値
＝82％、達成率＝103％）。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

成
果

％ -
各子育てサロンで行なうアンケートで、「子育てサロンを
利用する目的達成の満足度」の設問に対し、「満足」「や
や満足」と答えた利用者の割合　　　　　　　【新規指標】

実績値

達成率

⑥ -
子育てサロン利
用者満足度

-

8,781

90,140

9,659

3,588

0.00

119,416

-

-

9,6599,592

89%

185

3,504

0.00

9,637

1.11

- -

-

113%

9,592

8,641

14,50010,800

99,732

80,902

9,637

8,682

15,876

170

130%

93%

- -

-

186

398,000 408,000

94%

1,900

406,040 413,731

1,900

124%

1,803

1,450900

124%

18,000

16,00010,800

20,551

85%

19,813

94%

17,753

21,00023,000

1,851 1,973

396,504415,758

420,000

99%

97%

26

1,118

109% 88%

14,126

420,000

104%

2927 28

188

30

-

16,000

-

30

2,000

-

-

-

420,000

-

21,500

94,028

84,369

-

119,416

75

-

-

29

-

④

成
果

-

21,000

20,282

102% 101%

人

子育てサロン1
日あたりの利用
率

％
⑤

成
果

成
果

実績値

114%

目標値

実績値

170
達成率

193

90,539

10,370 13,997

96%

109%

子育てサロン新
規利用者数

85,215総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
地域のちから推進部
住区推進課事業担当

事業名

重点目標

電話番号

j-suisin@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5729（直通）
№１５　子育てサロン事業

重点項目

子ども施設入園課、地域文化
課、区民参画推進課等と連携し
て子育てサロンの運営を行なっ
ている。

根拠
法令等

（国）次世代育成支援対策交付
金要綱、（区）あだち次世代育成
支援行動計画、（区）足立区子育
てサロン条例

庁内協働

内
容

①

千円

③

平成２９年度から、プレママ・プレパパを積極的に受
け入れてきたが、まだ就労している人も多く、年間利
用者は７５人であった。今後は保健センターと連携し
て、ファミリー学級等でPRするなど、プレママ・プレパ
パに子育てサロンを知ってもらうことを強化していく。
利用者数については、地域偏在もあるが、児童館子
育てサロンの利用者数が減少しているため、乳幼児
専用室がある児童館子育てサロンへの支援強化が
必要である。
子育てサロン竹の塚については、引き続き高架下へ
の設置を要望していく。

（短期）・ボランティア団体の代表者や委託業者の代表者による「子育てサ
ロン連絡会」が発足したので、その会による、地域の乳幼児親子のための
活動が充実できるようにサポートしていく。
・父親が更に育児に関われるように、実施可能な子育てサロンの土曜日等
の開設を準備していく。
・委託している子育てサロンについては、数年の継続運営ができるように、
プロポーザル方式で事業者選定を行う。
（中・長期）・子育てサロンの利用状況や地域偏在を分析し、適正配置を検
討していく。
・利用者が、地域の活動に興味を持ち、関わっていくための媒体となってい
く。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② サロン委託運営 金額 18,532

千円金額サロン臨時職員賃金 8,283主な内容

9,380

-

金額

0
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　全体として、昨年度の要望内容を真摯に受け止め的確に対応で
きている。特に、休日のサロンの開催を進めてきたことは評価でき
る。住区センターを中心に土曜日の開催による男性利用者の増加
が結果として表れてきている。
　また、ヒアリングの中で、昨年度は発育・発達支援の相談が全体
の27.3％あり、必要に応じて保健所の保健師につなぐなどの取り
組みがなされていることを確認した。こうした点も評価したい。
　一方、SNSでの情報提供、外国語への対応の取組みは調書やヒ
アリングからは十分に確認できなかった。引き続き重要な課題とし
て取り組んでいただきたい。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①のイベント回数については、目標を達成するとともに、父
親向け講座やプレパパ・プレママイベントなど、利用者拡大に向け
て様々な工夫を凝らしており、評価できる。また、指標③は、目標
に達しなかったものの昨年度からは大幅に増えており、利用者の
ニーズに沿った運営が、参考値ではあるものの指標⑥の82％とい
う利用者の満足度の高さにつながっていると思われる。
　指標②④⑤の利用者数に関わる指標は、いずれも目標未達で、
昨年度の実績からも減少してしまったが、30年度には千住大橋の
子育てサロンの開設もあり、これら指標の実績拡大に期待する。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①の年間イベント回数と指標③の相談件数が大きく伸びて
おり、スタッフの方の熱意を感じた。男性の利用者も前年度比1.3%
増加しているとのことであり、利用者にとって相談しやすい雰囲気
づくりと関係性の構築ができた結果と考えられる。評価したい。
　一方で、指標②の利用者数、指標④の新規利用者数、指標⑤の
一日あたりの利用率が減少している。人口減少を主な原因として
あげているが、情報発信の仕方や父親も含む子育て家庭のニー
ズを踏まえていたかなど多面的に原因を分析し、改善につなげて
いただきたい。

・外国籍の方が利用するきっかけとなるように、外国語版パンフレットの配布方法の工夫や、多国籍の子育て交流等のイベントを実施す
　る。
・利用者を増やしていくために、アンケート等によりニーズ調査を行う。一方で、父親等が日常的にも利用しやすい環境をつくる必要があ
　るため、父親やファミリー向けのイベントや講座はすぐに増やしていく。
・他所属の子育て関連のものも含めたＳＮＳでの情報発信の拡充を図る。
・委託業者選定の際、事業者の理念とスタッフの人的な魅力を活かすことのみならず、子育てサロンの役割や機能を的確に把握し、利用
　者のニーズに合った魅力的な取り組みが反映される選定基準の策定を図る。
・サロンによって満足度に差が出ないよう、子育てサロン連絡会において情報共有を図ったり、スタッフ向けの研修を充実させていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　全体的な方向性は良いと思われる。現在は、一部の事業をＮＰＯ法人
などに委託しているが、今後はプロポーザル方式により、利用者の目
線に立った運営のできる事業者を選定していくとのことなので、事業者
の理念とスタッフの人的な魅力を中心に考えて選定していただきたい。
　本事業に関する今後の要望として次の3点をあげたい。1点目は、サ
ロン間で、設備の充実したサロンとそうでないサロンに差があることか
ら、施設によって利用者満足度に大きく差がでないようにできるかぎり
改善をしていただきたい。サロン同士の連絡会の立ち上げが完了した
とのことなので、これらを活用し、お互いの良い部分を取り入れ、子育
て支援の質の向上に努めてもらいたい。2点目は、外国籍の子育て家
庭への支援の充実を期待したい。そのためには、外国語ボランティアの
導入や、ipadの外国語アプリを利用した説明など柔軟で流動的な対応
を進めることを望む。3点目は、利用者人数が低下しているため、SNS
での情報提供や外国語対応への積極的な取組みに期待する。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　保健センターでのファミリー学級等でのＰＲなど、妊娠期からの
積極的な受け入れを進める姿勢は評価できる。
　また、父親がより参加しやすいよう土曜日開催を試みるなど、父
親の子育て支援を充実させ、「子育てサロン連絡会」を活用した事
業者同士の情報共有や連携した取組みを進める方向性は妥当で
ある。これらの施策により地域で安心して子育てができる環境整
備の推進に期待する。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

61,685

-

金額

40,296

② きかせて子育て訪問事業 金額 3,675

千円金額あだちほっとほーむ事業 931主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　児童福祉法等の一部改正により、国は「市区町村子ども家庭
総合支援拠点設置運営要綱」を定め、市区町村の役割の明確
化を図った。市区町村は、子どもとその家庭及び妊産婦等を対
象に、実情の把握、子ども等に関する相談全般から通所・在宅
支援を中心としたより専門的な相談対応や必要な調査、訪問
等による継続的なソーシャルワーク業務までを行うといった子
ども家庭支援全般に係る業務を行うことが求められている。さ
らに、要保護児童対策調整機関として、責任を持って対応すべ
き支援機関の選定や、関係機関間の調整、協力、要請を行う
などの役割も求められている。
　今後も各関係機関との更なる連携強化を図りながら、児童虐
待の予防、未然防止、再発防止などの対応を円滑に行ってい
く。

【短期】
　「児童虐待予防・養育支援マニュアル」の周知を強化するため、各関係機関の実務者
向けにマニュアルの抜粋版を新たに作成し、配布する。さらに、平成30年度秋以降、児
童相談所から区への虐待案件の送致（逆送致）に伴う区の相談件数の急増が見込まれ
るため、今後は積極的なサービス導入による要支援家庭に対する支援の高効率化を図
るとともに、平成31年度に向けて対応体制（人員）を整備していく。
【中・長期】
　法定化された子ども家庭支援総合拠点としての機能を高められるよう、適正な人材配
置や育成、関係機関との連携に努めるとともに、児童虐待の防止に向けた事業も実施し
ていく。さらに、児童相談所の区への移管に向けても、足立児童相談所への職員派遣を
継続しながら、児童相談所と当課の役割分担を整理し、将来の効果的な組織体制等の
構築について検討していく。

子育て関連所属：要保護児童対
策地域協議会のメンバーとして
参加依頼し、虐待・養育困難家
庭の早期発見・解決を連携。

根拠
法令等

児童福祉法、児童虐待の防止等
に関する法律、あだち次世代育
成支援行動計画、要保護児童対
策地域協議会設置要綱

庁内協働

内
容

①

記入所属

子ども家庭部こども支援センターげんき
こども家庭支援課　事業係
家庭支援第一係、家庭支援第二係、要保
護児童対策調整担当

事業名

重点目標

電話番号

kodomo-genki@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3852-3535（直通）
№１６　養育困難改善事業（児童虐待対策等）

重点項目

115,859

147 282

49%

40%

児童虐待予防
講座の参加人
数

101,974総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

80%

目標値

実績値

270
達成率

640

④

活
動

80

1,262

1,726

100% 107%

人

児童虐待該当
件数

件

163,757

13,346

-

17,255

80

73

91%

29

-

30

230

-

-

-

11

-

1,593

660

30

-

198

-

26

597

56% 73%

145

16

101%

2927 28

1,6251,301

205 222

1516

16

100%

103%

320

187%

1,109

199300

1,397

139%

1,631

100%

1,751

8 14

94%

220

8 15

200

96%

577

600

94%

92%

98 98

65

667

133,942

8,641

300300

139,201

1,766

114,093

8,682

167

515

107%

683

3,504

11.50

73,797

8.50

78% 66%

76

156%

8,781

5,259

150,411

3,588

15.00

17,255

-

-

96,59182,090

成
果

％ 64
虐待解決数（児童相談所への送致や訪問指導により、
虐待を起こす要因が解消された数）÷虐待件数 実績値

達成率

⑥ 98
児童虐待解決
率

65%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

39,204計

11.50

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

①平成28年度から要保護児童対策地域協議会の位置づけを明確にし、
受理会議の開催回数を本指標から除外した。開催回数の合計は222回で
あり、前年度（205回）より増加した。平成26年度から月1回の虐待ケース
調整会議の参加者に福祉事務所を加えた。また、平成28年度から、分科
会の提言を受け、庁内の連携強化のため、産前産後養育支援連絡会議
を月1回開催している。
②児童虐待予防講座実施回数は前年度とほぼ同様の数値となった。
③児童虐待通告件数を除いた児童相談件数は平成28年度に増加した
が、平成29年度は減少した。
④平成28年度より1日完結型の子育て講座の土曜開催を開始したもの
の、平日開催時と比較し、かえって参加者数が下回ったため、児童虐待
予防講座全体の参加人数が伸び悩んだ。平成30年度は講座の実施回
数・構成を見直していく。
⑤児童虐待該当件数は、平成28年度から低減目標とし、目標値は過去3
年間の実績値の平均値とした。虐待通告件数及び、実際に虐待に該当す
る件数は、前年度より増加した。引き続き、通告に対しては高い危機意識
を持って取り組んでいく。
⑥虐待解決率は平成28年度より9ポイント増加した。これは、平成29年度
からこども支援業務強化専門員（警察OB）を1名から2名に増員し、新たに
要保護児童支援専門員（児童相談所OB）を1名設置したことで、支援体制
が強化されたことが背景にあると考えられる。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

11.00

-

6,228

14.50 -

-9.50

1,085

100,889人件費(b)

人数 7.30

平均給与 8,450

事業費(a)

98%

目標値

26

虐待通告受理件数のうち、実際に虐待のあった件数
【２８年度から定義変更】【低減目標】

614

675

663

28

達成率

1,053

0

714

122

53,820

-

51,852

1,972

00

児童相談件数
（児童虐待通告
除く）

児童虐待予防
講座の実施回
数

要保護児童対
策地域協議会
の開催

回

件

活
動

回

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 養育困難改善事業

目
的

関係機関と連携した対応状況を示す指標として、要保護
児童対策地域協議会（個別ケース会議も含む）の開催回
数　　【２８年度から定義変更】

実績値

目標値

子育て不安の解消
②妊娠から出産・子育てまで
切れ目なく支える

子育てに関する相談を受け、専門機関や地域と連携・協力し、解決・支援にあたる。ま
た、児童虐待や養育困難家庭に対応するための要保護児童対策地域協議会の開催
や児童虐待予防の周知と啓発のための講座・講演会やキャンペーン等を実施する。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

児童虐待の無い、健やかに子どもを生み育てる環境を作る

児童虐待防止啓発事業の成果として、上記②事業（オレ
ンジリボンキャンペーン除く）の参加人数

児童虐待防止啓発事業（子育て交流講座（ＮＰ講座）、怒
鳴らない子育て講座、講演会、オレンジリボンキャンペー
ン等）の実施回数

目標値

目標値

達成率

実績値

児童虐待通告以外の養護相談・育成相談・その他各種
児童相談の件数（目標値は過去3年実績値の平均とす
る）

目標値

実績値

達成率

4,006養育支援訪問事業

3,576

ひと 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　「児童虐待予防・養育支援マニュアル」の周知を強化するため、
抜粋版を関係機関の実務者向けに配布する方向性は妥当であ
る。
　30年10月から予定されている、「東京ルール」改定に伴い、児童
虐待案件の逆送致の増加が見込まれている。そのため、養育困
難・虐待の未然防止に向けて、マニュアルの配布にとどまらず、関
係機関との連携を強化して取り組んでほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①③は目標を達成しており精力的に活動していることを評
価したい。
　指標②は目標に達しておらず、さらなる工夫が求められる。その
中でも、子育て講座の土曜日開催など休日開催の努力は評価し
たい。今後は、児童虐待と認識していない危険性が高い親の講座
への誘導にも取り組んでいただきたい。
　指標④は未達成である。講座にさらに多くの方が参加してもらえ
るよう告知方法・手法を工夫していただきたい。
　指標⑤も未達成である。虐待が実際にあった件数が増加してい
ることは、真摯に受け止める必要があろう。低減に向けてどのよう
な工夫ができるか、検討していただきたい。
　指標⑥は達成率こそ低いが、１回の訪問等で対応を終わらせず
一定期間経過を観察するなど本当の意味での解決に向けて長い
期間でとらえているとのことであり、今後の成果に期待する。

　児童虐待予防講座は、定員割れが続いていた状況をふまえ、衛生部と連携して実施する保護者向けメール配信事業による講座PRを開始した
結果、定員を超える申込が続くようになり、昨年度に比べて講座の参加者が増加した。なお、虐待と認識していない親については、そもそもアプ
ローチすら難しい事例が多いため、ＡＳＭＡＰ事業でのアプローチをはじめとして関係を作りながらの当該家庭への介入により虐待を未然に防ぐと
ともに重篤な虐待にいたらないように取り組む。
　関心の無い層へも広く啓発するため、情報発信の面では、商店街振興組合連合会に向けて児童虐待防止・啓発リーフレットを配布し、さらなる周
知強化を図った。また学校等の保護者会、地域や企業等での研修会へ区の職員が出張して講座を行う「出前講座」を年度内に開始し、体罰や暴
言によらない養育の推進・啓発を実施する。児童虐待に対する正しい認識をより広めていくため、虐待の種別・類型も含めた説明も行いたい。
　「児童虐待予防・養育支援マニュアル」は引き続き「抜粋版」を作成し、より多くの実務者に行き渡るよう配布を継続していく。毎年開催する要保護
児童対策地域協議会の実務者会議等を通して、マニュアルの適正な運用について説明していきたい。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　虐待防止に向け、現場の職員の絶え間ない努力、丁寧な対応には敬意を
表したい。しかしながら、児童虐待該当件数は増加しており、これまでの考
え方にとらわれず大きく目線を変える必要性があるのではないかと考える。
　虐待件数を減らすには監視強化と家庭養育の両方が必要と考えられ、特
に養育の面では関係部署の横断的な対応が必要であろう。虐待を認識して
いない危険性が高い親への講座誘導は、妊娠時からの切れ目のない子育
て支援の取組みや児童相談所との連携による対応を期待する。また、町
会・自治会や産業団体などこれまでと違う団体とも連携し、関心の無い層へ
の告知や啓発などを積極的に行っていただきたい。例えば、区の産業団体
の集まりに出向いて経営者に対して、児童虐待の実状や区の対応策を広く
周知することも有効であろう。「児童虐待予防・養育支援マニュアル」の周知
強化を期待する。配布場所の拡大に加えて、配布後の対策にもぬかりなく
取り組んでもらいたい。
　また、児童虐待を親からの虐待のみにとどめず、「親戚からの虐待」「年長
の兄弟による虐待」「児童にかかわる大人（教師、習い事の先生、コーチな
ど）による虐待」も広い意味で児童虐待の加害者となりうることを広く周知し
啓発していただきたい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①は目標を達成した。関係機関や庁内各課と会議を重ね、連携を
強化しており評価できる。
　指標②は概ね目標を達成したが、指標④は目標を下回った。講座の開
催日や実施回数、構成を見直し、多くの人に参加していただけるよう改善
を図ってほしい。
　指標③は目標を達成した。相談支援体制を整備して取り組んだ結果で
あり、養育支援や虐待防止に寄与できたと評価する。
　指標⑤はわずかに目標に届かなかった。虐待通告件数が28年度から増
加したことが要因であると思われる。指標⑥は目標を下回ったが、支援体
制を強化した結果、28年度から9ポイント増加しており評価できる。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　児童虐待予防講座は、構成を検討した結果、実績値が下がって
しまったので、今後も参加者の様子をみながら適切な構成で実施
してほしい。一方で、虐待防止の啓発のための講座を、実態に合
わせて入門編から実践（実例）編とニーズに合わせた開催とし、参
加人数を増やすことができており、関心の無い層へ向けての告
知・啓発活動が少しづつ始められたと感じる。
　虐待数の低減のみを目標とするのではなく、「虐待かも知れな
い」などの潜在的な気づきを地域住民や関係機関が持つことが必
要という視点で取り組んでいる点は評価できる。昨年度も提言した
が、社会の虐待への関心が高まる中、さらに身近な場所での告
知、簡単な講座や発信できる機会を増やし区民全体で虐待を防ぐ
機運を高めてもらいたい。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

ひと 再掲 くらし

実績値

達成率

50,998就労支援各給付金事業

3,576

達成率

ひとり親家庭の自立を支援し、生活の安定と向上を図り、児童の健全な成長を確保するため、
個々の家庭の状況に応じた子育てや生活支援、就労支援など、総合的な自立支援を行う。

相談したことがきっかけでサロンへの参加や就労支援事
業を活用した人数
目標値＝年間予定者数（延べ）
実績値＝活用した人数（延べ）

ひとり親家庭を対象にした就労支援給付金補助をはじ
め、就労セミナー・講座等区が行う就労支援事業を活用
した人の数
目標値＝年間見込数、実績値＝利用した人数

目標値

目標値

達成率

実績値

サロンや体験型企画等ひとり親家庭向け交流事業を実
施した回数
目標値＝年間予定回数
実績値＝実施した回数

目標値

子育て不安の解消
②妊娠から出産・子育てまで
切れ目なく支える

就労や生活支援などひとり親家庭に必要な情報提供をはじめ、相談・交流事業を充
実させ仲間づくりや交流のきっかけにするなど、子どもの貧困対策と連携したきめ細
やかな支援の推進に努める。また、毎年実態調査を行い、ニーズを把握しながら施策
に反映させていく。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 ひとり親家庭総合支援事業

目
的

窓口、サロン、就労支援セミナー・講座、メール、電話等
でひとり親家庭から職員が受けた相談件数
目標値＝相談見込件数（延べ）
実績値＝相談件数（延べ）

実績値

目標値

ひとり親家庭向
け交流事業年
間実施回数

ひとり親家庭向
け就労支援事業
を活用した人数

対面、メール、電
話等でひとり親家
庭から受けた相談
件数

名

回

活
動

件

活
動

③

②

18,039

0

11,952

0

14,352

-

14,304

34,172

00

65%

目標値

26

ひとり親家庭を対象に、区が実施した就労支援事業を活
用後、３ヶ月以上継続して就労した人の数
目標値＝年間見込み数
実績値＝就労者数

-

13

20

28

達成率

22,297

6,789人件費(b)

人数 0.40

平均給与 8,450

事業費(a)

1.30

-

44,523

4.00 -

-1.30

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

【指標１】　ひとり親家庭を対象に実施しているサロンや就労支援講座にも
支援員が出向き、何気ない会話をきっかけに相談に繋げている。悩みを
抱え相談をする相手がいない世帯が多いが、目標は達成できなかった。
【指標２】　給付金等の利用者数は増加（33名から55名）しているが、29年
度から開始した就労支援講座・セミナーの効果的な周知ができなかったこ
とで参加者が想定以上に伸びず（講座8回開催、参加者60名）目標は達
成できなかった。
【指標３】　年間で予定していたサロンを全て実施し、目標は達成できた。
また、指標外ではあるが、計画外で提案された他課や区内団体・協力者
との協創・協働による交流イベントも積極的に周知し、親子が交流できる
機会を９回提供できた。
【指標４】　就労相談（相談者数225名、支援80名）それ以外の相談（相談
者数191名　支援48名）　就労以外の相談では、「話しを聞くこと（不安解
消につなげる）」が多いのが特徴だが、目標は達成できた。
【指標５】　就労支援講座・セミナーも新たに行ったが、幼児の子がいる等
の家庭の状況ですぐに就労につながる結果は出にくく、やや目標を達成
できなかった。
【指標６】　交流事業の周知として年２回児童育成手当を受給しているひと
り親家庭へＤＭを送付、それ以外は、月２回以上配信している豆の木メー
ルで行っている。登録数の増加に伴い新規参加世帯も増えているもの
の、目標を達成できなかった。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

3,409計

1.00

成
果

世帯 -

サロンや体験型企画等ひとり親家庭向け交流事業に参
加した世帯数
目標値＝年間見込み世帯数
実績値＝参加した世帯数

実績値

達成率

⑥ -ひとり親家庭向
け交流事業年
間参加世帯数 -

8,781

44,018

25,767

3,588

4.00

93,746

-

-

11,41511,233

-

-

3,504

1.00

4,341

0.50

- -

-

-

25,537

8,641

--

69,555

26,420

7,845

8,682

-

-

-

-

- -

-

-

- -

64%

550

- -

-

-

-

--

-

-

100-

-

-

22

100%

-

22-

- 527

115-

-

-

-

26

-

- 130%

130

180

96%

2927 28

20

30

-

150

-

30

600

-

-

-

180

-

30

95,740

69,973

-

93,746

440

364

91%

29

-

④

活
動

400

-

-

- -

名

ひとり親家庭向け
就労支援事業を
活用して就労した
人数

名
⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

-

34,265

- -

-

-

相談を受けたひと
り親家庭のうち他
事業や制度を活
用した人数

29,086総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
福祉部親子支援課
ひとり親家庭支援担当

事業名

重点目標

電話番号

hi-shien@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5932(直通）
№１７　ひとり親家庭総合支援事業

重点項目

根拠
法令等

母子及び父子並びに寡婦福祉
法

庁内協働

内
容

①

千円

③

実態調査の結果から、児童育成手当受給者約8000世帯の
中で何らかの支援を必要としているひとり親家庭世帯は約
4000世帯あると想定している。平成30年度に入り、情報発
信として効果的な豆の木メール登録者数は1000件を超え
たが、まだ対象者へのアプローチは十分ではないといえ
る。就労支援においては、経済的な安定を求め就職や転職
を考えている家庭は多く、平成２９年度に就職・転職・資格
取得の情報をまとめた冊子を制作した。今後はこれを講
座・セミナーで活用していく。
支援に繋ぐための交流事業、転職や資格取得等へ踏み出
すきっかけとなるような就労支援事業を実施し、修業と生活
の両面から支援していくことが必要だと考える。

【短期】平成２８年度に実施した実態調査結果から、ひとり親家庭同士の交流・就労支
援の必要性と事業のＰＲが大事であると考えている。平成３０年度の目標として、ひとり
親家庭向けの情報発信ツールのひとつである豆の木メールの登録者数を1500件まで
増やす。そのために、ＰＲ用マグネットを作成・配布し、魅力的な交流事業・就労支援事
業の情報を発信し続けていく。就労支援事業では、平成２９年度に制作した「しごととし
かくの応援ブック」とリンクしたセミナー・講座にて、学び直しから資格取得に関する内容
を取り上げ、支援から正規雇用に繋がる人の増加を目指していく。平成２９年度から開
始した派遣型学習支援事業は事業効果を分析し、今後の展開を検討していく。
【中・長期】就労支援・相談・交流事業を通じて、ひとり親家庭の経済的自立が促進さ
れ、家庭同士の交流が広がっていくことにより、生活の不安が解消されるよう支援して
いく。
【協創】区内団体、協力者と、ひとり親家庭の親子を対象とした経験・体験の機会の提
供を行っている。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 学習支援事業(派遣型） 金額 6,034

千円金額交流事業(サロン豆の木） 1,641主な内容

3,380

-

金額

3,504
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　今年度からの新規重点プロジェクト事業であるため、「反映結果
に対する評価」の記載なし。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標②は目標を大きく下回っているが、指標全体としては概ね
目標を達成しており、評価できる。
　就労支援事業（指標②）は、ひとり親家庭の生活の安定のため
にも重要な施策であると考える。経済的な安定を求め、就職や転
職を考えている家庭は多く、ニーズはあるとのことなので、必要な
方に必要な情報が届くよう効果的な情報発信を続けてもらいた
い。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①は概ね達成しているが、対象4,000世帯に対して延べ527
件の実績や600件の目標は低すぎるのではないかと考える。
　指標②は未達成である。講座参加60名にとどまっており、講座
の内容自体に魅力がないのか、ＰＲ不足なのか　いずれにせよさ
らなる工夫が必要であると考える。
　指標③は達成しており、評価できる。
　指標④は達成しているが、目標値を高くしてほしい。そのため
に、事業の周知を充実させるとともに相談しやすい環境整備を進
めてもらいたい。
　指標⑤は未達成である。経済的な困難さを抱えるひとり親は多
いので、就労希望者が継続して就労できるような支援体制を整え
ていただきたい。
　指標⑥も未達成であるが、今後の実績値・目標値を高めている
姿勢は好ましい。

　各指標の目標値については、30年度中に妥当性について検討し、次年度の目標値の変更や評価指標の見直しをはかっていく。
　就労支援講座・セミナーについては、ひとり親家庭が参加しやすいよう曜日や時間帯、保育対応等に配慮し、アンケート等でニーズを把
握しながら開催していく。また、事業周知については、福祉事務所等ひとり親家庭と関わりのある課への周知協力依頼や、住区センター、
区内駅構内等チラシの配布箇所を増やし、支援が必要な家庭に情報が届くようさらなる工夫に努めていく。
　ひとり親家庭への支援については、豆の木相談室での相談だけでなく、課で実施する事業、講座・セミナーには必ず支援員が参加して声
をかけ、何気ない会話から相談に繋げる体制をとっている。今後も継続し、各家庭の状況に応じた必要な支援を提供し、就労希望者が継
続して就労できるようサポート体制を整えていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　本事業は、実態調査の結果に基づいて施策を検討している点で大変
評価できる。豆の木メールの登録数が1,000人を超えるなど、チラシや
デザインの変更の効果も表れている。また、就労支援事業では、国家
資格の取得への支援が行われており、各講座での利用者同士の横の
つながりができるように配慮されているという点も評価できる。良い取組
みであるため、引き続き豆の木メールの登録数を増やし、広く周知して
もらいたい。
　本事業の懸念事項として、想定している対象世帯数4,000世帯に対す
る、支援の目標値や結果の妥当性が議論され、低すぎるのではないか
との結論に至った。そして、区側と利用者のニーズが乖離しているか、
あるいはまだまだPRが不足していることが原因ではないかと考えた。子
どもの年齢など個別の家庭事情もあり、あえて就労を希望しない、就労
しても正規雇用ではなく非正規雇用を選択するなど一概に就労を勧め
られない状況もあろう。しかし、本当に支援が必要な家庭は、就労セミ
ナーに参加したり、情報を主体的に取りにいく余裕がない場合も多い。
本当に支援を必要としている人に確実に情報や支援が届くようにさらな
る工夫を期待したい。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　ひとり親家庭の自立を支援するため、きめ細やかな支援を進め
ている点は非常に評価できる。約８, ０００世帯の「ひとり親家庭」
のうち、支援を必要としている世帯、していない世帯を区分するこ
とで、より効果的な支援を進めてもらいたい。
　また、子どもたちの健全な育成を支えるためにも、子どもたちの
視点に立って取組みを検討していくことも重要である。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

0

-

金額

0

3,504

0.00

0

0.00

千円

-

2,964

0.00

52,6860

00

0

主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

-

0

-

千円

00

2,859社会体育振興事務

千円

③

　おはじきサッカーは、積極的にＰＲを行っているが、まだ十
分に認知されているとは言えない。区内でのプレー人口の
拡大、地域ごとのチームでの区内大会の実施を目指し、引
き続きＰＲと人材育成を図っていく必要がある。
　ジャパンフェスタインアダチは、東京2020大会を契機に、
日本文化の魅力を改めて知る機会が求められていることか
ら、更に魅力的なコンテンツを探しながら継続実施してい
く。
　世論調査結果より、自宅や自宅周辺などを利用した人の
割合が高いことから、区スポーツ施設以外の場を利用した
事業を今後検討していく必要がある。また、指導者の高齢
化や活動場所の確保が課題である。

　（短期）文化事業については、東京2020大会に向け事業内容等の改善と参加者
数の拡大を図りつつ、文化オリンピアードを盛り上げながら展開していく。
　オリパラ機運醸成事業を拡大実施することで、地域の文化事業の偏在化を和ら
げ、来場者数の拡大を図る。また、スポーツボランティアについては、平成29年に実
施した活動実態調査の結果をもとに、庁内関係部署での活用を進めていく。
　（中・長期）文化事業については、東京2020大会後における事業の継続実施に向
けた、仕組みや体制作りに取り組んでいく。
　 区スポーツ施設以外の場を利用する区民の割合が高いことから、日常生活にお
いてスポーツに親しめる事業を今後検討していく必要がある。

② 指定管理者管理運営事務 金額 2,824

金額スポーツ施設指定管理者管理運営事業 1,900

地域調整課・住区推進課・障が
い福祉課・教育政策課・子ども政
策課・生涯学習振興公社

根拠
法令等

庁内協働

内
容

①

0

- -

-

事業により登録につ
ながった地域を支え
る人材の数

0総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

区内のスポーツ施設
で、スポーツ・レクリ
エーションに親しむ機会
を持った区民の割合

-- -

区内の文化施設や催し
で、音楽や芸術の鑑賞
または伝統芸能に親し
む機会を持った区民の
割合

記入所属
地域のちから推進部地域文化課文化事業
支援係、中央図書館管理係、スポーツ振
興課振興係・スポーツ施設支援係

事業名

重点目標

電話番号

chiiki@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5467(直通)
№１８　文化・読書・スポーツ活動協創推進事業

重点項目
地域での学習・文化・スポーツ活動
等の定着

③生涯にわたる学習・文化・ス
ポーツ活動を実践できる仕組
みをつくる

30

247,000237,000

- -

-

-

-

-

-

-

実績値

目標値

実績値

達成率

-

-

29

④

成
果

81

101%

実績値

27

⑤

成
果

達成率

⑥

人

-

-

-

9

-

85

30

-

659

23,421

-

-

-

-

23,421

604

-

-

- -

7

100%

2927 28

- 235,873

6-

-

--

-

-

26

-

8,781

0

52,686

-

-

-

6.000.00

0

0

62,342

9,656

0.00

-

86%

- 84%

507

80-

-

-

主な内容

人件費(b)

事業費(a)

0

0

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

0

計

受益者負担金

0

0

0

8,682

①

3,5883,576

国都負担金・補助金

0.00

目標値

26 28

達成率

0

8,641

　指標①-1「おはじきサッカー」は、啓発イベント、Ａフェスタ出展、定期練
習会開催により目標を達成した (実績2,407人)。 指標①-2体験型イベント
「ジャパンフェスタインアダチ」を実施。小・中学校児童・生徒へのチラシ配
布などが功を奏し目標を上回った(実績3,846人)。 指標①-3郷土博物館
来館者数は、企画展示などの開催による効果もあり、目標には到達しな
かったがほぼ平成28年度と同様の数値であった（実績24,150人）。 指標
①-4スポーツ関連事業参加者数については、一部施設で改修に伴う休館
があったものの、事業数や大会数が伸び、目標を上回った（205,470人）。
　指標②区内の文化施設や催しで、音楽や芸術等に親しむ機会を持った
区民の割合は6％となっており、広く文化に親しむ機会を提供できたとは
言えず目標を下回った。
　指標③運動・スポーツを行っている区民のうち、区内において、スポーツ
等に親しむ機会を持った割合は81％となり、目標を達成した。自宅周辺
（24％）、自宅（15％）など近隣で軽い運動をする人の割合が高くなってい
る。
　指標④-1おはじきサッカーの指導者や選手等人材の育成に注力した結
果、競技の指導が可能なレベルの人材を育成するなど目標を達成した
（団体登録者1人・指導者6人、30年度目標9人）。指標④-2平成4年度か
ら地域スポーツを支える人材として、指導者や運営ボランティアを養成・育
成している。高齢化による更新者の減少などもあり、目標を下回った(実績
500人、30年度目標650人)。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

8,450平均給与

指定管理者管理運営事務、展示等運営事業、社会体育振興事務、スポーツ施設指定管理者管理運営事務

目
的

①指定管理者提案事業参加者数
②日本文化再発見講座参加者数
③郷土博物館来館者数
④スポーツ関連事業参加者数（いずれも年度内延人数）

実績値

目標値

文化・読書・スポーツ関連施設の連携強化及び指定管理者間のつながり強化、協創
の担い手へのアプローチ・養成が事業の骨格となり、区のコーディネートによる指定管
理者間の協創を中心に、区統一的かつ連続的な事業展開を進める。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

東京オリンピック・パラリンピックを契機に、学習センター・スポーツ施設の指定管理者の提案に
基づく文化・読書・スポーツ事業を協創により全区展開し、年齢、性別、障がいの有無を問わず、
文化・スポーツ活動を通じたつながりと新たな連携を創出する。

文化・スポーツ施設
において文化・美術
等やスポーツ・健康
づくりに接した人数

常
勤

人数

％

％

活
動

人

成
果

③

②

ひと 再掲

①指定管理者が提案する体育館・図書館・センター連携
事業の参加者のうち、団体・指導者等に登録した人数
②スポーツボランティア登録者数

区世論調査「区内の文化施設や催しで、音楽や芸術の
鑑賞または伝統芸能に親しむ機会を持った区民の割合」

目標値

目標値

達成率

実績値
区世論調査「区内のスポーツ施設で、スポーツ・レクリ
エーションに親しむ機会を持った区民の割合」

目標値

実績値

達成率

視点

単位

対応する予算事業名
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達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

　各指標の定義や目標値が適切であるかは判断し難いが、目標達成に
向けて様々な取組みをスタートさせた点は評価できる。
　指標①は目標を達成した。「おはじきサッカー」の参加率は高いが、認知
度はまだまだ低い。年齢に関係なく誰でもできる卓上競技として普及する
ように取り組んでもらいたい。積極的なＰＲを期待する。
　指標②は目標が低すぎると思われる。目標値を高く掲げ企画の充実と
PRを推進するべきではないだろうか。どこまでを文化とするのかの議論も
必要であるが、単に一度鑑賞すればよいというような一過性のものではな
く、区民の意識を変えるような啓発活動を期待したい。
　指標③は達成しているが、調書上もヒアリング内容からも活動指標との
関連性が分かりづらかった。
　指標④は目標に達していない。登録者の内訳としては60代が多いとのこ
とで、高齢化による更新者の減少も一因であろう。短期的にはなってしま
うが若者に働きかけたり、学生ボランティアの登録なども目指してもらいた
い。

達成度 方向性

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　文化事業については、東京オリンピック・パラリンピックに向け、
事業内容の改善と参加者の拡大を図りつつ、文化オリンピアード
を盛り上げながら展開する方向性は評価できる。
　スポーツ事業については、ウォーキングなど誰もが気軽に始め
て継続できる取組みを検討してもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　おはじきサッカーを体験できる場やプレイヤーが活躍できる場として全１４学習センターで実施する事業展開を検討していく。また、おはじきサッカー協
会公認の大会を開催するなど、話題を生み出す事業も展開していく。指標②については、他自治体の状況等を踏まえ比較検討し目標値を考えるととも
に、区内の文化事業について各学習センターの情報誌を活用し広く区民の目に触れるようなＰＲ活動を行っていくことで、文化芸術に触れる機会の創出
に努めていく。
　スポーツ事業と学習センター事業との連携であるが、生涯学習施設の多くが複合施設であることから、事業実施の際に相互にチラシ等でＰＲするなど、
複合施設の強みを活かした施策を展開していく。指標③については、活動指標との関連性を踏まえ、適切な指標への変更を検討する。また、スポーツボ
ランティアの若い世代への啓発については、ターゲットとする年代や活躍の場などを含め、スポーツ連盟など地域の方々の意見を聞きながら進める必要
がある。今後はワークショップなどの検討会において、若い世代への効果的なアプローチを検討していく。さらに、ハラスメント対策については、体育協会
や傘下の連盟と協力し、研修会を実施するなど子どもたちが安心してスポーツに取り組める環境を整えていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　東京オリ・パラを契機に区民が広く文化とスポーツに親しむ機会としても
重要な事業である。個々の事業は広報などで目にするが、参加までつな
がらない現状を踏まえ、企画の充実、イベントの周知方法や施設の特色の
明確化など、区民への広報の仕方の再検討を期待する。
　スポーツに関しては、各事業と連携して行政ならではの企画・イベントに
絞って重点的に活動してはどうかと思う。民間施設や民間企業との連携も
重要であるが、一方で、区施設ならではの良さもあるはずなので、文化・ス
ポーツともにもっと区の施設を活かす工夫を期待したい。また、子どもたち
の参加が多い地域スポーツは、スポーツに親しむ機会として重要である
が、一方で指導者の系統的な教育機会が少なく、ややもすればハラスメン
トとなりかねない昔ながらの指導が少なくない。指導者等によるハラスメン
トなどの相談窓口を設置するなど、真に子どもたちが親しむスポーツ・文化
の環境を構築してほしい。
　現時点では、調書に掲げている事業目的の域にはまだ遠く、特に障がい
者についての言及はまったくなく具体性に欠ける。本事業は、大変重要な
事業であり、社会的意義も高いため、期待を込めて全体評価「3」とする。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①は、郷土博物館の来館者が若干目標に達しなかったが、
その他の事業の参加者数は目標を満たしており、評価できる。
　指標②は、目標未達、指標③は目標に達している状況である
が、文化・スポーツともに、東京オリンピック・パラリンピックを契機
として、魅力的な事業を推進し、区民が親しむ機会の拡大に努め
てもらいたい。
　指標④は、目標未達である。スポーツボランティアの高齢化によ
る更新者の減少が一因であることから、若い世代への啓発等、対
策を強化してもらいたい。

【目標・成果の達成度への評価】

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　今年度からの新規重点プロジェクト事業であるため、「反映結果
に対する評価」の記載なし。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

0

-

金額

0

② オランダ連携事業備品購入費 金額 519

千円金額オランダ連携事業特別旅費 488主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

大会会場もなく、事前キャンプ地にもなっていない中、大会
機運を醸成するためには、オリパラ関連事業を、区民への
効果的な広報が必要。早急にレガシープランを定め、レガ
シーに繋がる各部課の事業を推進していく。
オランダオリンピック委員会・スポーツ連合との連携事業
は、特に小・中学校の児童・生徒のオリパラ教育に効果が
高いと考える。また、地域スポーツにおける障がい者の参
加機会を増やし、共生社会のモデルケースを目指す。ただ
し、花畑地域の学校を対象としているため、全区的に効果
を波及するための工夫が必要となる。イベントや広報映像
等を活用し広く周知していきたい。

【短期】足立区のオリンピック・パラリンピックレガシープラン（仮称）を定め、庁内の
関連事業を予算のあらまし等で公表。区民の大会機運を高めつつ大会を推進剤と
して各部課の事業を加速し、2020年以降に残るレガシーに繋がる事業展開を全庁
的に推進していく。また、30年9月から都市および大会ボランティアの募集が開始さ
れる。積極的に区民への情報提供を実施する。
【長期】ユニバーサルデザインの推進や綾瀬川沿い桜の植樹など長く形に残るハー
ド部門のレガシーについても各部と調整し選定、東京2020大会を記念する事業を企
画していく。また、オランダ連携プロジェクトでは、障がい者のスポーツを活用した社
会参画を推進。総合型地域クラブ等における障がい者向け事業を実施、だれもが
気軽にスポーツを楽しめる居場所づくりにより、共生社会の実現を目指す。

庁内各部課

根拠
法令等

庁内協働

内
容

①

記入所属

政策経営部経営戦略推進担当課
オリンピック･パラリンピック担当
地域のちから推進部スポーツ振興課
振興係

事業名

重点目標

電話番号

adachi2020@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5492(直通)
№１９　東京オリンピック・パラリンピックレガシー創出事業

重点項目

868

- -

-

-

世論調査「オリパラを契
機に新たにスポーツ、
文化活動、語学などに
取り組みたい区民の割
合」

0総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

-

④

活
動

18

-

-

- -

％

アンケート「障が
い者と一緒にス
ポーツを楽しみた
い」の割合

％

14,179

2,764

-

5,370

27

13

72%

29

-

30

30

-

-

-

140

-

10

85

30

-

60

-

26

-

- -

-

100

-

2927 28

10-

- -

13482

-

-

-

-

-

-

--

-

-

10

100%

-

- -

134%

-

- 22

-

-

-

-

-

-

- -

-

-

864

8,641

--

932

0

868

8,682

-

-

-

-

3,504

0.00

868

0.10

- -

-

-

8,781

68

11,415

3,588

0.00

5,370

-

-

11,415864

成
果

回 -
総合型地域クラブ（９クラブ）の障がい者が参加できる事
業実施回数 実績値

達成率

⑥ -総合型地域クラ
ブの障がい者対
象事業数 -

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

【指標①】目標値は庁内のオリパラ関連事業数。オリンピック・パラリンピッ
ク戦略会議において、足立区のレガシープラン（仮称）を定め、30年度より
関連事業を取りまとめ公表していく。
【指標②】毎回定員を大きく超える応募がある。無料講座のため当日の
キャンセル等があり受講生の終了率（5コマ中4コマ以上出席）は8割程
度。当日欠席者への電話連絡など積極的に参加を促していく。
【指標③】29年10月にオランダオリンピック委員会・スポーツ連合
（NOC*NSF）と連携事業の実施について調印。目標値はオランダアスリー
ト等の事業実施数。29年11月特別支援学校のある花畑地域の小・中学校
6校でパラ金メダリストによるキックオフ事業、さらに特別支援学校と小・中
学校各1校の交流事業を実施。また総合型地域クラブでスポーツ推進委
員やクラブスタッフ向けの講習会等を実施した。メダリストとの交流は子ど
もたちに予想以上のインパクトがあり、今後も継続していきたい。
【指標④】オリパラを契機に区民が2020以降も継続したいスポーツや文
化、ボランティア活動について30年度より世論調査を実施する。
【指標⑤】パラアスリートとの交流が児童・生徒の障がい者理解につな
がった結果が見え当初予想よりも高い数値となった。特別支援学校の児
童・生徒の交流等今後も継続して実施していく。
【指標⑥】取り組みが始まったばかりで目標に達しなかったが、障がいの
有無に関わらず、誰もが参加できる総合型地域クラブ実施事業の充実を
図っていく。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

1.30

-

0

0.00 -

-0.10

0

0人件費(b)

人数 0.00

平均給与 8,450

事業費(a)

117%

目標値

26

オランダ連携プロジェクトに参加した花畑地域小・中学校
の児童・生徒対象のアンケート結果

-

82

70

28

達成率

0

0

0

0

0

-

0

0

00

オランダ連携プ
ロジェクト実施
回数

おもてなし語学ボ
ランティア育成講
座修了者数

オリンピック・パ
ラリンピック冠化
事業数

人

回

活
動

件

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 政策調整事務の一部、社会体育振興事務の一部

目
的

庁内各部のオリンピック・パラリンピック関連事業数（経
営戦略推進担当課で調査・取りまとめ） 実績値

目標値

地域での学習・文化・スポーツ活動
等の定着

③生涯にわたる学習・文化・ス
ポーツ活動を実践できる仕組
みをつくる

全庁的にオリンピック・パラリンピック関連事業を調整し、オリパラレガシーを創出す
る。「オランダ連携プロジェクト」により、「学校」「地域スポーツ」「イベント」の3つの分野
でオランダアスリート講演、体験会等の事業を実施。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

全庁的な事業調整により、2020年オリンピック・パラリンピックレガシーを創出する。オ
ランダ連携プロジェクトによりパラスポーツを通じた共生社会の醸成を目ざす。

世論調査「東京オリ・パラを契機に始めたいこと、継続し
ていきたいことはありますか（スポーツ、文化活動、語学
など）」であると答えた区民の割合。（平成３０年度新規調
査予定）

都・区共催「外国人おもてなし語学ボランティア育成講
座」の修了者延べ人数

目標値

目標値

達成率

実績値

足立区とオランダオリンピック委員会・スポーツ連合の連
携・協力覚書（MOU)に基づく、オランダの年間事業実施
回数。

目標値

実績値

達成率

1,180オランダ連携事業運営委託料

3,576

ひと 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　方向性は妥当である。ボランティア募集や聖火ランナーなど、今
後、大会組織委員会や都準備局が実施する事業への対応も含
め、一刻も早く、区民に分かりやすいレガシープランを定め、庁内
各部各課による、区民の目に見える事業展開を加速してもらいた
い。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　現時点では、指標設定も含めて事業のスタートとして模索中であ
ると感じられる。早急に方向性と事業計画をより具体化し、それに
伴う指標づくりを要望する。
　指標②③⑤は、目標を達成しており評価できる。特に　指標⑤で
オランダとの連携により学習成果を上げたことは良いと思う。今後
全区的にどのように広げていくのか注目したい。
　指標⑥は未達成である。ヒアリングの結果、障がい者を対象とし
た事業ではなく、一般事業に障がい者も参加している状況である
ことを確認した。現場では障がい者と一緒に（一般事業に）取り組
みたい希望が大いにあるが、やり方がわからないとのことであり、
区が関わり、手法を工夫することで今後の展開に期待が持てる。

　「2020 その先のあだちへ」をテーマに2020年以降に繋がる各部関連事業を区のレガシーとして取りまとめ、各項目ごとに指標を定めて、区民に
わかりやすく公表していく。また、聖火リレーや関連ボランティアなど区民の大会参加について大会組織委員会、都準備局と調整していく。
　オランダ連携プロジェクトについては、実施事業を広報番組として放送・公開することで全区的に効果を波及させるとともに、映像ＤＶＤを全小・中
学校に配布し、レガシーの一つとして今後の活用を図っていく。また、31年度はスポーツを通した共生社会への取組事例を紹介するシンポジウム
を開催するとともに、各地域のスポーツ関係者や特別支援学校、小・中学校相互の交流を継続していく。
　今後は、オランダ連携事業での取組みにとどまらずに、総合型地域クラブや区スポーツ施設における障がい者も参加できるプログラムや方法等
を検討するとともに、スポーツ推進委員のほか障がい者施設との連携を図り、全区展開を推進していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　開催まで2年を切り、今後、本番に向けた準備が一気に加速する。区
の様々な取組みを区民にしっかり伝え、区民を取り込んでもらいたい。
大会後に何をどのように残していくのか、早急に足立区の「レガシー」を
定め、その方向性を示してもらいたい。植樹などのハード事業も良い
が、子ども、障がい者など「ひと」につながる、次世代につながる一過性
でないレガシーの創出を期待する。
　そうした中、具体的なプログラムの先駆けとして、「オランダプロジェク
ト」に期待したい。足立区の「地域課題を解決する」という目標とスポー
ツを通した共生社会の実現という大変ユニークな試みであり、本プログ
ラムをレガシー創出事業としてすばやく対応できたことは評価できる。た
だし、まだ限られた地域での実現に過ぎないため、早急に全区的展開
を求めたい。
　また、「オランダプロジェクト」にとどまらず、本事業を通し共生社会の
実現につながるよう「学校」「地域スポーツ」「イベント」の分野での様々
な展開を期待したい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　各指標とも概ね目標を達成した。
　国や都においても、まだ機運が盛り上がっているとは言えないな
か、局所的な取組みではあるが、一定の成果が得られたことは評
価したい。こうした取組みが全区的な機運醸成につながることを期
待する。
　オリンピック・パラリンピックを通じて区民の意識がどのように変
わったかを測ることが今後大切になる。指標④⑤以外にも様々な
指標を工夫してもらいたい。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　今年度からの新規重点プロジェクト事業であるため、「反映結果
に対する評価」の記載なし。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
区内企業は、ほとんどが中小零細企業であるため、認定に
至るまでに労働環境の整備や両立支援などの取組みに加
え、労働条件に関する書類審査が必要な現行制度は、敷
居が高いという声がある。認定後に付与される応援サービ
スについては、企業によりメリットを感じさせる内容としてい
くことが課題である。また、認定企業の中には、企業のイ
メージアップや優秀な人材の確保・定着をＷＬＢ認定の目
的とする企業もあり、認定企業の周知やＰＲの仕方も検討
する必要がある。また、既存の専門家派遣等の認定準備
企業への支援メニューは維持していく必要はある一方、認
定に取組む企業への支援策についても、検討していく必要
がある。

（短期）・ＷＬＢに関する企業への支援について、企業調査を行い、産業経済部をは
じめとする関係所管とＰＴを立ち上げ、企業ニーズに合った内容へと充実させる。・
ＷＬＢの啓発および周知について、これまで協力関係のあった企業経営支援課や
「しんきん協議会」「中小企業家同友会足立支部」に新たに「日本政策金融公庫」、
「（同）城東ビシネス総研」が協力企業として加った。さらにハローワークや区内大学
などの各機関とも連携を図っていく。・認定企業のＰＲについて、区ＨＰ等の充実や
企業間の情報共有や連携を目的とした「交流会」を実施することで強化を図り、制
度認定のメリットの１つとする。
（中長期）区内の中小零細企業に啓発し、働きかけながら、それぞれが実情にあっ
たＷＬＢの取組みを継続的に行える環境を構築し、性別や役職、年齢等の違いに
関わらず働きやすい環境を整備するとともに区民１人ひとりが輝ける男女共同参画
社会の定着を目指す。

① 主な内容 講座実施委託 金額 1,265 千円

③ 主な内容 人事労務関係整備支援事業委託 金額 310 千円

② 主な内容 労働条件審査業務委託 金額 780 千円

税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -

受益者負担金 0 0 0 0 -

-

非
常
勤

平均給与 3,409 3,504 3,576 3,588 -

人数 1.00 1.00 1.00 1.00 -

計 3,409 3,504 3,576 3,588 -

常
勤

平均給与 8,450 8,682 8,641 8,781

計 16,900 17,364 17,282 17,562

20,858 21,150 -

-

人数 2.00 2.00 2.00 2.00 -

29 30

総事業費(a+b) 23,745 22,924 22,776 24,320 6,103

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）
指標①企業向けには、経営者層を対象としてＷＬＢの考え方や労働法に
関する実務的な内容を主としたセミナーを実施した。個人向けには、ＷＬＢ
の考え方についてワークショップ等の座学を主とした講座や親子の触れ
合いなど実技を主としたイクメン講座を実施し、目標通りの結果となった。
指標②あだち広報や区ＨＰ、推進企業募集チラシの配布、経営改革セミ
ナー、中小企業支援課との庁内連携、「しんきん協議会」等関係団体の協
力の結果、企業の関心が高まり目標を上回った。また、３０年度の目標値
は２９年度実績値に基づいている。なお、「指標の定義」には、対象企業
の条件と母数を明確にするため、説明を追記した。
指標③社会保険労務士を顧問とする企業が多くなっているため、実績は
目標を下回ったが、まだ顧問契約をする余裕がない企業のためにも当該
事業は必要である。なお、支援メニューとは「ＷＬＢ専門家派遣」のことで
ある。
指標④あだち広報や区ＨＰ、セミナー等で周知を行った結果、２９年度新
規企業実績は４件に増加した。目標の８件には及ばなかったものの、準
備企業登録を経ずに認定申請したものが２件あり、企業の関心が高くなっ
ていることが窺える。
指標⑤企業事情による既認定企業２社の辞退はあったものの、新規認定
７社と前年の新規数より４社増え、概ね目標通りだった。
指標⑥A-Festa等のイベントやＷＬＢ講座・講演会でのアンケート調査を
実施し、意識を数値化することで、ＷＬＢ取組みの効果を計る。

26 27 28

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 3,436 2,056 1,918 3,170 6,103

人件費(b) 20,309 20,868

達成率 - - - 100% -

- - 17 22

成
果

実績値 - - - 17
⑥ 仕事と仕事以外の
生活の調和が取れ
ているとする区民の
割合

％

イベントや個人向けのＷＬＢ開催講座に参加する区民に
対するアンケートで、仕事と仕事以外の生活の調和が取
れていると回答した割合（調査対象数2,580人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【新規指標】

目標値 -
達成率 94% 89% 87% 95% -

55 60 60 65

成
果

実績値 47 49 52 57
⑤
足立区ＷＬＢ認定企
業の数

件 毎年度、区が認定するＷＬＢ推進企業の数

目標値 50
達成率 - 80% 30% 50% -

10 10 8 5

成
果

実績値 - 8 3 4
④ ＷＬＢを推進し認定
企業を目指して取り
組みを始める中小
企業数

件
ＷＬＢ推進の取り組みを始動する「認定準備企業」登録
数

目標値 -
達成率 - 27% 27% 27% -

15 15 15 10

活
動

実績値 - 4 4 4
③ ＷＬＢ推進に取り組
む企業が利用した
支援メニューの件数

件 企業が利用した区のＷＬＢ支援施策の数

目標値 -
達成率 90% 195% 105% 242% -

20 40 43 125

活
動

実績値 18 39 42 104
② 区内企業に個別に
ＷＬＢを推進する意
識づけを行った件数

件
架電・ＤＭを送付したＷＬＢを推進する従業員10人以上300人以
下の企業（約1，600社）の内、ＷＬＢ準備・認定企業に関心を示
した企業へ、訪問等働きかけをした件数

目標値 20

100% 100% 100% 100% -

13 16 14 13 15

30

① 企業向けの講座や
イベント等の開催数
及び個人向け講座
等の開催数

回
企業向けの開催講座やイベント等の開催数及び個人向
けのＷＬＢ開催講座等の開催数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【新規指標】

目標値

男女共同参画社会の推進と女性活動への支援事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

活
動

実績値 13 16 14

26 27 28 29

13

達成率

地域のちから推進部
区民参画推進課
男女共同参画推進係

事業名 №２０　ワーク・ライフ・バランスの推進事業
電話番号 03-3880-5222（直通）

E-mail danjo@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的
足立区男女共同参画行動計画に基づき、ワーク・ライフ・バランス（ＷＬＢ）の普及啓発を進め、仕
事と仕事以外の生活（子育て等）の両面のバランスが取れた社会の実現をめざす。 庁内協働

契約課（社会貢献指標での加点）、地域文化課・
スポーツ振興課（施設使用料減額）、企業経営支
援課（融資利用時の信用保証料補助・セミナー等
受講助成）

内
容
足立区ＷＬＢ推進企業認定制度やＷＬＢの啓発。ＷＬＢ経営改革セミナーや講座・事
業等の開催。 根拠

法令等

足立区男女共同参画行動計画
～ワーク・ライフ・バランス宣言
～対応する予算事業名

視点 ひと 再掲

重点目標
④多様な個性やライフスタイル
を認めあう風土を醸成する

重点項目 互いを認めあう人の育成 記入所属
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WLB認定制度は、企業にとってWLB認定がメリットとして実感でき、区内企業の大部分を占める中小・零細企業が取り組めるような仕組み
となるよう、優遇サービスの再検討も含めた抜本的見直しに着手している。産業経済部で実施する区内企業分析から企業ニーズを取り入
れると同時に、企業の負担感の軽減を図り、これまで認定に躊躇してきたと考えられる小規模・零細企業にも取り組みやすい制度を構築
中である。目標値は制度構築とあわせて検討する。また、企業への制度周知は、しんきん協議会、中小企業家同友会などのほか、足立、
西新井の両法人会や東京商工会議所など関係団体の協力を得ながら、チラシ、ハンドブックの配付や企業が催す会合などに出向き、説
明などを行っていく。あわせて、就職を控えた学生や就職活動中の個人へも大学やハローワークとの連携を、これまで以上に強化し周知し
ていく。さらに、関連する講座やイベント、ホームページ、SNSなどの媒体を駆使し、WLB推進事業全般について普及啓発を強化し、意識の
底上げを図っていく。

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①②は目標を達成した。企業への個別の働きかけが増えた
ことは評価できるが、なぜ、WLB支援企業対策がイクメン講座なの
だろうか。疑問が残る。また、指標②の定義では、何社に対して何
回、どのような「意識付け」を行ったのかなど、「訪問等の働きか
け」の具体的なイメージがつきにくい。
　指標④⑤は目標未達成であるが、準備企業より認定企業の数
がアップしていることは評価できる。
　指標③は目標未達成、指標⑥は目標達成しているが、全体を通
じて、達成状況以前に、WLBを社会に広めるためには、そもそもす
べての指標において目標値が低すぎるのではないか。指標⑤は
少なくとも100社は達成してもらいたいと考える。

　CSRが社会からますます求められる昨今、WLBは企業の事業
継続、発展に欠かせないものと考える。現在足立区の中小企業
の多くは人手不足が深刻な問題となっており優秀な人材を集め
るためにもWLBに取り組まなければならないと思われる。このよ
うな背景がありながら、これだけの時間と労力をかけても事業が
進展していないということは、そもそも地元企業への啓発方法や
告知方法が間違っているのか、企業側のニーズと合わない、ま
たは負担とメリットのバランスが悪いのではないだろうか。
　企業への働きかけの件数も目標値こそ達成しているが、対象
の企業の1/10も満たしていない本事業は根本的に見直しが必
要であり、今後どのような制度設計と働きかけを行えば区内企
業にWLBが浸透するのか、検討が急務であると考える。

反映結果・反映状況

全体評価
反映結果 達成度 方向性

【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　事業の周知方法として区内大学やハローワークと連携できたこ
とは評価できる。特にハローワークでの求人募集要項にWLB認定
に関する情報を記載するようになったことは大きな進歩であろう。
　しかし、大学やハローワークとの連携が具体的にどのように展開
されたのかなど、その中身が調書やヒアリングからは把握できな
かった。また、セミナー、講座の受講対象範囲が拡大されたことで
参加者がどの程度増えたのかも不明であった。WLB認定企業数を
増加させるために、WLB認定後の優遇サービスの再検討などが見
られなかったのが残念であった。本事業は「働き方」を考える重要
な事業であるため、ぜひともWLB認定企業数の増加に向けて強く
推し進めていただきたい。

区
民
評
価
結
果

庁
内
評
価
結
果

全体評価
※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない
反映結果 達成度 方向性

【庁内評価委員会の評価】
【目標・成果の達成度への評価】
　指標①の企業や個人向けの講座開催、指標②の企業へのWLB
に関する働きかけの回数については、目標に達しており評価でき
る。特に指標②については、28年度の実績を大幅に上回ってお
り、今後も積極的に働きかけを行ってほしい。
　指標③については、達成率が改善されておらず、支援ニーズを
把握し、支援策の見直しも検討してもらいたい。
　指標④⑤についても目標に達しておらず、認定手続きや事業者
メリット等、事業者の認定に向けた動機付けが必要と思われる。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　WLBに関する企業支援について、企業調査を行うとともに、庁内
PTを立ち上げ、企業に対するメリットやイメージアップ等、ニーズに
合った内容へと充実させていくことは重要であり、方向性として妥
当である。
　また、啓発や事業周知については、企業とのつながりが深い金
融機関からの働きかけを強化するとともに、健康経営に関する視
点も取り入れられないか検討してもらいたい。

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

≪評価結果≫

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

くらし 再掲

実績値

達成率

74,310区内防犯パトロール委託(徒歩パト)

3,576

達成率

地域住民の自主的な防犯活動の活性化、防犯防火意識の向上、防犯パトや街角防犯カメラ設
置等防犯環境の向上を行い、生活安全条例に基づく安全で安心な地域を実現する。

１月から１２月までの区内刑法犯認知件数
（警察データは暦年のため）
 【低減目標】

自転車盗難対策の要素が含まれている治安・防犯キャ
ンペーンを実施した延べ日数
（１日に複数個所で実施した際は、その数をカウント）
※区が関与（参加・立会い）したものに限る。

目標値

目標値

達成率

実績値

区委託契約分（4台）、町会・自治会への貸出分（10台）
の走行距離数の平均値　【平成３０年度から定義変更】
全台数の総走行距離から１台あたりの平均走行距離数
に変更。

目標値

ビューティフル・ウィンドウズ運動の
強化

⑤区民の命や財産を守りくらし
の安全を確保する

（１）地域防犯活動助成（防犯パトロール等実施団体への装備助成）、（２）防犯カメラ
設置助成、（３）防犯カメラ維持補修助成、（４）防犯防火の啓発事業、（５）区内防犯パ
トロール（委託事業）、（６）街角防犯カメラの設置、（７）まちの防犯診断の実施

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 生活安全支援事務

目
的

商店街、町会・自治会、区による防犯カメラ設置台数
目標値＝設置見込台数
実績値＝設置台数

実績値

目標値

青パトによるパ
トロール走行距
離

自転車盗難対
策キャンペーン
日数

防犯カメラ設置
台数

日

ｋｍ

活
動

台

活
動

③

②

6,836

0

12,566

0

10,764

-

10,728

8,954

00

97%

目標値

26

足立区で特徴的に多発し、体感治安の悪化要因といえ
る区内自転車盗難の認知件数
 【低減目標】

2,549

2,470

2,399

28

達成率

122,866

32,197人件費(b)

人数 2.60

平均給与 8,450

事業費(a)

3.40

-

17,284

3.00 -

-3.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

【指標１：防犯カメラ設置台数】町会・自治会防犯カメラ設置補助金の
活用により、１４団体が５５台設置したほか、街角防犯カメラも１０台増
設したものの、インターホンカメラの設置台数が伸び悩んだことによ
り、目標を達成することができなかった。(平成３０年３月末現在におけ
る防犯カメラ未設置の町会数：９町会）
【指標２：自転車盗難対策キャンペーン日数】これまでも実施してき
た、区内警察署と連携による「ペンタゴン作戦」、自転車商防犯協力
会の協力を得て実施している「がっちりロック作戦」、「区民まつり」等
のイベントの会場での啓発に加え、新たに「地球環境フェア」「国際ま
つり」等でも啓発活動を実施したほか、「ビュー坊管理委託」を活用し
た結果、目標を達成することができた。
【指標３：青パトによるパトロール走行距離】委託による青パト車の稼
動日数を増加したことにより、目標を達成することができた。
【指標４：区内刑法犯認知件数】侵入盗、特殊詐欺被害等が増加した
こと等が影響し、６，６３３件（前年比１１４件増加）と、目標を達成する
ことができなかった。
【指標５：自転車盗難認知件数】「愛錠ロック大作戦」、「自転車愛錠パ
トロール員」による施錠指導、「がっちりロック作戦」、「各種啓発活動」
等、これまでの対策をさらに推進したものの、目標を達成することがで
きなかった。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

10,227計

3.00

成
果

％ 54.1
世論調査による
 【新規指標】 実績値

達成率

⑥ -体感治安が「良
い」と感じる人の
割合 -

8,781

123,898

40,619

3,588

3.00

233,020

-

-

29,85525,923

-

2,532

3,504

3.00

22,573

2.60

- -

48.2

-

36,651

8,641

6,4997,999

160,549

118,454

33,085

8,682

6,519

2,232

101%

101%

- -

51.5

2,533

70 95

132%

1,558

91 86

1,224

101%

1,139

1,1271,076

100%

-

6,2506,999

46,204

-

118,922

104%

42,677

114,411-

1,298 1,413

11990

90

100%

106%

26

1,077

100% 94%

6,633

90

91%

2927 28

2,170

30

-

6,200

-

30

1,700

-

-

-

130

-

9,200

224,052

183,433

-

233,020

57

54.3

-

29

-

④

活
動

-

-

45,127

130% 91%

件

自転車盗難認
知件数

件
⑤

成
果

成
果

実績値

83%

目標値

実績値

2,399
達成率

2,699

151,539

7,561 6,939

106%

95%

区内刑法犯認
知件数

155,063総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
危機管理部
危機管理課生活安全推進担当

事業名

重点目標

電話番号

kikikanri@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5838（直通）
№２１　ビューティフル・ウィンドウズ運動（地域防犯力の向上）

重点項目

ビューティフル・ウィンドウズ運動
として全庁的に協働。
特に地域調整課、交通対策課と
密接に協働。

根拠
法令等

生活安全条例、地域防犯活動助
成金交付要綱、足立区地域にお
ける見守り活動支援事業補助金
交付要綱

庁内協働

内
容

①

千円

③

　これまで順調に減少し続けてきた刑法犯認知件数
は、平成２９年に入り一転して増加し、６年ぶりの都
内年間ワースト１へと転落してしまった。
　一方、区民の体感治安はわずかではあるが向上し
ており、平成２９年度の世論調査においては「足立区
の治安が良い」と回答した方が５４．３％（前年度比
０．２ポイント上昇）と統計史上最高となった。
　平成３０年は何としてもワースト１から脱却し、区民
の体感治安をさらに向上するため、自転車盗難のほ
か、特殊詐欺、侵入盗等の対策を重点的に講じる必
要がある。

　短期的には、平成３０年度以降の目標は、平成３１年（東京2020オリン
ピック・パラリンピック競技大会開催前年）までに①刑法犯認知件数５千件
台の実現（平成３０年：６，２００件以下）②｢治安が良い｣のイメージ６０％以
上の達成（平成３０年：５７％）及び｢治安が悪い｣のイメージの解消（２５％
以下の達成）③ビューティフル・ウィンドウズ運動の認知率５０％以上の達
成とし、改めて「足立区総ぐるみ」で犯罪抑止対策に取り組み、年間ワース
ト１からの脱却に向けた対策を推進する。
　中・長期的には、区外からのイメージを改善し、区内外からの評価を高め
ることを図り、認知件数の状況（ピーク時から１万件以上減少していること
等）や各種取組の状況について積極的に発信していく。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 区内防犯パトロール委託(青パト) 金額 42,971

千円金額町会・自治会防犯カメラ補助金 23,566主な内容

21,970

-

金額

10,512

Ⅳ　重点プロジェクト事業　事業別評価の反映結果

69



平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　刑法犯認知件数の中で一番多い自転車盗難件数の減少に向
け、無施錠者の年代や割合についての分析を踏まえ、自転車施
錠の義務化の条例施行を機にキャンペーンに力を入れたこと、ま
た各種イベントでの啓発活動、パトロールによる施錠指導を実施し
たことは、盗難件数の減少に結びついたと考えられ、評価できる。
　特殊詐欺対策は警察からの情報を活かし、防災行政無線放送
やパトロール場所の柔軟な運用が積極的に行われ、それが犯罪
抑止に結びつき、区民生活の安心にも帰結した。増加している外
国人への防犯啓発については、手探りながらも国際まつりで実施
できたことは評価したい。
　他方、侵入窃盗防止策ついては、センサーライトの無料貸し出し
に加え、より具体的で効果のある対策を望みたい。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　区民、団体等との総ぐるみで、ありとあらゆる取組みに力を尽くし
たが、残念ながら刑法犯認知件数が６年ぶりの都内年間ワースト
１へと転落した。しかしながら、人口比や面積比で見れば、決して
「23区内でもっとも治安が悪い区」ではなく、実際に区民の体感治
安は年々数値が向上している。足立区の「誤った対外イメージ」を
象徴する数値であり、平成30年は何としても挽回をしてもらいた
い。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①の防犯カメラ設置台数は、伸び悩んだ。インターホンカメラの
設置手順が多いためとのことだが、要望に応じた手続きを工夫してほ
しい。
　指標②の自転車盗難キャンペーンは、目標を大幅に超えて実施さ
れた。
　指標④は増えてしまったが、増加した侵入窃盗、特殊詐欺対策に重
点を置く分析がなされている。
　指標⑤の自転車盗難認知件数は、目標には達しなかったが減少傾
向がみられ成果が出ている。
　新規指標の指標⑥では、半分以上の区民が「治安がいい」と感じて
いる。メディアなどにみられるイメージの影響も大きいと思われるの
で、積極的で正確な情報発信を期待する。刑法犯認知件数は昨年よ
り増加しているため、引き続き自転車盗難や特殊詐欺を防止するた
めの啓発を行っていくことに期待したい。

　平成３０年は、都内年間ワースト１からの脱却を目指し、刑法犯認知件数の減少に向け「足立区総ぐるみ」で取り組んできた。今後も、認
知件数のさらなる減少に向け、ビューティフル・ウィンドウズ運動に取り組むとともに、「誤ったイメージ」を払拭し、体感治安を向上させるた
め、認知件数、区の施策等を積極的に発信や見せる防犯活動を強化していく。
　自転車盗対策については、刑法犯全体の約３割を占めていることから、被害者の約３割を占める高校生を対象に、各校の生徒会とタイ
アップによる校内での啓発活動等の実施を開始しており、今後も積極的に展開する。特殊詐欺対策については、自動通話録音機無償貸
与、携帯電話抑止装置の設置等の対策を推進していく。侵入盗対策については、平成３０年度中にセンサーライトの貸与対象の拡大とと
もに、防犯フィルムの供与も開始する。今後も、これらの貸与等を継続するとともに、啓発方法についても検討を行い、被害の減少に努め
ていく。インターホンカメラの貸与については、貸与対象の拡大、警察との連携強化等により手続きを工夫し、速やかな設置を図っていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　刑法犯認知件数5,000件台の実現のためには、町会・自治会
や個々の防犯意識の向上、ビューティフル・ウィンドウズ運動の
認知度向上に向けて、引き続き広報・啓発を行っていくことが必
要である。また目標実現に向けて、たとえば、10代の自転車無
施錠の割合が高いことから、高校生への対策として、ビュー坊
の「自転車降りたら連れてってキーホルダー」を自転車通学の
生徒に配る、事務所や店舗の侵入窃盗の注意喚起や防犯対策
指南のチラシで情報発信をする、特殊詐欺対策は、変化してい
る詐欺内容を高齢者が目にしやすい回覧板で発信する、などの
対策を検討してもいいのではないか。
　また、民泊新法の施行により、今後外国人旅行客の増加が考
えられる。多言語による啓発や外国人居住者との協働も視野
に、今後の方向性を示す工夫も必要であると思う。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　短期の方向性は妥当である。まずは目前の刑法犯認知件数
ワースト１からの脱却に全力を注いでほしい。
　これまでピーク時から１万件以上、驚異的なペースで件数を減ら
してきたが、このペースを維持し続けることは容易ではない。
　中・長期的には、犯罪発生ゼロが究極の目標であり、啓発活動
の重要性に変わりはない。犯罪発生件数が大きく減少した地域の
事例を広く紹介するなど、良いイメージを積極的に打ち出すＰＲ手
法も検討してもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
【ごみ屋敷】
　強制的にごみを片付けるだけではいずれ再発するため、時
間と労力をかけて原因者の抱える問題を一つ一つ解決する必
要がある。一方で、なかなか解決できずに長期化している事案
が課題である。ごみ屋敷未解決事案69件のうち、Ｈ25以前受
付11件、Ｈ26受付10件である。
【不法投棄】
　不法投棄処理個数は、毎年度、着実に減少している。関連部
署と連携した不法投棄防止対策の更なる強化と共に、処理個
数の削減に有効な対策を考案していく必要がある。
【放置自転車】　通勤・通学者の放置自転車よりも店舗利用者
の駐輪自転車についての苦情が増えている。また、最低賃金
の上昇により、委託費が年々上昇している。

（短期）　【ごみ屋敷】発生年度の古い未解決事案について集中的に事例検討を行う。／
受付から３日以内の現場確認など迅速な対応。／継続的なサービスに繋げる事など再
発の防止。／空家特措法・民法など他法の活用及び調査の強化。／早期発見・早期対
応や予防に向けた取り組みの推進。【不法投棄】Ｈ30から民有地の不法投棄対策支援、
不法投棄通報協力員制度、防止シールの配布を新たに開始する。【放置自転車】店舗
利用者の駐輪自転車の多い場所に街頭指導員を集中的に配置し、利用者に駐輪場へ
の誘導を促すとともに、放置自転車の少ない場所での街頭指導回数の見直しを行うな
ど、より効果的・効率的な運用を進め、事業費の抑制に努める。
（中・長期）　【ごみ屋敷】各関係機関や地域と連携した協創の仕組みづくりのため、条
例・要綱改正を検討していく。【放置自転車】総合自転車対策事業を年度ごとに評価・検
証しながら継続する。また、商店街や店舗周辺の民営自転車駐車場設置補助の申請に
対しては、短時間無料利用の導入を積極的に促し、店舗利用者の歩道上駐輪等の減少
に努めていく。

③ 主な内容 民営自転車駐車場補助金交付 金額 5,383 千円

② 主な内容 放置自転車移送所賃借料 金額 10,316 千円

270,323 196,295 189,062 -

① 主な内容 放置自転車対策業務委託 金額 302,433 千円

-

税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -

受益者負担金 218,549

2.00 2.00 3.00 3.00 -

計 6,818 7,008 10,728 10,764

87,810 -

非
常
勤

平均給与 3,409 3,504 3,576 3,588 -

人数

-

人数 8.00 9.00 10.00 10.00 -
常
勤

平均給与 8,450 8,682 8,641 8,781

計 67,600 78,138 86,410

308,490 342,710 352,180

人件費(b) 74,418 85,146 97,138 98,574 -

29 30

総事業費(a+b) 377,738 398,773 405,628 441,284 352,180

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）
【ごみ屋敷】
指標①：空家特措法施行により住宅課が空き家相談に応じるようになった
ため、Ｈ28以降受付件数が減少した。これに伴い、H29から実績値を「ごみ
屋敷・空き家・その他」の合計から「ごみ屋敷・樹木・その他」の合計に変更
した。指標④：徹底的な調査や交渉、他法活用、キーパーソンの発見、関係
機関との連携など様々な手法を駆使し粘り強く解決に取り組んだ結果、解
決率は2年続けて8割超を達成した。また、原因者への支援に重点を置く「足
立区モデル」は成功事例として全国的に注目を集め、各メディアで取り上げ
られるなど区のＰＲにも貢献した。メディアからの取材・アンケートは9件、行
政視察・問合せは32件受けた。
【不法投棄】
指標②：不法投棄110番(WEB版含む)の周知強化により、不法投棄総合窓
口受付件数が昨年と比べ1.2倍に増加した。うち、民有地の不法投棄の撤去
依頼・相談件数は138件有った。指標⑤：新規に購入した防止看板が昨年と
比べ6.6倍増と大人気で区民の満足を得られた。また、ごみ減量推進課や危
機管理課の防犯ﾊﾟﾄﾛｰﾙと連携し、対応した結果、H24のピーク時と比べ約
48％減、達成率97％とほぼ目標を達成した。
【放置自転車】
指標③：街頭指導・撤去活動日数は、店舗前に駐輪された利用客の自転車
の多い場所について重点的に実施する等、目標値を計画通り達成すること
ができた。指標⑥：効率的な活動を行った結果、都の調査において6年連続
で23区最少の自転車放置率を記録する等、目標値を達成した。

26 27 28

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 303,320 313,627

達成率 100% 100% 167% 167% -

0.5 0.5 0.5 0.5

成
果

実績値 0.5 0.5 0.3 0.3
⑥
自転車放置率
（全駅周辺）

％
放置台数／乗り入れ台数（放置台数＋駐車場実収容台
数）×100　　　　【低減目標】

目標値 0.5
達成率 108% 98% 100% 97% -

12,035 11,076 9,983 9,246

成
果

実績値 13,373 12,307 11,093 10,274
⑤
不法投棄処理
個数

個

不法投棄を処理した個数
目標値＝前年度の処理個数の10％減
実績値＝一年間の処理個数　　　　【低減目標】
※Ｈ30年度から民有地の不法投棄処理個数を含む。

目標値 14,442
達成率 96% 94% 101% 103% -

80 80 80 80

成
果

実績値 72.1 75.5 80.6 82.6
④
ごみ屋敷対策
の解決率

％
解決件数の累計÷受付件数の累計
（ごみ屋敷・樹木・その他の合計）

目標値 75
達成率 100% 100% 100% 100% -

6,240 6,120 6,120 6,120

活
動

実績値 6,530 6,242 6,120 6,120
③ 放置自転車街
頭指導・撤去回
数

回
目標値＝（駅5ヶ所×一日2回×100日）＋（駅12ヶ所×一
日2回×130日）＋（駅5ヶ所×一日2回×200日）

目標値 6,520
達成率 - - 132% 136% -

- 465 539 603

活
動

実績値 - 465 614 731
②
不法投棄総合
窓口受付件数

件
不法投棄に関する相談受付件数
目標値＝一年間の受付件数（27年度からの平均実績）
実績値＝一年間の受付件数

目標値 -

95

達成率 148% 116% 73% 98% -

102 128 133 97 96

活
動

実績値 151 148 97

26 27 28 29 30

①
ごみ屋敷対策の
受付件数

件

土地・建物等の不良な状態に関する受付件数（Ｈ29から
ごみ屋敷・樹木・その他の合計）
目標値＝一年間の受付件数（28年度からの平均実績）
実績値＝一年間の受付件数【29年度から定義変更】

目標値

生活環境保全対策事業、自転車の放置対策事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

目
的
ごみ屋敷等対策、不法投棄対策、放置自転車対策を推進し、BWＭ運動の一環として
「美しいまち」は「安全なまち」の実現を目指す。 庁内協働

地域のちから推進部、絆づくり担
当部、福祉部、衛生部、都市建
設部。危険老朽家屋については
建築安全課と連携。

内
容

①廃棄物や樹木等により土地･建物が周辺の生活環境に影響を及ぼしている、「不良な状態」を
改善するために指導や支援を行う。②区民からの通報に施設管理所管と迅速に対応するととも
に不法投棄防止啓発を行い、不法投棄処理個数を減らす。③自転車等放置禁止区域内におけ
る街頭指導及び放置自転車の撤去並びに撤去自転車の処分等を委託事業により実施する。

根拠
法令等

生活環境の保全に関する条例、廃
掃律、自転車等の駐車秩序及び自
転車等駐車場の整備に関する条例・
条例施行規則対応する予算事業名

重点項目
ビューティフル・ウィンドウズ運動の
強化

記入所属
環境部生活環境保全課
　調整係 ・ ごみ屋敷対策係
都市建設部交通対策課　自転車係

事業名
№２２　生活環境保全対策事業（ごみ屋敷、不法投棄、放置自転車対
策）

電話番号 3880-5367調・5410ご・5914自

E-mail e-kankyo5374@city.adachi.tokyo.jp

視点 くらし 再掲

重点目標
⑤区民の命や財産を守りくらし
の安全を確保する
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【ごみ屋敷対策】　徹底的な調査や交渉、他法活用、キーパーソンの発見、関係機関との連携など様々な手法を駆使し、引き続き粘り強く
解決に取り組むとともに再発防止を図っていく。発生年度の古いごみ屋敷事案の解決が課題となっているため、当該事案について事例検
討を集中的に行い、優先して対処していくとともに、解決に向けて条例に基づく「支援」「代執行」も検討する。   【不法投棄対策】「東京オリ
ンピック・パラリンピック競技大会開催の前年がＢＷＭの強化を行うべき重要な年」と位置付け、下記の不法投棄対策に取り組む。
①町会・自治会向けの防止シールの作成や、新たに防犯カメラ型センサーライトを窓口で貸与する。
②平成31年1月4日から「落書き110番」を開設し、庁内外に連絡して迅速な消去を依頼する。民有地については「民有地の落書き消去支援
事業」を4月から開始する。③不法投棄や落書き防止強化のための方策を検討していく。
【放置自転車】公営自転車駐車場では大型化された自転車駐輪への対応を進めるとともに、民営自転車駐車場の設置を促進することで、
質、量ともに自転車駐車場の充実を図る。店舗利用者の駐輪対策は、既に店舗と連携し効果を挙げている箇所がある。今後、こうした事
例を踏まえ、各店舗の実状に合わせた対策を店舗側と協働し進めていく。印刷製本費などの支出を抑制するとともに、放置自転車等に対
する苦情等の状況により街頭指導日数を減らすなど、より効果的、効率的な業務となるよう事業費の抑制について検討を進める。

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①は、達成率98％。
　指標②は、不法投棄110番の周知が功をなしている。電話の件
数が顕著に増加し周知がなされているため、高く評価できる。
　指標③は、効率化と経費削減を踏まえ、目標値（指導・撤去回
数）を小さくしていくことが必要ではないか。
　指標④は、時間がかかる案件があるものの、再発防止策までを
講じた解決件数を増やしており評価できる。樹木に関しての解決
率は素晴らしい。
　指標⑤は、受付件数の伸びに合わせるように減少をしていて、
評価できる。
　指標⑥は、23区最低率を維持しているが、経費削減に努めてほ
しい。達成率が高い指標が2つ、残りもほぼ達成していて高く評価
できる。

　各事業の短期・中長期ともに、具体的な計画が検討されてい
て評価できる。とくに、不法投棄通報協力員制度の発足や防止
看板を数種類揃えるなど、創意工夫がみられた。不法投棄や空
家は、さらなる不法投棄や犯罪を増進させるため、居住している
町会、自治会にも働きかけ、早期発見、早期対応に努め、迅速
な対応策を講じてもらいたい。
　また、エネルギー対策の観点から、今後、自転車使用率、保有
率が上昇することも考えられる。適切に駐輪できる場所の確保
や設置の助成を行い、違法駐輪、放置自転車の削減に期待す
る。店舗前の歩道上駐輪の減少策は店舗との協働が不可欠で
あり、将来的には、協創の一例になる可能性もある。協創プラッ
トフォームづくりに向けたコーディネートに期待したい。

反映結果・反映状況

全体評価
反映結果 達成度 方向性

【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　ごみ屋敷等対策の実績を活かした、再発防止を踏まえての粘り
強い取り組みがなされている。民有地の不法投棄対策が3年間限
定ではあるが実施され、再発防止指導まで行き届いており評価で
きる。不法投棄110番のＱＲコード入りのポケットティッシュを配るこ
とで、若い世代への周知を広める工夫がなされた。通報協力員の
登録も進み、選択できる3種類の看板、看板のデザイン刷新による
結果がでていることは評価できる。
　駅前の放置自転車の街頭指導や撤去作業の結果が表れている
が、経費節減の意識は持っているものの具体策が立てられなかっ
た。

区
民
評
価
結
果

庁
内
評
価
結
果

全体評価
※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない
反映結果 達成度 方向性

【庁内評価委員会の評価】
【目標・成果の達成度への評価】
　ごみ屋敷対策について、指標①はわずかに目標を下回ったが、相談案
件は住宅課と情報の共有を図り、役割分担して対応している。指標④は２
年連続で８割を超え目標を達成しており、様々な手法を駆使した粘り強い
取組みが奏功したと評価する。
　不法投棄対策について、指標②は年々増加しており、目標を大幅に超
えた。指標⑤は年々減少しており、概ね目標を達成した。関連部署と連携
した対策強化により、不法投棄処理個数の減少に努めてもらいたい。
　放置自転車対策については、計画どおり街頭指導や撤去を行い、指標
③⑥ともに目標を達成した。６年連続で２３区最小の放置自転車率を記録
しており、大いに評価できる。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　ごみ屋敷対策については、解決できずに長期化している事案が課題と
なっている。そのため、発生年度の古い未解決事案を棚卸しして事例検
討を集中的に行い、優先して対処していくとする方向性は妥当である。
　不法投棄対策については、民有地の不法投棄対策支援や不法投棄通
報協力員制度、防止シールといった新たな取組みに着手しており、その成
果に期待したい。
　放置自転車については、苦情が増加している店舗利用者の駐輪自転車
が多い場所での街頭指導員の集中的な配置や、放置自転車の少ない場
所での街頭指導回数の見直しによる事業費の抑制など、効果的・効率的
に事業を進めていく工夫が見られ、評価できる。

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

≪評価結果≫

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

くらし 再掲 まち

実績値

達成率

2,817
防犯まちづくり推進地区認定
ワークショップ等業務委託

3,576

達成率

地域のコミュニティを深めるとともに、町会・自治会の防犯活動の意識を高めて犯罪に
強いまちづくりを目指す。

防犯まちづくり推進地区に認定した地区数
目標値≧前年度の認定地区数
実績値＝当該年度の認定地区数

目標値

目標値

達成率

実績値

足立区内の町会・自治会への累計普及率
※累計普及率＝認定地区数（累計）/町会・自治会数×100
　　　　　　      　　（H29.8現在 町会・自治会数433）

目標値

ビューティフル・ウィンドウズ運動の
強化

⑤区民の命や財産を守り、くら
しの安全を確保する

町会・自治会が自ら取り組む防犯活動の宣言となる「防犯まちづくり憲章」作成の支援
を行い、防犯まちづくり推進地区認定後には活動が継続できるよう支援を行う。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 まちづくり推進事業管理運営事務の一部

目
的

防犯まちづくり推進地区になるための面談を行い役員会の同意を得た上で、地域の
課題をまち歩き（まちの防犯診断）で共有する。
１地区×{２回（面談）＋１回（まちの防犯診断）}=３回／地区
目標値＝地区数×３回
実績値＝当該年度の実施回数

実績値

目標値

防犯まちづくり推進
地区の普及率

認定地区数

町会・自治会への面
談及びまち歩き（ま
ちの防犯診断）の回
数

地区

％

活
動

回

成
果

③

②

0

0

0

0

0

-

0

0

00

目標値

26 28

達成率

315

8,450人件費(b)

人数 1.00

平均給与 8,450

事業費(a)

2.00

-

0

0.00 -

-1.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

指標①
目標値の設定は、過去の地道な営業活動を踏まえて設定した。目標値設
定のとおり町会・自治会長との面談、役員会での同意交渉、まち歩き（ま
ちの防犯診断）における地域の課題共有を行い、１地区あたりの目標値
は達成した。
今後、地域によっては目標値以上の面談を必要とする可能性もある。
指標②
認定地区になるためには「防犯まちづくり憲章」作成が必須となり、専門
家（防犯アドバイザー）との意見交換が必要となる。目標値設定は、専門
家（防犯アドバイザー）のスケジュールにて、年間６地区が最大値となる。
平成２９年度は長門東部自治会、東伊興町会、伊興北根町会、狭間町
会、仲組三丁目町会、大谷田東自治会の６地区で予定どおり実施した。
指標③
足立区への普及を鑑みて、目標値設定を足立区内の全町会・自治会を対
象とした。分母となる数値は地域調整課（8月）が発行する足立区町会・自
治会名簿を参考としているが、解散・新規など全体数の変動はある。
全町会・自治会に対しての認定地区は微々たる数であるが今後も取組み
を行っていく。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

実績値

達成率

⑥

8,781

1,569

17,562

3,588

0.00

6,747

-

-

17,5628,641

100%

3,504

0.00

8,682

1.00

100%

8,641

8,641

10,210

972

8,682

8,682

2 2

100%

18

2 2

12

-

-

--

-

0.4

0.9

100%

3.2

100%

1.8

3.20.9

12 18

64

4

100%

100%

26

-

6

100%

2927 28

30

-

30

18

-

-

6

-

4.6

22,005

4,443

-

6,747

29

④

成
果

1.8

0.4

100% 100%

⑤

実績値

目標値

実績値

達成率

9,6548,765総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
都市建設部市街地整備室
まちづくり課防犯まちづくり係

事業名

重点目標

電話番号

machi@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5435（直通）№２３　ビューティフル・ウィンドウズ運動（防犯まちづくり推進地区認定
事業）

重点項目

危機管理課、道路管理課、交通対策
課、公園管理課、工事課、学務課、
地域調整課

根拠
法令等

足立区防犯専門アドバイザー設置要綱、足立区
防犯まちづくり推進アドバイザー設置要綱、足立
区防犯まちづくり推進地区認定要綱、足立区防
犯設計ガイドライン

庁内協働

内
容

①

千円

③

　まち歩き（まちの防犯診断）は、防犯上良い箇所と危険な
箇所を確認するため必要とする意見は多い。
　専門家（防犯アドバイザー）の講義「自然監視性の確保」
「領域性の強化」「プラス防犯のススメ」は、参加者から活動
に活かしたいと好評である。
　意見交換会での「防犯まちづくり憲章」作成は、地域の将
来像、活動項目などを話し合い、参加者のコミュニケーショ
ン醸成となっているが、自立した町会・自治会と活動に負担
（不安）を感じている町会・自治会との温度差が見受けられ
る。また、高齢化に伴う地域活動の担い手不足と町会加入
率の低迷は、本事業の推進に影響を与える要因の１つで
ある。

（短期）
　制度の普及啓発と認定地区の役員に「防犯まちづくり憲章」の認知度を高めても
らうように、地域とのコミュニケーションを深めて行く。
  町会・自治会連合会単位での拡大を目指し、隣接地域同士の面的な活動につな
げる。認定した地区間の交流会を行い、各地区の独自な活動などの情報を共有し、
防犯活動が一層活発化するように取り組んでもらう。
（中・長期）
　ビューティフル・ウィンドウズ運動に関連する所管と連携して、各町会・自治会への
普及を進める。
　住民・行政・警察など様々な団体が連携して行う「防犯まちづくり」は息の長い事
業であるが安全安心なまちを目指すために、今後も町会・自治会へ防犯まちづくり
の普及啓発と防犯まちづくり推進地区の拡大を進める。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

②
「まち歩き（まちの防犯診断）」
マニュアル作成業務委託 金額 954

千円金額
防犯まちづくり推進地区
認定ステッカー印刷 294主な内容

8,450

-

金額

0
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　今年度からの新規重点プロジェクト事業であるため、「反映結果
の評価」の記載なし。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
  全ての指標において、目標値を達成しており評価する。
　町会・自治会における高齢化に伴う地域活動の担い手不足とい
う課題もある中、認定するまでの支援は時間がかかるものと推察
されるが、推進地区の普及率が向上するよう、制度の周知と支援
を着実に行っていってもらいたい。

【目標・成果の達成度への評価】
　全て数字的には達成しているが、内容が限られている。
　指標①は最大回数が18回とのことなので、実質は予定を消化す
るだけであり尽力の余地がない。指標②も同様である。
　指標③は1年での普及率はわずか1.4％であり、全区への普及の
道のりは遠く果てしない。
　防犯アドバイザーの講義が好評とのことなら、より多くの区民に
還元してはどうか。目的にある地域コミュニティの単位を町会・自
治会とあること自体に、事業の推進に不安を感じる。

　現在運用している防犯まちづくり推進地区認定制度（要綱）の改良、個人及び団体など少人数を対象とした認定制度（要綱）構築など、防
犯まちづくり事業の大幅な修正（フルモデルチェンジ）を行っていく。また、費用対効果を考慮し多くの方へ防犯まちづくりの周知を行う方策
の検討を進めていく。
　防犯設計タウン認定制度（要綱）は、開発関係所管と連携し適切な時期に合わせて、パンフレット及びホームページ等で周知する。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　地域での防犯活動の意識を高めることが区民の安全の確保
に寄与することは理解できるが、手法としては理解に苦しむ。認
定地区の選定にあたり、年に６地区限定であれば全ての地区を
カバーするのに何十年もかかることになる。また、１つの認定地
区に多額の費用がかかったり、役員だけに防犯アドバイザーか
らの講義が行われる状況があったりと、費用対効果の点でも評
価できない。この事業を区内あまねくスピード感をもって、効果
的に展開するには、専門家委託の手法も含め、抜本的見直しが
必要である。
　なお、宅地開発業者に向けた足立区防犯設計タウン認定制度
は、初めて知った。よい制度と思うので、引き続き進めていただ
きたい。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

  町会・自治会の防犯活動の意識を高め、犯罪に強いまちづくりを
目指していく方向性は理解できる。
　町会・自治会の加入率が低下し、高齢化の課題も抱えるなか
で、町会・自治会単位で防犯まちづくり推進地区になってもらうた
めにどのように制度を理解してもらうのか、周知・PRと、認定後の
フォローも含めた継続した支援を期待する。合わせて、ビューティ
フル・ウィンドウズ運動の一環として、庁内の連携も図りつつ、普及
率が向上するよう事業を推進していってもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0

1
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3
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5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

59,995

-

金額

59,568

② 路面シート 金額 5,874

千円金額ＢＰロゴ入りごみ袋 3,529主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

指標③：「主要６駅周辺のごみの数」については、タ
バコのポイ捨てなど喫煙マナーをいかに向上させて
いくかが課題である。
指標⑤：「ビュー坊プレート」については、より多くの方
の目に入るようにするため、花を育てている人に対
し、プレート活用の啓発・ＰＲをいかに進めていくかが
課題である。

（短期）「ビューティフル・ウィンドウズ運動」の一環として、「ごみを減らして、
花を増やす」ことに重点を置いて各事業を実施する。
①日常的に清掃活動を行う「清掃美化活動実施団体」の登録について、ポ
イ捨てごみが多い地域を意識し事業所を中心に直接勧誘する。
②花の事業は、他課との連携を活かし更なるＰＲ、情報発信に重点を置く。
③これまでつながってきた町会・自治会、商店街、学校、事業所等との連
携、協働を定着させ、活動時にグッズの着用を促していくとともに、新たな
「ビューティフル・パートナー」を開拓していく。
④迷惑喫煙防止対策は、苦情等に応じて柔軟なパトロールを実施する。
（長期）区民の美化への取り組みが「点から面へ」「キャンペーンから日常
へ」と発展させることで、足立区全体のマナーアップを目指す。

総務課・危機管理課・シティプロ
モーション課：ビューティフル・
ウィンドウズ運動啓発

根拠
法令等

足立区歩行喫煙防止及びまちを
きれいにする条例

庁内協働

内
容

①

記入所属
地域のちから推進部
地域調整課美化推進係

事業名

重点目標

電話番号

bikasuishin@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5856（直通）
№２４　ビューティフル・ウィンドウズ運動（美化推進事業）

重点項目

153,470

216 141

104%

-

主要６駅周辺の
路上喫煙者の
数

146,568総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

-

④

成
果

3,000

2,496

93% 99%

人

『花のビュー坊プ
レート』を見かけたこ
とのある区民の割合

％

160,704

37,802

-

44,891

29

30

2,046

-

-

-

1,845

-

2,000

35

30

-

90

-

26

970

100% 129%

101

1,930

113%

2927 28

2,0003,000

1,665 1,928

1,8271,758

1,930

91%

113%

600

162%

3,200

130200

2,074

146%

3,008

66%

2,055

1,930 1,930

95%

1,700

1,788 1,909

1,470

146%

1,443

990

142%

-

-

121,711

8,641

130225

160,199

32,260

121,210

8,682

130

-

145%

-

3,504

17.00

61,642

7.10

128%

8,781

38,488

122,902

3,588

17.00

44,891

-

-

61,90660,919

実績値

達成率

⑥

非
常
勤

人数

3,409平均給与

57,953計

17.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

事務事業の活動量・活動報告
指標①：「清掃美化活動実施団体」の増加、「ごみゼロ地域清掃活動」「花
のあるまちかど事業」の参加団体等が増加したことから、展開数の増加に
つながった。
指標②：平成29年度は欠員が無かったが、後半に指導員１名が怪我によ
り長期休暇となったため目標に達しなかった。しかし、その期間が平成28
年度の欠員期間より短かったため、パトロール回数は増加した。なお、平
成30年度の目標値について、現在の人員数に基づいて適切な回数を算
出した。
指標③：平成29年度は急激に増加した。駅別では、竹ノ塚駅がビューティ
フル・ウィンドウズ運動開始前の数値近くまで増加した。ポイ捨てごみの中
で一番多いのはタバコの吸い殻であったため、喫煙者のタバコのポイ捨
てがまだ多く存在することが原因であると分析する。
指標④：各種啓発物やバス車内放送等により、禁煙特定区域内での喫煙
禁止が広く浸透してきた成果が窺える。また、路上喫煙防止指導員のパト
ロールを苦情等に応じて弾力的に実施したことも、効果として現れている
と思われる。
指標⑤：協力花店で花苗を購入した方や、花に関するイベント等の参加者
に配付し、平成26年度から累計約103,000枚を配付した。世論調査では、
「知っている」人は30％を上回ったが、「見かけたことがある」人は目標値
には届かなかった。プレート活用の啓発、ＰＲがまだ不十分である。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

7.05

-

0

17.00 -

-7.05

28,620

117,948人件費(b)

人数 7.10

平均給与 8,450

事業費(a)

83%

目標値

26

世論調査で『あなたの行動範囲で「花のあるまちかど事
業」の『ビュー坊プレート』を見かけたことがある』と答えた
区民の割合

-

25

30

28

達成率

0

0

0

0

60,996

-

60,792

0

00

主要６駅周辺の
ごみの数

迷惑喫煙防止
パトロールの実
施回数

美化啓発活動
の事業展開数

回

個

活
動

回

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 美化推進事業

目
的

区民・団体等と協働した事業の展開数（清掃活動と花
いっぱい運動ほか）
目標値＝前年度実績以上を設定

実績値

目標値

ビューティフル・ウィンドウズ運動の
強化

⑤区民の命や財産を守りくらし
の安全を確保する

迷惑喫煙防止対策、区民との協働・協創による「ごみゼロ地域清掃活動」等の実施、
各地域美化推進協議会との協働・協創による清掃活動の実施、啓発グッズの作製、
花いっぱい運動の推進

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

まちの美化を通じて治安向上を図るビューティフル・ウィンドウズ運動の一環として、各
美化事業を実施し、生活環境の向上を目指す。

北千住・綾瀬・西新井・竹ノ塚・五反野・梅島の6駅周辺
の定点調査による路上喫煙者の実数の合計（年2回、定
点観測を実施）【低減目標】

路上喫煙防止指導員によるパトロールの実施回数
目標値＝前年度実績を上回るよう設定
実績値＝パトロールの実施回数

目標値

目標値

達成率

実績値

北千住・綾瀬・西新井・竹ノ塚・五反野・梅島の6駅周辺
の定点調査によるごみの実数の合計（年2回、定点観測
を実施）【低減目標】

目標値

実績値

達成率

11,210マナーアップパトロール委託

3,576

くらし 再掲 行財政
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　　「ごみを減らし、花を増やす」ことに重点を置き、まちの美化を推
進する事業展開は妥当である。
　ごみが多い地域を意識し、事業所を中心に「清掃美化活動実施
団体」への登録の勧誘を行うなど、効果的な展開を行ってもらうと
ともに、これまでの町会・自治会、商店街等との連携、協働による
取組みから、協創による取組みへの発展に期待したい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①は「ごみゼロ地域清掃活動」の参加数が多く、達成してい
る。「清掃美化活動実施団体」の勧誘は、コンビニやディーラーな
どの事業所にも働きかけが行われ評価できる。
　指標②の指導員は、経験が必要な業務のため、代替が難しく達
成できなかった。
　指標③は急激に増加し残念である。要因として竹ノ塚駅前の構
造変化と分析されているので、パトロールの強化や美化活動の促
進などでの改善に期待する。
　指標④は、実績値が減少傾向にある。
　指標⑤は、達成できなかったが、「知っている」人は30％以上と
のこと。区民への「ビュー坊プレート」活用の周知不足とくみ取れ
る。「ビュー坊プレート」の文言を工夫するなどして、さらなる認知
度の向上に期待したい。

 ごみの量が増加した竹ノ塚駅東口については、「秋の清掃活動」時に竹の塚地域用のポケットティッシュを配布し、啓発活動を実施した。さ
らに、商店街や個店等に出向き、「ビュー坊プレート」の活用、門掃きや「歩きタバコ禁止」ポスターの掲出等依頼をしていく。「ビュー坊プ
レート」の認知度については、「線で見せる」ことに重点を置き、一つの商店街等をピックアップし、花やプレートでキレイなまちにしていく。ま
た、清掃活動に参加する方々にもプレートを配布する等、配布方法、配布場所を再検討する。さらに、「ビュー坊プレート」を活用する方々
が、正しく事業趣旨を理解して玄関先や店先に花を飾ってくれるよう、プレートに趣旨等を追加印刷し配布していく。
 区民等の美化活動を、SNSやアトリウム展示、イベントブース等で広く紹介すること、また、ビューティフル・パートナーのグッズ(缶バッチ、
帽子、ロゴ入りごみ袋等)を身に着け活動する姿をまちのあちこちで見せることで、「自分も何か始めよう」という気持ちにさせ、協創に結び
付けていく。「スポGOMI大会」については、ゴミ袋等の支援や広報の面でバックアップする形をとっていきたい。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
（短期）「ごみを減らして、花を増やす」との趣旨は、わかりやす
い。立てられた計画を着実に実行していただきたい。また、ごみ
ゼロ地域清掃活動や花のあるまちかど事業に、地域の区民や
保育園等の参加が多くなっている。「協動から協創へ」と広がり
を見せる傾向がうかがえ、高く評価できる。今後、ゴミ拾いを競
技化した「スポＧＯＭＩ大会」へ、区内大学生などとともに参加し
てみるのも、おもしろいと思う。

（長期）足立区全体のマナーアップを目指す方向性は、評価でき
る。ごみを拾う行為が国民的な美徳という価値観へと育ちつつ
ある背景を味方にして、「キャンペーンから日常へ」の浸透を推
し進めてほしい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　美化啓発活動事業は、各種団体への積極的な勧誘により、指標
①の事業展開数の大幅な増にもつなげており評価できる。成果と
して、指標③の実績が急激に悪化してしまったが、原因の分析も
なされており、今後の重点的な取組みによる改善に期待したい。
　路上喫煙防止においても、これまでの着実な取組みが、指標④
の成果につながっていると考えられ評価できる。
　「ビュー坊プレート」については、より成果につながるようプレート
の設置場所等を工夫してほしい。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　「清掃美化活動実施団体」の個別勧誘は、事業所を中心に計画
され評価できる。迷惑喫煙や吸い殻のポイ捨てが多い結果を踏ま
え、パトロールや条例周知ポスターの掲示を効果的に行う活動が
実施された。この事業はビューティフル・ウィンドウズ運動の要であ
るが、地道な活動の積み重ねを行うことを継続する姿勢に感銘を
受ける。
　竹ノ塚駅周辺におけるごみの増加に対し、庁内各課と連携しパト
ロールや清掃活動などを弾力的に実施していることは高く評価で
きる。竹ノ塚駅の人の動線がいままでと変わったことで新たな対応
が必要なため、さらなる対策を求める。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

視点 くらし 再掲

重点目標
⑥環境負荷が少ないくらしを実
現する

重点項目 循環型社会への転換の促進 記入所属 環境部環境政策課管理係

事業名 №２５　エネルギー対策の推進（温室効果ガス排出削減）
電話番号 03-3880-5935（直通）

E-mail kankyoseisaku@city.adachi.tokyo.jp

事
業
の
概
要

目
的
環境への負荷の少ないクリーンエネルギーの普及促進の加速化を図り、低炭素社会
への転換を推進する 庁内協働

都市建設部建築室：補助制度周知、
案内
地域調整課：補助制度周知、案内
産業政策課：補助制度周知、案内

内
容

太陽光発電システム設置費補助（住宅・事業所・集合住宅）、太陽光発電システム設置費補助
（公益的施設）、太陽熱利用システム設置費補助、集合住宅・事業所等LED照明設置費補助、省
エネ家電製品購入費補助、電気自動車等購入費補助、雨水タンク設置費補助、家庭用燃料電池
システム設置費補助、省エネリフォーム補助、蓄電池・HEMS設置費補助

根拠
法令等

環境基本法、東京都環境基本条例、足立区環境
基本条例、足立区太陽光発電システム設置費補
助金交付要綱、足立区電気自動車等購入費補
助金交付要綱対応する予算事業名 省エネ・創エネ推進事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠） 26 27 28 29 30

① 太陽光発電シス
テム設置助成によ
る導入容量(累計）

kW

足立区太陽光発電システム設置費補助金交付要綱に基づき助
成、設置された発電設備の導入容量（累計）
（目標値＝前年度までの累計実績値＋当該年度補助予定導入
容量）

目標値 13,833 16,118 15,484 15,982 16,462

活
動

実績値 13,718 14,684 15,462 16,120
達成率 99% 91% 100% 101% -

② 電気自動車等
購入費補助件
数

件

足立区電気自動車等購入費補助金交付要綱に基づく助
成件数（累計）
（目標値＝前年度までの累計実績値＋当該年度補助予
定件数）

目標値 - - 50 108 198

活
動

実績値 - - 18 90

達成率 - - 36% 83% -

③
情報発信回数 回

エネルギー対策の推進（温室効果ガス排出削減）に関す
る情報を発信した回数＜媒体＞区ホームページ、あだち
広報、ＳＮＳ（Twitter、Facebook)（目標値＝１か月に１０
回）

目標値 - - 60 60 120

活
動

実績値 - - 47 111

達成率 - - 78% 185% -

④ 太陽光発電シス
テムにより賄え
る世帯の数

世帯
指標①で設置された太陽光発電システムの発電量により賄える世帯数（推計）
（指標①で設置された太陽光発電システムの年間推計発電量÷一般家庭１世帯分
の全国平均年間消費電力）（累計）
（目標値＝①の目標値から算定）

目標値 3,504 3,914 4,247 4,373 4,548

成
果

実績値 3,758 4,023 4,236 4,416

達成率 107% 103% 100% 101% -

⑤ 省エネルギーを
心がけている人
の割合

％

足立区政に関する世論調査で、環境のために心がけて
いることとして、「節電や節水など省エネルギーを心がけ
ている」と回答した人の割合(目標値＝環境基本計画の
目標値（2024年度70％）を踏まえて設定）

目標値 70 70 62 62 62

成
果

実績値 56 55 51 53

達成率 80% 79% 82% 85% -

⑥ 区内自動車の年間
CO2排出量(ｵｰﾙ東

京62特別区の温室
効果ｶﾞｽ排出量)

万ｔ-
CO2

オール東京62市区町村共同事業による足立区のCO２排

出量のうち、自動車部門の年間排出量（数値は前々年
度の実績）（目標値＝足立区の次に多い区を下回り、都
内最多を脱却）　　　【低減目標】

目標値 55 53 51 52 49

成
果

実績値 55.7 54.5 54.0 52.0

達成率 99% 97% 94% 100% -

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）
【指標①】太陽光発電システム設置助成による導入容量は、年々申請件
数が減少、伸び率も鈍化している。発電した電力の買取価格の引き下げ
が影響していると考えられる。そうした状況から目標件数を抑えていた
が、29年度は目標件数を上回る申請があり実績値が目標値を上回った。
【指標②】年間を通し28年度と比較すると飛躍的に申請件数が伸びたもの
の、予定件数には達しなかった。
【指標③】クールビズやウォームビズ、打ち水、節電などの省エネ情報、パ
リ協定の発効に基づく国際的な動き、森林によるCO2吸収など、温室効果

ガス削減に関することをSNS等を活用しわかりやすく発信した。
【指標④】29年度に助成した太陽光発電システムの推定発電量は約
658MWhであり、約180世帯分の年間電力使用量に相当する。また、これ
までに区の補助で設置された太陽光発電システムの年間発電量は
16,120MWhとなり、4,416世帯が使用する電力量を賄えることとなる。
【指標⑤】省エネ意識は、ここ数年ほぼ横ばいであり、目標に届かなかっ
た。震災直後、電力危機を背景に省エネ意識が高まったが、その後、電
力への懸念がなくなり、意識が低下したものと考えられる。
【指標⑥】区内の自動車部門のCO2排出量は減少傾向にあるものの、依

然として都内最多である。その要因は、貨物車の保有台数が都内最多で
あること、世帯当たりの乗用車保有台数が23区中３位（都心区を除くと1
位）であること、交通量が多く渋滞が発生しやすい幹線道路や高速道路
が多いことなどが挙げられる。

26 27 28

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 102,715 102,238

29 30

総事業費(a+b) 153,473 154,392 158,901 159,311 124,818

106,816 106,474 124,818

人件費(b) 50,758 52,154 52,085 52,837 -

常
勤

平均給与 8,450 8,682 8,641 8,781

計 43,940 45,146 44,933

-

人数 5.20 5.20 5.20 5.20 -

45,661 -

非
常
勤

平均給与 3,409 3,504 3,576 3,588 -

人数 2.00 2.00 2.00 2.00 -

計 6,818 7,008 7,152 7,176 -

税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 315 12,228 -

受益者負担金 0 0 0 0 -

① 主な内容 省エネ家電製品補助 金額 35,988 千円

② 主な内容 太陽光発電システム補助 金額 32,937 千円

③ 主な内容 集合住宅・事業所等ＬＥＤ照明補助 金額 18,597 千円

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
　区内のCO2排出量は、３年続けて減少傾向にある。排出

量の約38％を家庭、約24％を業務（商業、オフィス、医療、
福祉施設など）、自動車が約23％を占め、この3部門の排
出削減が重要になっている。単身世帯の増加や大学・病院
の開設など、家庭・業務部門の増加要因がある。自動車に
ついては、CO2排出量が低減されるエコカー等の普及によ

り減少傾向にあるが、貨物車・乗用車とも保有台数が多
い。
　これらの特徴を注視し、区に適した省エネ行動や効率的
な設備・機器への更新、そして再生可能エネルギーの利用
を区民・事業者等と進めていく必要がある。

（短期）第三次足立区環境基本計画に基づき、「エネルギー使用量を減らす」こと
と、「エネルギーをつくる」ことに取り組む。
　前者は、身近な省エネ行動の啓発、高効率な設備機器への更新や、建物の省エ
ネ化の促進、自動車利用の抑制・啓発に加え、電気自動車などのエコカー・電動バ
イクへの買い替え誘導等を進めていく。
　後者は、再生可能エネルギーの中で、区内での利用に最も適した太陽エネル
ギーをさらに拡大するため、太陽光発電・太陽熱利用システムの導入支援を継続し
ていく。
（中長期）効果的なCO2削減を図るため、今後の技術開発や地域の特徴等を考慮

し、先進的な設備機器の導入、エネルギーの効率的利用を目指したまちづくり、太
陽以外の再生可能エネルギーの効果的活用等を検討していく。
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

≪評価結果≫
【庁内評価委員会の評価】

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①④は目標を達成したものの、伸び率は年々鈍化している。電力
買取価格が下がっており厳しい状況にあるが、太陽光発電システム設置
助成の利用を促進し、クリーンエネルギーの普及に努めてもらいたい。
　指標②は目標に達しなかったものの、28年度実績から大幅に増加した。
自動車販売営業所への補助金パンフレット配布といった地道なＰＲが奏
功したものと評価する。
　指標③は目標を大きく超えたが、指標⑤は目標を下回った。省エネ行動
の啓発には時間を要するが、効果的な情報発信に努めてもらいたい。
　指標⑥は目標を達成した。引き続き、エコドライブや公共交通の利用を
促進してCO2排出量を削減できるよう期待する。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　クリーンエネルギーの普及促進と低炭素社会への転換に向けて、
家庭・業務部門や自動車のCO2排出量削減、さらには再生可能エネ

ルギーの利用促進が不可欠である。
　自動車部門のCO2排出量が都内最多の当区において、自動車利用

の抑制や電気自動車などのエコカー・電動バイクへの買い替え誘導
を進めていくとする方向性は妥当である。
　また、区内で現実的に利活用可能な再生可能エネルギーである太
陽エネルギーの拡大を図るとする方向性は理解できる。
　これらの取組みが成果として表れるまでには時間を要する。そのた
め、長期的な視点に立って取り組んでもらいたい。 庁

内
評
価
結
果

全体評価
※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない
反映結果 達成度 方向性

【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　広報や情報発信を通じ、区民が太陽光発電システム助成につい
て知り、指標①を上回る申請があったことは評価できる。区内の
業界団体や量販店との連携の成果もみられた。区民が求めてい
る情報を分析し、適切な情報発信を行うことを期待する。
　また、省エネに関する補助制度について、申請受付件数の拡充
や電動バイク、節水型トイレなどの補助項目を追加するなど、省エ
ネ効果と区民ニーズを踏まえたものへと見直しを図った点は評価
できる。

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

　省エネ・創エネ各種補助金制度については、あだち広報、ＳＮＳ等で区民ニーズに適した積極的な情報発信を行い、関係業界団体や区
内量販店に対しても補助金制度の更なる認知の向上を図る。エネルギー効率の高い設備機器や建築物の省エネ化等への転換をより一
層促進するために、補助金制度を見直していく。また、指標⑥については、指標の変更に向けて検討する。
　今後も職員はもとより区民や事業所等に対し、「第三次環境基本計画」行動指針にある身近な省エネ行動の啓発を各種イベントやHPを
通じ「エネルギー使用量を減らす」取り組みを紹介していく。他にも環境に対する意識が低いという世論調査結果が出ている2～30代の若
年層を意識し、SNS等を活用した情報発信をしていく。太陽光発電、蓄電池、家庭用燃料電池などの「エネルギーをつくる」創エネも引き続
き進めることで多様な手段によるCO2削減を推進する。

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標②、⑤以外は目標を達成できている。
　指標②は、電気自動車等の価格が高水準であることからも、助
成をもっても購入に踏み出せない現状がある。費用対効果や近年
の動向をわかりやすく発信し、周知していくことに期待する。
　指標⑤については、震災や天災により意識の変動がみられる。
時事的な情報をタイムリーに発信し、区民の興味関心を向上さ
せ、意識向上につながることに期待する。
　指標⑥は足立区独自の努力が反映されるのか不明で、評価は
むずかしい。

　再生エネルギーへの転換を促進するためには、継続した情報
発信と費用面での支援が求められ、また、エネルギー使用量を
減らすためには、省エネルギーを実施できる方法（グリーンカー
テン、打ち水）や高効率な機器の必要性、実用性について、引き
続き広報していくことが求められる。
　太陽光発電でまかなえる世帯数が4,416世帯ということで、足
立区全体の世帯数約34万5千世帯と比べると微々たるものであ
る(1.3%)。しかし、CO2削減のためには、他の多くの方策を地道

に継続していく必要がある。

反映結果・反映状況

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
　燃やさないごみの資源化率は約92％と２３区でも
トップクラスの資源化率を維持している。粗大ごみに
ついては、新たに羽毛布団や毛布等の資源化を行っ
たものの、金属類や木材等の資源化量が減少したた
め、資源化率は約36％と前年度の資源化率を下回っ
た。引き続き、地球環境フェア等のイベントで、燃や
すごみに多く含まれている資源になる紙類の分別方
法の周知や、年間を通じてフードドライブを実施し、食
品ロス問題について啓発していくことで、ごみの排出
量全体を抑制しつつ、資源回収量を増やすことで、資
源化率を向上させていく。

 （短期）
　粗大ごみの資源化率40％を達成するため、粗大ごみとして排出される件数の
最も多い布団全般について資源化を行う。 また、「都市鉱山からつくる！みん
なのメダルプロジェクト」に参加、区が回収した携帯電話を活用し、メダルを作
成することをPRすることで、３Ｒを推進していく。
　また、区の収集を利用する事業系ごみは、事業系有料ごみ処理券の未貼付
や処理基準に該当しない事業者について指導を強化していく。
（中・長期）
　ごみの分別方法等の情報について、イベント等を活用し、わかりやすく伝える
ことにより、ごみの排出量全体を抑制し、資源回収量の増加と資源化率の向上
に努めていく。

③ 主な内容 資源ごみ買取市補助金 金額 2,580 千円

② 主な内容 資源回収用消耗品 金額 5,075 千円

0 0 0 -

① 主な内容 資源収集・運搬委託 金額 876,590 千円

-

税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -

受益者負担金 0

3.00 3.00 3.00 3.00 -

計 10,227 10,512 10,728 10,764

65,858 -

非
常
勤

平均給与 3,409 3,504 3,576 3,588 -

人数

-

人数 6.00 6.50 7.00 7.50 -
常
勤

平均給与 8,450 8,682 8,641 8,781

計 50,700 56,433 60,487

895,465 884,927 977,983

人件費(b) 60,927 66,945 71,215 76,622 -

29 30

総事業費(a+b) 920,816 939,192 966,680 961,549 977,983

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）
　足立清掃事務所と連携し、ごみの分別方法等の情報をわかりやすく伝
えることにより、ごみ排出量そのものを抑制し、資源回収量の増加と資源
化率の向上に努める。
【指標①・④】 燃やさないごみの資源化率は９２％（前年度９２％）と２３区
の中でもトップクラスの資源化率である。粗大ごみについては、平成２９年
度より、新たに羽毛布団や毛布等の資源化を行い、２．７７tを資源化し
た。資源化率は３６％（前年度３８％）と粗大ごみ排出量は変わらないもの
の、資源化できる素材が少なく、前年度を下回った。資源回収量及び資源
化率については、ペットボトルの行政回収量を除き、その他の行政回収量
及び集団回収量が減少したことにより、目標値を下回った。また、資源回
収量や資源化率の低下の要因の一つとして、資源持去り行為があるた
め、民間事業者や直営のパトロールを実施し対策を行っている。　繰り返
し収集運搬禁止命令に違反し、資源持去り行為を行う悪質な行為者（車
両を使用し持去り行為を行う者）に対し、区内警察署と連携し取り締まりを
行い、刑事告発を行った。
【指標②・③】　あだち広報や足立区ごみ出しアプリに加え、「紙資源分別
バッグ」や「資源になる紙類大辞典」を活用し、分別することによる経費削
減効果や正しい排出方法を周知したことや、地球環境フェア等のイベント
でフードドライブを活用した食品ロス問題を啓発した効果もあり、区民１人
１日あたりのごみ排出量は、目標値を達成した。

26 27 28

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 859,889 872,247

達成率

実績値

⑥ 目標値

達成率

実績値

⑤ 目標値

達成率 93% 90% 85% 81% -

22.0 22.9 23.5 24.0

成
果

実績値 19.72 19.70 19.49 19.10
④
資源化率 ％

年間ごみ総量のうち資源として選別したものの割合【区全体の資源化進
捗状況を確認するため集団回収分を含む。（行政回収量＋集団回収量
＋燃やさないごみ・粗大ごみ資源化量）÷(家庭ごみ排出量＋資源行政
回収量＋集団回収量)】
※H29年度から羽毛布団・毛布等の資源化を追加

目標値 21.2
達成率 102% 101% 102% 101% -

566.6 555.5 544.1 532.8

成
果

実績値 567.2 561.1 545 539.9
③
区民1人1日あた
りのごみ排出量

g
区民１人１日あたりの家庭ごみ排出量（燃やすごみ・燃やさない
ごみ・粗大ごみ【平成２６年度より第三次足立区一般廃棄物処
理基本計画における目標値を設定】）【低減目標】

目標値 576
達成率 101% 100% 100% 99% -

139,588 136,844 134,099 131,355

成
果

実績値 139,571 138,981 136,736 135,089

②
ごみ処理量 t

区が収集する燃やすごみ・燃やさないごみ・粗大ごみの量（目標
値は前年度実績に基づいた算定式による推計平均日量×作業
日数）【平成２６年度より第三次足立区一般廃棄物処理基本計
画における目標値を設定】【低減目標】

目標値 141,415

30,822

達成率 90% 87% 82% 78% -

36,611 37,753 39,012 39,401 39,741

活
動

実績値 33,106 32,872 31,921

26 27 28 29 30

①
資源回収量 t

年間資源回収量【行政回収＋集団回収＋燃やさないごみ・粗大
ごみ回収からの資源化分】（平成２６年度より第三次足立区一
般廃棄物処理基本計画における目標値を設定）
※H29年度から羽毛布団・毛布等の資源化を追加

目標値

資源化物行政回収事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

目
的
資源化物を効率的に回収するとともに、区民のごみ排出量を削減することにより、資
源化率を向上し、循環型社会の形成を目指す。 庁内協働

足立清掃事務所と連携してごみ
減量施策を実施。

内
容
資源化物(古紙・びん・缶・ペットボトル）の収集・運搬、燃やさないごみ・粗大ごみの資
源化事業の推進 根拠

法令等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃
棄物処理法）、廃棄物の処理及び清掃に
関する法施行令、足立区廃棄物の処理及
び再利用に関する条例・規則対応する予算事業名

重点項目 循環型社会への転換の促進 記入所属
環境部ごみ減量推進課清掃計画係・
資源化推進係

事業名 №２６　ごみの減量・資源化の推進
電話番号 03-3880-5813・03-3880-5027(直通)

E-mail kankyo-gomigen@city.adachi.tokyo.jp

視点 くらし 再掲

重点目標
⑥環境負荷が少ないくらしを実
現する
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　平成30年度より、家庭から排出される粗大ごみの中で排出個数の一番多い布団全般の資源化を行うことで、目標である粗大ごみ資源化
率40％を目指す。また、さらなるごみ減量に向け、3Rの中でもとりわけ重要であるリデュースを推進し、燃やすごみに含まれている資源に
なる紙類や未利用食品を始めとした資源ロスの削減に取り組んでいく。指標①の目標値は、３０年度に策定する第四次足立区一般廃棄物
処理基本計画の中で見直す方向である。/民泊等を利用する訪日外国人のごみの排出指導については、民泊事業者からの周知徹底に
加え、清掃事務所ふれあい指導班によるビラ配布や訪問指導を強化していく。/　区の収集を利用する事業系ごみについては、事業系有
料ごみ処理券の未貼付や処理基準に該当しない事業者については、引き続き、夜間も含めた排出指導を徹底していく。/引き続き、資源
持去り行為撲滅に向け、繰り返し収集運搬禁止命令に違反する者への罰金適用に向け、警察と連携し取り締まりを行っていくとともに、よ
り実効性のある仕組みを検討していく。また、フードドライブの実施、食品ロス量調査など、食品ロス削減に繋がる啓発を実施していく。

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①で資源ごみが年々減少しているということであれば、目標
値も適切に下げる必要があるのではないか。
　指標②、③は、ほぼ目標を達成できている。
　指標①、④は、資源物の減少や持ち去りによる影響がある。引き
続き、ごみの分別や資源化できるものの広報、周知をし続けること
を期待したい。

　「都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクト」への参加
は評価できる。積極的に３Rを推進してほしい。また、オリンピッ
クにより、民泊を利用する訪日外国人のマナー、ルールの徹底
が必要となる。民泊登録事業者や町会・自治会と協力し、ごみ
出しのルールや分別について対応していくことが求められる。
　また、事業系有料ごみ処理券の未貼付や処理基準に該当しな
い業者への指導を強化することについては、評価できる。
　資源物持ち去りは、警察署と連携し対応されている。町会・自
治会とも連携を図り、持ち去り撲滅に向けた努力を継続してほし
い。

反映結果・反映状況

全体評価
反映結果 達成度 方向性

【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　資源化できる素材が少なかったにもかかわらず、布団全般を資
源化したことにより、資源化率は同水準を維持している。燃やさな
いごみの資源化率が、23区内トップクラスであることは高評価であ
る。
　ごみ分別、資源となるものの周知、フードドライブの推進により、
ごみ排出量の減少に繋がることを期待する。 区

民
評
価
結
果

庁
内
評
価
結
果

全体評価
※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない
反映結果 達成度 方向性

【庁内評価委員会の評価】
【目標・成果の達成度への評価】
　指標①④は目標を達成できなかった。ペットボトルの行政回収量
を除く、その他の行政回収量及び集団回収量が減少したことが要
因である。こうした中、平成29年度から新たに羽毛布団や毛布等
の資源化に着手し、粗大ごみの資源化率を高めようとした姿勢は
評価できる。
　指標②はわずかに目標を下回ったが、指標③は目標を達成し
た。低減目標である指標②③は経年でも実績値が減少しており、
引き続き、ごみの分別や食品ロス問題に関する周知・啓発を行
い、区民のごみの排出量削減を目指してもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
  粗大ごみの資源化率40％を達成するために、粗大ごみとして排
出される件数の最も多い布団全般について資源化を行うとする方
向性は効果が見込まれ期待できる。
　また、「都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクト」への
参加は、資源を有効活用する意識を高める良い機会であり、PRを
強化してもらいたい。
　ごみの減量・資源化には、区民一人ひとりの地道なごみの排出
量削減や分別が欠かせない。そのため、引き続き、ごみの分別方
法等に関する情報を様々な場や機会を通じて、区民にわかりやす
く伝えてもらいたい。

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

≪評価結果≫
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H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
　自然環境や生物多様性の保全については、地球温
暖化対策や循環型社会の構築と並び、重要な地球
環境に関する課題である。全ての生物は、様々な環
境に適応して進化してきた多様な生物が個性を持ち
関わりあいを持つことで支えられている。 まずは身近
にどのような自然があり生物がいるのかを認識しな
がら、日常の暮らしが様々な生物とつながっているこ
とを区民に理解してもらうことが重要である。

《短期》
　引き続き、都立公園など区内の身近な自然を活用した自然観察会や友
好都市等の大自然を活用した自然体験ツアーを充実させ、親子参加型をメ
インとした形態で実施していく。また、実施場所や方法等を検討しながら区
民参加型の生きもの調査を行い、自然環境の保護意識を高めていく。
《中・長期》
　第三次足立区環境基本計画の柱の一つである「自然環境・生物多様性
の保全（「ひと」と自然が相互に関わっていることを認識し、多様な生物と共
生できるまちをつくる）」の促進に向けて、様々なプログラム実施の検討をし
ながら効果的な事業展開をしていく。

③ 主な内容 河川魚類等生物調査 金額 1,792 千円

② 主な内容 友好自治体ツアー 金額 1,801 千円

0 0 0 -

① 主な内容 自然体験事業 金額 2,327 千円

-

税
外

収
入

国都負担金・補助金 0 0 0 0 -

受益者負担金 0

0.00 0.00 0.00 0.00 -

計 0 0 0 0

13,172 -

非
常
勤

平均給与 3,409 3,504 3,576 3,588 -

人数

-

人数 0.00 0.00 2.50 1.50 -
常
勤

平均給与 8,450 8,682 8,641 8,781

計 0 0 21,603

6,309 7,145 11,657

人件費(b) 0 0 21,603 13,172 -

29 30

総事業費(a+b) 0 0 27,912 20,317 11,657

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）
　指標①は都立公園など区内の身近な自然を活用した観察会や自然体験
イベントへの参加者数としている。9月に荒川河川敷で実施予定であった「あ
だち自然体験デー」は台風18号の影響により中止となり、目標値を下回っ
た。他に、セミ羽化観察会（東綾瀬公園）、秋の生きもの観察会（舎人公
園）、などを行い、計233人の参加があった。あだち自然体験デーについて
は、26年度はデング熱の影響で中止、28年度は大雨の中での実施であった
ため、参加者が少なかった。
　指標②は友好都市等の大自然を活用した自然体験ツアーの参加者として
いる。29年度は自然大冒険ツアー（長野県山ノ内町）及び雪国体験ツアー
（新潟県魚沼市）を宿泊により実施、鹿沼市では日帰りでの米作り（田植え、
稲刈り、収穫祭の全３日制）、自然ハイキング、椎茸の駒打ちを親子参加型
で実施し、計262人の参加があった。また、友好都市以外でも茨城県下妻市
での国蝶オオムラサキ観察を小学生（45人）のみの参加で実施した。
　指標③及び④については、指標①②の参加者からアンケートをとり、自然
を大切にしようと思う割合が95％、自分たちの暮らしが自然と関わっている
と思う割合が73％であり、目標の100％とはならなかったが、高い達成率と
なった。また、自然体験型事業として動物園から見る生物多様性（上野動物
園で実施）や区内７河川９地点で河川魚類等生物の調査を行った。
　生物多様性に関する情報発信回数の実績は、あだち広報にて13回、HPで
8回、SNS等で16回、チラシ作成・配付を4回実施した。

26 27 28

総
事
業
費
内
訳

事業費(a) 0 0

達成率

実績値

⑥ 目標値

達成率

実績値

⑤ 目標値 .
達成率 - - - 73% -

- - 100 100

成
果

実績値 - - - 73
④ 生物多様性につ
いて理解が深まっ
た人の割合（アン
ケート）

％
指標①②の参加者に実施したアンケートで、わたしたち
の暮らしと自然や生きものとのかかわりについて理解が
深まったと回答した人の割合

目標値 -
達成率 - - 100% 95% -

- 100 100 100

成
果

実績値 - - 100 95
③ 自然を大切にしよ
うと考えた人の割
合（アンケート）

％
指標①②の参加者に実施したアンケートで、自然を大切
にしようと思うと回答した人の割合

目標値 -
達成率 - 91% 96% 110% -

160 280 280 280

活
動

実績値 - 146 269 307
② 友好都市等で行う
自然体験ツアー
の参加者数

人
友好都市等（新潟県魚沼市、長野県山ノ内町、栃木県鹿
沼市等）で行う自然体験ツアーの参加者数

目標値 -

233

達成率 1% 97% 3% 2% -

10,000 10,200 10,100 10,200 10,200

活
動

実績値 144 9,883 324

26 27 28 29 30

① 区内で行う自然体
験・生きものとふ
れあうイベントの
参加者数

人
区内の都立公園（舎人公園、東綾瀬公園）や荒川河川敷
などで行う、自然観察会や自然体験イベントの参加者数

目標値

環境計画推進事業、環境保全普及啓発事業、環境学習事業

指標名 単位 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

目
的
自然体験や生物とのふれあいを通じて、自然や生きものへの関心を高め、多様な生きものの生
息環境を守り育むことの大切さや、人と自然のかかわりについて学ぶきっかけをつくる。 庁内協働

「あだち自然体験デー」をみどり
推進課と共催により実施

内
容

区内の都立公園や荒川河川敷など身近な自然の中で、自然観察会や自然体験イベ
ントを開催する。また、友好都市の大自然の中で、区内では難しい自然体験や生きも
のとふれあうことができるツアーを実施する。 根拠

法令等
環境基本条例、環境基本計画

対応する予算事業名

重点項目 循環型社会への転換の促進 記入所属 環境部環境政策課環境学習係

事業名 №２７　自然環境・生物多様性の理解促進事業
電話番号 03-3880-6263（直通）

E-mail kankyo-gakushu@city.adachi.tokyo.jp

視点 くらし 再掲 まち

重点目標
⑥環境負荷が少ないくらしを実
現する
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

≪評価結果≫
【庁内評価委員会の評価】

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①は目標を大きく下回った。「あだち自然体験デー」が台風の影響
で中止となったことが大きな要因である。
　指標②は目標を達成した。「自然体験ツアー」は申込倍率２～３倍と好
評を得ており、友好自治体の協力のもと、魅力的なプログラムを企画した
結果である。
　指標③は95％と目標に近い結果であったが、指標④は73％であり目標
値を27ポイント下回った。生物多様性に関するプログラムが多い「あだち
自然体験デー」中止が要因の1つと考えられる。他のイベントにおいても
生物多様性について学べるプログラムを盛り込むように検討してほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　区内の身近な自然を活用した、親子参加型のイベントを中心に
事業を展開することにより、環境保全について家族ぐるみで理解
を深めていこうとする方向性は評価できる。
　また、区民参加型の生きもの調査は、生物多様性についての理
解と自然環境の保護意識を高める良い機会である。子どもから大
人までが関心を持って参加できる内容としてほしい。

庁
内
評
価
結
果

全体評価
※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない
反映結果 達成度 方向性

【区民評価委員会の評価】
【反映結果の評価】
　公園が多く、川辺がある区の特徴を活かした、自然や生きものと
のかかわりが持てるプログラムの実践が引き続き行われること
は、区への親しみが増すことにも寄与するものと評価できる。自然
が相手の事業であるため、参加人数が天候に左右されてしまう欠
点を補うことは難しいが、荒天を想定したプログラム（室内プログラ
ムへの変更等）の検討に期待する。
　友好都市への自然体験ツアーは大変好評だが、受け入れ先の
状況を加味すると受け入れ人数の拡大を求めることは難しい。受
け入れ先の友好都市にも利点がみえる企画が望ましい。

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

　30年度の自然体験デーでは、雨天でも実施できるブースを用意し好評であったため（参加者60人）、今後も雨天対策を考慮したプログラ
ムを導入していく。/30年度は新規に区民参加型いきもの調査イベント「足立のいきもの調査隊」を荒川河川敷左岸で実施し、57組159人が
参加。事後に関連のパネル展示を区内4園（生物園、都市農業公園、桑袋ビオトープ公園、荒川ビジターセンター）で行ったところ、イベント
の参加者の約4割が施設にも来場した。31年度は自然観察系イベントを、専門知識を有し区内4園との連携が可能な専門事業者へ一括委
託し、より多くの区民の興味を沸き立たせる事業へと転換を図る。なお、自然体験型事業として河川魚類、野鳥生息調査等も継続する。
　友好都市での自然体験ツアーについては、ツアー実施自体が友好都市にとってＰＲ効果の利点を作り出している。29年度のツアー参加
者がツアーを契機に鹿沼市の「田んぼのオーナー」になった例もある。31年度はひとり親家庭や貧困世帯等を対象に子どものみで参加で
きるツアーを実施する。また、子どもへのアンケートも実施し、意見を集めていく。

【目標・成果の達成度への評価】 【今後の事業の予定、方向性への評価】
　指標①の達成率の増減が激しすぎて、評価しにくい。順延ができ
ないのであれば、荒天などで参加者が少ない場合の「第二」の目
標値を設定しておくような措置をしてもよいのではないか。
　指標②は企画内容や募集周知の効果があって、参加者が多く評
価できる。新たな企画は、受け入れ先に負担の少ない（助けにな
るような）自然体験ツアーの検討をしてはどうだろう。
　指標③、④は、達成率は高いが大人からの回答とのこと。子ども
の感想や意見をあつめてみるのも、参考になると思う。

　今後も人気の企画は、継続して実施していく方向性は評価で
きる。区内の身近な公園での自然観察会や、友好都市での自
然体験ツアーは、親子参加型だけではなく、無理のない内容な
ら高学年児童だけで参加可能な企画も充実させてほしい。区民
参加型の生き物調査（池の水を抜いてみるのもどうか）は、自然
環境の保護意識を高めるきっかけつくりになりそうだ。
　今後の方向性として、区内の関連施設と連携した企画の協議
を進め、区内の自然資産を大いに活用して、自然環境や生物多
様性の理解が深まることを期待する。

反映結果・反映状況
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H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度

Ⅳ　重点プロジェクト事業　事業別評価の反映結果

82



平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

0

-

金額

0

② 生活支援体制整備事業 金額 27,500

千円金額認知症施策推進事業 18,337主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　施策や仕組みの構築に加え、庁内で所管が異なる事業
や、今ある各地域の資源をどう体系的にまとめ示していけ
るかが今後の課題である。
　【指標①】連携を実現するには顔の見える関係づくりか
ら、さらに各職種の視点を理解し合う役割を持つ研修会と
する必要がある。
　【指標②】区内には認知症の診断を受けてない高齢者が
多くいるが、早期の関わりで重症化を遅らせ、地域包括支
援センターや認知症サポート医の訪問で、適切な医療・介
護への結び付けが可能となる。そうした知識や情報を広く
区民へ浸透させていく必要がある。

　30年度中に、「地域包括包括ケアシステム基本指針（ビジョン）」を策定する。これ
に基づき、2025年までに、住み慣れた地域で安心して人生の最期まで暮らせるよ
う、わかりやすい情報提供やコーディネート機能を充実させ、地域特性を活かした
「足立区版地域包括ケアシステム」構築を進める。
　また高齢社会の到来で、医療・介護がどう変化していくのかを区民に示し、理解の
ための広報・PR活動が重要となるため、ビジョン策定とあわせて、こうした考え方を
わかりやすく提示する方法を検討していく。
　具体的には、①地域資源の連携を目的とする研修を見直し、各職種の地域での
役割、特徴を理解する具体的事例検討の充実、②今後増えていく認知症高齢者の
在宅生活支援のため、介護事業者、民生委員等を中心に広く理解を広める仕掛け
を検討、③課題の発見・検証のための地区モデル事業、などを実施していく。

政策経営部、地域のちから推進
部、福祉部、衛生部

根拠
法令等

足立区地域包括ケアシステム推
進会議条例

庁内協働

内
容

①

記入所属 福祉部地域包括ケア推進課事業調整係

事業名

重点目標

電話番号

care-s@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5885（直通）
№２８　地域包括ケアシステムの推進

重点項目

0

- -

-

-

多職種連携研
修会参加者数

0総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

-

④

活
動

-

-

-

- -

人

認知症初期集中
支援相談を受け
て問題解決に繋
がった件数

件

1,094,898

1,063,286

-

1,328,980

90

-

-

29

-

30

6

-

-

-

25

-

90

10

30

-

400

-

26

-

- 112%

446

10

133%

2927 28

--

- 8

12-

-

-

-

-

-

-

400-

-

-

-

-

-

- -

120%

6

- -

-

-

-

-

-

-

- -

-

-

0

8,641

--

0

0

0

8,682

-

-

-

-

3,504

0

0

0

- -

-

-

8,781

0

31,612

3,588

0

1,328,980

-

-

31,6120

成
果

件 -
医療・介護事業所等の関係機関が在宅療養支援
窓口（仮）への相談により、問題の解決に繋がった
件数

実績値

達成率

⑥ -在宅療養支援窓
口（仮）への相談
により解決に繋げ
た件数 -

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　地域包括ケアシステムの推進にあたっては、地域のちから推進部、衛
生部など庁内組織を横断する事業要素が多く、進捗を総合的に表す指標
設定が難しい。このため当面は、システムの柱となる「医療・介護連携」
「認知症施策」「介護予防」事業を指標として設定する（介護予防は別途評
価）。
　足立区では、個々の事業や地域を見れば、システムを構成する資源連
携は機能しているが、システム全体像や相関関係をわかりやすく提示す
る工夫により、区民の理解度が進み、さらなる成果を生むと考える。
　【指標①・④】　多職種連携研修会は、29年度から、区内全域を対象にし
た全体研修に加え、区内５ブロック別研修会を実施したことで参加者の裾
野が広がり、より地域課題や特色に根差した連携強化の取り組みが進ん
だ。なおH30はこの形態を見直し、ブロック会の開催を各地域での自主的
な取り組みとすることを検討しており、目標値からは除外している。
　【指標②・⑤】　認知症初期集中支援事業は、29年度からの新規事業で
あり、既存事業とともに認知症の早期発見に関する仕組みが整った。今
後も広く区民に周知し、認知症になっても住み慣れた地域で安心して在宅
生活ができるよう普及、啓発を行っていく。
　【指標③・⑥】　在宅療養支援窓口（仮）については、30年度の開設予定
のため、31年度から評価を実施する。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

3.60

-

409,244

0

-0

0

0人件費(b)

人数 0

平均給与 8,450

事業費(a)

160%

目標値

26

当該年度における認知症初期集中支援チームが
相談を受け、医療・介護サービスに繋がり、問題が
解決された件数

-

8

5

28

達成率

0

0

0

0

0

-

0

0

00

在宅療養支援窓
口（仮）における
相談件数

認知症初期集中
支援相談件数

多職種連携研
修会開催回数

件

件

活
動

回

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名
地域包括ケアシステム推進事業、認知症高齢者支援事業、在宅医療・介護連携推進事業、認知症施策推
進事業、介護予防・日常生活支援サービス事業、認知症ケア推進事業、生活支援体制整備事業

目
的

当該年度における多職種連携研修会の開催回数＜参
加団体＞医師会、歯科医師会、薬剤師会、介護サービ
ス事業者連絡協議会、地域包括支援センター

実績値

目標値

高齢者等の安心を確保
⑦高齢者障がい者などの生活
のサポート体制を充実する

地域包括ケアシステム推進会議及び各専門部会の運営、医療・介護連携、認知症施
策、介護予防・日常生活支援の推進等

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

重度な介護状態になっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることがで
きるよう、足立区の地域特性をふまえた住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供され
る仕組みを構築する。

当該年度における多職種連携研修会の参加者数

当該年度における認知症初期集中支援の相談を
受けた件数

目標値

目標値

達成率

実績値
在宅療養支援窓口（仮）における相談を受けた件
数

目標値

実績値

達成率

995,009介護予防・日常生活支援ｻｰﾋﾞｽ事業

3,576

くらし 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　目指すべき地域包括ケアシステムの具体的な姿を、住民を含め
た関係者で十分に議論し、共有することが重要である。
　30年度中に「地域包括ケアシステム基本指針（ビジョン）」を策定
し、区の地域特性を活かした「足立区版地域包括ケアシステム」の
構築を進めてもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　目標は全て達成できている。
　指標①は、地域情勢を反映させるため、ブロック開催を実施した
ことは評価できる。しかし、平成30年度以降は開催を自主的なもの
としており、目標より除外している。ブロックにより開催頻度や連携
自体に差がでるおそれがあり、一定の基準や把握はしていく必要
がある。
　指標②は、多職種の関わりにより早期対応が進み、今後拡大し
ていくことを期待したい。現在、システムとしては未成熟なため、改
良を重ね一日も早い適正な運営を願う。

　３０年度に策定される地域包括ケアシステムビジョンを、冊子、概要版、啓発リーフレット等により区民にわかりやすく丁寧に説明し、関係
団体が一丸となって足立区版地域包括ケアシステムの構築を進めていく。特に、評価で指摘のあった多職種連携研修の自主開催化につ
いては、自主的な開催としながらも行政の関わりは必要と認識しており、区がコーディネートしていく予定である。また認知症初期集中支援
については、初期集中支援の充実のみならず、訪問支援事業等と組み合わせ、支援の空白を少なくするように事業を構築していく。
　また医療・介護の連携に向けては、３１年度に予定している梅田地区でのモデル事業を関係諸団体とともに実施し、課題の洗い出しや解
決策の検討を行う中で認識の共有や相互理解を進めていき、他地区への展開を図っていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　医療、介護の連携は、今後の地域包括ケアシステムの要とな
る。しかし、職種間を超え、協力していくためには課題も多い。ま
た、区民において、医療従事者と介護従事者の役割の理解がな
されていない点もみられる。在宅療養は今後増え、多職種連携
は必須となる。医療、介護の連携に向けて、関係者間での認識
の共有、役割の相互理解をすすめてほしい。
　30年度中に「地域包括ケアシステム基本指針（ビジョン）」を策
定するとのことだが、区民にとってはわかりにくい制度、システ
ムでもあると思われるので、ビジョンの周知にも工夫がほしい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　システムの柱となる個々の事業としては、全ての指標で目標値を達
成している。しかしながら、システム構築に向けての全体スケジュール
に遅れがあるなど、総合的には更なる事業展開に期待したい。
　地域包括ケアシステムは高齢者・要介護者だけでなく、全ての地域
住民を対象として、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提
供される地域づくりを目指している。本事業では、こうした幅広い分野
の進捗を管理していくための指標設定となっているがゆえに、どのよ
うなシステムを目指していくのかといった全体像が見えずらくなってし
まっているのは否めない。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　今年度からの新規重点プロジェクト事業であるため、「反映結果
の評価」の記載なし。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

はじめてのらくらく教室

パークで筋トレ 委託料

はつらつ教室

千円

計

0

0

0

0

主な内容

0

受益者負担金

金額

0

一般高齢者及び介護に陥るリスクの高い高齢者を対象に、身近な場所で介護予防に
取り組む機会を提供し、要介護状態になることを予防する。

一般高齢者を対象に運動を行う、パークで筋トレ・ウォーキング事業の開催。及び介
護予防時事業として実施する介護予防教室・はじめてのらくらく教室の開催。

№２９　介護予防事業（パークで筋トレ・ウォーキング教室、はつらつ教
室、はじめてのらくらく教室）

一般介護予防事業

care-s@city.adachi.tokyo.jp

03-3880-5642（直通）03-3880-5826（直通）

地域文化課

スポーツ基本法、介護保険法

庁内協働

根拠
法令等

はつらつ教室実施回数
目標値＝実施予定回数
実績値＝実施回数

はじめてのらくらく教室実施回数
目標値＝実施予定回数
実績値＝実施回数
【28年度から定義変更】

目標値＝総実施回数
実績値＝
①ﾊﾟｰｸで筋ﾄﾚ（区：551回+地域ｸﾗﾌﾞ：101回）＝652回
②ｳｫｰｷﾝｸﾞ教室（区：12回+地域ｸﾗﾌﾞ：1回+民間：20回）＝33回

はじめてのらくらく
教室（二次予防対
象者向け）実施回
数

はつらつ教室（一
次予防対象者向
け）実施回数

パ－クで筋トレ・
ウォーキング総
実施回数

回

回

回

② 金額 10,554

千円金額 9,405主な内容③

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）
　今後、高齢者が増加していく中では、区直営での事業運
営は限界があり、地域での自主運営を活性化させる取り組
みが課題となる。例えば高齢者が継続して参加できる仕組
みとしてステップアップ教室を実施し、その修了者が運営を
担うなど、循環する仕組みの構築など工夫が必要である。
また会場の確保も課題である。
　これらの実施には、高齢者や高齢者を支える人たち、携
わる区職員の意識が、「行政主体」から「協創」へとシフトし
ていかなければならない。その意識の変革こそが一番の課
題と考える。
【過去調書での誤記載について（活動指標・成果指標欄）】
②活動（２８年度実績値）　誤３９２→正３９５

　今後も新規参加者獲得へ向けて、パークで筋トレについては毎年2会場ずつ増や
し、ウォーキング教室については「初心者向けウォーキング教室」を本格的に実施し
ていく。なお、参加者減少への対応として、パークで筋トレについては、新規会場
オープン時を捉えて関係町会・自治会を通じ、地域への情報提供・区広報への掲載
を依頼していく。また、ウォーキング教室については、「初心者向けウォーキング教
室」参加者への既存教室紹介を行っていく。さらに、協創の視点から、民間事業者
主体によるパークで筋トレの実施を推進していく（29年度において１か所実績あり）。
　はつらつ教室及びはじめてのらくらく教室も含め、一般介護予防事業の抜本的な
見直しが必要な時期に来ており、地域包括ケアシステム基本指針（ビジョン）の30年
度の策定に伴い、自主運営の仕組み、情報提供の仕組みなど、介護予防のあり方
をふまえて検討を行っていく。

福祉部地域包括ケア推進課介護予防・生活支援担当

地域のちから推進部スポーツ振興課振興係

はつらつ教室の参加者数
目標値＝利用定員80％
実績値＝参加者実数
※目標値は実績を考慮しH31から定義変更検討予定

人

はじめてのらくらく教室の参加者数
目標値＝らくらく教室対象者の10％
実績値＝参加者実数
【28年度から定義変更】

はじめてのらくらく
教室（二次予防対
象者向け）総参加
者数

人

はつらつ教室（一
次予防対象者向
け）参加者数

人

パークで筋トレ・
ウォーキング総
参加者数

目標値＝総参加者数
実績値＝①ﾊﾟｰｸで筋ﾄﾚ　　　14,525人
             ②ｳｫｰｷﾝｸﾞ教室　　　  712人

500

462

367

495 538

93

①

26

126%

活
動

401

394218

218 431活
動

単位

記入所属

事業名

重点目標

電話番号

E-mail

重点項目 高齢者等の安心を確保
⑦高齢者障がい者などの生活
のサポート体制を充実する

内
容

102,488総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

8,7233,529

1,480

1,030 1,186

成
果

15,000

14,750

11,010

14,144

7,1042,688

98%128%

131%

成
果

実績値

123%

目標値

実績値

達成率

100% 100%

98

5091 98

95,227

99% 90%

15,237
④

活
動

441

15,860

⑤

成
果

-

41,559

461

407

92%

29

-

30

56,591

30

674

-

-

-

421

-

33

-

18,200

-

7,315

2927 28

33

685

98%

104%

431 403

517

33

100%

102%

570

99% 120%

50

100% 100%

395

7,076

8,641

101,508

38,201

125%

115%

638

76,999 63,488

6,948

102%

4.40 4.40

8,781

38,63638,020

115,200

16,910

15,760

37,180

0

41,559

-

-

38,63638,020

4.404.40

0

3,588

人件費(b)

実績値

達成率

⑥

107%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

計 37,180

千円

国都負担金・補助金

　介護予防事業は、高齢者がいつまでも住みなれた地域で生き生きと暮
らすために重要な、地域包括ケアシステムの１つの柱である。区は直営
から地域での自主運営へのシフトを目指しており、区で把握できない、地
域の介護予防事業の広がりをどう評価するかが今後の課題である。
　【指標①・④】パークで筋トレは、当初の目標どおりに、28年度から新た
に6会場増やし全26会場での実施となった。よって、会場数の増に伴い総
実施回数は28年度比で24.9％増（130回増）であったが、総参加者数は28
年度比で3.7％減（561人減）となった。
　ウォーキング教室は、区及び総合型地域クラブの実施分（回数）につい
ては、前年度よりも3回減となったが、29年度途中より試験的に開催した
民間企業主催による「初心者向けウォーキングﾞ教室」により、総実施回数
は28年度比で206％増（17回増）、総参加者数は28年度比で5.6％増（38
人増）となった。
　【指標②・⑤】はつらつ教室は、引き続き人気が高く、実施回数が28年度
比で1.5％増（６回増）、参加者数においては28年度比で４％増（388人増）
となった。
　【指標③・⑥】はじめてのらくらく教室は、28年度に見直しを行い、参加対
象者を未参加者に限定、また対象者を抽出する介護予防チェックリストの
3年毎の実施と連動して計画から回数減とし、28年度比で34％減（17回
減）、参加者についても36％減（231人減）となったが、次のステップ、らくら
く教室を29年度からはすべての地域包括センターで実施拡大した。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

-

-

65,308

133%

人数

平均給与 8,450

00

3,504

38,201

8,682

目標値

26

8,409

28

達成率

8,021

1,370

594

目
的

0

0

-

0

0

0 -

0

-

指標名 指標の定義（算出根拠）

③

②

視点

①

事
業
の
概
要

対応する予算事業名

達成率

目標値

目標値

達成率

実績値

目標値

実績値

事業費(a)

119%

達成率

21,600

3,576

くらし 再掲 ひと

実績値

目標値
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反映結果

【区民評価委員会の評価】

達成度 方向性

「パークで筋トレ」については、会場の増に見合った参加者数の増へ向けて、新規会場での開催時に、周辺町会・自治会への事前周知とと
もに、参加者へアンケートを実施する。また、会場によっては、運動内容のマンネリ化による参加者の減という状況も否めない。よって、各
会場の指導者を集めた『指導者講習会』により、有意義なプログラム事例を共有し実践を促していく。「ウォーキング」については、史跡めぐ
り等コースの設定を工夫することにより十分「ウォーキング」となりうると考える。周知・啓発も含め進めていきたい。また、29年度試験的に
実施し、一定の成果を得られた「初心者向け教室」を30年度より本格実施し、その成果を次年度以降へと反映させていく。さらに、教室受講
者に既存教室を紹介することにより、通年開催教室の参加者確保へと繋げていく。
  はじめてのらくらく教室など一般介護予防事業について、地域包括ケアシステムビジョンの30年度の策定に伴い、31年度実施のモデル事
業の活用や教室参加者へのアンケートの実施等、現場の状況などを確認しながら介護予防のあり方など抜本的な検討を行っていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　「パークで筋トレ」は、会場や実施回数が増えたにもかかわら
ず、参加者が減少した理由の分析を精査したうえで、情報提供
や参加者増への仕組みを工夫してほしい。初めて民間事業者
主体で行う「パークで筋トレ」の実績は、協創の足がかりになる
のではないか。ただ、区職員と自主運営に携わる区民が協創の
理念を互いに理解し前進するためには、もう少し時間がかかり
そうである。
　介護予防事業は区民に浸透しているが、高齢者も変化してき
ている。地域包括ケアシステム基本指針の策定にともない、ちょ
うど事業の見直しの時期でもあるとのこと。時代に合わせた介
護予防のあり方を慎重に検討することを求めたい。

　指標①は増加したが、その成果である④は減少した。会場増に
もかかわらず参加者が減少したのは、マンネリ化があるのだろう
か。
　指標②とその成果である指標⑤は、目標に到達している。人気
があるということはニーズがあるといえるので、要望に合わせた実
施を期待する。
　指標③は計画的に行われた。その成果の指標⑥は減っている。
対象者は増加していると思われるので、成果指標④とともに踏み
込んだ要因分析や対策が必要である。たとえば、指導者や参加者
にアンケートを行うなど、情報収集に努めてもらいたい。

【目標・成果の達成度への評価】

【反映結果の評価】
　「パークで筋トレ」開催時の、のぼり旗や会場一覧のチラシの活
用が取り入れられた。
　男性参加者増加への取組みに意欲を感じるが、具体策がはっき
りしていない。たとえば、ウォーキングに付加価値（史跡めぐりや写
真撮影会を兼ねた公園めぐりなど）をつけるのはどうだろうか。
　行政主体から地元企業や地域の自主的な活動拡大へ向けての
新たな取組みが検討された。

庁
内
評
価
結
果

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①④のパークで筋トレは、新たに６会場増やしたことで実施回
数は増えたが、参加者数は減少した。新規参加者の獲得に向けて、
更なる事業周知に努めてもらいたい。また、試験的に開催した民間企
業主催による「初心者向けウォーキング教室」は、誰もが気軽に行え
るということもあってか、実施回数、参加者数ともに増加しているの
で、参加者のニーズを捉えながら、更なる充実に努めてもらいたい。
　指標②③は、はつらつ教室が目標を達成している一方で、はじめて
のらくらく教室は実施回数、参加者数ともに減少傾向であるが、全て
の地域包括支援センターでの実施へと拡大した方向性は評価でき
る。

【庁内評価委員会の評価】

　介護に至る前段階からの予防を行い、高齢者の健康と暮らしの
向上を目指して、各事業とも参加回数や参加者数の増加に向けた
取組みを継続してもらいたい。
　いずれの事業も、新規参加者の獲得に加え、多くのリピーターを
自主的な活動につなげることが重要であるため、地域包括ケアシ
ステムの構築に合わせて、さらに一般介護予防事業の見直し検討
を深めることを期待する。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

67,600

-

金額

0

② 見守り物品購入費 金額 2,986

千円金額実態調査委託 1,323主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

・調査が困難な団体（１割程度）における調査の継続
実施
・絆のあんしん協力機関との協働促進（事業ＰＲや連
携事業の開催など）
・事業への直接的な関わりは、町会・自治会の役員
など一部の方のみであることによる事業認知度の低
さ（29年度世論調査における事業認知度：28.7％）

【短期】高齢者実態調査については、各町会・自治会における２、３年に一
度の実施を継続していくとともに、調査を実施した団体に対しては、声かけ
や訪問などの自主的な見守り活動（わがまちの孤立ゼロプロジェクト）の取
り組みを促していく。
　また、ポスター・チラシ、バス車内放送等の既存のＰＲを継続していくとと
もに、「絆づくり通信」、「絆のあんしん連絡会」、「絆のあんしん協力員合同
研修会」等を通じて、地域包括支援センターを中心としたネットワークを強
化していく。
【中・長期】孤立ゼロプロジェクトを取り入れた足立区版地域包括ケアシス
テムを構築するため、所管の地域包括ケア推進課や地域包括ケア計画担
当課と連携していく。

高齢者実態調査について福祉管理課、地
域包括支援センターへの事業展開につい
て高齢福祉課、地域包括ケア推進課、地
域包括ケア計画担当課と協働している。

根拠
法令等

足立区孤立ゼロプロジェクト推
進に関する条例、条例施行規則

庁内協働

内
容

①

記入所属
地域のちから推進部
絆づくり担当課
絆づくり事業調整

事業名

重点目標

電話番号

kizunadukuri@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5184（直通）
№３０　孤立ゼロプロジェクト推進事業

重点項目

193,356

- -

-

「わがまちの孤立
ゼロプロジェクト」
実施団体数

185,896総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

実績値

目標値

実績値

達成率

④

成
果

-

-

146% 108%

団体

193,309

122,183

-

127,412

29

30

650

-

-

-

2,000

-

4,000

30

-

70

26

533

- 102%

51

1,700

129%

2927 28

3,600-

475 644

1,9151,387

1,250

111%

79%

500

107%

-

50-

-

-

3,636

101%

-

640 1,100

113%

500

934 1,187

600

128%

770

600

-

69,992

8,641

--

194,149

123,032

70,324

8,682

-

-

3,504

0.00

70,324

8.10

-

8,781

124,157

71,126

3,588

0.00

127,412

-

-

71,12669,992

実績値

達成率

⑥

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

Ⅰ　実態調査に伴う調査方法説明や調査結果報告に加えて、２９年度は
町会・自治会の自主的な見守り活動（わがまちの孤立ゼロプロジェクト）の
打ち合わせや情報共有を行ったことで、地域での説明・報告回数が増え
た（活動指標①）。これにより、町会・自治会、民生・児童委員、地域包括
支援センターや区民事務所が連携し、ネットワークを強化することができ
た。また、２回目以降の実態調査実施の町会・自治会に対しても、従来ど
おり調査結果や支援の必要な方の状況を関係者で共有することで、高齢
者見守りの意識が芽生えている。そういった団体には絆のあんしん協力
機関に登録していただき、自主的な見守り活動（わがまちの孤立ゼロプロ
ジェクト）につなげたことで、目標を上回る活動団体数となった（成果指標
④）。そのうち、居場所活動については、３５団体が実施した。

Ⅱ　地域包括支援センターによる孤立のおそれがある世帯などへの定期
アセスメントにより、地域包括支援センター職員による支援対象者が増加
し実績が伸びた（活動指標②）。また、そういった地域包括支援センターの
丁寧な対応により、「孤立のおそれ」「不在」「不同意」から地域社会や支
援につながった世帯数についても、目標を上回った（成果指標③）。さら
に、「絆のあんしん連絡会」や「絆づくり通信」、「絆のあんしんネットワーク
活動報告事例集」により、事業進捗や絆のあんしん協力員の活動などを
紹介し、見守りネットワークのさらなる強化を図った。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

8.10

-

59,096

0.00 -

-8.10

118,296

67,600人件費(b)

人数 8.00

平均給与 8,450

事業費(a)

目標値

26 28

達成率

58,101

0

56,163

0

0

-

0

57,972

00

孤立状態から地
域社会や支援に
つながった世帯数

見守り、声かけ訪
問などの活動を実
施した件数

地域で事業に関
する説明・報告を
実施した回数

世帯

世帯

活
動

回

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 孤立ゼロプロジェクト推進事業

目
的

各地区町会・自治会連合会、各町会・自治会、絆のあんしん連絡会等に
おける事業概要説明会、実態調査説明会、実態調査結果報告会、アセス
メント結果報告の回数
目標値＝期待値　　　実績値＝説明会等実施回数

実績値

目標値

高齢者等の安心を確保
⑦高齢者障がい者などの生活
のサポート体制を充実する

孤立ゼロプロジェクトに伴う地域包括支援センターへの業務委託及び高齢者実態調
査活動等経費

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

区民がいくつになっても地域で、人のぬくもりのなかで、生きがいをもって地域に参画できる「暮ら
しやすいまち、住み続けたいまち日本一」を目指して、喫緊の課題である孤立対策「孤立ゼロプ
ロジェクト」に取り組む。

高齢者実態調査をきっかけに、声かけや訪問、居場所づくりな
どの自主的な見守り活動を開始した町会・自治会数
目標値＝期待値
実績値＝実施団体数　　　　　　　　　　　　　 　　　　【新規指標】

地域包括支援センターや地域包括支援センターが派遣調整する専門相談協力員（民
生委員）及び絆のあんしん協力員による見守り、声かけ訪問活動を実施した世帯数
目標値＝期待値
実績値＝継続的な見守り、声かけ、寄り添い支援世帯数　【２９年度から定義変更】

目標値

目標値

達成率

実績値

「孤立のおそれ」「不在」「不同意」世帯のうち、地域社会や支援につながった世帯数
（「絆のあんしん協力員の訪問」、「地域包括支援センターによる支援」、「介護保険
サービス開始」、「地域社会とつながった」）
目標値＝期待値

実績値＝地域社会や支援につながった世帯数　　　　　　　　　　　　【新規指標】

目標値

実績値

達成率

112,400寄り添い支援事業委託

3,576

くらし 再掲 行財政
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　各町会・自治会への実態調査を継続するとともに、自主的な見
守り活動である「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」へ促していくな
ど、持続性のある高齢者の見守りの取組みを実施していく方向性
は理解できる。
   また、足立区版地域包括ケアシステムの構築については、孤立
ゼロプロジェクトの取組みの成果が活かされるよう、関係機関と密
な連携を図って取組んでいく方向性も評価する。
　今後も、孤立ゼロプロジェクトの取組みを広く認知してもらうため
の周知や、地域包括支援センターを中心としたネットワークを強化
し、多くの孤立高齢者に対する支援につなげてほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　すべての指標で目標を達成できている。とくに、事業説明、報告
会の件数の増加は高く評価できる。
　町会・自治会を中心に、地域包括支援センターの連携機能が発
揮できており、今後の活動に期待できる。
　町会・自治会が行う居場所づくりや絆のあんしん協力員の増加
は、孤立を防ぐとともに、安心した地域生活へ寄与している。登録
をせず活動されている方や、今後居場所づくりを実施したい方へ
の勧奨を進め、活性化していくことを願う。

　高齢者実態調査を継続し、見守り支援が必要な世帯を関係者で共有することで、引き続き町会・自治会の自主的な見守り活動（わがまち
の孤立ゼロプロジェクト）を促していく。また、今後さらに自主的な見守り活動を広げていくため、既に実施している「わがまちの孤立ゼロプ
ロジェクト」の取り組みを「絆のあんしんネットワーク活動報告事例集」（年１度発行）にまとめ、各町会・自治会等に周知していく。
　高齢者実態調査の対象範囲については、既存の年齢要件のもと転入者や年齢到達者など新たに対象となる方のみとして、町会・自治会
による調査を継続していく。また、７０歳未満の高齢者については、介護予防の予備群や新たな担い手を発掘し、その方々が地域で活動し
生きがいにつながるよう、アプローチ方法を地域包括ケアシステムに関わる所管と検討する。
　「絆のあんしん協力員」の幅広い世代の登録については、大学、企業等での「認知症サポーター養成講座」と連携しながら、活動内容や
必要性を周知し拡大していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　高齢者訪問・声かけなどの自主的見守り活動をたゆまず促す
努力を評価するが、地域包括支援センターより離れてしまう地
域や区民に対し、情報や施策が届きにくい実情がある。また、絆
のあんしん協力員も地域包括支援センターによっては、登録者
数が伸び悩む。さらに登録者の最も多い世代は70歳以上となっ
ており、継続した活動を行う点では課題がある。絆のあんしん協
力員の役割や必要性を広報し、幅広い世代が登録することが望
ましい。区内の高校、大学等への広報や企業、団体への協力要
請の実施を求めたい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　全ての指標において目標に達しており、高く評価する。
　指標①の活動の１つである、町会・自治会への２回目以降の実
態調査から、指標④の成果である「わがまちの孤立ゼロプロジェク
ト」へつないでいる点や、指標②の地域包括支援センターの活動
が指標③の孤立高齢者への支援等の成果に表れているなど、そ
れぞれの活動が確実に成果に結びついている点も評価できる。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　高齢者実態調査は、一回目の調査が100％に達した。さらに、二
回目以降の調査をおこなっている町会・自治会があり、自主的な
見守り活動に繋がっていることは高く評価できる。65歳以上70歳
未満の高齢者が、退職後の地域参加が難しく孤立する可能性が
ある。前期高齢者をサポートしていくためには、孤立の恐れのある
70歳未満の者を対象者とするなど、対象範囲の拡充を検討する必
要があるのではないか。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

くらし 再掲 ひと

実績値

達成率

146,078居場所を兼ねた子どもの学習支援委託料

3,576

達成率

生活保護に至る前の段階の生活困窮者に対し、就労支援その他の自立支援に関する
相談を実施し、自立支援策の強化を図る。

居場所を兼ねた子どもの学習支援への参加者数
目標値=前年度の実績値を基に算出
実績値=学習支援事業参加実績人数

関係所管・機関との連携により庁舎外で実施する出張総合
相談会での相談受付延べ件数
目標値=前年度の実績値を基に算出
実績値=相談実績件数

目標値

目標値

達成率

実績値

就労準備支援施設におけるセミナー、就労体験事業所に
おける就労体験等の参加者数
目標値=前年度の実績値を基に算出
実績値=就労準備支援の支援決定をした実績人数

目標値

多様な支援サービスの提供による区
民生活の安定・自立の推進

⑦高齢者障がい者などの生活
のサポート体制を充実する

生活困窮者からの就労や生活に関する相談に応じ、必要な知識や情報の提供及び助
言を行うとともに、本人の状態に応じた就労準備支援、家計相談支援、学習支援等を実
施する。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 生活困窮者自立支援事業

目
的

生活困窮者自立支援相談窓口（庁内）における相談受付
延べ件数
目標値=前年度の実績値を基に算出
実績値=相談実績件数

実績値

目標値

就労準備支援事
業参加者数

出張総合相談会
受付件数

生活困窮者自立
支援相談受付件
数（窓口分）

件

人

活
動

件

活
動

③

②

94,269

0

0

0

28,704

116,090

28,608

110,521

00

126%

目標値

26

相談の紹介票「つなぐ」シートを利用し、抱えている問題に
ついて的確な相談窓口を紹介され支援を受けた人数
目標値=前年度の実績値を基に算出
実績値=つなぐシート利用実績人数

200

314

250

28

達成率

0

0人件費(b)

人数 0

平均給与 8,450

事業費(a)

6.00

-

138,535

8.00 -

-6.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

指標①：継続相談の増加とともに、電話相談、協力事業者等他機関からの
案内・紹介など新規相談も増加した。また、土日・夜間については273件の
相談があった。初回のアプローチを逃さず根気よく支援につなげる初動対
応を行い、他機関と連携しながら対象者を支援につなげた。
指標②：関係所管・機関・団体等と連携して年5回、延29日実施した。区役
所から遠い地域の10万世帯に各戸配布（ポスティング）を行うなど対象者の
掘り起こしを重視した周知も功を奏し、前年度を上回った。
指標③：初回から就労による自立を意識して就労準備支援に導く相談を重
ね、参加者の増加につなげた。また就労体験事業者数及び業種を増やし
（26社→34社、15業種）、就労に結びつきやすい環境整備を行った。
指標④：北部・中部・東部地域（3拠点、1分室）に加え、新たに西部地域に
拠点、東部地域に1分室を開設して、定員を280人に増やした。当事業を利
用して進学した高校生に対しては、東京都のユースソーシャルワーカーと連
携しながら継続して中途退学予防の支援を行っている。
指標⑤：相談者の状況に配慮しながら複数の複雑な課題解決につながるよ
う適切な支援窓口との情報共有の手段として、必要に応じ「つなぐ」シートを
活用している。内外の関係機関に対し活用方法等の周知・啓発を続け、外
部からのつなぎも増え、連携して支援にあたるケースも出てきた。
指標⑥：ハローワークとの連携による就労80件のほか、長期間のひきこも
り・未就労など社会的自立に向けた準備段階からの支援が必要な相談者
に、セミナーや就労体験等個々の特性に合ったプログラムを提供し、8人が
就労した。学習支援に参加した中学3年生は85人が高校に進学した。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0

成
果

人 133

生活困窮者自立支援相談、就労準備支援、学習支援等の後
に就労（進路）が決定した人数
目標値=前年度の実績値を基に算出
実績値=就労による自立実績人数＋高校進学実績人数

実績値

達成率

⑥ -就労等決定者数
（就労決定・進路
決定者数） 133%

8,781

167,881

81,390

3,588

8.00

276,589

-

-

52,68651,846

67%

-

3,504

6.00

52,092

6.00

- 81%

-

-

80,454

8,641

120-

248,335

81,976

73,116

8,682

176

200

97%

134%

100 100

81

267

- 300

134%

2,000

- 329

2,000

94%

1,878

2,000-

-

-

25060

20

95%

59

148%

38

4030

1,768 2,548

402362

300

121%

88%

26

-

147% 111%

278

300

127%

2927 28

320

30

-

310

-

30

2,700

-

-

-

400

-

250

295,125

213,735

-

276,589

200

173

124%

29

-

④

活
動

140

40

-

- 110%

人

「つなぐ」シート
利用人数

人
⑤

活
動

成
果

実績値

100%

目標値

実績値

-
達成率

199

155,092

- 58

-

-

学習支援事業参
加者数

0総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
福祉部くらしとしごとの相談センター
生活相談係、就労支援担当係、子ど
もの学習支援係

事業名

重点目標

電話番号
kurashi-shigoto@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-6219（直通）
№３１　生活困窮者自立支援事業

重点項目

子どもの貧困対策担当課、福祉部福祉管
理課、足立福祉事務所生活保護指導課、
各福祉課、親子支援課、衛生部こころとか
らだの健康づくり課、産業経済部企業経営
支援課

根拠
法令等

生活困窮者自立支援法

庁内協働

内
容

①

千円

③

　要支援者発見のための通報に関する協定締結事業者に日
本郵便㈱の区内本局3局、特定郵便局65局を加え、ＵＲとも協
定を締結した。今後も、自ら相談できない要支援者発見のた
めに、ネットワークの拡大をさらに進める必要がある。長期ひ
きこもりや依存傾向など当事者に危機感がないため支援の困
難なケースも多く、関係者会議等で方針や役割を確認して支
援にあたることがさらに重要となっている。長期間社会との関
わりがないなどの理由で早期の就労が難しい対象者ごとの個
別の支援メニューの充実に加え、就労・定着という出口までの
支援が必要である。学習支援では、対象となる子どもを支援
につなげるための関係機関との連携、子どもとその家庭に対
する継続的見守りに加え、事業卒業生が社会的に自立するま
で、長期的な視点を持った支援が必要である。

（短期）すでに協定を締結した事業者・団体に加え、要支援者の早期発見・支援につなが
る気づきのネットワークを拡げるため、協力事業者・団体の拡大を図っていく。また、地域
を限定した出前相談を試行的に実施し、支援を必要とする区民の発見を進める。学習支
援は、拠点4箇所の参加者数に応じてブランチ（分室）を増設するとともに、当事業卒業生
が社会的に自立できるよう継続的な支援を行っていく。年齢を問わないひきこもり対策を
開始し、就労体験や無料の職業紹介等のメニューを活用して、就労のマッチングとともに
定着支援を強化する。
（中・長期）区民が日常的に立ち寄る場所へのリーフレット設置等相談窓口の周知の工
夫、通報に関する協定締結事業者拡大による気づきのネットワークの充実を引き続き進
める。就労による自立が見込める相談者は相談の入口から積極的に事業につなぎ、長期
間働いていない、社会との関わりがないなど準備を必要とする対象者には、状況に応じた
個別支援のしくみを構築する。学習支援については、子どもをとりまく環境に包括的に留
意し、将来社会的に自立できるよう長期的な視点で継続支援を行っていく。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 寄り添い支援委託料 金額 39,996

千円金額就労準備支援委託料 19,998主な内容

0

-

金額

21,024

Ⅳ　重点プロジェクト事業　事業別評価の反映結果

89



平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　要支援者を早期発見する取組みとして、相談会のチラシの各戸配
布や協力機関・団体の拡大を図った。協力機関等に通報に関する
ガイドラインを作成し配布したこと、連絡会を行うことは評価できる。
　就労準備支援事業の協力事業者を増やし、無料職業紹介業者を
通じての就労案内など個々の状況に応じた細やかな支援の構築が
進められた。
　学習支援事業は拠点を増設し、高校進学後の継続支援の検討が
された。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　いずれの指標も、目標を達成し、実績値も大きく増えており、取組
みの成果として高く評価する。
　次年度以降の目標値についても、実績を踏まえた設定をしてお
り、評価したい。今後も目標の達成に向けて、引き続き、自立支援
のためのネットワークづくりに向けた取組みを期待する。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①は、土・日や夜間の受付を行い、件数が大幅に伸びた。
　指標②では、チラシの効果的な配布が相談件数に結びついた。
　指標③は、就労体験事業者が増やされ参加者も増加した。
　指標④については、拠点が増やされ、増加した定員をほぼ満たす
参加者となった。
　指標⑤は、相談者増加に比例して、多くの的確な相談窓口につな
ぐ支援が行われた。
　指標⑥は、要支援者に寄り添った柔軟な対応で就労や進学の結
果が出ている。高校進学後の社会的な自立までの支援の必要性を
課題として挙げている。
　すべての指標が目標値を上回り、大いに評価したい。

　要支援者の早期発見・早期支援につながるよう、複数の事業者に関連するような相談事例を共有し、連携して解決に導けるための
会議となるよう、連絡会の回数なども含め検討を進める。また、連携機関・団体の会議や研修会・学習会に積極的に出向き「通報に関
するガイドライン」の説明や、早期発見・早期支援の意義、意識啓発を行っていく。
　学習支援については、各々の家庭状況などにも留意し、卒業時の進路に関する相談支援にも関わっていく。また、学校卒業後に就
職希望ではあるが困難が見込まれる生徒に対する在学中からの就労準備支援や無料の職業紹介の活用などによる就労、就労後の
定着支援を行っていく。平成30年度から区内の高校・大学への訪問を開始し、就職活動の困難が見込まれる生徒に対する就労準備
支援事業の活用を促すために周知・説明を行った。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
（短期）すでに効果があらわれつつある方策を、継続して実施し
ている点を評価したい。今後は、要支援者を早い段階で発見す
るための協力機関・団体の拡充も重要だが、連絡会・勉強会等
の連携のあり方、進め方などの検討も継続してほしい。早期要
支援者を掘り起し支援に結びつくように出張相談会を行うこと、
学習支援は進学後から就労までの支援を継続すること、年齢を
問わない引きこもり対策を開始することも、高く評価できる。

（中・長期）支援者の早期発見と状況に応じた個別支援を、的確
に行う仕組みを構築する方向性は評価できる。学習支援や段階
を踏んでの就労支援が、将来の社会的自立という長期的な視点
に立って行われることを期待する。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　相談件数の増加に伴い個別にケースカンファレンスが必要な困難
事例も増加したが、こうした事案に対して協定事業者とともに安否確
認を行うなど丁寧な対応を行う方向性は、高く評価できる。
　学習支援事業についても、参加者数に応じてブランチ（分室）を増
設するだけでなく、本事業の卒業生が社会的に自立するまでの長
期的な視点に立った事業展開を行っている点を高く評価する。
　今後は、気づきのネットワーク（入口）だけでなく、生活困窮者本人
の就労先や居場所など（出口）を地域に見つけられるようなネット
ワークづくりに向けた取組みにも期待したい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳※内訳上位３位の使途内容・金額

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(平成２９年度事業実施分)

0

-

金額

0

② 消耗品購入費 金額 173

千円金額推進会議委員謝礼 24主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

①区が保有する成人期の健康データは、足立区国民健
康保険の加入者に限られる。
②歯科口腔保健対策については、幼少期の健診結果を
データ化し、分析することで、生育環境への支援が必要
な子どもへの対策など新たな課題が生じた。
③特定健診の受診者については、若年層の受診率が低
いため、これらの年齢層に対する受診勧奨に工夫が必要
である。
④医療費については生活習慣病にかかる費用が上位に
位置している。健診により疾病を予防し、早期発見、早期
治療することが医療費適正化につながる。

①各所管で保有している健康データの一元化を進めるため、システム改修を行う
とともに、他の保険者等と連携して区民全体の健康実態の把握に努める。また、
データヘルス推進会議でデータの活用について検討し、エビデンスに基づいた健
康施策を進めていく。
②歯科口腔保健対策については既存の健診結果を活用するとともに、平成３１
年度からは学校歯科健診結果と突合することで、乳歯のむし歯の状況や未就学
期の取組みが６歳臼歯に与える影響等を分析し、より効果的な対策を実施する。
③特定健診の受診率向上のため、若年層に対する受診勧奨を強化する。また、
簡易血液検査キットによる検査を活用して、特定健診の対象年齢前から健康に
ついての意識を向上させ、特定健診の受診につなげる取り組みを実施する。
④医療費適正化に向けて、特定健診の結果データを活用し、生活習慣病のリス
クを階層化し、リスクに応じた保健指導や医療機関への受診勧奨を実施する。

政策経営部、区民部、福祉部、
教育指導部、学校運営部、子ど
も家庭部

根拠
法令等

足立区データヘルス計画、足立
区糖尿病アクションプラン－歯
科口腔保健対策編－

庁内協働

内
容

①

記入所属
衛生部データヘルス推進課データ
ヘルス推進係・多世代健康データ
連携担当

事業名

重点目標

電話番号

datahealth@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5601（直通）
№３２　データヘルス推進事業

重点項目

0

- -

-

-

６歳臼歯にむし歯
がある児童の割
合（小学３年生）

0総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

-

④

活
動

-

-

- -

％

国民健康保険
の一人あたり療
養諸費

なし

3,954

442

-

608

29

30

22

-

-

-

180

-

55,540

104.0

30

-

9.3

-

26

-

- 95%

10.0

150

100%

2927 28

79,681-

- 22

176-

-

-

-

-

-

-

9.5-

-

-

52,436

66%

-

- -

117%

22

- -

-

-

-

-

-

-

-

0

0

--

0

0

0

0

-

-

-

-

0

0.00

0

0.00

-

8,781

0

3,512

3,588

0.00

608

-

-

3,5120

実績値

達成率

⑥

非
常
勤

人数

0平均給与

0計

0.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

【指標１】平成２７年度から未就学児の歯科健診の結果を取り込んだ結
果、平成２９年度は目標通り２２種の健康データを管理することとなっ
た。平成３０年度はさらに学校定期健診と特定健診及び後期高齢者医
療制度健診の結果を取り込むためのシステム改修を行う。
【指標２】６歳臼歯健康教室は積極的な呼びかけにより、平成２８年度と
比較して小学校で９校、私立保育園で１２園が新たに実施し、目標を達
成した。
【指標３】特定健診の受診者数については、目標を下回った。年々、国
民健康保険の被保険者数が減少していることが一因として考えられる。
目標値については、平成３０年度より新たな６年間の実施計画が始まっ
たため実績に応じて再設定した。
【指標４】６歳臼歯のむし歯については、目標をわずかに達成できなかっ
た。６歳臼歯のむし歯予防については、健康教室等を通じて啓発を進め
てきたが、平成２９年度からはハイリスク者に対するアプローチとして、
モデル校（小学校９校）で永久歯フッ化物塗布事業を開始した。
【指標５】国保一人あたりの療養諸費は、都平均との差が縮まってきて
いるものの、依然平均よりは高い数値である。糖尿病等の生活習慣病
にかかる一人あたりの医療費が都平均と比較して高いことが要因とし
て考えられる。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

0.40

-

0

0.00 -

-0.00

0

0人件費(b)

人数 0.00

平均給与 0

事業費(a)

100%

目標値

26

国民健康保険の一人あたり療養諸費（東京都平均を
100としたときの指数で対比）　【低減目標】

-

103.7

104.0

28

達成率

0

0

0

0

0

-

0

0

00

特定健診を受
診した被保険
者人数

６歳臼歯健康教
室実施数

管理している健
康データの種類

件

人

活
動

種

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 データヘルス推進事業

目
的

保健衛生システムで管理している健診結果等の健康
データの種類 実績値

目標値

自ずと健康になれるくらしの支援
⑧健康寿命の延伸を実現す
る

「特定健診受診率向上の取り組み」「人工透析予防事業」「歯科口腔保健対策に関
する事業」に重点をおき、庁内外の関係所管及び関係機関等と連携して、データに
基づく保健事業を実施する。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

「足立区データヘルス計画」に基づき、国民健康保険課や各所管が保管する健康・医療情報
を活用して、区民の健康実態の分析及び課題抽出を行い、健康寿命の延伸と医療費の適正
化に効果的な保健事業を実施する。

学校歯科健診の結果、小学３年生の６歳臼歯にむし歯
がある児童の割合　【低減目標】

区歯科衛生士による「６歳臼歯健康教室」の、保育園、
幼稚園、こども園、小学校への実施園（校）数

目標値

目標値

達成率

実績値
足立区国民健康保険加入者のうち、４０歳～７４歳で特
定健診を受診した被保険者の人数

目標値

実績値

達成率

245重症化予防通知郵送費

0

くらし 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価

反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　本事業は29年度から開始した新規事業であるが、重点を置く
取組みを設定し、それぞれの課題を分析したうえで、課題に対
応した今後の事業予定・方向性を検討している点は評価でき
る。
　データヘルスの推進が健康寿命の延伸に大きく寄与すると考
えるため、関係所管と連携のうえ、着実に事業を進め、成果に結
びつけてほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①については、多くのデータ収集とシステム構築に期待す
る。
　指標②では、積極的な呼びかけにより目標を大きく上回った。
　指標③は、目標値が高いため厳しい結果となった。若い世代
の受診率が低いなど状況分析がされており、仕事を休まなくても
できる検査の案内など具体策に期待する。
　指標④は、フッ化物塗布効果も待たれるが、口腔ケアの指導
をお願いしたい。
　指標⑤は、本事業の目的となる指標である。健康寿命が延び
たこともあり、期待を寄せる。
　平成30年度から6年間の実施計画が始まるため、今後の動向
を見守っていく。

・若い世代の受診率向上策として、40～50代の未受診者に突然死のリスクを盛り込んだインパクトのある受診勧奨ハガキを送付した。
・口腔ケアの指導については、就学前のむし歯予防対策の強化として、新規に「仕上げみがき動画」や「関係機関向けマニュアル(改定
版)」等を作成し、保護者並びに子ども自身の「歯みがきスキルの向上」の取り組みを開始する。
・自宅でできる簡易血液検査については、39歳の国民健康保険被保険者に勧奨することで、40歳からの特定健診の受診行動につな
げている。平成31年度は対象を18～39歳の区民に拡大し、定員を600名から1500名に増員することで、多くの区民に機会を提供する。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　新規事業であるが、今後の事業の予定が具体的に立てられ
ている。幼児期から高齢者まで、一連の流れでデータ管理、分
析ができるよう、いっそうの調整を図ることが求められる。
　また、健診の受診率向上に向けた努力をすべきだが、他方
で、医療機関を受診する時間の確保や費用を考えると、健康
増進や受診率の向上に向けた啓発だけでは不十分であるとも
いえる。自宅や地域でできる簡便な検査を拡充させ、自身の
健康を見つめる機会を増やすことをしてみてはどうだろうか。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標③以外は、目標を達成または高い達成率を実現してお
り、評価できる。
　指標③については、その要因を分析した結果、目標値を再設
定するとのことであるが、事業の進捗とあわせて各指標のブラッ
シュアップに期待する。
　指標①は、本事業の実施にあたって重要な活動であるため、
データの取り込みに必要なシステム改修を円滑に進めてもらい
たい。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　今年度からの新規重点プロジェクト事業であるため、「反映結
果の評価」の記載なし。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

137,989

-

金額

7,639

② 看護師雇上げ賃金 金額 3,144

千円金額食習慣調査委託 1,132主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c7%以上の区民割合は、年代ごとに見ると50
歳代で急激に高まっている。糖尿病は自覚症状がほとんど
無いまま重症化するため、健診を受ける等早期発見と生活
指導が必要である。健診を担当する所管課と連携し、受診
率向上に努める。／あだちベジタベライフ協力店は、イベン
トの参加等で質は向上しているが、閉店等により減少傾向
にあるため、新規開拓が急務である。／30歳代の推定野
菜摂取量の増加が顕著に現れた要因として、ひと口目は
野菜から等「おいしい給食」の取組みを通じて、子どもがい
る世帯に波及した効果であると考えられるため、今後も学
校等を通じて子どもから保護者へ波及するような取組みを
強化する必要がある。

●重症化予防：収集した健診結果などの健康データを分析し、エビデンスに則った
効果的な対象者や勧奨内容を検討していく。
●子ども・家庭の良い生活習慣の定着 ：29年度子どもの健康・生活実態調査より、
食事を野菜から食べている子どもの割合が約2割であったため、学校等を通じて
「ひと口目は野菜から」に取組み、子どもはもとより保護者へ波及するよう努める。
●野菜を食べやすい環境整備 ： ベジタベライフ協力店の店舗拡大のため、新規開
拓委託を実施し､100店舗の増加を目指す。特に朝から野菜が食べられる「ベジタベ
モーニングメニュー」の店や野菜摂取量の少ない20歳代男性へのアプローチとし
て、ｺﾝﾋﾞﾆやﾌｧﾐﾚｽ、ﾗｰﾒﾝ店など若い世代の利用頻度が高い店舗拡大を図る。併
せて、協働・協創の視点に基づくベジタベライフ協力店や民間企業等との事業展開
とこれまでの地域・学校に対するアプローチに加え、区内中小企業等の職域へも波
及できるよう対策を行う。

政策経営部、広報室、総務部、
区民部、地域のちから推進部、
産業経済部、教育指導部、学校
運営部、子ども家庭部

根拠
法令等

健康増進法、食育基本法、健康あだち２１（第二
次）行動計画、足立区糖尿病対策アクションプラ
ン、「おいしい給食・食育対策編」、あだち食の健
康応援店普及啓発事業実施要綱、あだちベジタ
ベライフ協力店普及啓発事業実施要綱

庁内協働

内
容

①

記入所属
衛生部 こころとからだの健康づくり課健康
づくり係、データヘルス推進課データヘル
ス推進係・健診事業係

事業名

重点目標

電話番号

kenkou@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5433（直通）
№３３　健康あだち21推進事業（糖尿病対策）

重点項目

146,219

220 233

81%

102%

野菜の摂取量

158,211総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

98%

目標値

実績値

4.60
達成率

4.51

④

活
動

45

630

630

- 105%

ｇ/日

ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c7%
以上の割合

％

111,853

20,641

-

21,644

48

49

92%

29

-

30

200

-

-

-

900

-

700

4.40

30

-

250

-

26

233

88% 92%

231

800

77%

2927 28

600630

184 154

839809

700

116%

92%

100

233%

200

250270

624

96%

592

99%

607

- 600

105%

200

325 627

200

110%

220

200

86%

92%

- 224

230

4.77

94,941

8,641

250270

108,598

12,691

133,528

8,682

220

4.40

99%

4.51

3,504

2.18

125,889

14.50

- -

221

315%

8,781

13,657

91,212

3,588

1.56

21,644

-

-

85,61590,471

成
果

人 264

年度ごとの足立区国民健康保険の被保険者のうち、糖
尿病を主病とした透析導入を新規申請した患者数（対前
年比２％の減少を目指す）　【新規指標】 ※H28までは、
他主病を含む透析導入の新規申請数【低減目標】

実績値

達成率

⑥ -糖尿病を主病と
した年間新規透
析導入患者数 85%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

7,943計

2.33

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　当事業の実績として、区民の健康寿命（平成22年との比較）が男性1.1歳、女
性1.3歳延伸し、約2歳あった都平均との差が男性1.5歳、女性1.2歳まで縮小し
た。さらに、29年11月厚生労働省（ｽﾏｰﾄﾗｲﾌﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）主催の「第6回健康寿命
をのばそう！ｱﾜｰﾄﾞ」にて、取組み実績が評価され、厚生労働省健康局長優良
賞（自治体部門）を受賞した。　①糖尿病重症化予防の対象となる特定健診の
受診者でﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c7%以上の未治療者は154人であった。対象者数は前年
度より減少しているが、これは特定健診の受診者が減少していることが一因と
考えられる。本指標における未治療者への受診勧奨等については、保健師の
訪問等により100%実施した。　②29年度のイベントではﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c測定を中
心に実施した。この検査は直前に摂った食事の影響を受けにくく、より正確な
血糖状態を把握できるため、受診者への的確な保健指導と受診勧奨ができ
た。　③あだちベジタベライフ協力店について、閉店により店舗数は減少して
いるが、イベント等への参加やｶﾛﾘｰ表示をする店が増え、質の向上が見られ
た。　④食習慣調査による推定野菜摂取量は、前年と比較して増加し、特に30
歳代男性の増加が顕著であった。また、東京大学「まちと家族の健康調査」結
果では、足立区の小中学生の野菜摂取量は、他都市と比較して増加してい
た。しかし依然として、20歳代男性の摂取量が少ない傾向にある。　⑤ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞ
ﾝA1c7%以上の区民割合は、5.31%（23年度）から4.58%（29年度）まで減少した
（国は5%で横ばい）。引き続き4.4%を目標値とし、糖尿病に関する受診勧奨や
生活指導を行っていく必要がある。　⑥29年度の国保の人工透析導入新規申
請者のうち、50%は糖尿病が主病であった。多額の医療費がかかる人工透析
導入への歯止めには糖尿病対策が必要である。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

9.75

-

5,690

1.25 -

-10.47

12,280

145,931人件費(b)

人数 16.33

平均給与 8,450

事業費(a)

96%

目標値

26

４０歳～７４歳の足立区国民健康保険の特定健診受診
者のうち、ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1cの値が７%以上の人の割合
【低減目標】

4.40

4.58

4.40

28

達成率

2,309

0

5,500

0

5,597

-

4,470

6,343

00

あだちベジタベ
ライフ協力店登
録数

指先穿刺による
ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c測
定受診者数

糖尿病重症化
予防訪問等件
数

人

店

活
動

件

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 糖尿病対策事業、糖尿病予防健診事業

目
的

足立区国民健康保険の特定健診結果においてﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝ
A1c値が7%以上かつ治療に繋がっていない人に、区の保
健師等が受診勧奨のために訪問した件数（受診勧奨通
知の発送や電話連絡を含む）

実績値

目標値

自ずと健康になれるくらしの支援⑧健康寿命の延伸を実現する

「重症化予防」・「子ども・家庭の良い生活習慣の定着」・「野菜を食べやすい環境づく
り」の３施策の基本方針に基づく、庁内関係所管及び地域医療関係団体・民間企業等
との協働による啓発・健康チェック・保健指導等事業

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

「足立区糖尿病対策アクションプラン」に基づき、糖尿病対策に重点を絞った施策を重層的に推
進することにより、区民生活の質の向上と健康寿命の延伸・健康格差の解消を目指す。

食習慣調査（ＢＤＨＱ）を使用した足立区独自調査結果
（最終的な目標値は厚生労働省が推奨する１日の目標
摂取量350ｇ）

各種イベント会場や健診会場等で、指先穿刺によるﾍﾓｸﾞ
ﾛﾋﾞﾝA1c測定を行った延べ人数【新規指標】

目標値

目標値

達成率

実績値

区内の飲食・食品販売店舗のうち、野菜たっぷりメニュー
やベジ・ファーストメニューの提供など「あだちベジタベラ
イフ協力店」として登録した店舗

目標値

実績値

達成率

7,517糖尿病眼科健診委託料

3,576

くらし 再掲 ひと
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　足立区糖尿病対策アクションプランの3つの基本方針に基づき、
引き続き、糖尿病対策に絞った施策を展開していく方向性は適切
である。
　いずれの施策についても、健康データや各種調査結果の分析結
果に基づき、効果的・効率的に事業を実施していく計画であり、こ
の点についても評価できる。
　今後も庁内外を問わず、数多くの主体との協働・協創による、健
康寿命の延伸に向けた取組みに期待する。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　概ね目標は達成され、未達成指標に対しての分析もできてい
る。
　指標①は達成率は低いが、全対象者への訪問活動はなされて
おり、潜在対象者を想定した目標値を掲げる心意気を評価する。
　指標②は検査方法の変化に伴う新規指標ながら、さかのぼって
の実績値を表し、着実に増加している。
　指標③は閉店により減ったが、新規開拓委託がなされた。
　指標④は足踏み状態で結果に表れるのに時間がかかっている
が、年代によっては効果があらわれはじめており、期待が持てる。
　指標⑥は糖尿病重症化対策の新規指標である。人工透析新規
申請の大半の主病が糖尿病との分析がされている。本事業の有
効性が如実に表れる良い指標である。

　重症化予防については、ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c7%以上の区民割合が僅かに増減しながらも減少傾向にあるため、保健師による生活指導や受診勧奨を
継続する。その中で糖尿病は適切な管理により重症化しない疾患であることを伝えていく。さらに、健康データを活用したエビデンスに基づく効果
的な健康施策をデータヘルス推進課と連携し検討する。／子ども・家庭の良い生活習慣の定着については、ひと口目は野菜から等「おいしい給
食」での取組みが保護者の推定野菜摂取量の増加に寄与している傾向がみられた。今後も学校や学童等との事業間連携を通じて、「あだち 食の
スタンダード」の定着と子どもから保護者へ波及する取組みを進める。併せて、望ましい生活習慣をすることで糖尿病は予防できることも啓発す
る。／野菜を食べやすい環境整備については、減少傾向にあるﾍﾞｼﾞﾀﾍﾞﾗｲﾌ協力店の新規開拓委託を継続実施する。特に野菜摂取量の少ない20
歳代男性をターゲットとした飲食店や居酒屋等を開拓し、野菜を摂る習慣の動機付けを図る。／協働・協創の視点から、これまでの地域や学校に
対するアプローチに加えて、区内中小企業等の職域への事業展開を検討し、区民の健康意識の向上を図り、さらなる健康寿命の延伸を目指す。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　3つの柱をはじめ、糖尿病対策アクションプラン冊子で具体的
かつ詳細な計画が立てられている。できることを全て行おうとい
う姿勢が素晴らしい。
　野菜を食べる環境整備は、20代男性をターゲットとして対策を
考え、区内企業等との「協創」へと広がりをみせており評価でき
る。
　結果があらわれるには時間を要する事業であるが、区民の健
康寿命の延伸という目的にむけてまい進してほしい。
　なお、糖尿病は完治しづらい疾患であり、自制心が乏しいため
になるという誤解もある。生活習慣をただし、早期発見・早期対
応で治癒を目指せること、遺伝やホルモン、その他疾病により糖
尿病になりうることを広報し、必要以上の恐怖心を抱かないフォ
ローも大切となる。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標②以外は、目標の達成に至らなかった。
　しかし、指標③④⑤⑥については、いずれも28年度から達成率
が上昇しており、これまでの取組みの成果として評価する。
　指標①についても、実績は減少しているが、未治療者に対する
受診勧奨及び保健指導等を100％実施しており、大変評価でき
る。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　全対象者への重症化予防訪問が引き続き行われた。人工透析
に至った主病分析によると、29年度人工透析導入新規申請者のう
ち50％が糖尿病が主病であったとの結果が出された。
　生活習慣病として大きな問題となっている糖尿病に対し、的確な
アプローチを行った結果、健康寿命の延伸、野菜摂取量の増加な
どの効果が表れている。ベジタベライフ協力店との連携により、若
い世代へと食と健康の大切さが伝達されている。現代社会におけ
る食生活の変化は、若年層へ与える影響が大きくなっており、20、
30代へ生活習慣作りを促すことにより、幼児や学童へも直結して
伝達できる。あだち食のスタンダードを定着させていくために、これ
からの活動に期待する。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

13,520

-

金額

3,504

② 思春期啓発ペン消耗品費 金額 532

千円金額啓発ﾎﾟｽﾀｰ等掲示手数料 261主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　平成29年自殺者数は、平成21年と比べ、足立区33.9％減、都
28.6％減(H28年比)、全国31.6％減(H28年比)(人口動態統計)で
ある。前年度計画作りを進めるうえで分析をしたところ、①区の
自殺者数は減少傾向にあるが、単身の高齢者の自殺者割合
は全国よりも高いこと。②家庭・健康問題を抱えた中高年の女
性も、ここ数年自殺者数が横ばいであること。③若年者の自殺
者割合は全国的にも課題となっており区も同様であることが、
明らかになった。そこで、若年者対策としては、SNSを利用した
事件も発生していることから学校や教育委員会と連携した子ど
も向け自殺予防教育やインターネットからメール等の相談へつ
なぐゲートキーパー事業を推進する必要がある。また、孤立し
た高齢者や中高年女性の自殺者減を目指し、研修受講者を今
までよりも拡げて、ゲートキーパー研修を実施していく。

（短期）　29年度は地域自殺対策強化交付金に係るモデル区市町村計画策定
事業（補助率10/10）を活用して、足立区自殺対策計画を30年3月策定した。今
年度はこの計画を基に事業を進める。孤立した高齢者、中高年女性に対して
は、ゲートキーパー研修受講者を今までより拡大して実施する。また、若年者
対策としてインターネット・ゲートキーパー事業を30年度より実施し、効果につ
いて評価していく。子ども家庭部・教育指導部が進める不登校対策と妊娠早期
からの切れ目のない支援（ＡＳＭＡＰ事業）との連携を推進していく。
（中・長期）　今後も、自殺実態分析から重点的に取り組む層を定め、戦略を立
てて重点的に取り組んでいき、これまで進めてきた自殺対策の都市型モデルを
さらに進化させ、自殺に追い込まれない「生き心地の良い社会」をめざす。

政策経営部、子どもの貧困対策担当部、
広報室、総務部、区民部、地域のちから推
進部、産業経済部、福祉部、教育指導部、
学校運営部、子ども家庭部

根拠
法令等

自殺対策基本法

庁内協働

内
容

①

記入所属
こころとからだの健康づくり課
こころといのち支援係

事業名

重点目標

電話番号

kenkou@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5432(直通)
№３４　こころといのちの相談支援事業

重点項目

22,970

- -

-

91%

「つなぐ」シートの
利用者のうち自死
に至らなかった者
の割合

21,957総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

90%

目標値

実績値

129
達成率

136

④

活
動

20

20

177% 121%

％

足立区自殺者
数（対前年比）

人

25,876

4,726

-

7,977
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-

-

-
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-
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30

-

100

-

26

20

- 100%

100

350

100%

2927 28

2020

24 29

391435

350

124%

96%

20

100%

20

100-

31

130%

22

110%

26

350 350

112%

29

618 425

25

-

49

-

-

101%

134

20,858

8,641

--

22,845

2,102

20,868

8,682

-

122

155%

142

3,504

1.00

17,364

2.00

100%

8,781

1,987

21,150

3,588

1.00

7,977

-

-

17,56217,282

実績値

達成率

⑥

非
常
勤

人数

3,409平均給与

3,409計

1.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　足立区の自殺者数は、ここ数年減少傾向にあることから、今後もＮＰＯ法人
自殺対策支援センターライフリンクと協働し、自殺に至る要因を分析しながら
事業をすすめ、長期にわたる動向を見極めていく。活動指標①当事者支援と
しての総合相談会は5クール29日間の総合相談会を実施し100件のこころの相
談があった。その内自殺念慮者が6人おり、必要に応じて精神科医療機関や
関係機関と連携し支援した。29年度は祝日があったため目標値が30年度と異
なる。活動指標②ゲートキーパー研修は「気づき」のための人材育成として、
職員（三年目の職員の必須研修として実施）や民生・児童委員、関係機関職
員等を対象に3回391人実施した。目標は達成できたが、予定のうち1回は悪
天候のため中止となり、回数人数ともに減少となった。また活動指標③思春期
向け特別授業は22校（5中学校、17小学校）で実施し目標値を上回った。若年
者対策として、区内小中学校の教員向けに研修(2回254人）を実施した。特別
授業(SOSの出し方教育）は、今まで区で率先して取り組んできたが、30年度よ
り都全体で取り組むことになり、内容の作成においても区が貢献を果たした。
成果指標④｢つなぐ」シートは生活困窮者支援担当部署や子どもの貧困対策
担当部署も活用するようになり、支援数314件と多く活用されている。成果指標
⑤区の自殺者数は減少傾向であるが、自殺者数は毎年変動するため、対前
年比を指標にすることで、その年度自体の成果を見ることができるため、29年
度から指標の定義を変更した。今後も孤立した高齢者、家庭・健康問題を抱え
る女性、妊娠期から産後1年までの女性、生きづらさを抱えた10代から20代の
若年者への対策を重点においていく。
※投入資源欄 28年度事業費を修正　2,357→1,987

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

2.00

-

4,669

1.00 -

-2.00

5,028

16,929人件費(b)

人数 1.60

平均給与 8,450

事業費(a)

107%

目標値

26

人口動態統計による足立区自殺者数（対前年比３％の
減少を目指す）【低減目標】
※28年度までの目標値は、H10年度比３割減

135

122

130

28

達成率

1,319

0

5,028

0

3,588

-

3,576

995

00

特別授業の実
施学校数

ゲートキーパー
研修受講者数

雇用・生活・こころ
と法律の総合相
談会保健師による
相談日数

人

校

活
動

日

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 こころといのちの相談支援事業

目
的

年度ごとの雇用・生活・こころと法律の総合相談会にお
ける保健師による相談日数の合計 実績値

目標値

自ずと健康になれるくらしの支援⑧健康寿命の延伸を実現する

(1)「気づき」のための人材育成として、「ゲートキーパー研修」を実施　(2)困っている当
事者に対する支援策として、雇用・生活・こころと法律の総合相談会、自死遺族の会
等の実施　(3)区民への啓発・周知　(4)自殺対策ネットワークづくりと連携の強化

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

都市部に点在している専門相談機関をつなぎ、複数の悩みを抱えている相談者を連
携して支援することで、自殺に追い込まれない社会をつくる。

相談紹介票「つなぐ」シートを利用した者のうち、抱えて
いる問題について適切な相談窓口を紹介され支援を受
けたことで、自死に至らなかった者の割合

年度ごとの初級・中級・上級ゲートキーパー研修受講者
数の合計

目標値

目標値

達成率

実績値

年度ごとの特別授業を実施した足立区及び近隣区の都
立高校、区立小・中学校等の学校数の合計
【30年度から特別授業の実施方法を変更】

目標値

実績値

達成率

793自殺対策計画印刷製本費

3,576

くらし 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　足立区自殺対策計画を基に、重点的に対策を講じるターゲットを
絞り、若年者対策としてインターネットを活用した事業を実施する
など、ターゲットに応じた支援策を展開していく方向性は、評価で
きる。
　今後も「つなぐ」シートを活用し、本事業に関わる全ての関係機
関と綿密に連携した取組みに期待する。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標②のゲートキーパー研修受講者数が減少しているものの、
分析がなされており、他の指標も含め、すべて目標は達成できて
いる。初級講座受講者が中級・上級へステップアップできるよう
に、受講方法を工夫し、受講者数の増加へとつながることを期待
する。
　孤立した高齢者や家庭・健康問題を抱える女性と関わる機会が
多い介護・医療従事者との連携を強化し、適切な機関へ繋げ、自
殺者数が減少することを願う。

  ゲートキーパー研修における受講者数については、介護関係者や医療関係者等への出張ゲートキーパー研修の機会をつくるなどにより
参加者増を目指す。また、ゲートキーパー研修や支援検討会議など、機会をとらえて連携を強化し、自殺者数の減少を図っていく。
　自殺企図者だけでなく、その家族への支援については、つなぐシートの活用やASMAP事業や関連する事業との連携などにより、切れ目
のない支援を実現していく。
　若年層への支援として、インターネットを活用した相談事業を開始した。インターネット・ゲートキーパー事業では、保育園、学校、ASMAP
との連携を要する若年者からの相談が寄せられている。今後事業を進めながら成果について検証していく。
　今後も、２９年度末に策定した自殺対策計画に沿って対策を推進し、関係部署・関係機関との連携を強化していくことで、自殺者数の減
少を図っていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
（短期）年齢、職業、性別などの属性を踏まえ、詳細な状況分
析・原因分析を行っている。自殺を企図する場合、企図者だけで
なく家族全員が問題を抱えていることもある。ASMAP事業や関
連する事業との連携を図り、切れ目ない支援を実現できるように
進めていくことを期待する。新しい試みのインターネットを利用し
た対策は、特に若年者に有効と考えられる。

（中、長期）自殺者の７割が何らかの形で区の相談に訪れてい
るという事実を踏まえ、「自殺は防げる」という認識が庁内で共
有されている。ゲートキーパー研修の拡大、つなぐシートの活用
など、全庁をあげた取り組みを高く評価する。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　全ての指標で目標を達成しており、大変評価できる。
　特に指標⑤の足立区自殺者数については、複数年に渡って減
少傾向を維持しており、これまでの地道な取組みの成果といえる。
　こうした取組みが、都を巻き込んだ事業に発展していることも、評
価できる。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　ゲートキーパー研修を一定の職員や役職に義務付け、初級講座
受講者が増加しており評価できる。つなぐシートの活用事例や範
囲が拡大しており、若年層から高齢者まで支援者の増大に繋がっ
ている。年代別だけでなく、自殺が起こりうるケースを分析し、対応
できている点も評価できる。
　PC、スマホで特定ワードを検索すると、相談窓口がわかる取組
みは、高く評価できる。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

30,843

-

金額

3,679

② 総合防災訓練会場設営委託 金額 4,844

千円金額地域防災計画修正委託 4,676主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

・業務継続計画は、29年度に震災編を見直し、水害
  編は更なる検討を要したため、30年度での策定と
  した。
・区民消火隊や区民レスキュー隊などの防災区民組
  織やマンション管理組合など、各地域での防災訓練
　を推進し、「共助」の力を向上する必要がある。
・地区防災計画は、2024年度までに100団体策定の
  中間目標に向けて、地域危険度が高い地域から優
　先して策定支援を進めていく。
・女性防災士の更なる増のため、本部長等への推薦
　依頼のほか訓練会議の場を活用し働きかける。

・町会、自治会未加入世帯や防災訓練に参加が少ない若年層等を更に訓
　練に取り込むため、まずは避難所運営訓練のHPの見せ方を工夫（訓練
　メニューや訓練風景写真を掲載、検索方法を変更）していく。
・地区防災計画は、策定を進めるとともに、既策定分（27年度に策定した2
　団体）の見直し検討及び計画に基づいた訓練の実施を行う。
・防災士の資格取得助成は、30年度から助成人数を拡充（20人→25人）
　した。また、資格を取得した方のアフターフォローとして、スキルアップ研
　修会の実施に新たに取り組む。
・様々な状況下での避難所運営を想定し、避難所運営会議に夜間時間帯
　での訓練を呼びかけている。区の支援体制を整備し、まずは1校モデル
　ケース的に実施する。

各部：総合防災訓練、水防訓練
の実施

根拠
法令等

災害対策基本法、足立区基本計
画、足立区災害対策条例、足立
区地域防災計画

庁内協働

内
容

①

記入所属 危機管理部災害対策課災害対策係

事業名

重点目標

電話番号

saitai@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5836（直通）
№３５　防災力向上事業（防災訓練・防災計画）

重点項目

66,842

67,169 71,483

87%

-

防災訓練参加
者数

53,726総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

-

④

成
果

10

-

85

- -

人

防災訓練実施
回数

回

42,994

29,543

-

43,511

10

10

100%

29

-

30

270

-

-

-

185

-

75

510

30

-

140,000

-

26

223

106% 98%

136,924

170

117%

2927 28

--

263 316

169150

-

-

125%

210

106%

-

140,00077,000

81

-

79

-

79

- -

99%

270

- -

210

113%

238

210

93%

171%

2 5

2

563

36,850

8,641

132,00077,000

66,876

29,911

36,931

8,682

139,955

-

-

-

3,504

1.05

33,252

3.83

- 100%

-

-

8,781

30,026

40,685

3,588

1.55

43,511

-

-

35,12433,095

成
果

地区 7
地区防災計画策定数
実績値：策定数 実績値

達成率

⑥ -
地区防災計画
策定数

140%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

3,750計

1.10

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

指標①：達成できた。それぞれの訓練実施に伴って会議を行い、実践的
　 な訓練実施に繋がった。特に避難所運営訓練では、事前会議や振り
　 返りも含め地域住民と綿密な会議を行った。
指標②：概ね達成できた。『足立区地域防災計画』の29年度修正及び地
　 区防災計画の策定支援に伴い、地域住民及び関係機関、庁内にて会
　 議を行った。
指標③：30年度より新規指標として追加した。29年度末で214名（うち女性
　 27名）の防災士資格取得を助成し、女性防災士がいる避難所運営組織
　 は107組織のうち22組織である。
指標④、⑤：目標を達成できなかった。週末に台風が接近したことによる
　 避難所運営訓練の中止、総合防災訓練の規模縮小等による。また、
　 地域での防災訓練回数が28年度に比べて減少したことも要因である。
　 しかし、29年度は新たに拘置所矯正展で啓発活動を行い、啓発活動
   の場を更に広げた。
　 避難所運営訓練では、107組織のうち72校（74組織）が訓練を行った。
　 本部員のみによる訓練や講演会、近隣避難所との合同訓練など訓練
　 形式も各避難所運営会議に提案しながら訓練を支援したことにより、
　 過去4年間での訓練実施率は約95％となった。
指標⑥：達成できた。29年度は、地域危険度が高い地域を中心に、10地
　 区（町会・自治会）での策定を支援した。これにより、29年度末で「地区
　 防災計画」策定団体は計19地区に達した。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

4.00

-

0

1.05 -

-3.83

19,304

34,422人件費(b)

人数 3.65

平均給与 8,450

事業費(a)

89%

目標値

26

総合防災訓練・水防訓練・地域訓練（イベントや大学、商
業施設等での普及啓発及び訓練を含む）・ｼｪｲｸｱｳﾄ訓練
実績値：訓練実施回数

330

508

570

28

達成率

0

0

0

0

5,561

-

3,755

0

00

女性防災士が未
配置の避難所運
営会議の割合

地域防災計画の修
正及び地区防災計
画の策定に係る調
整会議回数

防災訓練参加
関係機関調整
会議回数

回

％

活
動

回

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 防災会議運営事務、防災訓練実施事業

目
的

総合防災訓練・水防訓練・地域訓練・シェイクアウト訓練
参加関係機関との会議回数（説明・検討・調整会議等を
含む）
実績値：実施回数

実績値

目標値

防災対策の強化⑨災害に強いまちをつくる

総合防災訓練、水防訓練、地震体験車・煙体験訓練、避難所運営訓練、避難所運営
会議の支援、防災士資格取得に係る補助
足立区地域防災計画の修正、地区防災計画策定支援、足立区防災会議運営

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

区民と防災関係機関とともに防災訓練を実施し、応急対応力の習熟と強化を図る。
「足立区地域防災計画」の修正を行うとともに、「地区防災計画」の策定を支援する。

総合防災訓練・水防訓練・地域訓練（イベントや大学、商
業施設等での普及啓発及び訓練を含む）・ｼｪｲｸｱｳﾄ訓練
参加者数
実績値：防災訓練参加者数

地域防災計画の修正及び地区防災計画の策定に伴う防
災関係機関や町会・自治会との会議回数
実績値：実施回数

目標値

目標値

達成率

実績値
女性防災士が配置されていない避難所運営会議の割合
【新規指標】【低減目標】

目標値

実績値

達成率

5,908地区防災計画策定委託

3,576

まち 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　避難所運営訓練を支援し充実させる方向性は正しい。さらに、町
会・自治会に加入していない区民への働きかけにも注力してもら
いたい。
　また、近年、関心の高まっている大規模水害対策についての取
組みも進めてほしい。
　地震や浸水など全国いずれかの地域で被害が発生するたび
に、様々な課題が見つかり「これで完璧」という対策はない。これま
で以上にきめ細かく精力的な取組みに期待する。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　活動指標①は目標値を上回り、避難所運営訓練に向け、事前事後
に綿密な会議を行ったことは評価でき、達成率に表れている。
　指標②もほぼ目標を達成した。
　指標③が新設されたことについては評価できる。来年度に向けて、
成果を上げることを期待する。
　指標⑤は、台風の影響もあり、目標を達成できなかったのは残念で
ある。しかし、毎年大きな災害に見舞われている状況で、地域での防
災訓練が減少したことは課題である。その対策の一環として区民消火
隊や区民レスキュー隊など防災区民組織、マンション管理組合等の
防災訓練の推進は具現化を願いたい。これにより区民評価委員会が
提示した町会・自治会に属さない区民への防災訓練参加も可能にな
ると考える。
　指標⑥ついては、今後とも、地域危険度が高い地域を優先して、計
画策定実績を着実に積み重ね、2024年度までに100地区の策定を目
指してほしい。

《町会等に属さない区民への啓発》これまでの啓発に加えて、30年度新たに「くらしフェスタ」や「わんフェス」に出展し、防災普及啓発を行った。今
後も、多くの世代が集まるイベントや商業施設等に積極的に出展し、普及啓発と訓練参加を図っていく。《防災士資格取得助成》まずは、全ての避
難所運営会議に防災士を配置できるよう、未配置校へ働きかけを行う。また、31年度は、女性防災士について、新たに5校へ配置（未配置率75％
→70％）できるよう、各避難所運営会議への働きかけを、これまでよりもきめ細かく行っていく。《ＨＰの見せ方》30年度より、ＨＰの項目を整理し、防
災のトップページに避難所運営訓練情報を掲載し、より多くの方々の目に留まるよう工夫した。掲載内容は、訓練内容や開始時間、一般参加の可
否等を掲載するよう一新した。《避難所宿泊訓練》30年9月に、避難所運営会議主催で避難所宿泊訓練を実施した（1校）。本事例をモデルケース
として、各避難所運営会議にも周知を図り、これまでの避難所開設・運営訓練と同様に、宿泊訓練（夜間訓練）の実施を働きかけていく。《防災訓
練推進の具現化》区民消火隊や区民レスキュ－隊について、個別の訪問調査により日頃の訓練・活動を働きかけていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　今後の防災については、既存の区民消火隊や区民レスキューな
どの防災区民組織などに、より防災を働きかけることを期待する。
　また、避難所運営会議等での女性防災士の活躍を期待し、地域
への防災意識の啓発を期待する。
　今後の予定として、町会・自治会未加入世帯や若年層の防災訓
練の取り込み対策として避難所運営訓練のＨＰの見せ方を工夫し
ていくことは一つの方策と考える。若年層の取り込みとしては、各学
校での避難所運営訓練に低学年保護者への参加を呼びかけること
でも可能となると考える。
　最近の災害を見ても、大阪の北部地震や西日本豪雨災害等、大
災害が毎年各地で頻発している中で、夜間の避難所運営訓練を1
校モデルケースでの実施というのは、現状に即しているとはいえな
いと考える。避難所宿泊訓練推進への対策を希望する。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標④⑤は目標を達成できなかったが、地域の実状に合わせ
て、何らかの形で毎年継続的に訓練が実施できるように支援する
取組みは評価できる。
　訓練の実施回数や参加人数も大切だが、今後は、訓練に参加し
た方の意識や行動がどのように変わったのかを測る指標の設定
を検討してほしい。
　新設された指標③の女性防災士の配置が進むことに期待する。
女性ならではの視点による改善事例があれば区民に周知してもら
いたい。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　前年度、区民評価として団体や町会・自治会に属さない区民へ
の防災訓練参加への啓発、取組みを強める必要があると指摘し
たが、これについては取組みが十分であるとはいえないのではな
いか。
　今年度から避難所運営会議に女性防災士の配置を成果指標③
に掲げたことは、評価できる。現在21％配置されているが、早期に
100％を目指す上で、次年度の未配置目標値75％は、4％しか改
善されないため、目標としては低いのではないか。
　その他の指標は前年度から引き継いでいるもので、実績を踏ま
えた目標値を設定し、適切。
　成果指標⑤は、28年度の実績が563回と多かったので、これを受
け、目標値を330から570に引き上げたが、やや高めだったため、
達成率が89％止まりとなった。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

158,860

-

金額

7,008

② 負担金補助及び交付金 金額 210,675

千円金額委託料 60,046主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

【密集事業】指標④の不燃領域率については、着実に
上昇しているものの目標には達していない。今後、確実
な成果を上げるためには、地域住民の理解を得て事業
を推進していくとともに、不燃化特区の制度活用など、
重層的に取組む必要がある。
【不燃化促進事業】街路事業の進捗状況に事業成果が
影響を受けることは否めないが、集中的かつ効果的な
PR活動を行い、対象区民の理解を促す必要がある。
【細街路整備事業】細街路整備の需要は高い。書類・手
続きなどの簡素化を図り、実績の向上を実現する必要
がある。

【密集事業】(短期)千住西地区では、特に防災生活道路沿道の住民の理解が得られるよ
うに個別訪問や沿道部会を実施し、事業の早期導入を図る。また、平成30年8月から足
立区中南部一帯地区不燃化特区で老朽建築物除却助成の要件を拡充する。（中・長
期）不燃化特区内での2020年度末の不燃領域率70％達成を目指し、積極的に制度周知
を行うとともに、対象区民の建替え等に関わる問題を解決し、不燃化建替え等に繋げて
いく。
【不燃化促進事業】（短期）対象区民に対し制度周知を積極的に行うとともに、建替え相
談会や各戸訪問の実施により、建替え意欲の向上に努める。（中・長期）道路整備ととも
に、延焼火災を防止し避難路の確保を図る延焼遮断帯形成のため、事業を推進する。
【細街路整備事業】（短期）申請手続き上の簡略化など、土地家屋調査士会と協議し、秋
頃を目途に課題を整理する。（中・長期）各課との連携を図り、防災まちづくり事業として
の相乗効果が発揮されるよう、国及び東京都の制度を活用しながら事業展開する。

道路管理課、工事課、みどり推進課、
街路橋りょう課

根拠
法令等

密集市街地における防災街区の整備の
促進に関する法律、足立区不燃建築物促
進助成条例、社会資本整備総合交付金
要綱等、足立区細街路整備条例、施行規
則

庁内協働

内
容

①

記入所属
都市建設部市街地整備室
密集地域整備課事業調整係
都市建設部建築室
開発指導課細街路係

事業名

重点目標

電話番号
missyu-seibi@city.adchi.tokyo.jp

kaihatu-shido@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5463（直通）

03-3880-5286（直通）№３６　防災まちづくり事業の推進（密集市街地整備・不燃化促進・細
街路整備）

重点項目

793,431

51.0 51.7

99%

108%

【密集】事業実
施地区の平均
不燃領域率

808,671総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

99%

目標値

実績値

49.6
達成率

54.3

④

活
動

1,600

9

3

33% 150%

％

【不燃化】事業
実施地区の平
均不燃化率

％

780,210

568,951

-

1,161,010

1,600

1,312

82%

29

-

30

55

-

-

-

164

-

8

56.0

30

-

55.5

-

26

-

100% 99%

54.0

13

115%

2927 28

79

- 62

705

6

83%

-

-

-

9

54.852.5

6

33%

14

200%

3

12 6

538%

54

4 9

-

-

-

-

98%

94%

2,400 2,400

1,816

52.3

203,869

8,641

53.251.3

641,017

613,651

179,780

8,682

53.3

55

67%

53.7

3,504

2.00

172,772

19.90

78% 76%

2,332

33%

8,781

437,148

211,259

3,588

1.00

1,161,010

-

-

207,671195,287

成
果

ｍ 1,103
単年度ごとの整備目標と整備実績
目標値≧前年度の整備距離
実績値＝当該年度の整備距離

実績値

達成率

⑥ 3,000【細街路】細街
路整備距離（年
度ごと） 46%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

10,909計

3.20

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

【密集事業】指標①：地域への事業説明は、足立四丁目地区3回（目標3回）、西新井駅西口周
辺地区6回（目標6回）、千住仲町地区12回（目標12回）、千住西地区12回（目標12回）、不燃化
特区29回（目標21回）と目標値を上回った。増加理由は、柳原地区地区防災計画ワークショッ
プ等に参加して事業説明を積極的に実施したため。※事業説明については協議会以外でも実
施しているため、30年度から新たな指標とした。
指標②：老朽住宅の除却棟数は、西新井駅西口周辺地区1棟（目標3棟）、千住仲町地区1棟
（目標3棟）、不燃化特区2地区68棟（目標7棟）で目標値を大きく上回った。増加理由は、29年度
から不燃化特区による棟数を加えたことと、平成29年5月から足立区中南部一帯地区不燃化特
区内で助成制度を導入したため。
指標④：不燃領域率は、目標をやや下回ったが、足立四丁目地区55.3％（+0.5）、西新井駅西口
周辺地区52.6％（+0.8）、千住仲町地区57.3％（+0.9）と、各地区とも着実に上昇している。
【不燃化促進事業】指標③：実績14件（目標7棟）と目標を大きく上回った。増加理由は、街路事
業の進捗によりインフラが整備され、耐火建築物等への建替えが進んだため。※地区内の建
築には助成対象外の建物も含まれ、建築件数は都市計画道路整備の進捗状況に応じて大きく
変動する。事業評価をより明確にするために、30年度目標値から過去5年間の助成実績から算
出する設定へと変更した。
指標⑤：目標値を達成できなかったが、5地区の平成28年度における増加率0.5％（52.3-51.8）と
比較すると、1.8％と大きく増加している。増加理由は、街路事業の進捗によりインフラが整備さ
れ、耐火建築物等への建替えが進んだため。
【細街路整備事業】指標⑥：整備１件あたりの施工距離の減少や申請件数が目標を下回り達成
率は82％となった。区の直接施工化にともない、申請代行者の書類作成や現場調整等の負担
が増大したため申請が伸び悩み、目標の達成には至らなかった。しかし、件数及び整備延長共
に前年実績を上回っており、近年の減少傾向に歯止めをかけることはできた。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

23.65

-

214,103

2.40 -

-22.60

638,902

169,769人件費(b)

人数 18.80

平均給与 8,450

事業費(a)

97%

目標値

26

目標値＝延焼遮断帯として機能する不燃化率６０％を目
指した５地区平均の目標不燃化率
実績値＝５地区平均不燃化率
【28年度から定義変更】

55.5

54.1

55.5

28

達成率

227,340

0

218,999

0

3,588

-

8,582

203,921

00

【不燃化】建築
件数に対する助
成件数

【密集】老朽住
宅等、除却棟数

地域住民等へ
の事業説明回
数

棟

件

活
動

回

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 密集市街地整備事業、不燃化促進事業、細街路整備事業

目
的

協議会や地縁団体、事業関連団体等に対する事業説明
回数
目標値＝予定回数
実績値＝実施回数　　【新規指標】

実績値

目標値

防災対策の強化⑨災害に強いまちをつくる

①密集事業地区内（3地区）老朽住宅の除却②密集事業地区内（3地区）道路、公園等
の公共施設整備③不燃化特区老朽建築物除却助成等による支援④不燃化促進区域
（5地区）不燃建築物助成等による支援⑤細街路対象路線の拡幅工事及び測量等の
費用助成

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

密集市街地において、細街路整備事業による避難路の整備、不燃化促進事業による延焼遮断
帯形成の促進、密集市街地整備事業による公共施設の整備や老朽建築物の除却等を行い、防
災性の向上と住環境の改善を図る。

目標値＝市街地の焼失率が０に近づく不燃領域率６０％
を目指した３地区平均目標値（※原則、前年度実績値
+1.5％）
実績値＝３地区平均不燃領域率

目標値＝密集事業による当該年度の予定除却数
実績値＝密集事業による除却の実績棟数
【29年度から定義変更】

目標値

目標値

達成率

実績値

目標値＝過去の助成実績から設定した件数
実績値＝助成件数
【30年度から定義変更】

目標値

実績値

達成率

257,630工事請負費

3,576

まち 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

  防災まちづくりに向けた各事業の方向性は適切である。地元住
民の理解と協力が不可欠な事業であるため、制度周知を積極的
に行ってもらうとともに、ポスティングや個別訪問の実施など、事業
に合わせて効果的な方法で進めてもらいたい。
　30年8月より、中南部一帯地区不燃化特区での老朽建築物除却
助成の要件拡充に向け、実施の効果が得られるようPRを充分に
行い、不燃化特区内での不燃領域率70％の実現を図ってもらいた
い。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①の達成率が１００％を上回ったことは、相当綿密な準備を要する
説明会に対して非常に積極的な取組みであると評価できる。
  指標②については、計測範囲を拡大したことの結果ではあるものの、著
しく増加しており評価できる。併せて、指標④も堅調に推移しており評価で
きる。助成制度導入の効果が表れていることが見て取れるので、これから
も効果の高い施策の導入を検討しながら、まずは不燃領域率60％、さら
には2020年度末までの70％を目指して事業を進めてほしい。
  指標③も計測方法の変更により、非常に高い結果が出ているものの、
街路事業の進捗に合わせ、着実に不燃化が進んだということで、おおむ
ね評価できる。今後とも、毎年の目標を達成できるようより一層がんばっ
てほしい。
 指標⑤については、目標をおおむね達成できたものの、目標年度までに
不燃化率を６０％を達成するについては、今後とも精力的な取組みが必
要である。
　指標⑥については、昨年度からは増加に転じ、「近年の減少傾向に歯
止めがかかった」という成果分析をそのまま受け止めたい。

【密集事業】事業の必要性などが理解されやすいまちづくりニュースの各戸配布による事業地区全体への周知、防災生活道路拡幅整備
対象箇所権利者への職員による戸別訪問での建替え等の意向把握を積極的に行うことで、地区内の不燃領域率を向上させる。
【密集事業（不燃化特区）・不燃化促進】助成内容が一目でわかる周知チラシの作成に努め、チラシの各戸配布やあだち広報、区HP等に
よる積極的な周知、各戸訪問や解体・建替え相談会による対面相談を強化し、地区内の不燃領域率や不燃化率を向上させる。
【細街路整備事業】平成29年度は、職員の窓口での丁寧な説明を実施することにより、前年度までの事業実績の減少に歯止めをかけられ
たが、引き続き、申請手続きの重複化を見直し、平成31年4月から実施することにより整備距離の延伸及び事業コストの低減を図る。ま
た、パンフレット作成時に、誰にでもわかりやすい工夫をするなどの手法で、住民への周知や説明に活用していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　各事業とも、短期の予定、中・長期の方向性ともに適切。住民
の理解を得るための活動をさらに推進し、事業を確実に進めて
いってほしい。
　細街路整備について、昨年度、区の直接施工に切り替えたこ
とが、むしろ達成率を引き下げることとなったことに警鐘を鳴らし
たが、細街路事業の申請手続きの早急な簡略化に期待する。
それによって、整備距離のさらなる延伸と事業コストの低減を実
現させてほしい。
　また、細街路事業の住民への周知や説明を積極的に行ってほ
しい。ぱっと見て内容に興味をひかれるようなパンフレットなどを
工夫してほしい。
　各事業とも、今後は、さらにそれぞれの事業の連携ということ
の意味を踏まえ、足立区独自の防災まちづくりに進化させて
いってほしい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　①②③の活動指標がいずれも目標を達成しており、特に指標②
は中南部一帯地区不燃化特区内での助成制度導入により、実績
値が著しく向上したことを高く評価する。
　指標④⑤についても、ほぼ目標達成といえるものの、引続き着
実に実績を積み重ね、不燃領域率・不燃化率60％を目指して取り
組んで欲しい。
　一方、指標⑥については、目標未達が続いている。整備距離伸
び悩みの要因である申請手続きの見直しを早期に図り、実績の向
上を期待する。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　 先回から、区民評価の指摘を真正面から受け止め、細街路整
備事業と密集市街地整備・不燃化促進事業の連携が図られること
となり、今回はさらに有効な連携につなげるための活動に結びつ
きつつあることを評価したい。
  PR活動の強化・各戸訪問などに見られるように、地域住民への
事業説明に積極的に取り組んでおり、対象区民の理解を得て事
業を進める姿勢が評価できる。
 他部署と連携しながら事業を推進していく方針も評価できる。特
にPR活動での連携は、何人かの担当者からバラバラと五月雨式
に説明されるより、1回にまとめて説明されるほうが、住民側にとっ
ても理解が深まるというメリットがある。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

95,485

-

金額

3,504

② 耐震普及啓発事業委託 金額 7,928

千円金額建築物経年調査委託 6,458主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　住宅耐震化率を平成３２年度末までに９５％、無接道家屋
の建替え促進を目指しているが、土地・建物の関係権利者
間調整には多くの時間を要する。そのため、解決困難な事
例が数多く残っている。
　まちづくり関係団体と連携を強めながら極め細やかな対
応とともに、関係権利者に解決策提案など支援の強化が
求められている。

（短期）平成２９年度の老朽家屋再調査によって判明した改修工事や除却に至ってい
ない１,２２５棟について、特に危険度の高い建物２４棟に重点をおき対応策を検討す
る。特定緊急輸送道路沿道建築物３３棟、一般緊急輸送道路沿道建築物６８棟に対
して改修工事あるいは耐震診断の受診を促す。
　また、区内関係団体と共に耐震診断説明・相談会を実施、各イベントにて区の助成
制度を宣伝する。
　無接道家屋の建替え許可については、関係権利者の合意に関して区が主体的に
関わり、緊急避難路整備費用など助成制度の活用を図りながら建替え実現に向けた
支援を働きかけていく。特に北千住駅東口地区の３６５件については、まちづくり関係
団体と協定を締結し、まちの減災対策に取り組んでいく。
(中･長期）耐震化率１００％、無接道家屋の解消、不燃領域率７０％以上を目指し、建
物所有者等に適切な建物管理に向けた働きかけを行い着実に事業を推進していく。

建築室・市街地整備室・生活環境
保全課

根拠
法令等

建築基準法、同法施行令、建築物の
耐震改修の促進に関する法律、
足立区住宅・建築物耐震助成条例
同条例施行規則

庁内協働

内
容

①

記入所属
都市建設部　建築室
建築調整課　市街地建築係
建築安全課　建築防災係 建築安全係

事業名

重点目標

電話番号

kenchiku-anzen@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5317（直通）
№３７　建築物減災対策事業

重点項目

1,267,332

42 39

105%

94%

老朽家屋の危
険解消数

806,763総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

92%

目標値

実績値

87
達成率

83

④

活
動

7

80

83

89% 104%

件

区内の住宅の
耐震化率

％

973,086

869,834

-

767,770

4

0

0%

29

-

30

180

-

-

-

480

-

70

93

30

-

35

-

26

226

58% 94%

33

480

66%

2927 28

6085

372 151

342443

480

92%

162%

220

103%

85

3540

73

75%

70

117%

60

600 600

71%

230

536 624

230

91%

210

230

98%

92%

4 7

7

84

101,651

8,641

4040

691,683

1,166,155

101,177

8,682

23

90

86%

82

3,504

1.00

97,673

11.25

50% 175%

2

98%

8,781

590,032

103,252

3,588

1.00

767,770

-

-

99,66498,075

成
果

件 6

木造住宅密集市街地における建築基準法の道路に２ｍ
以上接していない敷地における建替え許可件数
目標値≧前年度実績値
実績値＝年間許可件数

実績値

達成率

⑥ 4特定地域内にお
ける無接道家屋
の建替え許可件
数 86%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

2,045計

0.60

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　指標①は目標値に対し実績が下回った。原因は老朽家屋物件の通報
が減ったためである。指導件数は下回ったが、困難物件が多くなり平均的
な指導回数は増加している。
　指標②は目標値に対して実績が下回った。原因としては不燃化特区の
地区の優遇制度活用へ移行しているため当制度への申請が減少したと
考えている。
　指標③は無接道家屋の解消に向け緩和基準や緊急避難路整備助成な
どのＰＲに努めたことで目標値を上回った。
　指標④は対応困難な老朽家屋が残っている中、地道な対応の結果、目
標を概ね達成した。なお、困難案件に対しては継続的に権利者や居住者
の状況を把握し、所有者の問題に向き合い、解決へ是正を指導する必要
があると考えている。
　指標⑤は住宅の耐震化率は昨年から１％増となったが目標値を下回っ
た。これまでの住宅耐震説明・相談会、各イベントでの宣伝に加え、関係
課との連携、まちづくり協議会への説明、町会等へのＰＲを繰り返したが
実績の向上には至らなかった。また、高齢居住者の中には防災への意識
はあるが耐震補強には意識が低い場合も見受けられ、これらも影響して
いるものと考えている。
　指標⑥は相談件数は７０件あったが、権利者間との調整に時間を要す
ることから許可件数は０件であった。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

11.35

-

206,672

1.00 -

-11.35

709,233

97,530人件費(b)

人数 11.30

平均給与 8,450

事業費(a)

92%

目標値

26

区内の住宅総戸数に対する、耐震性がある住宅戸数の
割合。区の促進計画により、平成３２年度までに９５％を
目指す。

91

85

92

28

達成率

484,137

0

190,709

0

3,588

-

3,576

365,061

00

特定地域内にお
ける無接道家屋
の建替え相談件
数

耐震診断助成
申請件数

老朽家屋の総
指導物件数

件

件

活
動

件

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 建築物耐震化促進事業・老朽家屋対策事業

目
的

区内全件調査により判明した老朽家屋等の所有者に対
し、指導を実施した対象物件数 実績値

目標値

防災対策の強化⑨災害に強いまちをつくる

①耐震診断及び耐震改修工事の費用助成 ②耐震化事業の説明会や相談会の実施
③老朽危険家屋所有者への指導・勧告 ④老朽家屋解体工事の費用助成 ⑤木造住
宅密集地域における無接道家屋の建替え許可 ⑥街区プランの活用による許可 ⑦緊
急避難路整備などの費用助成

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

首都直下地震の発生に備え、木造住宅等の耐震化率の向上、老朽家屋の適正な維持管理と危
険状態の回避、木造住宅密集市街地における無接道家屋の建替え更新への誘導など、安全で
快適なまちの実現を目指すため、各事業の連携を意識しながら積極的に減災対策を推進する。

解体・改修等により危険状態を回避できた老朽家屋件数

目標値＝区促進計画による目標値
実績値＝助成申請件数

目標値

目標値

達成率

実績値

木造住宅密集市街地における建築基準法の道路に２ｍ
以上接していない敷地における建替え相談件数
目標値≧前年度実績値
実績値＝年間相談件数

目標値

実績値

達成率

261,883建築物耐震化助成

3,576

まち 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評価
は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

  首都直下型地震の発生に備え、安全で快適なまちの実現を目的
とした事業の方向性は、適切であり評価する。
　老朽家屋や無接道家屋の建替えについては、事業の経年ととも
に、対応困難な物件が残り、より多くの労力を使うことになるが、き
め細やかな対応を地道に行ってもらいたい。
　2020年度までに耐震化率95％を達成することは非常に困難な道
のりではあるが、広報的なPRだけではなく、ピンポイントでの対応
や建築士との連携を進め、まちの減災対策を推進していってもら
いたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①について、伸び悩みの理由が、困難な案件だけが残って
いる中で家屋1件に複数回指導しても指導1件と数えるためという
説明には納得できるので、複数回数指導した取組みがよくわかる
ような指標にすべきである。
　指標③は目標値を昨年度の実績を踏まえて下げたものの達成
率は100％を上回り、指標④⑤も達成率が90%を超えたことは評価
できる。
　指標⑥の実績が0であったのが残念である。一定範囲の街区プ
ランの作成を要するなど、毎年度コンスタントに成果が上がり難い
事業であり、事業が進展したことによって難しい案件だけ残ってい
るという理由にはある程度納得できるが、足立区の取組みの独自
性、意義に照らし合わせ、これまでの実績をさらにアピールし、今
後の成果につなげてほしい。また、指標③が増加していることもあ
るので、本年度は建替え実績を増やすよう頑張ってほしい。

①老朽家屋への指導は、権利者の高齢化等により、相続問題や生活問題などが生じ改善困難物件が多くなっているため、庁内関係部署や事業者
などとの連携を図り、所有者に向き合い寄り添った指導を継続していく。②耐震化率向上に向け、地域危険度の高い木造住宅や、緊急輸送道路沿
道の特に緊急性の高い建築物等への重点的かつ集中的に耐震事業の周知を徹底していく。このため、不燃化特区との連携や民間関係団体との
協働、説明会・相談会や各種イベントでのPR、ホームページや区広報を活用したPRを行い耐震化率の向上を図っていく。③無接道家屋の建替え許
可については、ホームページや区広報などで許可実績を紹介し、事業の普及啓発に努める。また、関係権利者との調整が困難なものについては、
まちづくり関係団体との連携や区が主体的に関わり一軒一軒丁寧に対応していく。④各成果指標の目標値が高いことについては、事業環境の変化
等を把握し実態に即した目標値を定め着実に取り組んでいく。⑤災害に強いまちをつくるため、総合的な視点で庁内関連部署や民間関係団体との
調整や連携・協働を推進し、総合的な建築物減災対策事業のヘッドクォーター的な役割を担っていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　危険度の高い建物・緊急輸送道路沿いの建物など、特に緊急
度の高い建物を洗い出して注力するという、課題を明確化してい
く姿勢が評価できる。
　困難な事例が多く残っている状況を受け、権利関係の問題で手
を付けられない物件が多いとのことなので、まちづくり関係団体と
の連携強化によるきめ細やかな対応、区内関係団体との耐震診
断説明･相談会の実施、各イベントでの助成制度の宣伝等は有効
な取組みである。まちなか整備・管理機構などの専門家グループ
と連携したり、区職員が足を運んで対面で話を聞くなど、１軒１軒
の事情に合わせた対応をより一層進めていってほしい。また、す
でに北千住駅東口地区では、まちづくり関係団体との協定が締結
されているとのことで、減災対策の成果が期待される。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①は、目標未達であるが、対象の老朽家屋数の減少もあり、件
数の減少は理解できる。指標④の達成率は上昇しており、今後も着
実な活動の継続を期待する。
　指標②も目標未達である。他の優遇制度の活用によりやむをえない
面があるが、成果向上に向けた取組みを検討してほしい。
　指標③は、情報発信の努力もあり、目標達成を評価したいが、指標
⑥の成果につながらなかったことは残念である。全区域の許可件数も
例年より少なかったこともあるが、詳細を分析のうえ次年度につなげ
てもらいたい。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　活動指標①から③について、指標②③の目標値は適切である
が、①は困難物件が多くなっていることが分かっているのであるか
ら前年度同様に設定したことは見通しが甘かったのではないか。
30年度は目標値を180に下げたことは適切である。
 成果指標④から⑥は前年度の実績を踏まえての設定であり、意
欲は感じられるが、まだ目標が高いように感じた。
 昨年度指摘した「それぞれが連携した総合的な建築物減災対策」
という視点を大事にしてほしい。「災害に強いまちをつくる」という大
きな観点から見て各部署での業務を最適化していくヘッドクォー
ター的な機能をさらに明確化することも必要かと思う。なお、ヒアリ
ングの場で示されたが、PR活動での連携が進められていることが
はじめの一歩として評価できる。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

59,995

-

金額

0

② UR等への工事負担金 金額 141,221

千円金額自転車の走行環境整備 7,722主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　　都市計画道路は、スムーズな移動、避難路、延焼遮
断帯など重要な機能を持っている。また、安全・安心に
通行できるための道路、暮らしや都市活動を支えるため
の役割を担っている。そのため、都市計画道路を早期
に整備して、新たな交通ネットワーク形成による利便性
向上を図ることが重要である。
　更なる自転車利用のマナー向上に向けて、走行環境
整備と合わせた走行ルールの啓発活動への取組みが
必要である。また誰もが便利で快適なバス利用の向上
のために、引き続きバス停の改良を進めていく必要が
ある。

(短期）　補助第138号線その２工区及び区画街路14号の用地取得、電線共同溝工
事に着手する主要区画道路②の早期完了を目指していく。
　自転車走行環境整備指針（素案）に基づき2020年までに短期整備箇所(西新井、
北千住、竹ノ塚、六町、綾瀬の各駅周辺等)の計画的な整備を推進する。また、｢足
立区総合交通計画｣を平成30年度末までに改定する。
(中・長期）　都市計画道路は、新たに補助第256号線（四家交差点～環七）の事業
化を図る。また、国庫補助制度による補助金を確保して事業展開をしていく。
　新たな足立区総合交通計画に基づき、区民の日常生活を支えるバスやその他の
交通手段の導入に加え、公共交通利用促進を図る普及啓発活動等に取り組み、継
続的な交通不便の解消と超高齢社会にも対応した交通サービスの展開を進める。

自転車走行環境：
　工事課・道路管理課
都市計画道路：
　まちづくり課・密集地域整備課
　資産管理課

根拠
法令等

自転車走行環境：
　自転車活用推進法
　足立区総合交通計画
都市計画道路：
　都市計画法第５９条

庁内協働

内
容

①

記入所属
都市建設部交通対策課交通計画係
都市建設部道路整備室街路橋りょう
課事業計画係

事業名

重点目標

電話番号
koutuu@city.adachi.tokyo.jp
gairo@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5718(直通)
03-3880-5921(直通)№３８　交通環境の改善事業（都市計画道路及びバス・自転車走行環

境の整備）

重点項目

1,400,956

32 32

100%

-

都市計画道路
整備の進捗率

479,340総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

-

④

成
果

500

47

42

- -

％

都市計画道路
等の無電柱化
整備率

％

1,074,001

1,029,218

-

1,373,492

500

697

72%

29

-

30

1,559

-

-

-

6,000

-

46

0

30

-

28

-

26

922

100% 88%

28

4,000

103%

2927 28

4544

1,411 1,540

6,4001,000

1,000

100%

128%

510

181%

43

3232

45

94%

45

100%

44

- -

160%

1,490

- -

1,100

182%

1,220

670

100%

-

740 660

750

-

57,895

8,641

3232

864,046

1,341,918

59,038

8,682

32

-

102%

-

3,504

0.00

59,038

6.80

98% 99%

838

98%

8,781

806,151

44,783

3,588

0.00

1,373,492

-

-

44,78357,895

成
果

件 643区内で自転車関連事故が発生した件数。【低減目標】 実績値

達成率

⑥ 820
自転車関連事
故件数

103%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

指標①：生活再建に不安を抱いている地権者等に対して、補償の説明やきめ細か
い相談を行い、個々の事情に配慮した取り組みが、事業への不安を軽減しており
協力に繋がっている。
指標②：「足立区自転車走行環境整備指針」(素案)に基づき、西新井駅周辺地区
(3,500ｍ)及び北千住駅周辺地区の一部(2,900ｍ)で、自転車ナビマークの設置等、
自転車走行環境を整備した。北千住駅周辺地区においては、警視庁からの要請に
基づき追加で施工を行ったため目標値を上回った。
指標③： 用地取得は、【指標①】の交渉を重ねた結果、地権者の理解と協力を得ら
れたことで742㎡の増となった。なお、H28年に第四次事業化で整備路線増となり、
必要面積（分母）が7,452㎡増えた。
指標④：現在、補助第１３８号線その２工区(環七南通り)の280ｍの用地取得率は
89.5％で、工事に向けた詳細設計を行っている。なお、第四次事業化で整備路線増
となり、対象延長が780ｍ増えた。
指標⑤：用地取得率が99.9％の主要区画道路②(亀田トレイン通り)については、平
成30年度から電線共同溝工事に着手し、2019年度には6％の整備率となる予定。
補助第１３８号線その２工区は、2023年度の整備（累計整備率が13％）を目指して
いく。
指標⑥：自転車走行環境整備後では走行ルールの遵守率が向上するなど、一定
の成果が得られているが、事故関与件数は微増となった。各種交通安全教室、交
通キャンペーンなど更なる普及啓発に努めていく。
　その他、総合交通計画改定に向けて、協議会及び部会を６回開催したほかはる
かぜの利用環境改善を図るため、バス停の新設や改良(ベンチや点字ブロックの設
置、バスロケーションシステムの設置)を実施した。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

5.10

-

293,581

0.00 -

-6.70

419,345

59,995人件費(b)

人数 7.10

平均給与 8,450

事業費(a)

-

目標値

26

新設する都市計画道路(区施行)等で無電柱化する道路
総延長を１００とした場合の累計進捗率。
【新規指標】

-

-

-

28

達成率

411,417

2,086

177,553

0

0

-

0

335,122

00

都市計画道路
用地の取得率

自転車走行環
境整備延長

地権者等との延
べ面談回数

m

％

活
動

回

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 交通施設の整備・改善事業 　道路の新設事業

目
的

用地取得に至るまでの土地・建物所有者等との面談(交
渉等)に出向いた延べ面談回数 実績値

目標値

道路・交通網の充実
⑩便利で快適な道路・交通網
をつくる

【都市計画道路の整備】都市計画道路や地区幹線道路の用地取得を行い、歩道や車道を整備する。合わせて
無電柱化するため電線共同溝を設置する。【バス・自転車走行環境の整備】足立区総合交通計画改定協議会
等を開催し、交通利便性向上に資する実現性・実効性の高い計画を策定する。また、誰もが利用しやすいバス
停の改良や自転車・歩行者の安全な移動を確保するため、自転車走行環境を整備する。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

スムーズに移動できる交通環境を充実させるとともに、災害時の避難路や緊急輸送
路を確保するため、都市計画道路等の整備を図る。また、誰もが利用しやすい交通環
境を整え、区内交通の更なる利便性向上を図る。

優先整備路線(区施行)等の道路総延長を１００とした場
合の累計進捗率

当年度に自転車ナビマーク等、自転車の走行環境整備
をした道路延長

目標値

目標値

達成率

実績値
優先整備路線(区施行)等に必要な用地取得面積を１００
とした場合の累計取得率

目標値

実績値

達成率

444,086新設道路の用地補償費等

3,576

まち 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　誰もが利用しやすい交通環境を整備し、区内交通の利便性を図
るための事業の方向性は適切であり、評価する。
　今後は、30年度中に改定が予定される足立区総合交通計画に
基づき、バスを始め、他の交通手段の導入も検討し、交通不便地
域の解消を実現していってもらいたい。また、自転車走行環境の
整備については、ハード面のみならず、交通ルールの遵守などソ
フト面の向上も合わせて推進していくことを期待する。
　歩道や車道の整備、無電柱化の促進、自転車走行環境など複
合的な交通環境を整備していくことで、本事業の目的の達成に向
け取組んでいってもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　活動指標①は、地権者への補償の説明やきめ細かい相談等、個々の
事情に配慮した取り組みにより目標値を達成した。成果指標③は、地権
者との面談の成果により事業に対する理解が深まりつつあり、大変な用
地取得が742㎡増となったことは担当者の努力の賜と大いに評価できる。
　なお、成果指標④は達成率が悪化したが、整備路線が増えたことの結
果であり、問題はない。今後、さらに高い目標に向かって努力してほしい。
　指標②は自転車の走行環境整備道路が大きく延長され、評価できる。
　成果指標⑥の達成率の悪化については、自転車交通環境に対する区
民意識がまだまだ低いことの表れであり、走行ルールの啓発が必要であ
る。自転車関連事故が微増し、目標値に届かなかったことを受け、各種交
通安全教室や交通キャンペーンなどの更なる普及啓発に努めることも適
切であるが、子ども対象だけでなく、親子の自転車教室の実施も必要であ
ると考える。

　都市計画道路等の整備を推進するため、地権者個々の事情に配慮した補償説明やきめ細かい相談等の取り組みを今後も行い、道路用地取得に努め
る。また、歩道や車道の整備とともに無電柱化も進めていく。
　指標⑥の目標値はやや高かったかもしれないが、区内の交通事故件数は着実に減少し続けているため、引き続き目標の達成に向けて努力をしてい
く。自転車関連事故件数減少に向け、今後「（仮称）自転車の安全利用に関する条例」を策定し、歩行者、自転車の安全を確保するとともに、区民に自転
車の走行ルールについて、警察署と連携した各種交通安全教室や交通キャンペーンなどを通じ広く周知していく。また、子育てサロンでの親子向けの交
通講話や若年層から高齢者まで幅広い世代が参加できる地域対象のスタントマン教室の実施回数を増やすなど、啓発活動を実施していく。
　現在足立区総合交通計画改定協議会において、交通空白地域を含む交通不便地域の改善に向けバス交通の充実や、バス以外の新たな交通手段を
活用した対策も含め検討している。2018年度中に協議会から改定計画の答申案が出される予定である。花畑地区への対応については、文教大学の進
出にあわせたバス路線再編をバス事業者と協議中であり、交通利便性の向上に資する具体的なバス路線計画を今後協議していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　都市計画道路の整備について、きめ細かい地権者との交渉により道
路用地の取得に努め、道路整備に向け着々と進める姿勢は評価でき
る。
　自転車走行環境の整備については、自転車走行環境整備指針（素
案）に基づく計画的な推進が窺える。
　課題分析で示された、更なる自転車利用マナー向上に向けた走行
ルールの啓発活動の取り組みの必要性が掲げられているが、今後の
予定には具体的には示されていない。指標⑥の低減目標を掲げる以
上、より具体的に、子どもはもとより、若年層・高齢者への交通安全へ
の啓発活動を求めたい。
　バスの走行環境整備については、新たな足立区総合交通計画につい
て、実効性の高い計画が立案されることを期待する。ただ、現状では予
算面の困難さはあるが、この計画策定を待つまでもなく、交通空白地域
の解消には有効な花畑地区への対応について事業予定が示されてお
らず、今後の方向性として具体的に示していただきたい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①②の活動指標はいずれも目標を達成しており、評価する。次年
度以降も着実に推進してもらいたい。
　成果指標については、指標③以外は目標未達である。指標⑤について
は、新規指標であり、無電柱化に向けて電線共同溝工事など段階を踏む
ため、直ぐに成果がでてこないとのことは理解できるが、2023年度の累計
進捗率13％に向けて、事業を進めていってもらいたい。
   一方、低減目標である指標⑥は残念ながら件数が28年度を上回った。
引き続き、走行環境の整備を図るとともに、交通ルールの意識付けも進
めてほしい。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　前年度から区民評価結果を受け、活動指標をバスから自転車の視
点へとシフトし、今年度は前年度あった足立区公共交通推進会議開
催回数も指標からはずし、無電柱化整備率を成果指標に加えたこと
は評価できる。
　指標①～④は前年度の実績を踏まえ、適切な目標値を設定してい
るが、指標⑥においては、目標値が高かったように思う。
　前年度の今後の方向性への評価において、交通空白地域の解消
に向け、特に花畑地区などの交通手段の早急な対応を挙げていたの
だが、これに関する対応や対策については触れられていなかったこと
が残念である。
　なお、都市計画道路整備について、本分科会では、従来からその着
実な取り組みについて高く評価してきたところである。指標①、③に見
られる通り、地権者へ事業推進のため面談を精力的に行い、事業に
対する理解を深め、実績につなげたことに改めて敬意を表する。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

まち 再掲

実績値

達成率

3,190,255負担金補助及び交付金

3,576

達成率

鉄道を立体交差化することにより、地域分断の解消や踏切除却による安全で円滑な
交通機能を確保し、合わせて地域の活性化やまちづくりを推進する。

区画街路を含めた用地取得、地区計画策定、道路整備
に関する設計及び工事など、進捗率を指標とする。（H28
年度～2020年度）

まちづくり連絡会等の実施回数
目標値：予定回数
実績値：実施回数

目標値

目標値

達成率

実績値
高架化工事の進捗率を指標とする。(H28年度～2020年
度）

目標値

都市機能の向上
⑪地域の特性を活かしたまち
づくりを進める

・竹ノ塚駅周辺の鉄道高架化工事を実施することにより、地域分断の解消や踏切除却を行う。
・鉄道の高架化に合わせ建物の建替えルールを定める地区計画を策定し、竹ノ塚駅の東地区と
西地区を一体的に整備することにより、足立区の北の玄関口にふさわしいまちの創出と地域の
活性化を推進する。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 鉄道立体化の促進事業

目
的

鉄道事業者との工程会議等の実施回数
目標値：予定回数（月1回の開催を目途）
実績値：実施回数

実績値

目標値

高架化工事の
進捗率

まちづくり連絡
会等の実施回
数

高架化工事の
工程会議等の
実施回数

回

％

活
動

回

活
動

③

②

3,483,276

13,262

2,446,283

540

0

-

0

5,670,470

529524

5%

目標値

26

高架化工事全体の進捗率を表すものとして、伊勢崎線第37号
踏切ピーク時間帯1時間当たりの遮断時間解消を指標とする。
目標値：工事完了後の遮断時間　実績値：当該年度の遮断時
間　57分=24年度のピーク遮断時間。【低減目標】

0

54

0

28

達成率

4,672,127

54,925人件費(b)

人数 6.50

平均給与 8,450

事業費(a)

6.70

-

2,823,060

0.00 -

-6.50

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

指標①：円滑な工事推進に向け、鉄道事業者との工程会議を12回行い、
目標を達成した。
指標②：地区計画策定に向け、まちづくり連絡会等で意見交換を行い11
月30日に都市計画決定した。年間５回を開催し目標値を上回った。
指標③：鉄道高架化工事にあたり、既存の橋上駅舎が高架橋工事の支
障となるため、地下への駅機能（改札等）移設、仮設ホームの整備、下り
緩行線の西側への移設等を行い、目標を達成した。
指標④：地区計画に関しては、地元説明会の開催や都市計画審議会で
の審議を経て策定した。高架下利用においては、庁内協議を進めてい
る。用地取得では、２件中１件の地権者とは合意に至り買収が出来たが、
残り１件は合意まで至らなかった。また、下水道設計は、電線共同溝等の
地下埋設物の位置が確定できなかったため、着手に至らなかった。
指標⑤：踏切遮断時間は、下り緩行線の移設に伴い、下り緩行線と上り
急行・緩行線に分離したため、踏切の遮断時間が約2分程度短縮した。

※投入資源「国都負担金・補助金」には、基金繰入金(273,856,586円)等を
含む。
※受益者負担金（平成29年度収入）：鉄道事業者負担金　540，220円

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

実績値

達成率

⑥

8,781

5,484,801

58,833

3,588

0.00

3,919,569

-

-

58,83356,167

-

57

3,504

0.00

56,433

6.50

-

56,167

8,641

18-

5,540,968

4,659,648

56,433

8,682

14

0

-

2%

56

4 4

125%

12

5 4

12

100%

12

1212

100%

-

46-

-

100%

35

100%

23

35-

12 12

54

4

100%

100%

26

12

78% 89%

41

4

100%

2927 28

0

30

-

63

-

30

12

-

-

-

3

-

55

3,312,289

3,253,456

-

3,919,569

29

④

成
果

23

-

125% 100%

％

竹ノ塚駅周辺の
踏切遮断時間

分
⑤

成
果

成
果

実績値

0%

目標値

実績値

0
達成率

57

4,716,081

- -

-

0%

まちづくり計画
策定の進捗率

4,727,052総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
都市建設部鉄道立体推進室
竹の塚整備推進課整備推進係

事業名

重点目標

電話番号

takeseibi@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5937(直通)
№３９　鉄道立体化の促進事業（竹ノ塚駅付近連続立体交差事業）

重点項目

政策経営部、資産管理部、産業
経済部、都市建設部の関係各課

根拠
法令等

足立区基本構想、基本計画

庁内協働

内
容

①

千円

③

　鉄道高架化工事については、上り緩行線の移設に
向け、鉄道事業者と綿密な工程管理を行う。また、工
事に支障となる埋設物が確認され、撤去に18か月を
要するため、全工程の見直しを行い、完了までのス
ケジュールを把握する。
　まちづくりに関しては、区画街路１４号線の用地取
得が約８割（民有地のみ）完了しており、引続き全て
の用地取得に向け交渉を進めていく。高架下利用に
ついては、庁内の検討会において引続き検討を進め
る。

【鉄道高架化：短期】平成30年度は鉄道事業者との連携を一層強化し、上り緩行線
の移設を行うとともに埋設物の除去を進める。また、工程会議において全体工程や
事業費の精査を急ぎ、国・都との協議を経て事業計画の変更手続きを行う。
【鉄道高架化：中・長期】長期にわたり多額の経費を要するため、国や都への要請
活動を行い、継続的かつ安定的な財源確保を図る。
【まちづくり：短期】区画街路14号線の用地取得に向け、関係機関とともに丁寧に交
渉を進めていく。道路整備では、道路・電線共同溝の実施設計に着手する。高架下
利用は、住民ｱﾝｹｰﾄ等を行い地元利用者の意向を確認する。
【まちづくり：中・長期】区画街路14号線の早期整備・供用開始に向け、警視庁や補
助261号線を施行する東京都第六建設事務所等関係機関と連携を図る。にぎわい
の創出に向け､高架下利用では住民の意向を確認しながら東武鉄道と協議してい
く｡また､ＵＲ団地や西口共同化による建替えを目指し､関係者と協議を進める｡

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 補償・補填及び賠償金 金額 25,041

千円金額公有財産購入費 14,449主な内容

54,925

-

金額

0

Ⅳ　重点プロジェクト事業　事業別評価の反映結果

105



平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　高架化事業については、昨年度から引き続き、事業の方向性と
目標達成度ともに優れており、高く評価できる。
　周辺まちづくりについても、着実に計画策定を進め、懸案の地権
者交渉に鋭意取り組んだ。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①③とも継続して目標を達成し、成果につなげていることを
高く評価する。指標②についても引続き目標を達成しており、地域
住民との意見交換が着実に行われていることを評価する。
　指標④については、目標未達が続いている。用地取得等困難な
案件があるが、根気よく交渉を続け、目標達成を目指し、指標⑤
の成果につなげていってもらいたい。

【目標・成果の達成度への評価】
　《高架化工事に関して》
　指標①と③で目標が達成されており、事業が着実に進行してい
ることがわかり、評価できる。地下埋設物が見つかり、今後工程の
遅れが見込まれるとのことであるが、安全第一を念頭に工程を見
直し、工期変更に関して住民に周知をお願いしたい。
　指標⑤については、着実に遮断時間が短くなり、成果が実感で
きる段階に入った。
《地域活性化・まちづくりに関して》
　指標②が目標を上回っており、熱心に取り組んできたことが評価
できる。11月に都市計画が決定されたということが、特筆すべき成
果であると言える。
　指標④の計画については、下水道設計に着手できなかったこと
などにより目標未達であるが、用地取得はルールに則って粛々と
進め、他の工事などに注力して事業を進めていってもらいたい。

　鉄道高架化工事に関して、埋設物の撤去による事業計画の変更を行うため、事業費や工期等について国・都と協議を進めるとともに、財
源を確保するため国等への要請活動を行った。なお、工期変更について地元町会・自治会の会合やまちづくり連絡会等において丁寧に説
明する他、地下改札横の情報コーナーの掲示内容を一層充実させ、事業内容や期間等をより分かりやすく周知していく。今後も、鉄道事
業者と定期的に工程管理を行い、上り急行線の移設を着実に進めていく。
　まちづくりに関しては、駅西口のバスを含めた交通利便性向上を図るため、区画街路１４号線の用地交渉を丁寧に進めていく。また手順
を変更し、下水道に先行して道路（駅前広場含む）や電線共同溝の設計に着手し整備に向けた準備を進めている。高架下利用では、平成
30年9月に郵送形式と対話型のオープンハウス形式による住民アンケートを行い､1000件を超えるご意見を頂いた。引続き、区使用分の有
効利用を検討する他、頂いた意見や先行事例を参考に東武鉄道と協議を進め、北の玄関口としてまちのにぎわい創出に向け取り組む｡

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　今後、高架化に関しては、予期せぬ地下埋設物の撤去等によ
る工程変更への対応が大きな課題になるが、調書に示されてい
るように工事費の精査と財源確保に努めてもらい、適切な工程
の見直しを進めることを期待する。
　まちづくりに関しては、高架下利用がいよいよ具体化してくる
ので、竹ノ塚駅をバス等で利用する広域の利用者にも目を向
け、先行事例の研究や住民の意向の聞き取りに取り組んでほし
い。さらに魅力的な店舗を入居させるだけでなく、区で使える約
700㎡の敷地を有効利用して、足立区の北の玄関口として、竹
の塚地域全体の活性化を促す再開発をすすめてほしい。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　工事に支障となる埋設物が確認された影響で、鉄道高架化工事
の工程見直しが必要となったが、完了までのスケジュールを把握
し、適正な工程管理に努めつつ、着実に事業を進めてもらいたい。
　にぎわいの創出につながるまちづくりにも大いに期待する。高架
下利用については地元の利用者の意向を把握しながら、東武鉄
道との協議を図ってもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0
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4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

まち 再掲 くらし

実績値

達成率

5,140コンサル委託料

3,576

達成率

今後、放置される空き家の増加を見据えて、空き家を地域の資源として有効に活用す
ることで、魅力ある地域と豊かな住生活の実現を目指す。

事業立案ワークショップ等を通じて、空き家の利活用に
つながった物件数

空き家の所有者調査を行い、利活用に向けた交渉人数

目標値

目標値

達成率

実績値

空き家プラットフォームの活動状況や民間で行われてい
る空き家利活用の事例等を周知するためのWEBサイト
等の閲覧者数

目標値

良好な生活環境の形成
⑪地域の特性を活かしたまち
づくりを進める

区内において比較的空き家が多い、北千住駅東口地区をモデルエリアとして、住む場
所、働く場所、人が集まる場所として空き家の新たな使い方を見せることにより、まち
を元気にする空き家利活用を促進させる。多様な主体の人々がつながる「空き家プ
ラットフォーム」における活動を通じて、空き家の利活用を促進させる。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 住宅施策推進事務

目
的

空き家状況確認、講演会、ワークショップ等の開催回数 実績値

目標値

空き家プラット
フォーム活動状況
等の情報発信に
対する閲覧者数

空き家所有者と
の交渉人数

空き家プラット
フォーム関連イ
ベントの開催

人

人

活
動

回

活
動

③

②

0

0

0

0

0

-

0

0

00

目標値

26 28

達成率

0

0人件費(b)

人数 0.00

平均給与 8,450

事業費(a)

1.00

-

0

0.00 -

-0.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　指標①は、モデルエリアのまち巡り２回、講演会３回、地元住民意見交
換会１回、空き家内覧会１回、空き家利活用提案講評会１回の計８回の
空き家プラットフォーム関連イベントを開催し、イベント参加延べ人数は約
２００人で、目標値を上回った。また、イベントアンケート結果では、延べ２
１人から「千住で何かを始めたい」という意見があり、空き家を利活用した
い方（プレイヤー）を発掘できた。

　指標②は、モデルエリアにおける利活用可能な空き家（４６戸）につい
て、所有者（オーナー）及び建物状況等を調査し、利活用の可能性のある
９人のオーナーを訪問した結果、３人のオーナーと活用に向けた交渉を行
い、目標値を達成した。なお、次年度の活用題材として、権利関係の確認
や空き家内部の状況などの調査を行った。

　指標③は、情報発信ツールの１つとしてWEBサイトを立ち上げ、空き家
プラットフォームの活動やイベントの告知などの情報発信を行った。WEB
サイト立ち上げから約２か月間のアクセス数は４，６４６であり、目標値を
上回った。特に、イベント前後におけるアクセス数が高い状況であった。

　指標④は、平成２９年１２月に立ち上げた事業であり、４ヶ月間では利活
用にまで至らなかったが、平成３０年度の空き家利活用に繋がる案件を
発掘することができた。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

実績値

達成率

⑥

8,781

0
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3,588

0.00
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-
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--

0

0

0

8,682

-

-

- -

100%

4

- -

-

-

-

--

-

-

0-

-

-

4,646

155%

-

3,000-

- 8

3-

-

-

-

26

-

- 0%

0

3

200%

2927 28

30

-

4

30

8

-

-

-

6

-

15,000

13,921

5,140

-

9,800

29

④

成
果

-

-

- -

件

⑤

成
果

実績値

目標値

実績値

達成率

0

- -

-

空き家利活用に
つながった物件
数

0総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
都市建設部　建築室
住宅課　住宅計画係

事業名

重点目標

電話番号

juutaku@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5963（直通）
№４０　空き家利活用促進事業

重点項目

協働・協創推進担当課、シティプ
ロモーション課と連携し、情報共
有を図りながら事業を推進して
いる。

根拠
法令等

空家等対策の推進に関する特
別措置法

庁内協働

内
容

①

千円

③

　平成２９年度空き家利活用事業において以下の課題が浮
彫となった。
①プレイヤーの課題として、面識のないプレイヤーが空き
家オーナーを訪ねても簡単には相手にしてもらえない。
②空き家オーナーの課題として、空き家を活用したい想い
もあるが、高齢化や身内の反対などによって利活用に消極
的である。
③区の課題として、空き家オーナーとプレイヤーの自然な
マッチングを推進させたいが、個々のマッチングの動向も
把握したい。
　それぞれが課題解決に向け、連携していく必要がある。

平成２９年度は、空き家利活用を切り口とした協創プラットフォームの構築に向け
て、核となるグループ（千住 Public Network EAST）を設立し、イベントや情報発信を
行った。平成３０年度は空き家利活用の協創プラットフォームの拡充を図り、活用事
例をつくる。
（短期）
①空き家プラットフォームの企画運営
　　・空き家利活用事業スキームの情報発信
　　・プレイヤー及び空き家オーナー向けのイベントの開催
②地元に対する相談窓口等の開設
（中・長期）
①まちの魅力や安全性向上に貢献するプレイヤーの自主的活動の拡大
②モデルエリアの事例課題を整理し、他エリアへの展開を検討

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 金額

千円金額主な内容

0

-

金額

0
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　今年度からの新規重点プロジェクト事業であるため、「反映結果
に対する評価」の記載なし。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　空き家の利活用という、困難が伴う事業について、活動指標であ
る①②ともに目標を達成したことを高く評価したい。成果としての
指標③も目標を大きく上回り、アクセス数の高さからも注目されて
いる事業であることが伺える。
　指標④については、実質4ヶ月の期間で成果を出すのは難しいと
思われ、目標値も定められなかった点はやむをえないが、30年度
以降の実績を期待したい。

【目標・成果の達成度への評価】
　昨年12月に始まった事業であるが、指標①②③で目標を達成し
ており、順調な滑り出しであると評価できる。
　各指標とも、今後も適切な目標数値を掲げて、しっかりと事業を
進めていってほしい。
　指標③の目標値については、昨年度の実績が2か月で4,646だっ
たので、本年度の目標値はもう少し高く設定すべきである。
　本年度は、まず1件の利活用の実現、そして指標④の目標達成
を目指してほしい。

　空き家利活用の実現には、プレイヤーとなりうる若い世代から空き家オーナーである高齢者世代まで、より多くの人に興味を持ってもら
い、企画力や運営力のあるプレイヤーと空き家オーナーを発掘することが重要である。ホームページやフェイスブック等の電子媒体から新
聞折り込みやチラシ、ポスター等の紙媒体を通じて、幅広い世代に対して周知できるよう徹底する。また、WEBサイトを見直し、新着内容を
その都度更新することで、効果的な情報発信を行い、閲覧者数の増加を図るとともに、昨年度実績等をふまえ平成30年度の指標③「空き
家プラットフォーム活動状況等の情報発信に対する閲覧者数」の目標値を15,000から25,000へ変更する。
　継続的な空き家利活用の実現に向けて、プレイヤーや空き家オーナーの属性・考え等を把握するとともに、空き家プラットフォームの運
営・拡充に力を入れ、地域や他部門と連携した空き家利活用を推進していく。その中で、空き家に捉われることなく、商店街の空き店舗や
倉庫等といった空きスペース全般を対象として、利活用の実現を図っていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　短期目標にあるとおり、プレイヤーとオーナーの両方の数を増や
していくためにより多くの人に周知できるPR活動に力を入れていっ
てほしい。オーナーの理解を得るために現地に足を運ぶこと、区内
だけでなく、もっと広い範囲からプレイヤーを集めるために効果的な
WEBサイト作りに取り組んでほしい。
　中長期目標にある「他エリアへの展開」という方向性に加えて、
「空き家」という枠にとらわれず、商店街の空き店舗やマンションの
空き室など他事業で問題になっている「空きスペース」全般の利活
用を推進できるよう横の連携を深めていってほしい。
　関係者の理解を得るためには、関係者が納得できる意味のある
利活用の実例をまずは一つでも示すことが有効である。実例をア
ピールするという点で、北千住駅東口地区に着目したことは適切で
あり、さらに企画力・運営力のあるプレーヤーを発掘することが重要
である。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

  全国的に課題となっている空き家を地域の資源として有効に活用し、魅
力ある地域を実現させていく事業の方向性を評価する。実現の手段とし
て、空き家プラットフォームでの活動についても大いに期待したい。
　事業自体、緒に就いたばかりであり、手探りの状態もあると思うが、まず
は実績を積み重ね、オーナー、プレイヤーそれぞれの情報の共有を図っ
てもらいたい。協創を意識した取組みにも期待する。
　利活用が進み、空き家の有効活用が図られることは大いに望ましいこと
であるが、一方で空き家については、第一義的には所有者が管理してい
くことが前提である。その点については、事業を進めていくうえでも忘れず
に取組んでいってもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

まち 再掲

実績値

達成率

4,437緑化イベントの実施

3,576

達成率

緑に親しむきっかけや、身近な花や緑に関する情報を交換できる場を作ることにより、
緑化に取り組む区民の裾野を広げ、区内の緑を守り育む。

花や緑が好きで、緑化に関する活動への参加意欲がある区民
を「緑のサポーター」として登録。より多くの区民の登録を進める
ことで、区と区民の協働による緑化推進を目指す。

園児や保護者と緑のカーテンづくりを行う保育園への設
置支援及び、啓発効果の高いまちなかで花と緑を育てる
区民への物品支援の合計件数【平成30年度から定義変
更】

目標値

目標値

達成率

実績値

みどりのレッスン、ぷらっと寄せ植え、暮らしの園芸講
座、剪定講習会、出張みどりのカフェ等の参加人数【新
規指標】

目標値

緑と水辺と憩いの空間の創出
⑪地域の特性を活かしたまち
づくりを進める

【緑の啓発】みどりのレッスン、剪定講習会、保育園の緑のカーテン、しょうぶまつり等
【協働による実践】緑の協力員、緑の協定、ふるさと桜オーナー、緑のサポーター等
【緑の保全】特別景観形成地区（垳川沿川地区）、公共施設樹木の保全

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 緑の普及啓発事業

目
的

みどりのレッスン、ぷらっと寄せ植え、暮らしの園芸講
座、剪定講習会、しょうぶまつり、梅まつり、出張みどり
のカフェ等の開催回数

実績値

目標値

花と緑の普及啓
発事業の参加
者数

緑のカーテンづ
くりを支援した件
数

花と緑の普及啓
発事業の開催
回数

件

人

活
動

回

活
動

③

②

0

952

0

1,013

7,176

-

7,152

0

1,0131,457

73%

目標値

26

世論調査で「自宅や公共の場での花壇づくり、緑のカーテンの
設置等の緑化活動に参加したい」と考える区民の割合(引き続き
参加したい、今後参加したいの計）(平成23年度から調査開始、
25年度から自宅での活動を含めた設問に修正）

20

11

15

28

達成率

26,231

43,998人件費(b)

人数 4.40

平均給与 8,450

事業費(a)

5.40

-

0

2.00 -

-5.40

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

【指標①】計画とおり実施出来た。うち、出張みどりのカフェ8回、庁内イベ
ント2回実施し、子育て世代に向けて緑の普及啓発を行うことが出来た。
【指標②】目標値を上回ることが出来た。活動指標の支援物品を緑のカー
テンセット（苗、プランター、カーテン）に加えて、新たに苗、種を増やしたこ
とと、緑の協力員、緑のサポーターに支援先を拡充したことで成果に繋げ
ることが出来た。また、全区立保育園・子ども園（36園）への支援も目標達
成の要因と思われる。
【指標③】目標値を上回ることが出来た。成果指標は区民が自発的に参
加した講座等にするため、しょうぶまつり、梅まつりを除く新規指標に変更
した。年度当初に計画していた出張みどりのカフェの実施回数が他所属
からの出店依頼により増えたことが目標を達成出来た要因と思われる。
【指標④】目標値を上回ることが出来た。みどりのカフェ事業の定着、出張
みどりのカフェの実施回数を増やし、子ども向けメニューを多く取り入れた
ことが、緑のサポーターの新規登録者数の増加に繋がったと思われる。
【指標⑤】【指標⑥】目標値を下回った。要因は、子育て世代を含めた幅広
い世代へのPR不足と考えられる。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

6,818計

2.00

成
果

％ 14

世論調査で「この１年間に自宅や公共の場での花壇づく
り、緑のカーテンの設置等の緑化活動に参加した」区民
の割合（平成23年度から調査開始、25年度から自宅で
の活動を含めた設問に修正）

実績値

達成率

⑥ 8緑化活動に参
加した区民の割
合 93%

8,781

13,749

54,593

3,588

2.00

18,184

-

-

47,41746,661

202%

15

3,504

2.00

38,201

4.40

175% 93%

14

111%

53,813

8,641

95105

67,562

31,183

45,209

8,682

95

20

310%

65%

15 15

14

13

91 99

129%

39

91 100

41

116%

43

3737

97%

790

10050

1,741

159%

1,799

118%

1,895

1,520860

41 41

12888

134

66%

100%

26

36

100% 106%

106

99

105%

2927 28

15

30

-

100

-

30

44

-

-

-

99

-

1,480

69,925

15,332

-

18,184

15

12

80%

29

-

④

成
果

15

1,190

875

100% 101%

人

緑化活動に参
加したい区民の
割合

％
⑤

成
果

成
果

実績値

65%

目標値

実績値

37
達成率

13

76,392

155 155

148%

41%

緑のサポーター
新規登録数

70,229総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
都市建設部みどりと公園推進室
みどり推進課みどり事業係

事業名

重点目標

電話番号

midori@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5919（直通）
№４１　緑の普及啓発事業

重点項目

公園管理課、地域調整課、環境
政策課、親子支援課などと連携
し、身近な緑や自然を守り、育む
事業を展開している。

根拠
法令等

都市緑地法,足立区緑の保護育成
条例,足立区緑の協力員運営要綱,
足立区緑の協定事務処理要綱,足
立区緑の基金実施要綱等

庁内協働

内
容

①

千円

③

　世論調査では、緑化活動に参加したい・参加した区
民の割合が大きく下がった。参加割合を増やすに
は、緑化に関心の薄い区民を取り込むことが重要で
ある。
　緑化に関心を持たせるには、緑に触れられる機会
をつくり、興味を持たせることから始める必要がある。
　出張みどりのカフェでは、公園などで採取した素材
を使った親子で楽しめるメニューを取り入れていく。ま
た、区内にあるきれいなお庭の紹介も行い、緑に興
味を持ってもらえるきっかけづくりに取り組み参加者
の拡充を図っていく。

【短期】平成30年度は平成29年度と同様に講座、出張講座及びみどりのカ
フェなどで参加者を増やしていく。また、「ぷらっと寄せ植え」、「出張みどり
のカフェ」では、きれいなお庭紹介を展示し、参加者の緑化活動の促進に
繋げていく。
【中・長期】平成30年度に「みどりのがっこう」、「みどりのカフェ」の事業の位
置付けを検討していく。「みどりのがっこう」は、緑化活動の初級者講座、
「みどりのカフェ」のうち、「みどりのレッスン」は中・上級者コースとして専門
性の高い講座に変えていき、区内にある庭の質の向上に取り組んでいく。
「出張みどりのカフェ」は、今までどおり緑化活動を体験できる場として開催
し、「ぷらっと寄せ植え」は、緑のサポーターとの交流の場と区事業の情報
発信、事業協力を呼び掛ける場として開催していく。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 花と緑の普及関連事業 金額 3,917

千円金額花の散歩路事業 1,462主な内容

37,180

-

金額

7,008
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　本事業は、着実に啓発活動を進め、普及啓発事業への参加者
や、緑のサポーターを確保してきた。特に今回は、指標③につい
て、前年度の区民評価を受け、しょうぶまつり参加者数をカウント
する仕方から純粋に花と緑の普及啓発事業活動に限定した人数
で実績値をとる方法に変えたことは評価できる。
　しかし、成果指標⑤、⑥については最終的な目的であり、この成
果を上げるためには、さらに普及啓発を行う必要がある。
　この点で、緑の普及活動を若年層に広げる上で、保育園だけで
なく、多くの小中学校で、緑のカーテンや植栽活動、花のプラン
ターを地域に設置する活動等多彩な緑化活動を行っているとヒア
リングの場では説明があった。そこで、さらにそれぞれの担当課と
の連携を強めれば、緑の啓発事業の幅が広がるものと考える。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　活動指標①②ともに目標を達成し、指標③④にも成果が表れて
おり高く評価する。区民評価委員会からの指摘を受け指標③も整
理し、指標の成果として的確になったと思われる。
　一方、成果指標⑤⑥は目標未達が続いている。子育て世代を含
めた幅広い世代へのPR不足が課題としてあげられているので、緑
化に関心をもってもらえるよう課題を分析し、取組みに活かしても
らいたい。

【目標・成果の達成度への評価】
　活動指標①②の緑の普及啓発事業の開催および緑のカーテンづくりの支援
は、達成率が１００％を上回り、これらの活動が区民の間に定着していると言
える。
　成果指標③④についても、参加者数や緑のサポーター登録数も目標値以上
の実績になり評価できる。
　ただし、指標①の目標値を前年度の実績より下げたが、実績値は同様で
あったので、下げる必要はなかった。
　また、指標⑤⑥のように、区民が実際に参加する活動になると、事業内容と
ニーズの隔たりが見える。例えば指標①で子育て世代に向けての啓発活動
と、指標⑥の実際の実績が伴っていない。
　世論調査結果による成果指標⑤⑥は目標値を下回り、緑化活動に参加した
いまたは参加した区民は10％余りと低い水準で、２６年度実績以降、最低と
なっている。区民の緑化活動への意識の二極化の表れと考える。成果分析も
子育て世代を含めた幅広い世代へのＰＲ不足のみが示されているが、緑化活
動参加に対する区民の意識の底上げに向けて、多くの小中学校で行われて
いる多彩な緑化活動を生かし、緑の啓発を進めていくといった取組みも有効で
あると考える。

　広く緑化活動を進めていくために、緑のサポーター向けに発行している情報誌「みどはな」を区民全体に向けた情報誌へと変更す
るよう検討していく。また、内容についても「区内の園芸相談ができる花屋の紹介」、「区内の花壇づくりや寄せ植えなどの講座やイ
ベントの紹介」、「花やみどりを育てる活動事例や季節の花や緑が楽しめる公園の紹介」など区内事業者や関係課と連携を図り、
様々な情報を発信し、区民の緑化活動への意欲が高められるよう周知を強化していく。
　講座については、年代にあわせたメニューの取り入れや開催場所等を工夫してきたが、参加者のアンケート結果を踏まえながら、
より多くの区民が興味を持ち、参加したくなるような内容を検討していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　今後の事業の方向性は成果指標⑤⑥をいかに高めていくか
が大きな課題と捉える。これに対して、緑の事業啓発活動につ
いては、区民の認知度をより定着させるという方向性は基本的
に適切であるが、短期、中長期とも、緑のサポーター等、緑化活
動に興味のある方の参加は図られたものの、区民全体に緑化
活動意欲を高める内容になっているかという点を常に意識し、他
の課でも行われている多様な緑化活動、緑化啓発活動とも連携
し、区民全体に緑化活動が浸透するような、底上げを図る対策
を講じてほしい。また、年令別や子育て世帯・高齢者・熟年者な
どを詳細に分析し、事業に取組む姿勢をさらに強めてほしい。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　区内の緑を守り、育むための事業の必要性は理解でき、推進し
てもらいたいが、本事業の目的を達成するためには、担当課だけ
ではなく庁内の連携や、緑のサポーターなどの意欲のある区民を
地道に増やしていくことなども必要であると考える。事業の方向性
を明確にし、活動の「見える化」を図ってもらいたい。
　リピーターも大事であるが、緑化に取組む区民の裾野を広げる
ためにも新規の参加者を増やす取組みも引続き進めてもらいた
い。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない
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【全体評価の経年動向】
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

まち 再掲

実績値

達成率

59,821(仮称)新田一丁目公園整備工事(28-29債務)

3,576

達成率

公園施設の改良を計画的に進め公園利用者の安全性を確保するとともに、時代の要
求に応えた、区民が利用目的別に選択可能な公園への転換を目指す。

公園施設長寿命化計画に基づく遊具・フェンス・公園灯・
便所工事の進捗率（Ｈ22～30の9年間で102施設を更新
する計画）※更新した施設の累計（H29まで67施設）÷
102×100

公園でボール遊び教室やプレーパーク等の実施を検討
している団体等との協議回数

目標値

目標値

達成率

実績値
工事にあたり、地域住民や利用者への説明・アンケート・
意見聴取などの実施回数（実施公園数３５か所）

目標値

緑と水辺と憩いの空間の創出
⑪地域の特性を活かしたまち
づくりを進める

既存公園の改修を行い、魅力ある地域の公園づくりを進める。大型施設の長寿命化
や適正配置、安全かつ快適な施設への転換を図るため、計画的な改修、更新を行う。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 公園等の整備事業

目
的

公園等の新設に向けた設計若しくは工事又は改修・改良
工事の実施設計若しくは工事を行った施設数（長寿命化
計画に基づく工事を含む）

実績値

目標値

改修・改良工事
前の意向調査
回数

公園を利活用す
る団体等との協
議回数

公園等の新設、
改修・改良工事

回

回

活
動

件

活
動

③

②

22,480

0

23,167

0

3,373

-

7,796

0

00

233%

目標値

26

市民団体等が主体となって、新たに公園で実施したイベ
ントの回数（ボール遊び教室、プレーパーク、昔遊び、
パークで筋トレ等）

3

70

30

28

達成率

1,414,135

98,597人件費(b)

人数 11.16

平均給与 8,450

事業費(a)

10.97

-

12,667

2.18 -

-9.49

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

[指標①]トイレ改修等を公園管理課と連携して進めた結果、目標を達
成した。
[指標②]ボール遊び教室やプレーパークの他に、子どもの体力向上
事業との連携を予定していたが、協議段階には至らず、目標を下回っ
た。
[指標③]パークイノベーションの工事においては、工事前に利用者に
アンケートを実施している。また、町会や保育園に加え自主管理団体
への工事説明や小学校へのアンケートを実施したことにより、目標を
上回った。
[指標④]全１０２施設のうち２８施設は既に延命化し、残る７４施設のう
ち６７施設は更新済みであり、３０年度に７施設を更新することで、７
３％をもって計画された施設全てが完了する。
[指標⑤]パークで筋トレの新規開始を１公園と見込んでいたが、ス
ポーツ振興課との連携により３公園で実施し、目標を上回った。
[指標⑥]パークイノベーションの考え方に基づき改修した公園は累計
２３園となり、改修後のアンケート結果も良好である。加えて「あだちの
公園遊具総選挙」の実施や目的別マップ作成などの情報発信強化を
行ったことにより、目標を上回ることができたと考える。５０歳代は３
４．２％→４４．２％に改善したが、２０歳代は３７．０％と低調だった。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

4,295計

1.26

成
果

％ 44
世論調査で「よく行く、または行きたい公園がある」と思う
区民の割合（そう思う、どちらかといえばそう思うの計） 実績値

達成率

⑥ 73よく行く、または
行きたい公園が
ある区民の割合 73%

8,781

484,412

99,701

3,588

0.94

453,304

-

-

96,32882,003

187%

-

3,504

1.73

103,403

11.91

59% 58%

43

108%

89,799

8,641

6351

574,211

5,852,742

109,465

8,682

61

-

100%

100%

72 60

42

3

- -

73%

100

- -

100

217%

115

5327

115%

40

6655

56

140%

73

228%

60

3230

95 109

119

9

100%

95%

26

31

97% 100%

66

15

109%

2927 28

123

30

-

73

-

30

91

-

-

-

13

-

45

559,897

460,196

-

453,304

50

48

104%

29

-

④

活
動

46

43

43

- -

％

区民団体等が主
体となって新たに
実施したイベント
数

回
⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

-

5,962,207

53 55

104%

-

公園施設長寿
命化計画の進
捗率

1,512,732総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
都市建設部みどりと公園推進室
みどり推進課公園整備係
パークイノベーション担当課

事業名

重点目標

電話番号

midori@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5442（直通）
№４２　公園等の整備事業（パークイノベーションの推進等）

重点項目

パークイノベーションは室内（公
園管理課）協働により実施

根拠
法令等

都市公園法、足立区立公園条例
及び同施行規則、足立区立児童
遊園条例

庁内協働

内
容

①

千円

③

・様々な年代層の「よく行く、行きたい公園」を増やし
ていくため、特色ある公園をバランス良く配置していく
必要がある。
・トイレなど設置や維持に多額の費用がかかる大型
施設は、維持・更新コストを圧縮するとともに、偏在を
解消していく必要がある。
・公園の魅力を高めるにはソフト事業による魅力づく
りも欠かせない。「パークで筋トレ」は順調に拡大して
いるが、区民団体や指定管理者等によるソフト事業
も拡充していく必要がある。

（短期）・一つの公園で様々な世代のニーズを満たすのは難しいため、一定
エリア内の公園で役割や機能を分担し、特色ある公園をバランス良く配置
していく。
・トイレなどの大型施設は、長寿命化計画に基づく予防保全的な管理によ
り維持・更新費を圧縮し、公園改修を機に適正配置を進める。
・ソフト事業による公園の魅力向上を図るため、区内団体によるボール遊
び教室、指定管理者の協力によるプレーパークなどを拡充し、公園遊具総
選挙に続く企画も実施していく。また、地域別公園マップや目的別マップを
作成し情報発信の強化を図る。
（長期）足立区パークイノベーション推進計画に基づき、魅力ある地域の公
園づくりと持続可能な公園運営の実現を目指す。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 舎人三号公園ほか２か所改修工事 金額 55,742

千円金額弘道中央公園ほか１か所改修工事 44,869主な内容

94,302

-

金額

6,062
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　昨年度高く評価した利用というソフト面への踏み込みという点
で、今回はさらに大きく前進し、指標①③⑤のような、公園を利活
用する団体・公園の意向意識調査・イベントを実施するなど、公園
の利用者との対話ということが日常の動作として定着してきてい
る。また、時代の趨勢、はやりとも言うべきパークPFIといった民間
活力の導入についてはトーンを落とし、安易に民間に頼るというこ
とではなく、足立区独自の地域に支持されるパークイノベーション
という姿勢が明確になってきた。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
  指標②は唯一目標を達成できなかったが、パークで筋トレの３箇
所での実施を実現させた結果、指標⑤の成果に大きく表れてい
る。今後さらに成果につなげていくためにも、着実に関係団体との
協議を進めてほしい。
　その他の指標については大きく目標を達成した指標もあり、高く
評価する。特に指標⑥については、26年度以降初めて目標を達成
した。改修後のアンケートも良好であったとのことで、取組みの成
果を評価したい。
　引続き、指標②を含め、目標達成の努力を続けてもらいたい。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標②について、成果分析にあるとおり、子どもの体力向上事
業との連携の協議に至らず、目標に届かず残念であったが、他の
指標は、すべて達成率が１００％を上回り、指標⑤については、き
わめて良好な達成状況となった。こうした好結果を得るについて、
特に指標①、⑤に見て取れるように庁内横連携での取組みが光
る。
また、指標③にあるとおり、工事前の独自のアンケートを駆使し、
設計・工事の内容に反映させることに努めたことも高く評価でき
る。
　そして、こうしたことが指標⑥の目標達成につながったという見
方もでき、総じて今回は大きな成果が上がったと言える。

　指標②については、目標達成と、ソフト事業の拡大に向け、新たな団体との協議を開始した。
　様々な世代に公園を利用してもらうため、まず公園に興味をもってもらえる企画（遊具のデザインコンテスト）を実施し、子どもから
大人まで幅広い世代から２００件近い応募をいただいた。また、平成３０年度から公園を改修する際に、現地への意見募集案内板
の設置や、近隣へのポスティングによるアンケート調査を行うことで、これまで以上に地域の意向を把握し、魅力ある公園づくりに活
かした。さらに、子ども議会や緊急通学路点検から指摘された意見を基に、危険箇所の解消や防犯性能の向上に取り組んでいる。
　民間活力の活用については、区民団体や指定管理者等との連携を強化していくとともに、引き続き国や先進自治体の動向を注視
し賑わい施設の誘致の可能性も研究していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　短期的な予定として、一定エリア内の公園を個々に特色のあ
る公園にして、様々な世代に活用してもらうのは難題であると思
うが、取り組みの目配りは的確で、利用者の意向をくみ取って、
ソフト事業に取り組んでいくという姿勢が伝わり、その成果に期
待が持てる。
　中長期的な方向性として、防犯性能を高めることも含め、地域
にとって魅力ある公園につながるように期待する。
　なお、「民間活力の活用」については、全国的にも一部に著名
な事例がもてはやされているものの、普及という段階にはなって
いない。今後とも情報収集、研究には取り組み、安易に民間に
頼るということではなく、地域に支持される足立区にふさわしい
パークイノベーションを追求してほしい。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

  魅力ある地域の公園づくりと持続可能な公園運営を実現させる
方向性は適切であり、今後も実現のために積極的に推進してもら
いたい。
　公園の魅力を高めるためには、安全かつ快適な施設であること
はもとより、ソフト面での充実も図っていく必要がある。そのために
も、長寿命化計画に基づき、適切な管理と適正配置を進め、さまざ
まな世代が行きたいと思える公園づくりを実現してもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない
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【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

まち 再掲

実績値

達成率

26,125東京電機大学創業支援施設運営補助金

3,576

達成率

　創業ステージに合わせた切れ目ない支援を行い、区内創業を促進する。

退室時に区内に転居した企業の割合
目標値：100％
実績値：区内に事務所を転居した数/退室企業数

起業セミナーの参加者数
目標：起業セミナー【事業計画策定編(２回）の定員数×
90％】　実績値：参加者数　【新規指標】

目標値

目標値

達成率

実績値

創業プランコンテストの周知件数
目標値：前年度実績より設定
実績値：セミナー、DM、メール、窓口･訪問等で周知した
数

目標値

中小企業の競争力向上を支援⑫地域経済の活性化を進める

　創業を促進するため、通年での起業セミナーの開催及び創業支援施設入居企業に
対する適切な経営指導を行う。また、創業プランコンテストにより斬新なアイデアで創
業した方（予定）には補助金交付とともに、事業化から販路拡大に向けた継続的な支
援を行う。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 起業家育成支援事業/創業支援施設の管理運営事業

目
的

創業支援施設で支援した入居企業数（月延）
目標値：創業支援施設の部屋数×12ヶ月（満室）
実績値：入居企業数（月延）

実績値

目標値

創業プランコン
テストの周知件
数

起業セミナー参
加者数

創業支援施設
入居企業数（月
延）

人

件

活
動

社

活
動

③

②

0

10,092

0

8,256

7,176

-

7,152

0

9,2608,792

111%

目標値

26

新設法人数　目標値：昨年実績により設定
実績値：新設法人数(暦年）　【新規指標】

840

948

853

28

達成率

66,919

18,648人件費(b)

人数 1.40

平均給与 8,450

事業費(a)

1.80

-

1,820

2.00 -

-1.40

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　指標①は、入居審査を３回実施し、４社応募のうち３社が入居した。平成
３０年４月１日現在、かがやきには８社、はばたきには４社が入居している
が、はばたきは平成３１年３月３１日廃止により募集を中止しているため、
達成度は低くなった。平成３０年度の目標値は１４室（かがやき１０室、は
ばたき４室）として算出する。
　指標②は新規指標として設定した。起業意欲のある方に対するセミナー
を実施し、概ね達成した。なお、２６年度は１回制で実施していた。
　指標③については、昨年度同様の数であり、ほぼ達成した。
　指標④は、８社の卒業企業のうち、４社が区外に転出したが、８社とも順
調に事業展開をしている。退室時の移転先については、北千住に物件を
探したが賃料が高く、区外移転を選択した者もいる。
　指標⑤は、足立区基本計画と同様の新規指標である。全国的な創業機
運の高まりに加え、当区の創業支援事業が金融機関等に理解され、良い
連携ができたからだと推測する。
　指標⑥は、目標を達成できなかった。２９年度は、同時期に国や都の補
助金の募集が重なったため、金額の高い補助金が選択されたものと思わ
れる。
　東京電機大学創業支援施設「かけはし」については、運営経費の補助
や入居企業に対する連携セミナーを開催し、８７人が参加した。平成３０年
４月１日現在の入居企業は１４室中１１社、シェアードオフィスは１２ブース
中４社である。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

6,818計

2.00

成
果

件 16
創業プランコンテストの応募件数
目標値：応募の期待数
実績値：創業プランコンテストの応募件数

実績値

達成率

⑥ 15創業プランコン
テストの応募件
数 107%

8,781

54,846

22,982

3,588

2.00

64,291

-

-

15,80612,097

-

746

3,504

2.00

12,155

1.40

33% 67%

5

-

19,249

8,641

100100

74,095

68,423

19,163

8,682

71

820

20%

108%

15 15

10

906

23 45

89%

276

24 45

276

77%

212

276276

91%

-

100100

-

98%

424

85%

440

500-

210 180

4052

45

116%

76%

26

251

71% 50%

50

45

65%

2927 28

887

30

-

100

-

30

168

-

-

-

45

-

500

74,938

51,956

-

64,291

24

5

25%

29

-

④

活
動

20

450

-

104% 100%

％

新設法人数 社
⑤

成
果

成
果

実績値

100%

目標値

実績値

740
達成率

821

87,586

50 20

50%

101%

創業支援施設
退室時の区内
定着率

85,567総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
産業経済部
企業経営支援課創業支援係

事業名

重点目標

電話番号

kigyo-shien@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5495(直通）
№４３　創業支援事業（産学金公ネットワークによる起業・創業支援）

重点項目

産業政策課、産業振興課：創業支援
施設入居企業に対するあだちメッセ
出展企業情報、創業プランコンテスト
採択企業進捗状況の共有

根拠
法令等

足立区経済活性化基本条例　足立区地域経済
活性化基本計画　足立区創業支援施設条例　足
立区創業支援施設条例施行規則　足立区創業プ
ランコンテスト事業実施要綱

庁内協働

内
容

①

千円

③

　社会的に創業の機運は高まっており、民間におい
ても創業支援施設やコワーキングオフィスの設置が
なされ、当区の創業支援施設等への応募者数が減
少傾向にある。
　創業支援をより実りあるものにしていくためには、東
京電機大学や関係する金融機関との連携を今まで
以上に強固にし、創業プランコンテスト等の応募者数
を増加させていくなどの対策を講じていく。

　足立区の創業を促進するために、今後、新たな担い手として期待される
女性及びシニアを対象とした起業セミナーを拡充していく。また、セミナー修
了者を、区の中小企業相談員に繋ぎ、個別アドバイスを行なうことで、創業
者を増やしていく。創業プランコンテストでは、募集期間を昨年度より延長し
て周知を図るとともに、募集要件に、区のボトルネック課題解決に寄与する
事業プランを加えていく。
　中長期的には、各創業支援施設入居企業が集う場の設定やセミナー等
では、魅力あるゲストを招聘し、起業した者同士が新たな出会いを創出で
きるような形態を整えていく。また、インキュベーション施設のあり方検討
や、空き家の活用を視野に入れ、創業者を区内に定着させるしくみを研究
していく。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 東京芸術センター１１階賃料 金額 15,384

千円金額起業セミナー委託料 3,899主な内容

11,830

-

金額

7,008

Ⅳ　重点プロジェクト事業　事業別評価の反映結果
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
  昨年度は指標の入れ替え・新設に伴い、本事業が目指すべき方
向性が明確になったとして反映結果については高い評価であっ
た。そして今回の成果に大いに期待が高まったのであるが、伸び
悩んでいる。従来の「区の方針が必ずしも明らかでないまま、色々
な業種が入居している状況からは、足立の産業育成の方針が見
えてこない。」という指摘に対して、ヒアリングでは方向性を見出し
ているように見受けられたものの、「「足立区では進取の気性を大
事にする、アントレプレナーを育てる土壌がある」ということを広く
認知させることに本事業の大きな意義がある」という指摘に対して
は、まだ明確な方向性を打ち出したとは言えない状況である。これ
に対して、いかに事業継続を図るかとか、区内にいかに定着させ
るかということを重要視するのであれば、そのためのターゲット・方
向性を明確にする必要がある。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　６つの指標のうち、５つが目標を達成できていない。そのなかでも、指標
①④の創業支援施設については、入居企業数、区内定着率ともに、非常
に厳しい状況が続いている。創業の機運は高まっている中で実績値が減
少しており、今後の方向性を早急に決定する必要がある。
　指標②⑤は、起業セミナーの参加者数は目標を達成しなかったが、新
設法人数は着実に増加傾向にあり、事業の方向性は評価できる。
　また、指標③⑥の創業プランコンテストは、応募件数が28年度から大き
く減少し、目標を達成できなかった。しかしながら、30年度は募集期間を
延長するなどの工夫をしたとのことであるので、その成果が表れることを
期待したい。

【目標・成果の達成度への評価】
  指標①、②、③は区の啓発への取組み姿勢は感じられたが、未
達成であったので、相応の評価としたい。
　指標④の退室時の区内定着率については、そもそも100％の定
着率を目標とする必要がないのではないかという考え方もあり、評
価委員の中でも見解が分かれるところであったが、この定着率を
少しでも高めるということを重要視するのであれば、退去時の対応
についてさらに工夫を凝らすことが求められる。
　指標⑤の新設法人数が昨年度から伸びて、達成率も100％を上
回った。⑤は最も重要な成果指標であり、評価する。
　また、指標⑥に関する課題分析について、国、都のコンテストの
募集が重なったことが原因であるとしているが、目標を高く掲げた
以上、区独自に応募者のターゲットを明確化するなどの工夫が求
められるところである。

　改めて、これまでの創業支援施設入居企業を分析したところ、6割がＩＴ企業という状況であった。特にＩＴのコンサルティング企業等は、直
接的に区内経済活性化につながるメリットが見えにくい。ＩＴ系企業の応募は今後も多くなると予想されるが、今後は入居審査の段階から、
区への愛着度や事業への想い、発展性に着目して選考していく必要性があり、それに合わせた定着率の指標の採り方を検討していく。
　創業プランコンテストについては、信用金庫を巻き込み、連携事業として行うこととした。各金融機関が実施している起業セミナー受講者
にも呼びかけ、応募者増を狙っていく。募集ターゲットは広くし、審査時には足立区の方向性に合致した事業者の選定を目指す。
　空き店舗の利活用については、住宅課と情報交換を密に行うとともに、住民を巻き込んだ勉強会の実施や、まちの賑わい拠点創出のた
めの調査を行っていく予定である。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
  短期・中長期ともアイディアが披露されており、今後の成果が期待で
きる。
　指標④は、北千住地域だけでなく、他の区内の空き家等の検討を要
する。
　創業プランコンテストについては、丁寧な対応やフォローが行われて
いる。さらに国や都とは違う、足立区の魅力を引き出されるよう啓発し
てほしい。
　本事業については、主管課の尽力にもかかわらず、指標に足をとられ
て全体評価がそれほど高くない状況が数年続いている。昨年度も指摘
したが、主管課の取組みを反映させることができる適切な指標が他に
あれば、取り入れるべきである。創業に関して、ワンストップで、事業計
画書の書き方、資金調達の仕方、人材紹介、などできる仕組みがあり、
利用者の痒いところに手が届く対応であることを強くアピールしてほし
い。特に、空き家の利活用について、まちづくり部門や、商店街魅力向
上の取組みとも連携をとり、きめ細やかな取組みとなるよう検討するこ
とも有効ではないか。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　創業支援は創業期にある事業者の成長にとって不可欠なもので
あるが、支援した起業家たちが創業支援施設から退出するときの
区内定着率をいかにして高めるかは大きな課題である。定着率が
低い要因としては区内にオフィスとして使用できるスペースが少な
いなど様々な理由が考えられるが、足立区だからこその付加価値
を高めるような取組みを検討してもらいたい。
　また、区内での創業を支援することは、区内産業の活性化、雇
用の創出といった面からも有益であり、今後の新たな創業者として
期待される女性及びシニアを対象とした起業セミナーの拡充と
いった方向性は、評価できる。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度

Ⅳ　重点プロジェクト事業　事業別評価の反映結果
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

14,365

-

金額

0

② ビジネスチャレンジ助成補助金 金額 11,360

千円金額産学公技術連携促進業務委託 6,500主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　産学公連携事業では、相談する企業の課題が明確
ではないため、共同研究にまで至った企業が多くな
い。
　一方で、小規模事業者経営改善補助事業では、補
助金の申請前に経営相談員と複数回の相談を行い、
具体的な経営改善計画を作成したことで、課題が明
確になり、目標に向けて実行することで経営改善の
向上に繋がったとの声が多く、非常に効果的な事業
であることが伺える。
　企業の課題をいかに拾い上げ、有効な手段に繋げ
ていくことが今後、必要である。

企業の経営改善や技術力向上のために、企業の課題を整理する手順を学ぶ経
営セミナーを開催する。課題内容により、東京電機大学や東京未来大学、中小企
業庁の専門家派遣等へと繋げていく。また、業務改善の手段の一つとして、ＩＴ・ＩｏＴ
化を考えている企業のための相談窓口の開設を行う。
　小規模事業者経営改善補助事業については、引き続き、申請の可能性が高い企
業へ積極的に情報提供を行う。企業の経営改善のために、企業の課題を明確にす
る。
　ビジネスチャレンジコースを見直しした新製品・新事業開発補助金では、開発の段
階に応じて支援を行う。特に新製品化に向けて試作品の開発経費を補助する「試
作品開発コース」については、長期的に企業が研究・新製品開発に取り組むため
に、マッチングクリエイターや地域の信用金庫協力のもと、企業の周知を図ってい
く。

シティプロモーション課：全庁的
な各種事業周知の情報共有
産業政策課、産業振興課：区内
企業情報や助成金情報の共有

根拠
法令等

足立区経済活性化基本条例　足立区地
域経済活性化基本計画　足立区小規模
事業者経営改善補助金交付要綱　足立
区新製品・新事業開発補助金交付要綱

庁内協働

内
容

①

記入所属
産業経済部企業経営支援課イノ
ベーション推進担当、産業振興課も
のづくり振興係

事業名

重点目標

電話番号
kigyo-shien@city.adachi.tokyo.jp
sangyo@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5496､03-3880-5869(直通)
№４４　経営改善事業（生産性の向上と競争力強化）

重点項目

34,478

- -

-

-

小規模事業者経
営改善補助事業
により経営革新に
取り組んだ企業数

43,947総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）
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⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

-

④

活
動

60

250

231

- -

件

新製品･新事業開発
補助事業の応募件
数(29年度ビジネス
チャレンジコース)

件

83,446

64,052

-

67,437

60

55

92%

29

-

30

500

-

-

-

500

-

220

20

30

-

60

-

26

-

90% 90%

54

500

121%

2927 28

250230

385 484

485480

450

107%

107%

-

-

200

60-

243

99%

295

118%

248

- -

97%

400

- -

360

-

-

-

-

87%

50 60

55

13

17,640

8,641

63-

55,779

21,455

13,023

8,682

57

-

106%

-

3,504

0.00

13,023

1.50

102% 110%

51

116%

8,781

38,139

19,394

3,588

1.00

67,437

-

-

15,80617,282

成
果

件 53
区内事業者が大学等と技術的な連携（共同研究、委託
研究、技術指導、技術相談、依頼試験、機器利用等）に
取り組んだ件数

実績値

達成率

⑥ 50区内事業者が
大学等と技術的
に連携した件数 88%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

  指標①②は、セミナーやＤＭの他、①は土建組合や商店街振興組合連合会での
周知、②はマッチングクリエイターによる周知である。①は昨年度よりも長期間周知
した結果、目標を上回り、②は28年度より件数は増えたが目標達成に至らなかっ
た。
　指標③は、相談案件を持つ企業への訪問を72件行った他、区内企業からの技術
相談対応を223件行い、目標を上回った。30年度はイノベーション推進事業として、
事業全体を再編した結果、コーディネーターの勤務日数が週4日から3日となったた
め、目標値を下げて設定する。
　指標④は、経営改善に取り組んだ企業54件のうち、設備導入費コースが44件、店
舗改修コースが10件であった。企業からは、具体的な期限や数字を用いた事業計
画書を作成することで現状を把握し、課題が明確になったとの感想を多くいただい
た。
　指標⑤は国の補助金への応募が13件、ビジネスチャレンジコースが7件であっ
た。ビジネスチャレンジコースに採択された1社は口腔内の改善剤の開発で、試験
の結果、有効な効果が得られ、大手健康食品メーカーとの商談が進行中である。
30年度は「新製品・新事業開発補助金」とリニューアルする。
　指標⑥は、企業からの面談数は昨年198件から223件と増えているが技術相談内
容が漠然としているため、連携まで至らなかったことが要因である。その中で、東京
未来大学では25年度より行われている菓子製造業との新商品開発の他、毎年、企
業の課題に対して学生がプレゼンする大会が行われており、マッチングクリエイ
ターの仲介により初めて区内企業がエントリーし、商品化の検討をしたいと感想が
あった。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

1.80

-

0

0.10 -

-2.00

29,582

14,365人件費(b)

人数 1.70

平均給与 8,450

事業費(a)

133%

目標値

26

新製品・新事業開発補助事業（革新的ものづくり･商業・
サービス開発支援補助金（国）、新製品・新技術開発補
助金（都）含む）の応募件数 目標値：応募の期待数実績
値：上記補助金の応募件数

15

20

15

28

達成率

0

0

0

0

3,588

-

358

0

00

産学連携コー
ディネーターの
活動件数

新製品･新事業開発
補助事業の周知件
数(29年度ビジネス
チャレンジコース)

小規模事業者経
営改善補助事業
数の周知件数

件

件

活
動

件

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 ものづくり支援事業／イノベーション推進事業

目
的

小規模事業者経営改善補助事業の周知件数
目標値：前年度実績より設定
実績値：セミナー、DM、メール、窓口･訪問等で周知した
件数

実績値

目標値

中小企業の競争力向上を支援⑫地域経済の活性化を進める

　事業者の経営革新や大学との共同研究を推進するための支援として、イノベーショ
ン連続セミナーや大学等への個別相談対応等を行う。また、新たな価値を生み出す
新製品、新事業の開発に挑戦する事業者には、研究開発費等の一部補助を行う。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

　社会の変化に的確に対応し、経営改善に取り組む意欲ある事業者のイノベーション
を支援し、経営力向上を促進する。

小規模事業者経営改善補助事業により経営革新に取り
組んだ企業数
目標値：前年度実績より設定　実績値：助成件数

新製品・新事業開発補助事業（革新的ものづくり･商業・サービ
ス開発支援補助金（国）、新製品・新技術開発補助金（都）含む）
の周知件数 目標値：前年度実績より設定 実績値：MCによる紹
介、セミナー、DM、メール、窓口･訪問等で周知した件数

目標値

目標値

達成率

実績値

産学連携コーディネーターが実施する連携支援活動（区
内企業からの相談対応、共同研究の仲介、企業訪問等）
の件数

目標値

実績値

達成率

27,077小規模事業者経営改善補助金

3,576

まち 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　企業への補助事業の実績は、引き続き高い水準を維持できては
いるが、さらに企業の課題を明確にし、経営改善のためにより有
効な手段へとつなげていく必要がある。区内企業の経営基盤や競
争力の強化のためにも、より多くの企業が本事業を活用できるよ
う、制度の周知に努め、利用促進を図ってもらいたい。
　産学公連携事業については、事業者が大学と連携したい内容を
明確にし、連携の強化に努めてほしい。また、大学だけでなく、大
手企業との連携も検討してもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①は121%に達し、積極的に進められていることが評価できる。成果
の件数に結びつくように、一方通行だけでなく訪問などの双方向で丁寧な
周知を増やしていくとよいと思う。
　指標②は件数は増えたが達成率は97%に留まったが、補助事業の周知
はおおむね達成されている点は評価できる。
　指標③も増加傾向であることが評価できる。コーディネーター勤務日の
変更もあるので、今期は件数は減るかもしれないが、その分、イノベーショ
ン経営塾と併せて、アイディアを具現化できるよう精度を高めてほしい。
　実績達成に向けてコーディネーターの役割は大きいので、勤務日数が
減ってしまうことは残念であるが、30年度の目標値を下げたのは致し方な
い。
　指標⑤について、応募件数が大幅に増え達成率が100％を上回ったこと
は大きな成果である。今後ともさらに成果を上げることを期待する。
　指標⑥の学生がプレゼンする大会により商品化の検討が上がっている
点は評価できる。電機大と企業連携も具体化させたい。

  指標①、②については引き続き、マッチングクリエイターによる企業訪問のほか、企業や関係団体が集まる交流会等に出向き、周知を行ってい
く。さらに、同じ中小企業支援の目的をもつ金融機関を通じての周知や取り組みをした企業をHP等で紹介するなど幅広く知ってもらうよう、啓発を
行う。小規模事業者経営改善補助金については平成31年度は消費税増税に伴うレジスター購入にも対応する。産学公連携事業は、産学連携に
強い東京東信用金庫が東京電機大学へ積極的につないだ。コーディネーターの勤務日数は減少したが今後も金融機関との連携を密にし、大学
への仲介を図っていく。また、区内は小規模で下請企業が占めており、競争力や生産性向上のためには下請け脱却が必要であると考える。下請
け脱却の手段として付加価値の高い自社製品を開発するなど、アイデアを具現化できるよう、今後は大学との連携の他、区内中小企業とクリエイ
ター（デザイナー）との連携を行っていく。区内企業のＩＴ・ＩｏＴ化については、ＨＰ・ＳＮＳ活用セミナーを開催し、相談者からの相談内容に応じて、ＩＴ
関連企業の紹介を行った。今後の指標や成果分析については、次年度の事業を見直ししていく中で、合わせて検討する。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　生産性向上と競争力強化に向け、企業の課題を整理する手順を学ぶ経
営セミナーの開催、東京電機大･東京未来大、中小企業庁の専門家派遣、
業務改善手段としてＩＴ･ＩoＴ化企業への相談窓口の開設等、適切な取組み
である。
　定型的な手法を用いて進めていく性格の事業ではなく、普段の仕事から
一歩踏み出したアイディアを見つけだし磨いていくことが必要なため、経営
者が普段の業務から離れて考えを深められる場（セミナーなど）の提供とそ
の先につなげる流れができつつあるところが評価できる。
　特に、IT・IoT化については、それぞれの企業で状況の格差が大きいと思
われるが、例えば、Webサイトづくりは自社を客観的に見直す作業にもつな
がるので経営改善の一助となるであろうし、区内で活躍するWeb制作会社を
紹介するなど、踏み込んだサポートも進めていくとよい。
　補助事業の積極的な情報提供や開発段階での補助金支援や試作品開
発に向けて、マッチングクリエイターや信金の協力等必要な事業であると考
える。これらの内容を次年度の指標に反映させていただきたい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①は目標を上回り、指標④は概ね目標を達成できている。これらの
件数だけでなく、事業内容として、利用した事業者から経営改善の向上に
繋がったとの声が多かったという点は、非常に評価できる。
　指標②の周知件数は目標を達成しなかったが、指標⑤の応募件数は増
えており、評価できる。平成３０年度から事業内容をリニューアルした効果
が表れることを期待したい。
　指標③の産学連携コーディネーターの活動件数は目標を達成したが、
指標⑥の産学公連携事業の件数は目標を達成できなかった。企業との面
談から得られた情報等をいかに連携へとつなげていくかが課題である。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　前年度の実績を踏まえ、目標値を設定し、100％を超える達成率を示し
た指標が３つ、他の指標も90%以上を達成している点は高く評価できる。
　昨年度の予定、方向性に示された、小規模事業者経営改善補助事業に
ついては、実績を踏まえ、申請の可能性の高い企業への積極的な働きか
けは適切である。
　新製品・新事業開発補助事業について、自社の強みの分析、課題解決
法を身につけるためのセミナーの開催などの具体的な行動がとられてい
る点が評価できる。
　産学連携の分野では、昨年より引き続き「やる気はあるけれど具体的な
ビジネスにつながらない」という課題があるが、「あだちイノベーション経営
塾」を開催することによって、アイディアを具現化していけるようになること
が期待できる。
　なお、東京電機大「システムデザイン工学部」新設に伴う企業との技術
相談や共同開発や、ビジネスチャレンジコースの補助対象に新規開発だ
けでなく「改良｣も対象とするとあったが、今後、指標や成果分析に明確に
示されることが必要である。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

10,140

-

金額

1,752

② ブランド認定事業コンサル委託 金額 18,780

千円金額見本市・展示会等出展経費 16,729主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　 足立ブランド認定推進事業では、認定企業の製品の品
質や優れた技術を維持しながら、大規模な見本市に出展し
販路拡大を図ってきたが、よりＰＲ効果が大きい展示会へ
の出展を検討していく。また、個々の認定企業がブースで
の製品の見せ方やプレゼン力をさらに高める研修を引き続
き実施していく。
　産業展示会では、年度末開催により来場者は減少した
が、足立区しんきん協議会による「大商談会」と区外企業を
招聘した「あだちメッセ商談会」の効果もあり、商談を目的と
するビジネス来場者の割合が増加した。今後は、開催時期
を見直し、来場者を増やす内容を検討していく。

　【短期】足立ブランドでは、出展する展示会を都度見直しを図り、よりＰＲ効果が大きい大型
見本市への出展を検討していく。30年度は、29年度に引き続き「機械要素技術展」「産業交流
展」に出展し、新たに、世界から様々な雑貨が一堂に集まる「雑貨ＥＸＰＯ」に出展し、販路拡
大と区のイメージアップを図り、ブランド企業をＰＲし受注拡大を目指す。また区民に対してブラ
ンド事業の認知度を高めるため、区内大型商業施設でのワークショップや販売会、工場見学
会を実施していく。産業展示会（あだちメッセ）は、当面区内企業が中心の商談である「大商談
会」と区外企業との商談機会となる「あだちメッセ商談会」を取り入れた形式を継続し、セミナー
や企画展示の充実など、ビジネス来場者が魅力を感じる展示会になるよう設計していく。
　【中期・長期】ブランド認定企業と他自治体企業との交流による情報共有を深め、製品開発
や受注へと繋げていく。また、各認定企業が単独で大型見本市等へ出展し、販路拡大を図っ
ていけるよう見本市出展助成等を通じた支援を行っていく。産業展示会（あだちメッセ）では、
来場者、出展社からの意見を参考にしながら、ビジネス来場者が魅力を感じるよう内容を工夫
し、検討していく。

区内製造業者に対する各種の
事業展開について、産業政策
課、企業経営支援課、シティプロ
モーション課と協働

根拠
法令等

足立区経済活性化基本条例、足
立区地域経済活性化基本計画、
足立ブランド認定推進事業実施
要綱

庁内協働

内
容

①

記入所属
産業経済部
産業振興課ものづくり振興係

事業名

重点目標

電話番号

sangyo@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5869（直通）
№４５　販路拡大支援事業（区内産業・製品のＰＲ）

重点項目

42,042

160 260

100%

97%

見本市等出展
ブースへのバイ
ヤー訪問件数

39,679総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

89%

目標値

実績値

30
達成率

31

④

活
動

40

80

99

104% 128%

件

見本市等の参
加により取引に
つながった割合

％

75,324

62,993

-

67,554

40

57

143%

29

-

30

58

-

-

-

55

-

60

35

30

-

260

-

26

40
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- 35

-

26

12,157
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70,073
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35

83%
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3,504

0.50

10,418

1.20

- -

-

99%

8,781

57,916

12,331

3,588

0.50

67,554

-

-

10,53710,369

成
果

％ 36
あだちメッセ出展社の中で商談に繋がった企業割合
目標値＝実績を踏まえた計上
実績値＝出展報告書及び出展アンケートにより把握

実績値

達成率

⑥ -産業展示会出
展による取引に
つながった割合 103%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

1,705計

0.50

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　【指標①】応募数は9社で、選考の結果5社を認定。再認定（再々認定含
む）も選考の結果18社を認定し、総数は53社となった。
　【指標②】定例交流会に加え拡大交流会として他自治体ブランド企業と
情報交流を実施。大型見本市である「ギフトショー」「産業交流展」「インテ
リアライフスタイル」のほか、新たに「機械要素技術展」に出展。また、新
規事業である「夏休みものづくり体験」「夏休み工場見学会」にも参加した
ため、平成28年度より活動件数が増え、足立ブランドのイメージアップとブ
ランド企業の販路拡大が図られた。
　【指標③】平成28年度に引き続き、出展社を製造業に絞込んで公募した
ところ、3社は出展条件が合わず、58社となったが、平成28年度より4社増
加した。
　【指標④】ギフトショーやインテリアライフスタイル展示会の他、新たに機
械要素技術展に出展し、多くのバイヤーがブース訪問した。特に機械要
素技術展では、終了後の出展社への商談問い合わせが、他の展示会よ
りも多くなっている。
　【指標⑤】見本市の出展により取引につながった割合は減少したが、そ
の後に商談の可能性がある割合は約７割とのアンケート結果となった。
　【指標⑥】業種を絞込み、商談目的とする製造業に特化したことと、足立
区しんきん協議会と「大商談会」や区外企業を招聘した「あだちメッセ商談
会」を開催するなど、ビジネス向けとしたため、商談を目的としたビジネス
来場者の割合が増加し、販路拡大が図られた。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

1.20

-

0

0.50 -

-1.20

27,834

11,845人件費(b)

人数 1.20

平均給与 8,450

事業費(a)

51%

目標値

26

目標値＝実績を踏まえた計上
実績値＝出展参加企業へのアンケートにより把握

35

18

35

28

達成率

0

0

0

0

1,794

-

1,788

0

00

産業展示会（あ
だちメッセ）の出
展社数

「ＦＣ足立」活動
（含む見本市等の
出展、ワークショッ
プの実施）件数

足立ブランド認
定総件数

件

社

活
動

件

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 産業展示会事業／足立ブランド認定推進事業

目
的

目標値＝実績をふまえた計上
実績値＝現在の認定企業数 実績値

目標値

中小企業の競争力向上を支援⑫地域経済の活性化を進める

　産業展示会「あだちメッセ」を開催し、商談会やビジネスセミナーの実施。足立ブラン
ド認定企業を、国際見本市や大型商業施設等へ出展し、バイヤー向け冊子や区民向
けリーフレットを作成し、足立ブランドの認知度を高めていく。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

　産業展示会と足立ブランドﾞ認定推進事業を実施し、意欲的な中小企業の発掘･育成と販路拡
大を図り、優れた製品の巧みな技術を区内外にＰＲし区のイメージアップを図る。

大型見本市等における「足立ブランド」として出展した
ブースにバイヤーが訪れた件数
目標値＝実績を踏まえた計上
実績値＝バイヤーの訪問件数

目標値＝実績をふまえた計上
実績値＝「ＦＣ足立」が活動した件数
※「ＦＣ足立」＝足立ブランド認定企業による活動体

目標値

目標値

達成率

実績値

産業展示会における出展社数
目標値＝出展予定社数
実績値＝出展社数

目標値

実績値

達成率

24,999産業展示会委託

3,576

まち 再掲

Ⅳ　重点プロジェクト事業　事業別評価の反映結果

117



方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　足立ブランドについては、出展する展示会を毎年見直し、よりＰＲ
効果の高い見本市に出展するという方向性は非常に評価できる。
　また、区民に対してブランド企業の認知度を高めるため、区内大
型商業施設での展示、一般販売や夏休みにおけるものづくり体
験、工場見学を実施している。対企業、対区民の両面から足立ブ
ランドのイメージアップ、販路拡大に努めており、評価できる。
　一方で、あだちメッセについても、出展社を製造業に絞込み、商
談目的に特化することで、その効果が表れているが、さらに来場
者を増やすための取組みを期待したい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

  指標①、②、④、⑥は目標を達成しており、③も97％とほぼ達成できてい
る点は評価できる。
　特に達成率の高かった指標④では、「機械要素技術展」への出展に加
え、新規事業の「夏休みものづくり体験」「夏休み工場見学会」の実施は、
大いに評価できる。このような取組みを通して足立区の将来を担う子ども
たちに地元のものづくりのよさを知らせることにより、先を見通した販路拡
大を目指していると感じた。
　また、指標⑥は区外企業も招聘した「あだちメッセ商談会｣の開催も、実
績を上げる結果となったと思う。
　指標⑤は51%と達成率は低かったものの見本市終了後、アンケート結果
から商談の可能性がある割合が、７割に達するとの状況で、この後商談
成立の実績値は伸びると予想できる。
  商談が成立するには、相当の時間を要する場合がほとんどであろうか
ら、この指標⑤ではなかなか成果が現れないのではないか。見本市後の
アンケートを丹念に行い、商談成立の可能性そのものを指標とすることを
検討すべきである。

　産業展示会については、29年度は繁忙期の3月に実施したが、30年度は1月末の実施を予定している。大きな特徴としては、区外からも17社が出展し、商
談を行ったり、ﾃﾞｻﾞｲﾅｰ企業6社による相談ﾌﾞｰｽを設置し、製造業とﾃﾞｻﾞｲﾅｰのﾏｯﾁﾝｸﾞを行うことを予定している。そのほか、29年度に引き続き、足立区し
んきん協議会と連携した区内企業同士の「大商談会」及び全国から招待した区外企業との商談会を予定しており、ﾋﾞｼﾞﾈｽを目的とする来場者増を図ってい
く。なお、出展社については新規の参加が少ないため、今後、出展社が魅力を感じる企画の改善、また、来場者についても、区外からさらに多くの方が足を
運んでいただけるようPRや内容の見直しを行っていく。足立ﾌﾞﾗﾝﾄﾞについては、平成30年度は、新たに大型見本市「国際雑貨EXPO」に出展し、多くのﾊﾞｲ
ﾔｰがﾌﾞｰｽに来場していただいた。出展社からも、これまで出展した見本市の中で商談件数等、一番の手ごたえのある見本市、との感想をいただいてい
る。今後も出展する見本市については、効果を見極めてその都度検討していく。さらに、足立ﾌﾞﾗﾝﾄﾞや産業展示会も含めて、ものづくり関係の各事業の連
携が十分に図れるよう、事業の実施効果を改めて分析する。そして、産業の活性化に繋がり、対外的にも評価を得られるような産業支援となるよう見直し
ながら、ものづくり面でのｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝを進めていく。なお、指標5及び6については、出展したことによる商談成立件数に加え、今後商談成立の可能性が
ある見込みも含めた件数に見直す。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
  出展する展示会をその都度見直しを図り、３０年度は「機械要素
技術展」のほか｢雑貨ＥＸＰＯ」へも出展することにしたのはよいと考
える。あだちメッセは区内企業中心の｢大商談会」と区外企業との
「あだちメッセ商談会」を取り入れた形式の継続、セミナーや企画展
示の充実は適切な方向と考える。また、「夏休みものづくり体験」
「夏休み工場見学会」の実施も初回の実施を踏まえ、改善して実施
されるとのことも評価できる。
   「中長期的には、やはり東大阪市や大田区のような強烈なものづ
くりのイメージを訴求できるよう、足立区が持っているモノづくりの面
での特長を掘り下げ、強みを訴求することをシティプロモーションの
一環として取り組んでいくことが必要である」と昨年度指摘した。こ
れに対して今回は産業展示会の出展の製造業への絞り込み、機械
要素技術展への出展など、明快な取組みがなされたが、さらに工
夫を凝らし、ものづくり面でのシティプロモーションを進めていただき
たい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　５つの指標について、概ね目標を達成した。足立ブランドのイ
メージアップとブランド企業の販路拡大のために、積極的に大型
見本市へ出展している効果が伺え、事業の方向性は評価できる。
　指標⑤については、28年度より実績が下がり、目標も達成できな
かった。展示会への出展から１週間後のアンケート調査では、約７
割の企業が「今後、商談に発展する可能性がある」と答えているこ
とから、中長期的な効果を確認していく必要があると考える。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
  全ての指標において、前年度の実績値を踏まえて目標値を設定
し、指標⑤以外はほぼ達成していることは評価できる。
 区民へのブランドの認知度を高めていく、足立区が持っているも
のづくりの面での特長を掘り下げて強みを訴求するという方向性
に沿って、実際の活動に工夫が凝らされた。
　まず、出展する見本市やワークショップも今までの実績を勘案
し、今年度、機械要素技術展に出展したことが功を奏し、指標④の
実績に反映している。また、指標⑥では製造業に特化したこと、昨
年度に引き続き、実績のある足立区しんきん協議会と｢大商談会」
を開催している点も評価できる。
 そして、新規事業として「夏休みものづくり体験」「夏休み工場見学
会」を立ち上げ、活動の幅を広げたことが注目され、今後の成果に
期待が持てる。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

まち 再掲

実績値

達成率

36,935商店街支援全イベント

3,576

達成率

　商店街の環境整備やイベント等の活動を支援することにより魅力向上を図ると共
に、区内商店街の活性化を目指す。

目標値＝実績及び経済状況を勘案し計上
実績値＝商店街に加盟している店舗の数。商店街の魅
力向上に向けた取組みの成果を総体として測ることがで
きる。

目標値＝実績を踏まえた期待値
実績値＝商店街で実施したイベントに助成した件数
（通常ｲﾍﾞﾝﾄ・区連携ｲﾍﾞﾝﾄ・ｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ・地域連携ｲﾍﾞﾝﾄ・商店街にぎわい
創出・Ｕ50イベント事業）

目標値

目標値

達成率

実績値

目標値＝実績、ＬＥＤ化事前調査及び電気料金の値上げを勘案して計上
実績値＝商店街装飾街路灯等の電気料金について一定の補助率により
助成している金額の総額。ＬＥＤ化の促進により各商店街の電気料金負
担が軽減され、軽減分は活性化に向けた他事業に振り分けることができ
る。27年度から目標の指標の考え方を変更した。【低減目標】

目標値

にぎわいのある商店街づくり⑫地域経済の活性化を進める

　【商店街環境整備支援事業】①商店街装飾街路灯等維持補修事業（補強・塗替え・緊急撤去）②商店街装飾
街路灯等ＬＥＤ化推進事業③環境整備事業等
　【商店街活動支援事業】①各種ｲﾍﾞﾝﾄ助成事業②ｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ事業③ｺﾐｭﾆﾃｨ施設活用活性化事業④プレミア
ム商品券事業⑤輝く個店マップ事業⑥生鮮三品空き店舗マッチング事業⑦テーマ提案型補助事業

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 商店街環境整備支援事業／商店街活動支援事業

目
的

目標値＝実績及び事前調査を踏まえ計上
実績値＝商店街装飾街路灯等のＬＥＤランプ交換または
ＬＥＤ街路灯への建替を実施した総商店街数

実績値

目標値

街路灯等電気料
金助成総額

商店街イベント
助成件数

街路灯等ＬＥＤ
化改修総商店
街数

件

千円

活
動

件

活
動

③

②

16,441

0

17,759

0

1,076

-

1,073

15,643

00

99%

目標値

26

目標値＝実績及び開催予定を勘案し計上
実績値＝商店街のイベントに参加した来街者の総数

700,000

689,650

700,000

28

達成率

133,281

39,048人件費(b)

人数 4.50

平均給与 8,450

事業費(a)

3.90

-

16,166

0.30 -

-4.90

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　環境整備（ハード）事業の中では、装飾街路灯のＬＥＤ化を重要
課題としている。東日本大震災後の省エネ意識の高まりやコスト削
減、照度の維持のため、商店街のＬＥＤ化への取り組みを続けてい
る。活動指標①は７商店街がＬＥＤ化を推進し、目標値を上回っ
た。街路灯全体数をベースにＬＥＤ化が達成された割合は、２９年
度末には８５％に達する見込みであり、着々と進捗が図られてい
る。成果指標③については、ＬＥＤ化の進展により逓減していくべ
き数値である。電気料金の想定以上の値下げ等により、一定程度左
右されるものは否めないが、電気料が抑制された主な要因は、ＬＥ
Ｄ化の進捗によるものが大きかったと考える。
　また活動支援（ソフト）事業の活動指標②については、前年度よ
り微増になった。地域の担い手の問題等により中止となったイベン
トが４件あったが、一過性のものもあり、３０年度は商店街を積極
的に訪問して、新規事業の活用を勧めていく。成果指標④の減少
は、２商店街の解散があったが、加盟していた会員数は少なく、各
商店街における店舗数の減少が主な原因である。
　成果指標の⑤については、２９年度は、イベント数の増加や天気
にも恵まれたことで、前年を超えたが目標値を達するには至らな
かった。
 ※　平成２８・２９年度の調書において、税外収入(国都負担金・
補助金)の記載が漏れていたため、遡って４年分の数値を記載した。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

1,023計

0.30

実績値

達成率

⑥

8,781

107,555

35,322

3,588

0.30

135,470

-

-

34,24642,341

108%

660,550

3,504

0.30

39,069

4.50

112%

43,414

8,641

2,8003,100

150,969

97,458

40,120

8,682

2,350

700,000

82%

98%

686,000

85 85

94%

50

76 74

47

91%

43

4739

87%

30,165

2,5003,100

24,977

126%

18,931

100%

19,018

19,00027,000

45 52

7572

80

90%

96%

26

34

84% 86%

2,158

80

104%

2927 28

700,000

30

-

2,300

-

30

54

-

-

-

80

-

18,500

144,036

108,714

-

135,470

29

④

成
果

24,000

26,945

89% 87%

店

イベント集客数 人
⑤

成
果

成
果

実績値

97%

目標値

実績値

660,550

達成率

680,300

137,578

2,838 2,537

92%

100%

商店街加盟店舗
数

172,329総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）
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記入所属
産業経済部
産業振興課商業振興係

事業名

重点目標

電話番号

sangyo@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5865（直通）№４６　商店街と地域商店の魅力向上事業（訪れたくなる店づくりと人
が集うまちの創出）

重点項目

【商店街環境整備支援事業】
工事課と協働
【商店街活動支援事業】
ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ課、（一財）足立区観光交流協会と
協働

根拠
法令等

・足立区商店街装飾灯等維持補修事業補
助金交付要綱
・足立区新元気を出せ商店街事業費補助
金交付要綱等

庁内協働

内
容

①

千円

③

　大規模小売店やコンビニの出店、ライフスタイルの
変化、ネット通販の普及などによる商店街での買物の
減少、後継者不在による廃業などにより、商店及び商
店街の減少傾向が続いている。一方で、地域の安全・
安心なまちづくりや、高齢者が身近で買い物をできる
場所として、地域コミュニティの核としての役割を
担っており、商店街のあり方の転換期を迎えている。
　今後、環境整備や活動支援といった団体助成を推進
するだけではなく、人材の発掘や育成、課題に応じた
活動モデルの展開、個店の発掘やＰＲを通じて、点か
ら線・面への広がりにつなげ、商業の活性化と街の魅
力創出につなげる必要がある。

【短期】商店街イベント事業は、一時的な集客ではあるが、住民と商店の顔
の見える関係作りに役立っており、今後も、環境整備事業と共に安全・安心
な街づくりに繋げていく。また、新たな個店の魅力発掘のための「輝くお店
セレクション」を継続実施する。
　今後、新たに、ターゲットを絞った商店主や従業員向けの講演会や勉強会
を実施し、それぞれの年代や立場における課題を共有しながら、新たな関係
作りや人材の発掘・育成につなげていく。また、地域特徴や、消費者ニーズ
をつかみながら、それぞれの商店街にあった活動モデル（移動販売車のマッ
チング、見回り活動の拠点化など）を提案するなど、商店街の新たな取組み
を支援し、付加価値を高めていく。
【中・長期】勉強会で横のつながりを深め、活動モデルの成功事例の発表な
どを継続し、他商店街への波及に取り組んでいく。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② プレミアム商品券事業 金額 32,000

千円金額街路灯電気料金補助 18,931主な内容

38,025

-

金額

1,051

Ⅳ　重点プロジェクト事業　事業別評価の反映結果
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　今後とも厳しい環境にさらされる商店街に対して、そもそも活性化、賑わ
いの創出ということではなく、昨年度の課題分析にあるとおり「地域の安
全・安心」といった点、コミュニティの核としての独自の役割に焦点を当て
て、支援ということのあり方を検討すべきという指摘に対して、事業名称の
変更に大きな方向性が打ち立てられた。
　指標の達成だけにとどまらず、商店街が持つ意味の捉え直しや、地域
の安全・安心を創出していく方向への変化を期待されていたが、従来の手
法での支援にリソースが多く割かれており、具体的な変化を起こせていな
い。
　空き店舗のスペースを有効利用してコミュニティの育成に取り組んでほ
しいという意見に対して「お休み処」をオープンさせるなどの具体的な行動
が起こせていることが評価できる。コストなど運営面の課題も把握できて
きたと思うので、課題を解決しながらよりよいものにしていってほしい。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①③は環境整備（ハード）事業としての装飾街路灯のＬＥＤ
化であるが、どちらの指標も概ね目標を達成しており、着実に推進
されていることが伺える。
　指標②⑤は商店街イベントに関する指標であり、いずれも概ね
目標を達成しているが、指標④の商店街加盟店舗数は減少の一
途を辿っている。いかにして商業の活性化と街の魅力創出を図っ
ていくかが、課題である。

【目標・成果の達成度への評価】
　商店街を取り巻く厳しい状況にあって、指標①、②、③、⑤は、お
おむね堅調に推移していることが、着実な活動の成果として評価
できる。
　しかし、指標④の減少に歯止めがかかるものではなく、①②③⑤
のような従来の手法が商店街の活性化につながるとは言い難いと
いう現状を認識して、目標や指標の考え方自体を抜本的に変化さ
せてほしい。
　そもそも、指標④については、現状維持すら困難なのであり、い
かに低減度合いを低くするかということでしか評価できないもので
ある。これに対して、地域のQOLの向上に貢献する個性的な店舗
を開拓するといったきめ細かな指標を検討する必要がある。

　30年度は、「U50事業補助金」を利用した、若手商店主が企画し実施したイベントや、新たな個店の魅力発掘のための「輝くお店セレクション」事
業について、注目度も高く好評を得た。自分の住む街を見直すきっかけや、商店と住民の顔の見える関係づくりに寄与していくよう、事業コンセプト
やPR方法を工夫し、今後も継続していく。
　モデル実施の移動販売（生鮮三品空き店舗マッチング事業）については、思うように売り上げが伸びず、販売者側からの申し出で中止となった。
高齢化対策として期待される事業でもあるため、生鮮野菜の移動販売車導入予定のJA東京スマイルと協力する等、事業の再構築を図っていく。
　空き店舗対策については、31年度より、創業支援を担当する企業経営支援課や空き家対策を担当する住宅課と情報交換を密に行うとともに、若
手経営者を中心とした勉強会を実施し、モデル地域での利活用方法を検討していく。
　また、商店街の役割の変化に応じた指標・目標設定については、新たな指標となる事業の検討にあわせ見直していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　短期の方向性にはアイディアが盛り込まれ、意欲が認められる。
　魅力あるお店をピックアップして紹介していく取組みは、全体に対する
横並びの支援よりも、効果が高いと考えられるので評価できる。
　移動販売は、高齢化に伴い買い物に困難を抱える層が一定数いると
考えられるので、大切な施策であると評価できる。
　中長期的には以下のように、まちづくりとの連携をさらに強めていって
いただきたい。
　空き店舗をアパートなどにすると町の一体感が損なわれるという懸念
があるとのことなので、空き家対策事業と協力したり、店舗の持ち主に
民間のスペースレンタルのサービスの紹介をしたりするとよいと考え
る。
　人が「商店街で買い物をする」という行動をしなくなる流れを巻き戻す
だけではなく、「地域の人々の居場所となる商店街」という役割を与える
方向に進んでいってほしい。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　環境整備（ハード）と活動支援（ソフト）の両面からの支援を行っ
ているが、大型店やコンビニの出店、ネット通販の普及などによ
り、商店街を取り巻く環境は厳しい。
　こうしたなか、既存の取組みに加え、商店街における人材の発
掘・育成やそれぞれの商店街にあった活動モデルを提案するな
ど、新たな取組みの方向性が示されている点は評価できる。これ
らの取組みが相乗効果を生むことを期待する。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度

Ⅳ　重点プロジェクト事業　事業別評価の反映結果
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

まち 再掲 くらし

マンスリー就職面接会で実際に面接した中で就労決定
に至った割合（就職決定者数÷求職者が面接を受けた
延べ数） 【新規指標】

本事業で出張コンサルティングによる継続支援を受けた
区内中小企業の数  【新規指標】

達成率

実績値

達成率

33,398若年者就労準備支援事業

3,576

- -

目標値

目標値
産業技術・経営研修会助成事業で助成対象となった研
修の受講者数　【新規指標】

目標値

実績値

指標名 指標の定義（算出根拠）

マンスリー就職面接会の年間開催回数 【２９年度から定
義変更】 実績値

目標値

産業技術・経営研
修会助成事業に
おける研修受講
者数

事
業
の
概
要

達成率

　区内中小企業の人材確保・人材育成等の支援、マンスリー就職面接会などの共催
事業や都補助金を活用した事業の実施により、雇用の安定と就労の促進を図る。

視点

①

単位

対応する予算事業名 就労･雇用支援事業

目
的

人材確保支援事
業で出張コンサル
支援を受けた企
業数

マンスリー就職面
接会の開催回数

社

人

活
動

回

活
動

③

②

65,444

0

7,176

114,795

8,582

0

00 -

73,089

事業費(a)

目標値

26

出張コンサルにより、労働力や特定人材の不足、早期離
職など当該企業の課題が解決されたと回答した区内中
小企業の数　【新規指標】

28

達成率

-

-

-

27,272計

人件費(b)

人数 2.50

平均給与 8,450

主な内容

非
常
勤

-

-3.20

-

計

人数

3,409平均給与

-

-

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　指標のうち、①④は従来の指標で目標値設定が困難なため、①は参加
者数を開催回数へ変更、④は新規指標とした。②⑤は新規事業に関する
新規指標、③⑥は移管を受けた事業に関する新規指標である。区からの
委託事業がなくなったあだち若者サポートステーションと、福祉部に移管
となったセーフティネットあだちに関する指標は削除した。
　指標①では、計画どおり年間12回開催することができた。指標②は、年
間40社を予定している。人材確保支援事業で様々な相談を受けたうち、
出張コンサルを実施したものを計上する。指標③は産業振興課から移管
された事業で、29年度までは指標を設けていなかった。30年度は事業を
拡充しており、倍増以上を目指したい。
　指標④は、面接者数396名に対し就労決定者数85名であった。就労決
定率は上昇傾向にあり、企業の人材確保意欲向上の影響が考えられる。
特に正社員就職だけを目的とした事業ではないが、就労決定者数のうち
正社員が54名、その他が31名である（以上、30年4月18日現在）。
　指標⑤は出張コンサルにより課題が解決されたと回答した企業数を計
上するが、どのような相談が持ち込まれるか、どの程度が年度内に解決
されるかの予測が難しい。
　指標⑥は従来、資格取得者数を調査していなかったが、30年度から把
握することとし、研修の種別の実績等から目標値を設定した。
なお、26年度から27年度までの事業費は、就労支援課が実施した緊急雇
用事業のうち主なものの事業費を加算した額である。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

成
果

人

産業技術・経営研修会助成事業で助成対象となった研
修の受講が資格取得に結びついた人数（技能講習や特
別教育のほか、研修以外に試験合格を要するものを含
む。） 【新規指標】

実績値

達成率

⑥ 産業技術・経営研
修会助成事業に
おける研修での資
格取得者数

2.00

156,219

-

-

33,45627,651

3.81

36,233

8,641

2.40

91%

21,125

8,781

59,537

40,632

3,588

131,050

48,397

-

-

3,504

5.00

17,364

2.00

- -

8.00

95,770

182,538

34,884

8,682

12800

61%

586

960

-

85%

430 12

--

54%

-

-

-

-

26

813

105% 107%

100%

2927 28

80%

960

36

30

-

22

-

30

12

-

-

-

40

-

70

129,772

-

156,219

63

-

29

-

④

活
動

- -

％

人材確保支援事
業で出張コンサル
支援を受け課題
が解決した企業

社

⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

達成率

217,422

89%

-

- -

マンスリー就職面
接会の就労決定
率

179,447総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）
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記入所属
産業経済部
企業経営支援課就労・雇用支援係

事業名

重点目標

電話番号

kigyo-shien@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5469（直通）
№４７　就労支援・雇用安定化事業（区内企業の人材確保支援等）

重点項目

就労支援委員会参加で雇用、労働
に関する情報交換＝区民参画推進
課、くらしとしごとの相談センター、足
立福祉事務所

区内企業の人材確保⑫地域経済の活性化を進める

　・区内中小企業人材確保支援事業（以下「人材確保支援事業」という）　・地域人材
確保・育成支援事業（旧・人づくり・人材確保支援事業。都補助事業）　・産業技術・経
営研修会助成事業　・就業規則作成助成事業　・マンスリー就職面接会 根拠

法令等

産業技術・経営研修会助成事業補
助金交付要綱、足立区就業規則作
成助成金交付要綱

庁内協働

内
容

①

③

　マンスリー就職面接会は、求人企業には自社アピール、
求職者には複数企業と直接話ができる機会を提供してお
り、以前より求職者の面接参加は増加している。
　人材確保支援事業は、入札で委託先事業者を決定して
いる点で相談・コンサルによる継続的な支援としては難が
あり、実施方法に今後検討を要する。
　産業技術・経営研修会助成事業は30年度、人材関連の
ニーズに対応するため拡充されたが、助成金を広く活用し
てもらうには、建設業での利用に偏りがちである、従業員を
研修に参加させる余裕さえない区内企業が多い等の課題
がある。

　マンスリー就職面接会は、人材を確保したい求人企業とより良い就職先
を見つけたい求職者の双方にとって一層有意義な事業となるよう、ハロー
ワーク足立・荒川区とより密接に協力し、実施していく。
　人材確保支援事業は、事業を実施していくなかで区内中小企業の様々な
人材ニーズを把握・分析し、31年度以降のコンサルやセミナーの拡充に反
映させる。
　産業技術・経営研修会助成事業については、人材確保支援事業におけ
る相談の中でこの助成金を案内していくが、利用が広がらないようであれ
ば、企業が体力をつける意味においても、人材確保・人材育成等のために
使えるよう助成要件の見直し等を検討する。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 区内中小企業人材育成・定着支援事業 金額 28,620

千円金額女性就労スキルアップ支援事業 24,462主な内容

千円

18 18

64%

18 20

金額

17,520

119,823

0

170,404

- -

45 45 45 45

-

- - -

- -

- --

56 99 36 29

16.09 16.45 18.93 21.46

220%124%
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】

方向性

　本事業については、抜本的な見直しが図られ、企業向けの人材
確保支援ということに軸足をシフトさせた。
　分担の再編によってそれぞれの所管の仕事内容が明確化され
たことや、新しく取り組み始めている人材確保支援事業でコンサル
ティングを導入するなど、具体的な動きが始まっていることが評価
できる。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

　指標①④のマンスリー就職面接会は、企業側はその場で複数の採用ができ
る、求職者にとっては人事担当者の説明を聞いたうえで面接を受けることがで
きるなど、双方にとってメリットがあるため、ハローワーク足立等とともに一層
の就職機会の充実に努めてもらいたい。
　指標③⑥の産業技術・経営研修会助成は、人材関連のニーズに対応するた
め、平成３０年度から事業費を拡充しているが、人材確保支援事業の相談企
業宛に個別に案内して事業周知を図るなど、利用者の拡大に向けた取組み
の方向性は評価できる。
　また、本事業は全体として企業向けの支援策が主となっている。一方で、高
校や専門学校等への働きかけなど、就労支援の視点も区の施策として重要で
あると考えるので、こうした視点からの他部署との連携を検討してもらいたい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①④は、マンスリー就職面接会を予定どおり開催したことに加え、
面接会を通じた就職決定率が上昇傾向にある点は、区内中小企業の人
材確保と区内の就業者の増という観点から評価できる。
　残る４つの指標は全て新規指標であり、今年度新たに平成３０年度の目
標値を設定したものである。その中でも指標⑤は、成果の予測が難しいと
のことであるが、この点についてはやむを得ないものと判断する。これら４
つの指標については、目標値が妥当であるか、継続的に実績値の推移を
見守っていく必要がある。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①については、マンスリーと銘打ったイベントを年12回開催
することは、当然の結果であるので、何らかの形で参加人数を反
映するなど、もう少し工夫した指標の立て方をしてほしい。
　指標④は、目標に実績が伴っており、確実に上昇している点が
評価できる。ただし、景況が追い風となっている部分もあり、目標
を高くもって、より一層就労決定に結びつくように頑張ってほしい。
また、企業側の人材確保ニーズとのマッチングという面からも今後
の達成状況を見守りたい。
　指標②、③、⑤、⑥については、新規の指標であり、評価は来年
度に持ち越しとするが、内容については意欲的なものであり、今後
の成果が期待される。

　指標①は、前年度までの「参加者数」の指標では事前に立てた目標値が実績値と大きく乖離してしまうことが続いたため、「年間開催回
数」に変更した。いまだ適切な目標値設定が可能な活動指標は他に見い出せていないが、引き続き検討していく。指標④は、ハローワーク
足立の事業でもあるため容易な変更は難しいが、協力しながら適切な目標値の設定に努めていきたい。
　区内中小企業人材確保支援事業では、相談で把握した企業の人材に関する課題に対し、雇用支援して終わりでなく、定着や育成に関す
る積極的な支援も内容とするコンサルティングを推進していく。産業技術・経営研修会助成事業はご指摘のとおり、人材確保・育成に限ら
ず広い観点から企業・産業団体に対して助成できる半面、一見して内容が分かりにくいところがある。過度に助成範囲を限定しないよう注
意しながら、分かりやすい内容での周知に努め、企業が従業員に研修を受講させ資格取得させるなど、人材育成することを支援していく。
また、企業側のニーズを汲み取って、年間助成回数や助成対象となる研修範囲の見直しを検討する。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　本事業については、抜本的な見直しが図られ、企業向けの人材
確保支援ということに軸足をシフトさせたのであるが、人材が定着
せず、採用や教育を繰り返すことは企業にとって負担なことなの
で、人材確保支援事業では特に採用後の丁寧な育成に焦点を当て
たコンサルティングを推進してほしい。
　指標①、②、④については、具体的な方向性が示されており、今
後に期待したい。
　また指標③に示されるように、研修への助成を拡充する方向であ
るが、助成の効果もきちんと見極めるための指標⑥をさらに磨い
て、今後人材確保・人材育成のために企業側のニーズをさらに汲
み取って柔軟に対応していってもらいたい。
　産業技術・経営研修会助成事業では、今の資料が一見して難しそ
うな雰囲気があるので、一度説明を受けただけでは、助成金の名
称と人材確保・育成という内容が結びつかないように感じる。

【区民評価委員会の評価】

達成度

【庁内評価委員会の評価】

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

行財政 再掲 ひと

実績値

達成率

4,896協働・協創パートナー基金積立金

3,576

達成率

ＮＰＯ、ボランティア等各種団体の活動を支援することで地域における公益活動を活性化させる。
あわせて、地域の人材を養成し、各種団体、活動に繋げることで、地域活動、協働・協創の担い
手を創出する。

目標値＝区内ＮＰＯ、ボランティア等公益団体が実施す
る事業申請件数
実績値＝協働・協創パートナー基金審査会が事業採択
した件数

目標値＝目標回数
実績値＝年度末回数

目標値

目標値

達成率

実績値

区民が組織するＮＰＯ、ボランティア等公益活動団体でＮ
ＰＯ活動支援センターに登録、公開した団体数
目標値＝団体登録総数
実績値＝年度末登録団体実数

目標値

協働・協創による地域づくりの活性
化

⑬多様な主体による協働・協
創を進める

足立区協働・協創パートナー基金を設置し、公益活動の事業に対し事業費の一部を
助成する。地域活動人材養成講座を実施し、講座参加者とボランティア、ＮＰＯ活動と
のマッチングを行う。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 協働・協創パートナー基金積立金、公益活動げんき応援事業、ＮＰＯ活動支援センター運営事業

目
的

団体設立や事業についての相談、個人に対する活動団
体の紹介等の相談件数
目標値＝相談延べ目標件数
実績値＝相談延べ件数

実績値

目標値

ＮＰＯ活動支援
センター登録団
体数

地域活動人材
養成講座の開
催回数

ＮＰＯ活動支援
センター相談件
数

回

団体数

活
動

件

活
動

③

②

2,073

0

2,509

0

7,176

-

7,152

1,944

00

101%

目標値

26

目標値＝講座参加者延べ人数（単年度）
実績値＝参加者延べ人数合計（単年度）

600

606

600

28

達成率

9,254

27,943人件費(b)

人数 2.50

平均給与 8,450

事業費(a)

1.50

-

3,287

2.00 -

-1.50

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

指標①：一般相談が334件。団体の運営に関する相談のほか、地域活動に関
心のある方への既存のNPO団体の紹介など多種多様な相談が増えている。
指標②：自主講座7回、地域活動コース10回、まちづくりコース9回の26回開催
となり、目標を達成した。
指標③：登録団体は、前年度比で2団体増えた（新規登録団体数：35団体）。
NPO団体に対する支援活動を機関紙発行や協働パートナーサイトでＰＲし、セ
ンターの認知度の確保に努めた。
指標④：助成申請団体数は29団体、うち25団体が採択された。採択団体の活
動分野は、福祉・子育て16団体、教育・文化4団体、まちづくり3団体、ＩＴ・経済
2団体であった。げんき応援事業助成金を地域活動のスタートに充て、子ども
食堂等様々な活動が実施されている。29年度の採択団体では、14団体が新
規に申し込みをするなど、多くの団体が「公益活動げんき応援事業助成金」を
活用している。
指標⑤：区内外の魅力あるＮＰＯ活動を多く紹介するとともにマッチングを意識
した講座内容にしたことで目標を達成することができた。また、試行的に夜間
開催も実施し、講座内容だけでなく、時間帯に対するニーズを把握するよう努
めた。
指標⑥：指標⑤成果分析記載の工夫等により講座参加者数が増加したことも
あり、延べ156人、昨年度比34人増となった。
【指標名の変更】指標②「あだち皆援隊講座の開催回数」（29年度）⇒「地域活
動人材養成講座の開催回数」（30年度）／指標⑤「あだち皆援隊講座参加者
数」（29年度）⇒「地域活動人材養成講座参加者数」（30年度）

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

6,818計

2.00

成
果

人 122

地域活動人材養成講座参加者で、講座修了後に地域活
動を行った人数
目標値＝地域活動参加者の目標者数
実績値＝年度末の地域活動参加者数

実績値

達成率

⑥ 50
地域活動参加
者数

122%

8,781

11,053

20,348

3,588

2.00

13,905

-

-

13,17212,962

115%

603

3,504

2.00

13,023

1.50

184% 120%

92

103%

20,114

8,641

3030

31,167

7,728

20,031

8,682

22

600

70%

80%

100 100

120

478

18 21

137%

360

18 21

320

104%

313

300300

85%

150

3030

178

101%

184

102%

182

180155

347 334

2621

21

100%

108%

26

254

73% 83%

25

19

93%

2927 28

600

30

-

30

-

30

360

-

-

-

24

-

185

32,674

12,326

-

13,905

160

156

130%

29

-

④

成
果

120

180

154

100% 100%

団体数

地域活動人材
養成講座参加
者数

人
⑤

成
果

成
果

実績値

77%

目標値

実績値

600
達成率

459

27,759

20 21

67%

101%

公益活動げんき
応援助成事業
助成数

37,197総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
地域のちから推進部
区民参画推進課区民参画支援係

事業名

重点目標

電話番号

npo@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5020（直通）
№４８　NPO・区民活動支援事業

重点項目

絆づくり担当課、地域調整課、子
どもの貧困対策担当課

根拠
法令等

足立区協働・協創パートナー基金条
例及び同審査会規則、足立区公益
活動げんき応援事業助成金交付要
綱、あだち協働ガイドライン

庁内協働

内
容

①

千円

③

NPO活動支援センターによる伴走的支援を強化すると
ともにサイトや機関紙の内容を充実し、センターの機能
の周知を図っていく必要がある。
げんき応援事業助成金については、一層の周知に努め
るとともに事業へのアドバイス・相談体制強化を行い、
申請件数と採択率を向上していく必要がある。
地域活動人材養成事業の講座参加者数は目標を達成
したが、今後も受講生が地域活動の担い手になるよう、
区民ニーズと地域課題を捉えつつ、プログラムを更に精
査していく必要がある。

（短期）
30年度より地域活動人材養成講座をＮＰＯ活動支援センターの事業に統合し
た。NPO団体間、NPO団体と区民や関係機関等のマッチングや連携、相談等
をさらに強化していく。地域活動人材養成講座の受講を契機に、活動に芽生え
た区民の自主的な活動の継続を促す情報や場の提供を行い、活動体験の機
会の充実を図っていく。
（中・長期）
地域課題解決型のNPO団体と地域活動に芽生えた区民が交流、連携できる機
会を提供していく。NPO活動の継続性・活性化を図っていくため、収益事業を行
う事業型のNPO団体の創出を目指すとともに、各団体が更なる事業展開を行
えるよう、経済的支援を含め、伴走的な支援を強化・実施していく。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② げんき応援事業助成金 金額 3,287

千円金額皆援隊講座委託料 3,240主な内容

21,125

-

金額

7,008
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　あだち皆援隊の講座内容だけでなく、開催時間帯に対するニー
ズに対応できている点は評価できる。
　公益活動げんき応援事業助成金の周知、活用に加え、利便性
の高い制度となるよう金額や交付回数の制限の緩和など、制度の
見直しを進めたことも評価できる。
　協創プラットフォームの基盤整備に向けて、NPO活動を継続し、
発展することができるように、広報されていくことに期待したい。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　NPO活動等への支援について、指標①の相談件数は28年度か
らも減少し、指標③の登録件数は目標に達するも28年度から微増
で、センター活動の周知に工夫が必要と思われる。指標④の公益
活動げんき応援助成は、目標未達であるものの、28年度実績を上
回った。助成内容も見直されており、今後の拡大に期待したい。
　指標②⑤⑥の地域活動人材の養成に関しては、講座内容だけ
でなく開催の時間帯など参加者のニーズ把握に努めることで、参
加者数を増やしている。その結果、地域活動への参加者増につな
がっており、今後もニーズを踏まえた講座開催に努めてほしい。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①、④以外は、目標値に到達している。NPO・ボランティア
活動には区民の高い意識がみられ、区の協力でおおむね良好な
実績値となっている。
　指標④は、少しずつ周知もされ、活用をされ始めている。今後に
期待する。
　指標⑤は、近年のニーズに合わせ、講座内容が設定されてい
る。講座参加後、実践が容易にできる講座を増やすことで、指標
⑥の上昇につながることを願う。
　指標⑥では前年度の評価を踏まえ高い目標値を掲げ、なお130%
の達成率をあげている。

　ＮＰＯ活動支援センターの事業周知については、毎年本庁舎で開催のＮＰＯフェスティバルに加え、センターを会場としたＮＰＯ活動の周
知イベントを年３回開催し,周知強化に努めることとした。
　あだち皆援隊講座（区民向け普及啓発講座）については、受講生がＮＰＯ活動に参加する契機となるよう、ニーズを把握し内容を検討す
るとともに講座対象者ごとに開催時間帯を設定し実施している。特に、若年層の受講生を増やすため、コミュニティビジネスやクラウドファ
ンディングなど起業や収益面も加味した若年層が興味・関心を持つ講座も企画していく。
　ＮＰＯ団体が公益活動の推進、地域課題の解決に向けて自発的・継続的に活動を行えるよう、ＮＰＯ活動支援センターの機能強化を図る
とともに、協創の一翼となるよう場所や情報の提供等、様々な側面的支援の強化をしていく。事業型ＮＰＯ団体の設立およびその活動の継
続化を図るため、助成金制度の更なる見直しや相談体制の強化を行うなどの伴走型支援を実施していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　事業を継続・発展させるためには地域活動を担う人材を発掘
し、育成していくことが必要である。とくに、若年層においては、
奉仕ではなく、やりがいや達成感を求める傾向にあるので、収
益事業を行うNPOやコミュニティビジネスを育て、大学生や子育
て世代を含む若年の担い手を増やす努力を図ってもらいたい。
　また、区の課題解決に有用なNPOを重点的に支援するなど、
戦略的な支援のあり方を検討し、協創の取組みに結びつけてほ
しい。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　NPO団体間、NPO団体と区民や関係機関等のマッチングや連
携、相談等の強化は、地域活動人材養成講座の参加者が受講後
に継続的に取組みを行っていく上で重要であり、妥当である。
　また、NPO活動の継続性・活性化を図るため、公益活動げんき
応援助成事業を見直すことで、収益事業を行う事業型のNPO団体
の創出を目指す方向性は、大いに評価する。この見直しの成果等
も見極めながら、効果的な支援内容を検討してもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない
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【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

行財政 再掲

実績値
町会・自治会
加入世帯率

121,369

27,098人件費(b)

達成率

97,485町会・自治会活動助成金等

3,576

達成率

1,100

0

0

0

町会・自治会加入世帯÷住民基本台帳世帯数(各翌年
度４月１日現在)

目標値

目標値

達成率

実績値町会・自治会加入世帯(各翌年度４月１日現在)

目標値

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

協働・協創のパートナーであり、地域コミュニティの根幹である町会・自治会の自主
的・主体的な活動の推進を図り、地域の活性化を目指す。

内
容

視点

①

単位

対応する予算事業名 町会・自治会連合会活動支援事務、町会・自治会活動支援事務、町会・自治会会館整備助成事業

目
的

目標値＝会議・活動予定数
実績値＝実開催・活動数
(町会・自治会との加入促進に向けた会議・講演会・アピール事
業実施等、加入促進活動等の総計)

実績値

目標値町会・自治会
加入促進活動
数

％

世帯

活
動

回

成
果

③

②

町会・自治会
加入世帯数

6,300

00 -

1,200

-

28

達成率

3,588

2.40

平均給与 8,450

事業費(a)

7,152

3.60

目標値

26

8,781

125,154

35,200

-

-2.40

計

受益者負担金

3,409平均給与

6,818計

人数

国都負担金・補助金

指標①：実績値は加入促進の説明を行った区・地区町自連の会議及び講演
会やマンションセミナー等の開催をカウントしたものであり、目標値に到達す
ることができた。内訳では避難所運営訓練アピール事業３減、役員会３増と
なっている。
指標②・③：
総世帯数　　 H29：337,238世帯→H30：343,212世帯　　5,974世帯増加
加入世帯数  H29：180,462世帯→H30：178,769世帯 　△1,693世帯減少
結果、町会・自治会加入世帯率については、H30：52.09%となり、H29から
1.42ポイント下回った。
減少率としては平成29年度に比べ鈍化しているが、加入率減、加入世帯減
の歯止めはかかっていない。

世帯数増にもかかわらず加入数が減少する原因として、大きくは転入者が
加入せず転出者として既加入者が抜けていく状況がある。中でも、外国人
の世帯数増は著しく２万世帯（5.76%）に及ぼうとしており、未加入者増に拍
車をかけている。
その他、加入数減原因の主なものとして以下のとおり。
・高齢化（高齢者の施設入所や自然減含む。）
・役員や当番の役割を果たせないため退会もしくは未加入
・面倒である。
・活動内容がわからない。
・加入方法がわからない。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

②

2.00

実績値

達成率

⑥

3,588

1.00

144,463

109,263

2.00

-

-

31,61220,738

-

3,504

2.00

20,837

2.40

27,845

8,682

138,282

20,280

98%

27,890

8,641

153,044

110,437

99%

60 60

87%

370

56.02 54.80

350

104%

364

350300

113%

185,714

181,797

98%

178,769

98%

180,462

182,962184,514

370 370

52.0953.51

60

89%

106%

26

338

60

100%

2927 28

30

-

30

370

-

-

60

-

179,881

145,762

29

145,762

④

成
果

184,297

182,688

目標値

実績値

達成率

93% 91%

⑤

実績値

148,467総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
地域のちから推進部
地域調整課地域調整係

事業名

重点目標

電話番号

chiiki-chosei@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5864(直通)
№４９　町会・自治会の活性化支援

重点項目

開発指導課：環境整備基準で、自治会の設立、
町会への働きかけ等を定め、当課に事業者を案
内する協力を得ている。住宅課：町会への加入促
進に繋がるアンケートを住宅実態調査の中で実
施する協力を得ている。

根拠
法令等

○足立区補助金等交付事務規則○足立区町会・
自治会に対する補助金交付要綱○足立区町会・
自治会会館整備事業助成要綱○足立区町会・自
治会功労者感謝状贈呈要綱○足立区地区町会
自治会連合会活性化事業助成要綱

庁内協働

協働・協創による地域づくりの活性
化

⑬多様な主体による協働・協
創を進める

町会・自治会に対し、運営助成や事業助成のほか、防災倉庫設置助成や会館助成に
よる支援を行う。大規模集合住宅に対する町会・自治会の設立や町会・自治会への
加入促進を支援する。足立区町会・自治会連合会の活動を支援する。

①

千円

③

地域住民のライフスタイルの変化や価値観の多様化が叫ばれて
から久しく、町会・自治会は必要がないと考える住民もいることか
ら、町会・自治会への加入促進は極めて困難な状況である。
しかし、①住民の最大の懸案である防災については関心が強く、
共助による避難や避難所の使用等については皆、町会・自治会の
存在を否定しきれない。②また、若者の未加入理由として、活動内
容や加入方法が不明であることも大きな要因になっていることか
ら、この課題に対する改善が加入促進への活路に繋がると位置づ
け、戦略的に進めていく。③そして、行政にとっても地域へ情報を
発信するうえで町会・自治会は欠かせない組織である。以上から、
地縁団体による地域コミュニティの意義と地域への貢献を地域住
民にアピールし、加入に繋げたい。

（短期）
①若者、女性に対象を絞り、プロボノプロジェクトで作製したリーフレットを活用し、改めて自身のライ
フステージと町会・自治会との関わりを丁寧に説明することで加入勧奨に繋げていく。
②町会・自治会が避難所運営訓練を通じて活動のアピールを行う際に、住民に町会・自治会の役割
や共助の重要性を訴えていけるよう支援していく。
③加入促進の協力団体である宅建協会、不動産協会との連携を強め、転入者や未加入マンション
へのＰＲ活動に取組む。また、分譲マンション維持管理セミナー等で自治会の重要性を訴えていく。
④未加入マンション対策として、住宅課や開発指導課等と連携する。具体的には開発指導課のマン
ション条例に盛込まれた、斡旋者へ加入促進協議を課した内容を有効に活用する。また、住宅課で
の調査結果を活用し、自治会設立希望管理組合に直接加入勧奨を図る事から着手する。
（中・長期）
地域コミュニティとして町会・自治会の重要性は否めないが、NPO組織や協議会等も第２のコミュニ
ティ組織として、これらとの連携を視野に入れていく。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

町会・自治会会館整備事業助成 金額 8,278

千円金額町会・自治会連合会活動助成金 2,200主な内容

金額

7,008

千円

-
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】

達成度 方向性

　総世帯数の増加に対し、町会・自治会加入率は低下しており、低
下率は鈍化しているものの、歯止めがかからない状態が続いてい
る。
　近年、防災への意識が高まってきていることもあり、地域参加に
よる防災の効果はとても高い。こうしたなか、加入勧奨の中核とし
て避難所運営訓練は格好の機会である。子育て世帯や単身者、
外国人へも災害への備えや祭りなどの行事参加のメリットをア
ピールするような勧奨活動を、引き続き行う姿勢は評価できる。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①の町会・自治会への加入促進活動については目標に達
するも、指標②③の加入世帯率・数については、減少率こそ鈍化
したものの、減少自体に歯止めがかかっていない。
　要因として、外国人の増加や若者の未加入などが挙げられてお
り、今後これらの課題分析を進め、加入促進につながる取組みを
進めてもらいたい。

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①の加入促進活動数は達成だが昨年と同じ件数である。避
難所運営訓練アピール事業が減ったことは惜しい。
　指標②、③は未達成だが要因分析がされている。加入者が世帯
増加に追い付かない事情は察するが、足立区周辺の自治体の町
会・自治会加入率が高い現状や、様々な他事業での重要なパート
ナーとしての位置づけを踏まえると、今後も、粘り強く加入率増加
へ挑んでほしい。
　時代の変化に伴い、地域に求める内容や思いが変化している。
未加入者が加入しない理由を把握し、対策を講じる必要がある。
リーフレットにQRコードが作成されたことは評価でき、今後の加入
率の減少に歯止めがかかることに期待する。

　東京都事業「プロボノプロジェクト」を活用し作製した「はじめての足立区町会・自治会」リーフレットは、若者・女性・外国人を対象として広く配布
し、30年度においては120件以上の加入申込を受けている。申込みはQRコードからのアクセスによるものが大半であり、このことは若い層も町会・
自治会に関心を持っている事が伺える。今後は住民が意欲的に地域活動に参加できるよう町会・自治会の活動（災害の備え・祭り等）や加入方法
を分かり易く周知する等勧奨方法を工夫していく。加えて、現在、当該リーフレットの外国語版も作製中である。また、避難所運営訓練アピール事
業は、訓練そのものに町会・自治会未加入者を含め多くの住民が参加する中でこそ加入に繋がる効果的な事業となる。災害対策課とも連携し、訓
練は一般参加を増やし皆で共助の重要性を共有できる取組みとする。町会・自治会間の交流については、区町自連では交通部会や防犯部会等
９部会を組織しており、各部会とも２５地区町自連の代表により課題検討を行っている。この部会活動を効果的に開催し情報交換の活性化を目指
していく。さらに宅建協会や不動産協会との連携はもとより、建設業者やマンション管理組合等に対し加入促進への働きかけを強化していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　地域コミュニティの高齢化は深刻で、日本全体の高齢化に伴
いさらに増していくと予想できる。今までの慣習や伝統などもあ
るが、世代交代を進める上で、行政からの働きかけは重要とな
る。区民が所属する地域に興味関心を抱き、意欲的に活動へ参
加できるように、さらなる支援の方法を検討してほしい。
　町会・自治会間の交流が少ないとのことだが、情報交換や意
見交換の場を設け、会の運営や活動の向上を行政としてバック
アップすることも、地域の活性化には必要と感じる。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　加入促進にあたっては、転入者への個別訪問や、避難所運営訓
練を通じ、住民の関心が高い災害時の町会・自治会の重要性の
アピールなどの取組みも引き続き必要と考える。
　今後は、若者、女性をターゲットにした新たなリーフレットによる
加入勧奨や、宅建協会、不動産協会との連携を強め、転入者や未
加入マンションへのPR活動など、対象を絞った重点的な加入促進
の取組みによる成果にも期待したい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない
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庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

行財政 再掲 ひと

実績値

達成率

10,044コンサル委託

3,576

達成率

区が目指す将来像を実現するための仕組みである「協創」を推進するため、地域にお
ける人材を発掘するとともに、多様な主体をつなぐコーディネートを機能を強化する。

協創プラットフォームで行うワークショップ等ミーティング
イベントや勉強会、研修会、協創イベントなどの開催回
数

目標値

目標値

達成率

実績値
区民･団体等と区役所の「協働・協創」が進んでいると思
う区民の割合（世論調査による）

目標値

協働・協創による地域づくりの活性
化

⑬多様な主体による協働・協
創を進める

協創プラットフォームの運営／協創モデル事業（協創リーディング）の展開／情報発信

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 政策調整事務の一部

目
的

職員向け + SNS発信回数 + HP掲載回数 + あだち広報
掲載回数など 実績値

目標値

「協働・協創」が
進んでいると思
う区民の割合

協創プラット
フォームの開催
回数

協創に関する情
報発信回数

回

％

活
動

回

活
動

③

②

0

0

0

0

0

-

0

0

00

目標値

26 28

達成率

0

0人件費(b)

人数 0.00

平均給与 8,450

事業費(a)

2.00

-

0

0.00 -

-0.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

【指標①】
　協創プラットフォームの年度内立ち上げが遅れたため、ＳＮＳ等の対外
的な発信回数が少なかった。一方、プラットフォームを設立するための庁
内準備として、協創ミーティング（子どもの未来、ビューティフル・ウィンドウ
ズ、空き家）や職員ワークショップ、職層研修等１６回実施し、庁内への発
信は一定の成果を出すことが出来たと考えている。

【指標②】
　協創プラットフォームを展開する上でモデルとなる事業（子どもの未来、
健康、空き家）の選定等の準備に時間がかかったため、プラットフォーム
の構想はできたが、協創プラットフォームでのイベント開催まではできな
かった。

【指標③】
　平成２８年度までは世論調査において、協働が進んでいると思う区民の
割合は、２３％であった。平成２９年度調査より、新たに「協創」を加えたた
め「協働・協創」が進んでいると思う区民の割合は１６％となった。「協創」
の認知度が低いことが理由と考えられる。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

実績値

達成率

⑥

8,781

0

17,562

3,588

0.00

6,989

-

-

17,5620

-

3,504

0.00

0

0.00

-

0

8,641

0

0

0

8,682

- -

0%

42

- -

-

-

-

--

-

-

-

-

16

58%

-

27-

- 32

0-

-

-

-

26

-

1

76%

2927 28

30

-

30

45

-

-

15

-

29

27,630

10,068

-

6,989

29

④

成
果

-

-

- -

⑤

実績値

目標値

実績値

達成率

00総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
政策経営部
協働・協創推進担当課
協働・協創推進担当

事業名

重点目標

電話番号

kyoso@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5748(直通)
№５０　協創推進体制の構築

重点項目

庁内各部課

根拠
法令等

庁内協働

内
容

①

千円

③

　協創の区民への認知度向上のためには、様々な情報を
抽出しホームページで協創事例の可視化が必要である。
協働の理解は区民と共有が進んできたが協働から協創へ
の深化を理解してもらえるよう、わかりやすい取組みの紹
介や手法の説明が求められる。
　一方で、各所管が協働から協創へと発展させるため、多
様な主体で取組む事業の連携や、協働の担い手の自主性
を伸ばす支援体制を築くことが求められる。
　また、ニーズに応えるため、区民の発想や民間の提案を
柔軟に取り込み、各活動主体の強みを発揮させる民間主
導プロジェクトを推進していく。

（短期）
　情報発信については、平成３０年度は協創プラットフォーム関連のイベン
トに関する情報発信を積極的に実施するとともに、協創事業での効果等も
周知し、あだち広報の特集記事やＳＮＳの活用により、協働・協創に関する
認知度向上を図る。
（中・長期）
　協創プラットフォームのモデル事業の事業展開に加えて、庁内での協働・
協創事業評価から協創の芽が出てきている事業を抽出し、職員が主体同
士をつなぐコーディネートを行い新規プラットフォームを増殖させていき、
様々な主体による地域課題の解決や新たな魅力の創出に結び付けてい
く。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 参考人等謝礼 金額 24

千円金額主な内容

0

-

金額

0
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　今年度から新規重点プロジェクト事業であるため、「反映結果の
評価」の記載なし。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　いずれも目標未達成である。
　多くの職員が未だに協創について正しく理解しているとは言え
ず、区民への認知度を測る以前の状況である。まずは、職員に対
して、分かりやすい事例とともに、協創を推進するために何をすべ
きなのかを具体的に示すことが急がれる。職員への浸透度を測る
指標の設定も必要である。

【目標・成果の達成度への評価】
　活動、成果のすべてが未達成である。新しい事業とはいえ、ス
タートの遅れは否めない。説明を受けても事業を理解するのに戸
惑う新しい発想であるので、手法を吟味し模索していると推しはか
るが、手探りでも前に向かって進んでほしい。具体例の情報発信
を行い、庁内そして区民の理解を深めることが最優先課題であろ
う。
　自主性を持った主体同士が結びつくことで、課題解決や魅力の
創出がされることに行政が寄り添う体制を「協創」と呼ぶのであれ
ば、その事例数を成果指標にするのはどうか。

　庁内・区民へ協創の理念を発信し、理解を深めてもらえるよう、協働から協創への発展事例であるビューティフル・ウィンドウズ運動など
で協創の理念を説明した「協働・協創推進の手引き」を区のホームページに公開した。また、手引きを活用した職員向けのワークショップを
４回（９月～１２月）実施し、協創のリーダーシップを発揮できる職員を育成している。
　協創プラットフォームを展開しているモデル事業のうち、主に「子どもの未来応援」プラットフォームについて、地域の多様なプレーヤーを
つなぐ交流会を３回実施し、その様子について区ホームページで発信している。一方、協創のさらなる「見える化」の策として、30年度内に
協創の事例を取り上げた動画を作成し、31年度以降、区民に向けて公開することで区民の協創に対する認知度を向上していく。
　協創の具体的成果が出始めるのは、協創の理念が庁内・区民へとしっかり浸透した後になるものであると認識しており、現段階で協創の
事例数を成果指標とするのは困難であると考えている。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　協創の認知度を高めるために、情報発信を積極的に行う姿勢
はもっともである。たとえば「これって協創？」といった親しみや
すい見出しで具体例を定期的に「あだち広報」で発信するくらい
のスピードがほしい。また活動主体である区民や団体、企業か
ら、課題解決に向けた事業やプラットフォームの敷設を提案して
もらうというのも一案である。
　主体同士をつなぐコーディネート役を担うことが所管の役割と
の認識は評価できるので、区内での多様な課題の増加が見込
まれる今後、協創を「仕組化」「具体化」して、他の自治体より先
駆けているという自負をもって取り組んでほしい。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　短期、中・長期ともに方向性は正しいが具体的なプランが見えな
い。遅れている「協働・協創の手引き及び事例集」の作成やモデル
事業の展開により早急に「協創」のイメージを「見える化」してもら
いたい。
　特に職員への意識付けを促進する必要があるため、人材育成
課と連携して研修体制を充実してほしい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

2,535

-

金額

0

② 金額

千円金額主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

　学長会議は学長以外の出席者の参加度合いが大
学により異なったという課題もでた。実務者会議での
検討も含めてより効果的なディスカッション形式を
探っていく。リレー企画は既存の方法に固執せず29
年度のような新要素も取り入れながら継続していく。
連携事業コーディネートとしては帝科大・電大との大
規模事業を優先し、大学と所管課との調整役となっ
た。他課や関連事業も視野に入れての調整が必要な
場面もあり、今後の強化点としていく。また連携事業
の「見える化」は、区ＨＰの大学連携ページに各所管
事業の情報を集約する仕組みを構築していく。

【短期的視点】新指標「参加者満足度」を分析し、既存事業の改廃や新事
業立ち上げ等のコーディネートを進める。連携事業の「見える化」は、事業
結果の速報や主要事業の予定を区ＨＰに掲載する仕組みを完成させるとと
もに、所管課の情報発信を促していく。3年後の文教大学開設に向け、リ
レー企画の検討を大学とともに進め年度内実施を目指す。「協創」の一つと
して、区内企業での職業体験を通じて大学生が地域や企業と関係を深め、
区への愛着や地域活動への広がり等につなげていく「大学生プラットフォー
ム」を、未来大と区内ＮＰＯとともに構築していく。 【中長期的視点】コーディ
ネート役として各大学や所管課への働きかけを間断なく続けていくことでそ
の機能と効果を高めていく。「大学生プラットフォーム」は3年間の実施を想
定しており、他の区内大学と2年目以降の参画について協議していく。

庁内各部課

根拠
法令等

各大学との基本協定等

庁内協働

内
容

①

記入所属
政策経営部広報室
シティプロモーション課
大学連携担当

事業名

重点目標

電話番号

city-pro@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5840（直通）
№５１　大学連携コーディネート事業

重点項目

11,287

355 154

59%

-

あだちの大学リ
レー企画

22,535総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

-

目標値

実績値

-
達成率

-

④

成
果

45,000

44,379

- 99%

人

連携事業の参
加者満足度

点

11,415

0

-

5,000

29

30

5

-

-

-

170

-

45,000

4.60

30

-

300

-

26

4

111% 193%

385

150

100%

2927 28

45,00045,000

4 4

183159

150

106%

100%

4

100%

-

200200

45,979

99%

47,063

105%

44,348

- 150

122%

4

141 149

4

100%

4

4

77%

-

-

11,233

8,641

300600

11,233

0

11,287

8,682

332

-

102%

-

3,504

0.00

11,287

1.30

-

8,781

0

11,415

3,588

0.00

5,000

-

-

11,41511,233

実績値

達成率

⑥

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

【指標①】　学長会議は地域連携を進めていく上で大学と区が互いに何を求め
るか等についてのディスカッションを行った。これまでは各大学のプレゼンも
行っていたが、学長以外の出席者も参加できるディスカッション中心に変更し、
より活発な意見交換となった。会議後、区の施策に対する協力の申し出を受
けるなど、充実した会議となった。
【指標②③】　総事業数183の内訳は、放送大13事業（主な事業としては区民
向け講座に104人が参加。以下同様）、東京藝術大13事業（小学校等での実
演・指導9910人）、東京未来大50事業（「くらしフェスタ」ブース302人）、帝京科
学大42事業（ふれあい動物教室1354人）、東京電機大52事業（科学ものづくり
教室86人）、文教大8事業（特別支援教育事業47人）、複数校による事業が5と
なった。新事業として未来大が生涯学習センターと連携しての公開講座を月1
回ペースで始めるなど、地に足のついた地域連携が前進している。
【指標④】電大とは保護者向け講演会(233人参加)を実施。子どもは同時開催
の青少年課連携事業ものづくり教室に参加。保護者も子どもも参加できる企
画となった。放大とは「宇宙」をテーマに小学生3・4年生向け講演会を実施。
ギャラクシティまるちたいけんドームとコラボしプラネタリウム映像も使用した。
70組募集のところ379組の応募があり、対象全児童へのチラシ配付の効果を
再認識した。チラシを目にすること自体が大学を意識するきっかけともなるた
め、この配付方法を継続する。
【指標⑤】満足度評価の集計を初めて実施し新指標とした。29年度事業実績
値4.58に対して、30年度目標値を4.60と設定した。
【補足】右欄の事業費は、シティプロモーション課執行分のみを記載。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

1.30

-

0

0.00 -

-1.30

20,000

2,535人件費(b)

人数 0.30

平均給与 8,450

事業費(a)

-

目標値

26

各連携事業の参加者満足度（５段階評価）の平均点
※参加者アンケートが可能な事業（講座、イベント等）を
対象とする。【新規指標】

-

4.58

-

28

達成率

0

0

0

0

0

-

0

0

00

六大学連携事
業参加数

六大学連携事
業数

六大学学長会
議・実務者会議

事業

人

活
動

回

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 大学連携推進事業

目
的

足立区と六大学の学長との認識の共有を図り、連携・協
働を推進する会議と実務担当者との実務レベルでの意
見交換と調整を行う会議の合計開催数。【新規指標】

実績値

目標値

大学連携の推進
⑬多様な主体による協働・協
創を進める

これまで進めてきた五大学連携の一層の深度化と文教大学との新たな連携を推進す
るため、大学連携担当がコーディネート役となり、大学と各部課の要望等を調整する
など、大学連携事業全体をまとめていく。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

区内五大学および文教大学の特性を生かした連携事業を推進し、区と大学、区民と
大学の交流を深め、大学の持つ知識や技術を区民に還元する。

各大学の特長や強みを活かした講演会・ワークショップ
等のイベントを、大学から大学へリレーしていく企画に参
加した総人数。
※実施大学数×１００人を目標値とする。

六大学と区が連携して行った事業数
（２６年度までは五大学）
※下記④大学リレー企画を含む。

目標値

目標値

達成率

実績値

六大学と区が連携して行った事業に参加した延べ人数
（２６年度までは五大学）
※下記④大学リレー企画を含む。

目標値

実績値

達成率

3,576

行財政 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　成果が上がっており、方向性は妥当である。今後はこの事業が区民に
十分に浸透していくことを期待する。29年度から取組みを始めた事業の
「見える化」や情報発信の強化、参加者アンケートの分析を着実に進める
ことで、より一層効果的に事業を展開してほしい。
　なお、大学連携担当が、大学との総合窓口として、すべての事業を把握
し、事業の新設・改廃・改善に関与していく「トータル・コーディネート」の趣
旨は理解できるが、実現のための事務負担は大きい。文教大学が加わ
り、今後ますます連携事業が拡充することから、大学連携担当と所管課と
の役割分担を明確にすることで執行体制の強化を図ってもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　既存の4つの指標は目標値を達成し、高く評価できる。とくに指標
④のリレー企画は2倍近い達成率であった。募集の方法・情報の
発信や企画内容の充実が表れていると思われる。
　新指標⑤の「参加者満足度」は高いポイントであるが、数字だけ
でなくアンケートの記述欄も参考にしていかしてほしい。

　事業のアンケート結果については、五段階の満足度には現れにくい感想等を丁寧に拾い上げることにより、所管課や大学側とともに事
業の改善に活用していく。
　大学生プラットフォームについては、1年目である30年度は東京未来大学が参画し、大学生の区内企業見学ツアーを夏休み期間を中心
に実施した。今後は春休みを中心に職業体験事業を実施予定である。参加した学生からの意見・感想を分析し事業内容に反映させること
で、区への興味や愛着がより増していくような展開を図っていく。他大学の参画については、大学と個別に協議中であり、区内企業とのつ
ながりを軸に各大学の特色や学生のニーズに沿った事業を構築しプラットフォームを充実させていく。
　大学連携担当の現体制では、各大学や所管課のニーズに十分に対応できない状況もあったため、31年度は増員し、体制を強化する。新
体制においては、大学が持つ区の課題に対して有効な資源を積極的に取り入れて、事業を展開していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
(短期)新指標「参加者満足度」の分析を活用し、人気におごらずに
事業を進めることを大事にしてほしい。連携事業の「見える化」を意
識し情報発信を促し、区内企業での職場体験から大学生との関係
を深める「大学生プラットフォーム」の構築に広がりが見え評価でき
る。

(中長期)連携事業数も増え、新たな取組み「大学生プラットフォー
ム」が始まることもあり、所管課や各大学間のコーディネートを切れ
目なく行うという意気込みは素晴らしいが、予算や人が少ない中、
負担が大きくなることを懸念する。さらに、大学連携担当の役割が
「コーディネート・調整」のみに限定され、区内の課題解決につなが
る積極的な事業展開はのぞめないと思われる。PRや広報以外の
取組み（「大学生プラットフォーム」の構築・運営など）が期待される
中、所管の見直しも検討してみてはどうか。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　各指標ともに概ね目標を達成した。各大学の資源を活かした特
色ある事業が積極的かつ効果的に展開されている。
　他の自治体ではほとんど例の見られない、大学と行政、地域と
の良好な連携関係を支える担当所管のきめ細かな取組みは大い
に評価できる。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　六大学学長会議・実務者会議が形骸化することを防ぐように一
本化され、内容的にもディスカッションが行われる建設的な会議へ
と進化をみせた点は評価できる。
　区ホームページ内での大学連携事業一覧の情報をわかりやすく
改善し、情報が入手しやすくなった。
　協創体制推進のため、学生が足立区の団体や企業との関わり
を持つことが、結果として、卒業後の区内在住・定着につながるこ
とも考えられる。本事業の活動を通して大学生が卒業後も足立区
に愛着を持つようになることを視野に入れた取組みに期待する。

庁
内
評
価
結
果

反映結果
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H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

行財政 再掲

実績値

達成率

1,375身だしなみ冊子作成

3,576

達成率

区民とのより一層の信頼関係を築くため、職員の接客力の向上を図る。

「足立区政に関する世論調査」の中で「職員の接客態度」
について「満足」「やや満足」と答えた人の割合

接客力向上研修受講者数
目標値：よりよい区民の声対応のための指針研修計画
で毎年研修内容、対象者等を設定
実績値：年度内の研修受講者数

目標値

目標値

達成率

実績値

接客あだち推進月間所属長評価結果
目標値：すべての評価項目を90％以上達成した所属が
全所属の8割以上×年2回
実績値：90％以上を達成した所属数

目標値

協創を推進する人材の育成
⑭戦略的かつ効果的な行政運
営と情報発信を行う

接客力向上の取組みとして、接客あだち推進月間（7月、1月）を実施する。区民評価と
して、窓口診断業者による来庁者アンケート、世論調査を実施し改善につなげていく。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 区民相談事業

目
的

接客あだち推進月間中の全所属の取組み件数
目標値：①重点項目数×②一項目あたりの取組み数×
所属数×年2回　※①および②の内容は年度当初に設
定する。実績値：取組み件数

実績値

目標値

接客あだち推進
月間で達成率
90％以上の所属
数

接客力向上研
修受講者数

接客あだち推進
月間の取組み
件数

人

件

活
動

件

活
動

③

②

0

0

0

0

0

-

0

0

00

98%

目標値

26

窓口診断業者による来庁者アンケートで「職員の接客態
度」について「満足」「やや満足」と答えた人の割合（26年
度から実施）

90

88

90

28

達成率

3,876

6,760人件費(b)

人数 0.80

平均給与 8,450

事業費(a)

0.80

-

0

0.00 -

-0.80

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

活動指標①は、28年度の下半期から取組み項目を選択する方式か
ら、各所管課が創意工夫した取組みを考えて実施する方式に変更し
た。
　その結果、選択項目数は減少したが、部内で相互に連携をとった取
組みなどこれまでにないアイデアが生まれた。
活動指標②は、研修時期が、庁舎ホールの改修工事のため会場の
確保ができず繁忙期の年度末になってしまったので減となったと考え
る。
成果指標③は、重点３項目ＡＫＰ２９の「あいさつの徹底」「応対は目・
口・足（体全体）で」「身だしなみは名札から」及び執務環境の整理の４
項目すべてで上半期よりも下半期の所属長評価が高かった。月間直
前にリーダー研修会を開催し意識の底上げを図った。
成果指標④は、指標①の取組みや接客力向上の研修を継続したこと
で、「満足」15.1％、「やや満足」50.3％でともに前年度を上回った。
成果指標⑤は、前年度同様に、接客マインドの意識付けの成果によ
り１ポイント上昇した。総合評価だけでなく、身だしなみ待機中の姿
勢、聴く姿勢、安心・信頼できる説明などの各項目でもポイント数は増
加した。
【補足】投入資源欄について、平成26～28年度の事業費（a)を修正。
（研修経費相当分が未計上だったため追記。）

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

実績値

達成率

⑥

8,781

3,904

7,025

3,588

0.00

3,575

-

-

7,0256,913

-

85

3,504

0.00

6,946

0.80

-

6,913

8,641

7070

10,817

4,474

6,946

8,682

60

90

84%

97%

87

1,500 1,400

72%

2,880

1,242 1,593

2,560

-

-

--

-

-

7070

-

97%

266

104%

249

256-

2,827 2,600

1,8042,461

2,900

85%

110%

26

-

86% 93%

65

2,500

90%

2927 28

90

30

-

70

-

30

2,880

-

-

-

2,205

-

256

11,640

4,615

-

3,575

29

④

成
果

256

-

83% 114%

％

来庁者アンケート
における職員の
接客態度に対す
る満足度

％
⑤

成
果

成
果

実績値

94%

目標値

実績値

70
達成率

85

11,420

59 59

84%

121%

世論調査におけ
る職員の接客態
度に対する満足
度

10,636総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
政策経営部広報室
区民の声相談課区民の声担当

事業名

重点目標

電話番号

voice@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5839（直通）
№５２　接客力の向上

重点項目

区政情報課、人材育成課

根拠
法令等

サービスアップ推進会議設置要
綱

庁内協働

内
容

①

千円

③

①あだち推進月間の取組みだけでなく、管理職への
机上用のあいさつ啓発グッズの配付や管理職が率
先した朝のあいさつ運動の実施など新たな取組みで
１年通じて接客マインンドの醸成に取り組んだ結果が
成果に結びついている。　接客あだち推進月間の取
組みは、所管課ごとに自由な発想で創意工夫できる
ように変更したことで、接客リーダー中心にアイデア
あふれるものに変わってきた。
②全職員を対象にした「職員としての心構え」研修の
実施時期を見直し、研修に参加しやすい環境を整え
る必要がある。

①接客の重点項目をＡＫＰ３０と題して引き続き、職員の創意工夫を促し自
発的な取組みによる接客力の向上を図る。平成30年3月に作成した「足立
区職員としての身だしなみＢＯＯＫ」を活用し、各職場や研修を通じて髪型、
服装、装飾などのチェック項目を確認し、接客スキルの向上を図る。
②接客あだち推進月間の取組みや研修による接客スキルの底上げだけで
なく、管理職によるあいさつ運動の拡充なども実施し、さらなるＣＳマインド
（区民満足度を実現するおもてなしの心）の醸成を図っていく。
③人材育成課と連携し、新任職員などの職層別研修や全職員向け研修
で、区民から寄せられる接客に関する苦情や意見を事例として紹介し、区
民感覚を重視した研修内容としていく。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 来庁者アンケート委託 金額 1,145

千円金額新任研修Ⅳ委託 584主な内容

6,760

-

金額

0
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　職員の自発的な取組みを促す仕組みが作られてきた点が評価
できる。研修などを充実させることも重要だが、最終的に各職員が
接客の現場でどのような意識をもって行動していくかが大切になっ
てくるので、そういった個人の意識を高めていくスタイルはこれから
も続けてほしい。
　各指標とも、数年継続している指標で、前年度の実績を踏まえた
目標値を設定し、指標②以外はおおむね達成されており、適切と
考える。
　指標②については、庁舎ホールの改修は事前に分かっていたこ
となので、年度末以外の日程で行えなかっことが残念である。しか
し、日程の問題であれば、指標②は次年度回復できるものと考
え、目標値を据え置いたことは納得できる。
　懸案事項であった執務環境の整理改善について取り組み、よい
変化が表れている点が評価できる。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標③以外は目標未達成であったが、指標④⑤の数値は毎年
向上している。様々な工夫によって継続的に全庁に意識付けを
行っていく取組みは評価できる。目標達成に向けてさらなる工夫を
期待する。
　取組みの成果を直接的に測ることが難しいことは理解するが、
職員の接客力の向上を「見える化」して、より分かりやすく区民に
伝える手法をぜひ検討してもらいたい。

【目標・成果の達成度への評価】
　活動指標①について、取組み件数は減ったものの、取組みを各所管課
が自由な発想で創意工夫できるようにした結果、部内相互に連携を取っ
た取組み等新しいアイデアが生まれ、数値に表れない成果が創出された
ことは大いに評価できる。やらされる接客から進んで行う接客への意識改
革が感じられる。その成果が成果指標の③～⑤に反映されている。
　まず、指標③は目標を達成しており評価できる。以前からの懸案であっ
た執務環境の整理改善がなされているところが特によいと思う。
　そして、特に指標④世論調査結果は、毎年実績値が向上しており、今回
は65％に達していることは、接客に対する努力の表れと捉える。
　なお、指標②については、今年度は場所の問題も解決されるので、目標
達成にむけて努めてほしい。研修を欠席してしまうという問題について
は、研修の中身をよりよいものにして、職員が前向きに参加できるよう工
夫してほしい。

　今後も、職員が出席しやすい研修日程にするとともに、実際の接客事例を数多く学べる研修内容となるよう工夫することで、研修の意義
や魅力を高め、その成果を十分に職務に還元できるよう努めていく。来庁者アンケートの質問項目については、より具体的な内容に変更
し、その結果を全庁的に共有するとともに接客研修に生かしていく。
　なお、管理職が率先垂範するあいさつ運動を継続することで、接客月間での職員の意識向上を図るとともに、自由な発想・創意工夫によ
る自主的な接客の取組みを推進していく。また、身だしなみ冊子の活用や接客月間の取組みを通じて、区民に実感していただけるような
接客を継続していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　研修の意義や魅力を高められるよう、さらなる工夫をしてほし
い。執務中の時間を使って研修に参加することは簡単なことで
はなく、せっかく参加したのであれば、その成果をきちんと職務
に還元できるようにしてほしい。現在、研修で実際の事例を数多
く学べるようにしているなどの工夫をしているとのことなので、そ
ういった内容の改良をさらに続けていってほしい。
　推進月間だけでなく、管理職が率先垂範するあいさつ運動の
実施、所管課ごとの自由な発想、創意工夫による自主的な接客
の取組み等の継続は評価できる。
　また、年度末を避けた研修会の実施もお願いしたい。
　今後の予定として「身だしなみＢＯＯＫ」を活用した接客スキル
の向上、区民からの苦情や意見の事例に基づく研修の実施等
も適切。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　身だしなみやあいさつなど「基本的な型」を徹底する取組みが中
心となっているが、来庁者が第一に求めているのは、用件が速や
かに解決することである。区民の気持ちに寄り添った応対ができる
ように、ＣＳマインドの醸成についても、しっかりと取組んでもらいた
い。来庁者アンケートや「区民の声」に寄せられた意見や苦情を活
用して、不足しているものを着実に補い改善していく効果の高い取
組みが実践されることを期待する。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない
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3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等）

行財政 再掲

実績値

達成率

13,732研修講座委託料

3,576

達成率

多様化する区民ニーズに応えるため、協創を実践できる職員を育成する方策を実施
するとともに、職員一人ひとりの能力を活かすための人事制度を構築する。

研修目的に対する効果が得られたかについての評価点
が、基準点（４点満点中３．５点）以上であった研修の割
合　（基準点を上回った研修数／研修数*１００）

ＯＪＴ等の「職場における育成」の活性化のために実施し
た支援の回数　（情報誌紹介・予算上の支援・ツール提
供の延回数）

目標値

目標値

達成率

実績値

専門職員を増やすために人事課・人材育成課が働きか
けを行った回数　（説明会・情報誌紹介・ヒアリング・情報
提供・予算上の支援の延回数）

目標値

協創を推進する人材の育成
⑭戦略的かつ効果的な行政運
営と情報発信を行う

協創を実践できる職員の育成のため、ＯＪＴ等の「職場における育成」の充実を支援す
るとともに、集合研修・自己啓発支援を実施する。また、専門性の高い職員の育成の
ため、複線型人事制度の定着と拡充を図る。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

視点

①

単位

対応する予算事業名 職員研修事業

目
的

入区１～３年目職員を対象に実施した区研修の件数
実績値

目標値

複線型人事制度
の定着・拡充を
図るアプローチ

職場研修支援
のためのアプ
ローチ

入区１～３年目
職員対象の区
研修実施件数

回

回

活
動

件

活
動

③

②

0

0

0

0

0

-

0

0

00

140%

目標値

26

提言研修において、所管課検討の結果、実施可能（一部
実施含む）となった提言の割合　（実施可能提言数／全
提言数）

60

84

60

28

達成率

27,544

75,121人件費(b)

人数 8.89

平均給与 8,450

事業費(a)

6.89

-

0

0.00 -

-7.89

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

指標①：入区１～３年目研修を充実させたことにより目標を上回っ
た。入区２・３年目に実施するセレクト研修（選択制研修）では、受
講生からのニーズに基づき「クレーム対応」「地方自治法」を科目
に加えた。
指標②：各職場を訪問し職場研修支援制度を周知したことにより
支援数が増加したこと、入区１～３年目研修の受講者の直属係長
に学んだことをＯＪＴに活用できるシートを送付し、職場での実践を
依頼したこと等により、目標を大幅に上回った。
指標③：人事課と人材育成課で連携し、各専門分野の所属にヒア
リングを実施した。また、主任主事昇任研修、キャリアデザイン研
修において制度説明を行う等により、目標を上回った。【平成３０
年度　対象分野７分野（前年度６分野）、専門職員数５名（前年度３
名）、専門職員希望職員１２名（前年度７名）】
指標④：前年度の研修の評価、分析をもとに研修講師と綿密に打
合せを行い実施することで、50件中40件が基準点以上となった。
指標⑤：課題の現状分析を十分に実施したこと等により、43件の
提言案に対して36件が実現可能と所管課から評価された。
指標⑥：必要な研修が各職場で実施されている。【内訳：職場研修
575回、学習会等693回】

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

成
果

回 1,281
各職場で実施した職場研修・学習会等の回数

実績値

達成率

⑥ -各職場で実施し
た職場研修・学
習会等の回数 102%

8,781

25,593

60,501

3,588

0.00

33,501

-

-

60,50168,177

-

-

3,504

0.00

94,460

10.88

- -

-

-

68,177

8,641

7065

93,770

26,770

94,460

8,682

73

60

106%

89%

- 1,250

1,245

53

- -

170%

16

- -

8

100%

7

7-

-

-

7065

-

125%

20

154%

10

13-

9 21

346

4

150%

113%

26

-

105% 114%

80

20

131%

2927 28

75

30

-

80

-

30

22

-

-

-

40

-

20

88,386

-

33,501

1,300

1,268

98%

29

-

27,885

④

活
動

1,300

8

-

- -

％

提言研修におい
て実施可能とさ
れた提言

％
⑤

成
果

成
果

実績値

97%

目標値

実績値

-
達成率

58

121,230

63 69

97%

-

区実施研修の
受講者評価

102,665総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

記入所属
総務部人事課人事計画担当
総務部人材育成課人材育成係

事業名

重点目標

電話番号

jinzai@city.adachi.tokyo.jpE-mail

人材育成係　03-3880-5460(直通)
№５３　人材育成事務（職員研修事業、職員の能力を活かす人事）

重点項目

昇任時の職層研修や実務関連の希
望研修等において、実践的な内容と
するために、関係所管の職員に講師
を依頼している。

根拠
法令等

地方公務員法/地方自治法/特別区
人事・厚生事務組合規約/特別区職
員研修規則/足立区職員研修規程/
足立区職員に関する条例・規則

庁内協働

内
容

①

千円

③

指標①④：入区１～３年目で職員としての基礎を固
め、職層ごとの役割に対応した研修を実施することが
職員の能力向上に不可欠である。
指標②⑥：育成の取組効果をヒアリング等より検証
し、職場の課題に対応した効果的なＯＪＴの実施につ
ながる支援が必要である。
指標③：制度の定着・拡充を図るため、新規分野の
開拓、専門職員・専門希望職員の育成状況、活動実
態の把握が不可欠である。
指標⑤：提言研修は、協創を推進する職員の育成と
いう視点から、実施内容を検討する。

（短期）職場における育成については、ヒアリング等により各職場のニーズ
と課題を把握し、効果的な支援とツールの提供を行う。集合研修について
は、入区１～３年目の研修を引き続き強化し、セレクト研修のさらなる充実
を図る。主任研修については、係長を補佐する能力を身につけるためのセ
レクト研修と、係長昇任を意識づけるための研修を新設する。複線型人事
制度については、専門知識が着実に修得され、その知識が職場内で活用
されているか分析評価するため、育成プランニングシートに活動指標と成
果指標の欄を設ける。
（中・長期）育成された者が自発的に次の世代を育成し、職員が相互に成
長を支えあう風土をつくることで、安定的かつ柔軟な人材育成が実施され
る組織をめざす。

■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 共同研修事務分担金 金額 10,626

千円金額研修講師謝礼 805主な内容

75,121

-

金額

0
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　協創を実践できる職員を育成するため、指標①②③は昨年度の
実績を上回る目標を設定し、人材育成に向けた研修の充実を目
指そうとする意気が窺える。昨年度の課題分析にある入区３年目
までの研修の強化やＯＪＴ重視の職場におけるより効果的･効率的
な育成に向けた支援等を反映させた指標及び取組み内容となって
おり、目標を上回る実績にも結び付いている。また、ヒアリングで
は育成のための啓発行動・方法の説明があり、高く評価したい。
　これだけ研修を強化充実させているのだから、指標④の目標値
は前年度と同じでなくもう少し高めに設定してもよかったのでない
か。次年度、80%に設定したのは適切である。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標⑥が僅かに目標に届かなかったが、他の指標は前年度比
で大きく数値が向上しており、積極的な取組みの成果として評価
できる。指標②と⑥をあわせて検証し、効果的な職場研修が実施
されるように支援を継続してほしい。
　難しいことは承知しているが、研修を受けた職員の意識変化や
能力向上を測る成果指標の設定についても研究を進めてもらいた
い。

【目標・成果の達成度への評価】
　前年度に比べ、目標値を高く設定しているにも関わらず、指標①
から⑤の達成率が全て大きく上回っている点は評価できる。受講
生からのニーズに対応した科目設定、各職場を訪問しての職場研
修支援制度の周知、受講内容を活用した職場での実践等、昨年
度の課題分析、評価結果を踏まえたアクティブな研修改善、研修
支援が結果に反映されている。
　これだけ研修を強化充実させているのだから、さらに目標を高く
設定し、次のステージを目指してほしい。
　指標⑥については、達成率が100％を下回ったが、職場研修・学
習会については、従来からコンスタントに回数を重ね、これを維持
しており、評価できる。

　人材育成基本方針に掲げる職層別の役割に対応する能力の向上につながる効果的な研修を実施していく。特に、主任職には、マネジメ
ントの基礎や係長になるために必要な知識を学ぶ研修を実施し、係長昇任に向けた意識づけをしていく。また、協創についての理解を深
めるため、職層研修において具体的な取組み事例を示していく。
　入区１～３年目研修においては、実施後、受講生の意識変化や職場での実践などについて直属の係長にアンケートを実施し、研修成果
の把握に努めるとともに、学んだことを各職場のＯＪＴで復習するよう依頼している。アンケート結果を研修内容に反映させるとともに、ＯＪＴ
の活性化につなげていく。
　指標⑥については、職場研修の取組みをさらに発展させるため、各職場の課題やニーズをヒアリング等により把握し、各職場向けにカス
タマイズした職場研修の提案や、予算上の支援、外部研修の情報提供等、各職場の実情に応じた支援を実施していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　各指標とも意欲的に高い目標値を設定し取り組んでいること
は評価できる。
　人材育成においてヒアリング等により各職場のニーズと課題を
把握して効果的な支援とツールの提供を行うことは、有効であ
る。主任研修に係長昇任を意識付けるための研修の新設も必
要である。また、集合研修からＯＪＴにつなぎ、各職場で主体的
に課題克服のための能力を高め合う風土を目指す中長期的方
向性も妥当である。
　指標⑥については、各職場での職場研修・学習会等と提言研
修で、さらに発展させる方向で取り組んでほしい。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　各職場や個々の職員ごとに解決すべき課題は異なることから、
OJTを人材育成の中心に位置付ける方針は適切である。優れた
事例を庁内で共有することでOJTの実施を活性化してもらいたい。
　任用制度の改正により、各職層に求められる役割や能力に変化
が生じた。すべての職員が期待される能力を発揮できるように、新
制度に適応した研修体制を構築してほしい。
　なお、多くの職員に対し協創についての正しい理解を深めていく
ため、協働・協創推進担当課と連携して、協創の推進役となる職
員の育成を進めてもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない
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H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度

Ⅳ　重点プロジェクト事業　事業別評価の反映結果

134



平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

84,162

-

金額

3,504

② あだち広報配布 金額 60,511

千円金額映像広報制作 5,755主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

【各種広報媒体の充実・向上】　広報紙から区の情報を収集してい
る区民は依然として多いと思われるため、引き続き広報紙の魅力
を高めていく必要がある。また、電子広報媒体による情報発信の
需要は益々高まっており、機能面・内容面の充実と新たなツール
の利用検討を進めていくことが重要である。
【全庁の情報発信力の強化に向けた取組み】　全庁の情報発信力
が向上するよう、職員一人ひとりにその重要性を意識させるような
取組みをシティプロモーション課と連携して行っていく必要がある。
【重要施策や重点事業等に関する情報発信】　 区が推進する主要
事業（協創推進体制の構築等）や、地域の活性化やまちの魅力・イ
メージ向上につなげる事業（江北・北綾瀬エリアのデザイン等）に
ついて、戦略的な情報発信を行っていく必要がある。

【短期】広報紙やアプリでは、区民や民間企業等との協創を意識したイベントや連動企画
に積極的に取り組むことで、区の魅力を効果的にPRしていく。
　ホームページについては31年度に全面リニューアルを控えているため、現ホームペー
ジが抱える課題の整理や解決を進めつつ、より良い広報媒体となることを目指し、サイト
構成やデザイン、採用する機能等を一つずつ確定させていく。
【中・長期】全庁の情報発信力を高めていくため、各課の広報担当者を対象とした情報発
信ミーティングを実施するとともに、課題解決のための必要な支援を継続して行ってい
く。（26、28年度に実施し、30年度は3回目として実施予定である。）
　世論調査結果について、年齢や性別、地域等の基本的な条件だけでなく、広報分野で
はない他の調査項目ともクロスさせた丁寧な分析を行うことで、情報に対する区民ニー
ズを分析していくと同時に、報道広報課が有しているあらゆる情報発信ツールを駆使し、
区民が必要としている情報を得られる環境を整え、情報発信に関する区民満足度を高
めていく。

広報紙の紙面づくりや各種電子
媒体のコンテンツの制作等にお
いて、各所管との連携を緊密に
取っている。

根拠
法令等

足立区基本構想・基本計画 等

庁内協働

内
容

①

記入所属
政策経営部広報室
報道広報課広報係

事業名

重点目標

電話番号

kouhou@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5815(直通)
№５４　情報発信強化事業（各種広報媒体の充実・情報発信力の向上等）

重点項目

263,393

- -

-

83%

情報発信に関
する課題の解決
率

245,609総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

成
果

実績値

79%

目標値

実績値

75
達成率

60

④

成
果

70

-

-

275% 100%

％

広報やホームページな
どによる区政情報の提
供などに満足している
区民の割合

％

276,405

181,507

-

190,564

70

58

83%

29

-

30

2,000

-

-

-

18

-

150

75

30

-

75

-

26

1,796

- 123%

74

5

98%

2927 28

50-

1,751 1,967

520

5

400%

88%

3,000

60%

-

60-

-

-

149

298%

-

4 5

100%

2,000

11 5

2,000

62%

1,861

3,000

-

83%

70 70

65

63

93,476

8,641

--

268,938

173,243

90,150

8,682

-

75

-

62

3,504

1.00

86,646

9.98

93% 93%

65

-

8,781

175,462

94,898

3,588

2.00

190,564

-

-

87,72286,324

成
果

％ 68区世論調査の結果 実績値

達成率

⑥ 70必要なときに必要と
する区の情報が得ら
れていると思う区民
の割合 96%

非
常
勤

人数

3,409平均給与

3,409計

1.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

【指標①】ツイッター・フェイスブックの発信が定着しつつある。29年度に課題や目標
を各所属ごとに設定し、進捗管理を行う情報発信全般に関する調査を全庁で行っ
た。その取組みの中で情報発信に対する意識・意欲が向上し始めており、各所属
のSNSを活用した積極的な情報発信に繋がり、発信件数を目標値に近づけること
ができた。
【指標②】「見やすく分かりやすいホームページ記事作成」を目的とした講習会や、
新規採用者・各職層昇任者に向けた研修を実施した。今後も、情報発信への意識
を高めるための研修等を継続して行っていく。
【指標③】リアクション数が高いSNS投稿記事等をまとめ、全庁に向けてフィードバッ
クしたことや、各所属が魅力的な記事作成を推進したことで、大幅に目標値を超え
ることができた。
【指標④】指標①記載の情報発信全般に関する全庁の調査において、課題解決が
進むよう各所属と連携して進捗管理をしつつ、必要な支援を行ったことにより目標
値を達成した。
【指標⑤】横ばいとなった。情報発信に関する区民満足度を高めていくためには、
必要とされている情報を的確に、タイムリーに発信する必要がある。既存の広報媒
体の内容充実や多言語対応、情報端末を持たない方への紙媒体・アナログツール
による情報発信等、区民のニーズを分析しながら多角的な広報・ＰＲ活動を今後も
継続して展開していく。
【指標⑥】大きく数値を下げることになった。今回の世論調査では、「情報の入手手
段」等に関する質問が行えず（全体の質問数の増加に伴い削除）、そのことが回答
者に何らかの影響を与えたのではないかと推測しているが、現時点では完全な分
析には至っていない状況である。
【補足】右欄の受益者負担金欄に記載の金額は、広告料収入。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

9.99

-

0

2.00 -

-9.99

158,038

87,571人件費(b)

人数 9.96

平均給与 8,450

事業費(a)

83%

目標値

26

区世論調査の結果

75

63

75

28

達成率

1,000

10,778

0

12,510

7,176

-

7,152

0

14,83314,774

閲覧者の行動につ
ながったツイッター・
フェイスブックの投
稿記事件数

情報発信の全
庁向け研修回
数

ツイッター・フェ
イスブックでの
情報発信数

回

件

活
動

件

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 「あだち広報」製作等運営事業

目
的

ツイッター・フェイスブックでの情報発信件数 実績値

目標値

戦略的広報の展開
⑭戦略的かつ効果的な行政運
営と情報発信を行う

①あだち広報（声の広報を含む）の製作･発行　　②各種電子媒体（ホームページ・Ａ-
メール・ＳＮＳ・デジタルサイネージ・足立区アプリ・あだち安心電話等）の管理運営
③新たな広報媒体の研究・導入に向けた調整　　④庁内情報発信力の向上　等

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

区の魅力や重点事業等をタイムリーかつ効果的にＰＲしていくとともに、ターゲットに合わせたき
め細やかな情報発信を展開することにより、区政の透明化や区のイメージアップにつなげてい
く。

情報発信に関連した全庁の課題のうち、課題を解決した
率（課題解決数÷全課題数）

情報発信力向上のために実施した全庁向け研修回数

目標値

目標値

達成率

実績値

リアクション数が基準値（50件）を超えた投稿記事数
(ツイッター:いいね+リツイート + フェイスブック:いいね+
シェア)

目標値

実績値

達成率

86,398あだち広報製作

3,576

行財政 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　情報を発信するだけでなく、情報そのものの質の高さ、受け手と
なる区民の感じ方、その後の波及効果まで意識した仕事の進め方
は大いに評価できる。区民や民間企業等との協創を意識したイベ
ントや連動企画に積極的に取り組む方向性も妥当である。
　今後は、すべての職員に情報発信の重要性を意識づけることに
より、区の情報を必要としている区民に一つでも多くの情報が行き
渡り、区民満足度がさらに高まるようにしてもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①②は適切な目標を設定し、どちらもほぼ100％の達成と
なっている。
　また、新たに設定した指標③は300%近い達成率で、ツイッター、
フェイスブックでの広報活動が大きな成果を上げていることがわか
る。次年度は目標値を3倍の150に設定したことも適切と考える。
　また、指標④も目標値を上回り、情報発信に関わる庁内の課題
解決に向けた取組みも、成果を上げている。
　しかし、例年の傾向同様、これらの成果が指標⑤⑥の世論調査
結果に反映されず、達成率を上げることに結び付いていない。次
年度の課題としてほしい。

　2年に一度の情報発信ミーティングの開催のほか、29年度に引き続き、各課の情報発信に関する新たな課題を調査し、課題解決に向けた取組みの進捗
管理を行っている。さらに、SNSを活用した情報発信（12月現在2,342件）をより充実させるため、広告代理店によるSNSの「特徴」と「投稿のコツ」等を学ぶ
研修を開催した。区内6鉄道事業者と連携し、鉄道スタンプラリーを実施。スタンプラリーの台紙が1ヵ月間で約15,000枚手に取られるなど、大きな反響が
あった。今後も、幅広い分野との連携を通じ、魅力ある広報を目指していく。ホームページについては、31年度末の全面リニューアルを待たず、トップページ
デザインを一部改修。東京オリンピック・パラリンピックのカウントダウンバナーや動画バナーを設置するなど、区の魅力の効果的PRを図った結果、区の動
画再生総数が約1.4倍になった。30年度世論調査結果（12月速報値）では、「区の情報提供に関する満足度」は0.9％微減したが、「必要なときに必要とする
区の情報が得られている」区民の割合が29年度より14％増加し、72.4％となった。より魅力的な広報紙の紙面づくりや各広報媒体の充実に加え、これまで
全庁で連携し取り組んできた「情報発信力強化」の効果が現れ始めたと考える。今後も区民の多様なニーズの把握に努め、情報発信に関する区民満足度
を高めていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　短期的予定、中長期の方向性とも、具体的で積極的な姿勢が
示されており、区民評価委員会分科会として強く共感するものが
ある。
　区民や民間企業等との協創を意識したイベントや連動企画、
例えば鉄道企画、スタンプラリーを実施し、広報につなげていく
取組みは具体的で成果が期待できる。
　また、31年度から全面リニューアルするホームページについて
も改善に向けた強い意欲が感じられ、指標⑥の「必要なときに
必要とする区の情報が得られる」ツールとなることを期待する。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①～④は概ね目標を達成した。目標数値の達成に向けて、
的確な分析を行い、常に新しいことに取組み続ける姿勢は大いに
評価できる。様々な広報媒体にバランスよく目配りをして、区民の
多様なニーズに応えてもらいたい。
　指標⑤は横ばいで未達成である。指標⑥が大きく低下した原因
については、区政情報課とも協力しながら丁寧な分析を行い、結
果を報告してほしい。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　活動指標①②は、以前から引き続いての内容で、実績に基づい
た目標値を掲げ、それをほぼ達成していることから、適切である。
　指標③④は新たに設定された成果指標であるが、客観的に成果
を評価できる内容となっており、この指標で経年評価することは適
切。
　本事業については、今までも庁内評価、区民評価とも高い水準
を保ってきている。しかし、それがなかなか成果指標⑤⑥の実績
に結び付かないことが残念である。前年度、世論調査結果に結び
付くような素晴らしい広報活動自体をＰＲしてはどうかとの提案をし
たが、それも含めた対応をお願いしたい。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

的確な区民ニーズの把握
⑭戦略的かつ効果的な行政運
営と情報発信を行う

視点

対応する予算事業名 世論調査事業

目
的

区政モニターアンケートを実施した回数
目標値＝実施予定回数
実績値＝実施した回数

実績値

目標値

行財政 再掲

事
業
の
概
要

①

単位

区政の各分野について区民の意識、生活実態や、行政ニーズを的確に把握するた
め、世論調査、区政モニターアンケートを実施し、調査結果を施策立案に反映させる。

区民3,000人を対象に世論調査を年１回実施するとともに、公募した区政モニター200
人に現在実施している事業、実施を検討している事業等に関してアンケート調査を実
施する。調査にあたり、社会調査法等の調査技法や、調査結果の分析手法につい
て、調査テーマの所管職員に対し研修を実施する。

区政モニターア
ンケートの実施
回数

活
動

目標値

達成率

実績値

世論調査対象者から回答された調査票の割合
目標値＝前年度の調査票回収率から設定した数値
実績値＝調査票回収率

目標値

指標名 指標の定義（算出根拠）

回

達成率

5,238世論調査・モニター委託料

3,576

達成率

実績値

-

0

89%

活
動

③

②

世論調査調査
票回収率

-

0

コンサルティン
グ実施回数

0

0

0

0

00

0

0

62

70

28

達成率

68

回

％

区政モニターから回答された調査票の割合
目標値＝前年度の調査票回収率から設定した数値
実績値＝調査票回収率

設問を作成する職員に対してコンサルティングを実施し
た回数
目標値＝実施予定回数
実績値＝実施した回数

目標値

事業費(a)

目標値

26

「今回の調査を実施することで、区民のニーズや意識を
把握することができ、区政の改善につながると思います
か？」という質問に「思う」と回答した調査対象者の割合

68

113%

80

目標値

実績値

13,826人件費(b)

人数 1.60

平均給与 8,450 8,641

人数 0.00

8,781

4,448

14,050

4,511

13,520

1.60

8,682

0.00

13,826

千円

国都負担金・補助金

　指標①は、実施予定だったアンケートが担当課の独自実施となったため、目
標値に達しなかった。区政モニターには、「区政満足度と重要度」に関する世
論調査結果について、グループインタビューを１回実施した。
　指標②は、設問の構成や結果の分析方法について、所管課職員にコンサル
ティングを3回行った。（昨年度まで「研修」と表記していたが、実態にあわせて
「コンサルティング」に表記変更した。）
　指標③は、前年度の実績値を下回った。設問数を増やしたことで、回答者の
負担が増加したためだと考えられる。
　指標④は、前年度の実績値をやや下回ったが、目標を達成した。
　指標⑤は、前年度の実績値をやや下回った。
　指標⑥は、昨年度に比較して今年度の目標値を10ポイント高く設定したた
め、わずかに達成できなかった。
　世論調査では、がん健診制度に関する質問を新設した。「忙しい」や「自己負
担額が高そう」に次いで、「自分が対象者かどうかわからない」と回答した割合
が16.9％だった。がん検診対象者に受診券等を送付する方法に加えて、がん
検診６種類の対象年齢早見表をホームページに掲載した。
　区政モニターアンケートでは、公共施設の「無料Wi-Fiの整備」や緑の基本計
画策定のための「緑の実態調査」、がん検診の受診率向上を目指す「がん検
診に対する意識等」の３テーマの調査を実施した。がん検診の意識調査では、
現在使用している受診券や案内書、指定医療機関一覧の実物を送付し、感想
を求めた。文字の大きさやレイアウトなどに関する具体的な意見を聴取するこ
とができたため、改善策を検討中である。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤

-

-1.60

計

受益者負担金

3,409平均給与

0計

0.00

成
果

％ 90
「今回の調査を実施することで、区民のニーズや意識を
把握することができ、区政の改善につながると思います
か？」という質問に「思う」と回答した区政モニターの割合

実績値

達成率

⑥ 80アンケートを実施
することで、区政
の改善につながる
と思う人の割合

9595

18,274

4,478

13,891

80

90

65

18,031

98

6,123

-

-

14,050

98%

3,504

95

-

19,622

0.00

13,891

1.60

65

95%

100%

95

64

91%

65

4

3

75%

65

3,588

67

- 113%

-

96%

50%

3 3

33

33

103% 101%

96

3

75%

3

75%

3

65

100%

95

56

86%

59
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2

4

3

44

65

2927 28

70

30

-

-

30

4

-

-

-

3

-

成
果

90

⑤

5,572

-

6,123

90

89

99%

29

65

62

100% 100%

％

世論調査を実施
することで、区政
の改善につながる
と思う人の割合

％

区政モニターア
ンケート調査票
回収率 達成率

64

総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

④
成
果

成
果

実績値

94%103%

100%

事業名

重点目標

電話番号

kusei@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5830（直通）
№５５　区民意識調査事業（世論調査・区政モニター制度等）

重点項目

278

千円金額アンケート返送用郵券

記入所属
政策経営部広報室
区政情報課区政情報係

18,369

92 95

97%

千円

③

世論調査と区政モニター制度は、区の施策や取組み
について区民の意見を把握することができる有効な
ツールである。
　これらに回答していただいた区民の方も、調査が有
効と考えている傾向がある。より多くの方に回答して
いただき、区政に参画していただくためには、回収率
を高める取組みが必要とされる。
　今後も設問内容やテーマを、時代に応じたもの、興
味を引き、答えやすいものに更新する取組みを続け
ていく。

【短期】
  平成２９年度を初年度として足立区基本構想・基本計画が改定され、新たな目標
のもとに区政運営がスタートした。区の施策や取組みに対する意向調査である世論
調査についても、新たな設問を追加して、調査内容の充実を図っている。
　その一方で、無償で協力していただく回答者への負担を考慮すると、無制限に設
問を増やすことはできない。引き続き、分かりやすく必要性の高い設問内容を精査
し、効果的で効率的な区民意識調査を展開していく。
　また、庁内各所属に対しては、区民の意識を把握できるよう、調査結果を速やか
に周知する。
【中・長期】
　有効なアンケートの構築と結果分析、課題抽出などについては、委託する調査研
究事業者とともに取り組んでいく。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 区政モニター謝礼 金額

全庁
調査結果を各施策へ反映させる
とともに、今後の区政運営の基
礎データとして活用する。

根拠
法令等

足立区自治基本条例
足立区政に関する世論調査実
施要綱
足立区区政モニター設置要綱

庁内協働

内
容

①

56主な内容

13,520

-

金額

0
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方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　人口構造の変化を捉えたタイムリーなアンケート実施という点
で、常に設問の工夫、新設に意を用いている。
　ただし、指標③については、一昨年同様設問数を増やし、回収
率が低下したことについては、成果分析が生きていない。
　今後とも、調査が実際の区政にどのように役立てられているかと
いう点を可視化できるよう努めてほしい。区民にとって、調査に回
答することも区政参加の1つの方法であり、自分の生活をよりよく
変化させられることにつながると感じてもらえることが大事であると
思う。

庁
内
評
価
結
果

反映結果

　指標①については、一昨年同様の担当課の独自実施によって、
目標を達成できなかったことは残念であり、今回も同様の目標を
掲げたにもかかわらず未達であったことについては、昨年の成果
分析が生かされていない。
　区政モニター調査の有用性を庁内にアピールして、区民の意見
を聞くことができる貴重な機会を有効活用してほしい。
　世論調査によるアンケートに、新たな質問を加えたことは評価で
きるが、指標③の低下が設問数の増加によるものと分析されてい
るので、今年度は適切な内容となるよう工夫してほしい。
　区政モニターに関する指標④、⑥が高い値で推移していることは
評価できるところであり、設問の作り方やモニターへの調査結果の
フィードバックなどで応用できるところを世論調査にも用いて、回収
率や調査への肯定的な意見を増やし、指標③⑤の目標を達成で
きるよう努めてほしい。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①は、過去４年いずれも目標未達成である。所管課から手
が挙がるのを待つだけでなく、区民の関心の高い項目について、
区政情報課から所管課に実施を働きかけるなどの積極的な取組
みを期待する。
　指標③と⑤の低下について、設問構成や地域別・年代別の回答
傾向を丁寧に分析し、結果を報告してほしい。また、世論調査や区
政モニターアンケートの結果によって実現した施策を積極的に「見
える化」し、調査の有用性を区民に情報発信してもらいたい。

【目標・成果の達成度への評価】

(1)世論調査の回答者の負担を軽減するため、毎年度実施している設問の中から、調査結果に変動が見られない設問を選択し、数年に一度の
　　調査に変更した。
(2)この評価調書の中で、世論調査結果の貢献度を可視化することは難しい。各施策に関する行政評価調書の活動指標・成果指標などに活用
　　してもらうことで、引き続き区民や全庁にアピールしていく。
(3)区政モニターアンケートの結果は、施策や事業の計画作りの際に庁内外へ説明するための強力なツールになることを今後も周知し、積極的な
　　活用を図っていく。
(4)公募された区政モニターによるアンケートの手法を無作為抽出で行う世論調査で用いることは馴染まないと考えるが、若年層の利用率の高い
　　ＳＮＳなどを活用して、世論調査を実施する意義や調査についての協力依頼を行っていくことなどで、目標達成に向けて取り組んでいく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　世論調査の回収率を上げるために工夫をこらしてほしい。
　調査結果が実際の区政に役立てられていることを区民に周知
して区民の関心を高めることが回収率の向上につながると考え
られるので、広報や回答者へのフィードバックを強化し、一方通
行ではない調査活動になるよう努めてほしい。特に若年層から
の回収率を上げられるような工夫をこらしてほしい。
　経年変化を見るために変えられない重要な質問と、社会情勢
の変化によって加えるべき新しい質問とでバランスをとることが
難しいと思うが、内容を精査しより意義のある調査にしてほし
い。
　足立区は他の区と比較して質問紙配布数が多いとのことで、
意欲が評価できる。調査結果・分析という資産の価値を区民・庁
内双方にさらにアピールしてほしい。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　事業の成果を含めた区民ニーズを区政モニターなどの調査で把
握していく方針は妥当である。設問をつくる際には、特定の事業の
成果指標にとどまることなく、他の設問と組み合わせて結果分析を
することで幅広く活用できるか精査し、新たな施策の実現に資する
有効性の高い調査となるようにしてほしい。
　また、近年の外国人住民の増加にともなう「外国人住民の仕事
や暮らし方などの生活実態の把握」など、対象者や地域、テーマを
絞った調査の実施についても実現に向けて検討を進めてもらいた
い。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

全体評価
反映結果 達成度

達成度

区
民
評
価
結
果

方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

0

1

2

3

4

5

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

29,575

-

金額

3,504

② 翻訳業務人材派遣経費 金額 4,000

千円金額主な内容

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

千円

③

【磨くプロモーション】完成度の高い広報物を制作できる職
員も増えてきたため、現行のワークショップに加え、さらに
高度な「見せ方」「伝え方」を習得できる研修の開催を検討
する必要がある。
【創るプロモーション】「音まち千住の縁」は7年間の活動で
まちに定着しつつある。今後は東京オリンピック・パラリン
ピックを視野に入れ、アートの拠点形成事業に着手し、アー
トとアートをつなげる活動に移行していく。
【つなぐプロモーション】大型商業施設や鉄道事業者との連
携など、これまで築いた企業との繋がりを他の施策にも広
げ、協創を意識したつなぐプロモーションを強化していく。

【短期的視点】シティプロモーション戦略方針の改定に向け、見直しを進め
ている。策定にあたっては、協創のプラットフォームづくりの一環として開催
されるワークショップなどを活用しながら、区民にも受け入れられるフレーズ
なども盛り込み、30年度中に新たな方針を打ち出していく。また、東京オリ
ンピック・パラリンピックについては既に事業が進行しているため、新戦略
方針と切り離して先行で取り組んでいく。
【中・長期的視点】区の取組みだけでは解決困難なテーマについて「つな
ぐ」役割を強化し、協創の理念を定着させ実践していく。これにより、区・企
業・団体・区民それぞれが主体となり、区のイメージアップを図る新たなプ
ロモーションを展開し、区外からも評価される自治体をめざしていく。

庁内各部課
出版社・報道機関等民間事業者
地域団体・ＮＰＯ・大学　　等

根拠
法令等

足立区シティプロモーション戦略
方針・足立区シティプロモーショ
ンアクションプラン

庁内協働

内
容

①

記入所属
政策経営部広報室
シティプロモーション課
プロモーション係

事業名

重点目標

電話番号

city-pro@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5803（直通）
№５６　シティプロモーション事業

重点項目

64,365

49.4 48.8

110%

足立区に誇りを
持つ区民の割
合

48,199総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

27

⑤

成
果

実績値

目標値

実績値

達成率

④

活
動

400

384

66% 21%

％

67,887

15,852

-

28,000

29

30

400

-

-

-

100

-

400

30

-

53.0

26

349

103% 95%

49.2

100

129%

2927 28

400400

393 451

9070

100

70%

112%

250

140%

500

52.047.5

282

90%

308

77%

360

150 150

90%

350

99 31

350

150%

451

300

103%

44,189

8,641

50.045.0

65,412

29,606

34,759

8,682

51.4

71%

3,504

1.00

31,255

3.60

77%

8,781

21,223

52,035

3,588

3.00

28,000

-

-

41,27140,613

実績値

達成率

⑥

非
常
勤

人数

3,409平均給与

0計

0.00

計

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

【指標①】パネル展示やレイアウトに関する相談も多く寄せられ、目標を大
幅に達成。相談内容も高度なものが増え、それに比例して広報物やレイ
アウトの完成度も高くなっており、職員の意識の変化が感じられる。今後
は力をつけた職員が先頭に立ち、他の職員にもノウハウを伝えることで、
各課の情報発信力がより強固なものとなるよう支援をしていく。
【指標②】部単位の研修なども行った結果、目標値には届かなかったもの
の、参加人数は増えている。また、若手職員に「企画力」「デザイン力」な
どの基礎的知識や技術力を身につけてもらうため、新規に入区2～3年目
の職員を対象に研修を行った。こうした取組みにより「伝える力」を持つ職
員の裾野を広げ、さらに高度な情報発信を進めていく。
【指標③】目標値・前年実績値とも下回った。情報提供の総数が前年を下
回ったことと、先駆的で話題性のある施策や取組みの立ち上げが一段落
し、現在は実行期に入っていることなどが原因と考えられる。今後は報道
広報課地域情報担当が魅力ある情報を広く集め情報提供することで、区
のイメージアップを図っていく必要がある。
【指標④】29年度世論調査で「区を誇りに思う割合」が49.2％で前年比2.2
ポイント減となったものの、目標値に近い数値を維持できている。また、メ
ディアの露出は依然として多く、「穴場だと思う街ランキング」で北千住が4
年連続1位となっており、区外からの評価は高い。今後もマイナスイメージ
につながる要因を除く取組みとプラスイメージの情報発信を同時に進め、
誇りに思う割合5割を維持していく。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

4.70

-

0

1.00 -

-4.70

18,624

29,575人件費(b)

人数 3.50

平均給与 8,450

事業費(a)

目標値

26 28

達成率

0

0

0

0

10,764

-

3,576

0

00

区のイメージ
アップにつなが
る情報提供件数

職員等を対象と
したワークショッ
プの参加人数

ポスター・チラシ
等の作成支援件
数

人

件

活
動

件

活
動

③

②

視点

①

単位

対応する予算事業名 シティプロモーション事業

目
的

各所管課がポスターやチラシ等を作成する際のデザイ
ン・コピー等の支援件数およびそれに伴う企画や運営に
関する支援件数

実績値

目標値

区の魅力向上
⑮区のイメージを高め定住者
や来街者をふやす

区の魅力発掘や新たな魅力創造、各所管課の情報発信能力向上支援等、事業をより効果的か
つ区民にわかりやすく伝えるための「磨く・創るプロモーション」「戦略的報道・広報」の展開」を進
める。また、庁外の様々な人や組織とつながることで生まれるパワーを源に、さらなる魅力を創
造する「つなぐプロモーション」を展開する。

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

達成率

区民・民間事業者・大学等との協働を進め、足立区の魅力を発掘・磨き・創造し、戦略
的に発信することにより、足立区を自慢できる誇れる街へと進化させる。

世論調査において、足立区に誇りを持っていると答えた
区民の割合

編集・デザインの基礎、カメラの撮り方など、シティプロ
モーション課が主催またはサポートする研修・ワーク
ショップ等の参加人数

目標値

目標値

達成率

実績値
区のイメージアップにつながる報道機関への情報提供件
数

目標値

実績値

達成率

10,000音まち千住の縁負担金

3,576

行財政 再掲
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方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない

区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 達成度

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　庁内の主要プロジェクトに関与し側面支援を行っているシティプ
ロモーション課の取組みを高く評価したい。今後も関係各課への
適切な助言を期待する。
　組織発足以来、多様な主体とつながり様々な事業展開に関わっ
てきた成果が多方面で表れる一方で、ともすると、庁内でシティプ
ロモーション課が果たすべき役割がやや分かりづらくなってきてい
る。予定されているシティプロモーション戦略方針の改定に合わせ
て、これまでの取組みを整理して、あらためてさらなる高みを目指
す体制をつくってもらいたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

　指標①については、庁内各課のポスター･チラシ等作成支援は、
昨年度より実数を大幅に増加させており、評価できる。
　指標②、職員を対象とした編集デザインの基礎やカメラの撮り方
等のワークショップ開催も、目標には届かなかったものの、実績は
昨年度を大きく上回り、全庁体制で情報発信力向上に向けた取組
みに力を注いだことは理解できる。
　指標③は、昨年度より実数を減少させていることは残念である
が、高い水準を維持している。
　成果指標④は昨年度を下回り、目標値を達成できなかったこと
は残念であるが、次年度は50％奪回を期待したい。

　これまで報道機関への情報提供は、区政に関する内容が中心であったが、30年度からは地域の情報や区内で開催されている民間のイ
ベントなどについても情報収集を強化し、積極的に発信している。引き続き、魅力ある情報の提供件数を増やすことで区のイメージアップ
に繋げていく。
　シティプロモーション戦略方針については、協創力の強化を図るために、区民ワークショップでの意見等も活用しながら、30年度中に改定
版を策定する予定である。
　東京オリンピック・パラリンピックの機運醸成については、都や東京藝術大学・NPOと共催で実施しているアートプロジェクト「音まち千住
の縁」で期待感を高めるプロジェクトを展開し、文化・アートの視点から機運を高めていく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　シティプロモーション戦略方針の改定に向け、協創のプラット
フォームづくりの一環としたワークショップ等の活用も盛り込み、
30年度には新たな方針が提示されることに期待する。
　2年後の東京オリンピック・パラリンピックに向け、東京都と連
携し、機運を盛り上げる事業を推進していただきたい。
　中長期の方向性はつなぐ役割を強化し、協創の理念の実践、
エリアデザインと関連させた足立区の新たな魅力発信によるプ
ロモーションの展開により区のイメージアップを期待する。

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標③は、前年度よりも数値が低下した。職員一人ひとりの情報
発信意識を高めることが重要である。指標①②により、伝わること
の重要性、伝えるための技術を身につけた職員が庁内各課で活
躍する好循環が拡大することを期待する。職員のスキルは間違い
なく向上している。区が作成したポスターやちらしなどを見た区民
がどのように感じたのかを調査できないか、検討してほしい。
　指標④が前年度比で若干低下した。他の設問の結果とあわせて
丁寧に分析することで、区民の意識の変化を感じ取る材料として
もらいたい。

【目標・成果の達成度への評価】

達成度 方向性

平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　磨く、創る、つなぐプロモーションを区全体で展開するため、「足
立区各部署の黒子」として、様々な分野のパートナーとして活躍し
ている。
　活動指標①～③及び成果指標④は、経年で評価してきている内
容で、実績に基づき、適正な目標値を設定している。
　今回達成率の低かった活動指標③について、成果分析欄に、先
駆的で話題性のある施設や取組みの立ち上げが一段落し、現在
実行期に入っているためと示されている。前年度の区民評価で
も、創るプロモーション、磨くプロモーションとも具体的な取組み段
階に入っていることは明示されており、報道機関への情報提供とし
て、実際の取組みについての情報提供に努めることにより達成率
を上げることはできなかったのだろうか。

庁
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価
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【全体評価の経年動向】
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書（平成２９年度事業実施分）

■活動指標・成果指標　（活動指標から成果指標<初期→中間>の順に記載）

※法定業務や管理業務等は、目標値＝見込み、達成率＝執行率に読み替えてください。

■投入資源 単位：千円

■平成29年度事業費支出内訳 ※内訳上位３位の使途内容・金額

行財政 再掲

実績値

達成率

274,640

3,576

達成率

達成率

区政運営の根幹である４公金収納金の収納率を向上させる

収納金実収入額÷収納金調定金額
目標値：目標収納率
【新規指標】

執行停止・即時欠損実施数
目標値：執行停止・即時欠損実施目標数
（国保料は世帯数、税は延べ人数）

目標値

目標値

達成率

実績値

収納金実収入額÷収納金調定金額
目標値：目標収納率
【新規指標】

目標値

堅固な歳入基盤の確保
⑯次世代につなげる健全な財
政運営を行う

特別区・都民税、軽自動車税、国民健康保険料、介護保険料、後期高齢者医療保険
料の徴収及び滞納整理事務（督促・催告・臨戸・交渉・差押・公売・換価・停止・欠損）

指標名 指標の定義（算出根拠）

事
業
の
概
要

№５７　４公金収納金の収納率向上対策（税・保険料）

重点項目

視点

①

単位

対応する予算事業名 納税事務、各国民健康・後期高齢者医療・介護保険料徴収事務

目
的

差押・公売実施回数
目標値：差押・公売実施目標回数 実績値

目標値

収納率（特別
区・都民税、軽
自動車税）

停止・欠損処理
数

差押・公売実施
数

件

％

活
動

件

活
動

③

②

28

0 0

99,711

-

74,774

00 -

3,409

事業費(a)

100%

目標値

26

収納金実収入額÷収納金調定金額
目標値：目標収納率
【新規指標】

92.66

93.07

92.79

97.97

-

786,700人件費(b)

人数

平均給与 8,450

受益者負担金

千円

国都負担金・補助金

　指標①、指標②は、ともに滞納整理の両輪である。差押えや停止・欠損
の判断の根底となる財産調査を強化し、財産のある場合には差押えを行
う一方、生活困窮等により徴収困難な案件に対しては適正な停止・欠損
処理を行っている。
　指標①では国民健康保険課で減少したが、これは滞納対策として高額
案件に重点を置いた結果であり、全体としては増加した。
　指標②は、納税課、国民健康保険課において、生活困窮・無資産等で
現在の収入も少なく将来にわたり徴収の不可能な案件に対し、重点的に
処理を進めたため、国民健康保険課では前年の５倍以上の結果となっ
た。納税課でも目標を達成している。これらの処理をさらに進め滞納総額
を圧縮するとともに収納率向上を目指す。
　指標③納税課収納率は、アクションプランに掲げた対策を実施した結
果、収納率向上に結びついた。
　指標④国民健康保険課収納率は、２９年度は根雪部分の解消に重点を
置いた結果、目標には届かなかったが、前年実績を上回ることができた。
　指標⑤介護保険課収納率は、平成２７年より滞納整理専門非常勤を３
名体制とし着実に成果を上げ収納率が伸びている。高齢者の増加により
調定額も伸びているが、目標を上回ることができた。
　指標⑥高齢医療・年金課収納率は、年齢到達加入者の未納の累積を
防ぎ、口座振替などの自主納付の推進や未納者への早期対応を進めた
結果、前年の実績を上回ることができた。

税
外

収
入

主な内容

総
事
業
費
内
訳

常
勤

主な内容

非
常
勤 計

631,139

成
果

％ 97.10
収納金実収入額÷収納金調定金額
目標値：目標収納率
【新規指標】

実績値

達成率

計

人数

収納率（後期高
齢者医療保険
料）

3,588

27.79

1,026,414

-

-

637,237

72.57

平均給与

-

3,504

660,527

99% 100%

96.75

101%

96.71

1,588,679

65.24 65.96

65.7166.65

1,456,955

730,466

8,682

65.14

92.50

99%

102%

100%

96.58

92.65

4,000 5,493

366%

89.01

67.3764.43

91.43 94.65

2,300

5,387 6,880

2,300

97%

2,211

2,2821,630

136%

1,937

100%

92.56

94.5291.14

100%

1,947

36,43214,774

6,900

214%

84%

26

2,219

99% 98%

65.81

9,950

85%

2927 28

92.92

30

-

69.95

-

30

2,350

-

-

-

10,000

-

95.23

1,513,873

-

1,026,414

98.19

97.33

99%

29

-

736,948

成
果

97.98

92.11

89.96

135% 125%

％

収納率（介護保
険料）

％

100%

100%

目標値

実績値

92.00
達成率

92.5392.06

98%

100%

収納率（国民健
康保険料）

1,487,935総事業費(a+b)

■成果分析（達成状況・原因・その他実績等）

成
果

成
果

実績値

④

⑥ 97.80

27

⑤

記入所属 区民部納税課納税計画係

事業名

重点目標

電話番号

nouzei@city.adachi.tokyo.jpE-mail

03-3880-5850（直通）

国民健康保険課
高齢医療・年金課
介護保険課
会計管理室

根拠
法令等

地方税法、国税徴収法、国民健康
保険法、介護保険法、高齢者の医
療の確保に関する法律等

庁内協働

内
容

①

千円

③

　納税課、国民健康保険課では、アクションプランに
取り組んでおり、納税課は、４月末現在で２３区中２２
位（対前年伸び率１位）と結果に表れている。２９年度
は、生活困窮等により累積化した滞納案件の処理を
重点的に進めるとともに、高額案件の処理などに取り
組んだ結果、各種収納金の収納率は上昇傾向であ
る。しかし、他区との比較では依然として低い状態で
ある。更に収納率を向上させる為には、迅速かつ高
額案件を中心に処理するとともに、累積滞納を防止
するため滞納早期からの勧奨を納付案内センターを
活用し今まで以上に行うことが必要である。

【短期】今後も、電話催告など滞納者に対する積極的な働きかけを強化す
るとともに、収納に直結する差押えの強化を図り、適正な停止・欠損処理に
より収納率を向上させていく。また、累積滞納を防止するため納付案内セン
ターを活用し滞納早期からの納付勧奨数を増やしていく。さらに、納期内納
付を進めるため、口座振替、コンビニ納付など利便性の高い納付方法の周
知・勧奨を進める。２３区順位の向上に向けこれらの取り組みを行う。また、
各課においても年間目標を定め計画を策定し収納率向上に努力して行く。
【中・長期】国税ＯＢの専門性の高い徴収ノウハウの一層の活用による徴
収対策と職員への指導助言により人材育成を進め、滞納整理のノウハウ
を組織全体に蓄積していく。

■課題分析（課題・環境変化・ニーズ等） ■今後の事業の予定（短期）、方向性（中・長期）

② 金額 54,555

千円金額 52,134主な内容

751,042701,235 776,925858,213

73.0485.04 76.08

705,913

8,641 8,781

過誤納還付金

納付案内センター業務委託

郵送料

19.96 20.9119.98

332,680371,032 440,811 373,522

68,112

718,588

-

金額

69,940
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平成３０年度重点プロジェクト事業評価調書(裏面)

【反映結果の評価】
　これまでに比べ、より明確な活動指標と科目別の詳細な成果指
標を掲げている。滞納整理のノウハウが蓄積されてきているものと
思われ、公金収納金の収納率向上に向けてステップアップしたと
言える。

庁
内
評
価
結
果

反映結果 達成度 方向性

反映結果・反映状況

【目標・成果の達成度への評価】
　指標①②については、高額案件の処理を優先的に取り組むとと
もに、生活困窮等により累積化した滞納案件の処理を進めた結果
で、収納率の向上に寄与しており評価できる。
　収納率については、納税課、介護保険課については、目標に達
し、高齢医療・年金課の収納率もほぼ目標に達しており成果を出
している。今後、平成29年度に重点的な停止・欠損処理を行った
国民健康保険課の収納率向上についても、目標を上回るよう期待
する。

【目標・成果の達成度への評価】
　活動指標①は未達だが、活動指標②の達成状況がこれを補っ
て余りある。この両者が相まって公金の収納率の向上が達成され
ればよいのであるから、指標①と②を一体のものとして捉え、高く
評価する。
　ヒアリングにおいて、指標①②に対する徴収の取組み方法につ
いて丁寧な説明があり国税OBの専門性の高い徴収ノウハウの活
用が図られた取組み成果と評価できる。
　昨年度までは「収納率の向上」という一つの成果指標に括られて
いたが、今回は科目別の収納率に詳細化し、成果指標③④⑤⑥
の４つの指標が掲げられ、本事業の達成状況がより具体的に把
握できるようになった。
　成果指標④、⑥については１００％に若干届かなかったものの、
それぞれ前年実績を上回り、ほぼ達成できている。

　収納率向上に向けた取り組みの成果が表れており、さらなる収納率の向上に向け取り組んでいく。高額滞納を優先し、滞納者の実態把
握に努め、差押、公売、停止、欠損など、適時適切なメリハリをつけた滞納整理を進めていく。更に現年度課税分の初期滞納への早期対
応を行い、収納率の向上に努める。特に4公金を含む7所管が協働し運営している納付案内センターは、初期滞納に対する電話催告や訪
問催告による、積極的な働きかけを行い、納付勧奨件数の更なる増加を図る。
　また、国税・都税での専門知識を有する専門非常勤職員や長期在籍職員から若手職員に滞納整理を通して指導助言をすることでノウハ
ウを伝え、より一層の徴収体制の強化を図る。更に、複線型人事制度を効果的に活用し、職員の中にもスペシャリストを育成することで、
所管で蓄積されたノウハウを活用、伝承し、課を超えて徴収スキルを共有し、更なる向上を目指していく。

≪評価結果≫

【今後の事業の予定、方向性への評価】
　足立区の悲願である２３区中の収納率順位として中位を目指
すという目標に対して、昨年度は「大きな一歩を踏み出した」とし
たが、今回は、科目別の向上目標が明確になり、さらに駒を進
めたと評価できる。今後もこの方向で成果を積み重ねてほしい。
　短期的予定については、滞納処理に関する細かな分析をもと
にして、納付案内センターでの早期対応、具体的な納付方法の
提示という取組みが示されている。
　長期的方向性としては、今後とも、専門家育成による組織全体
の収納率向上のノウハウ確立を期待する。

【区民評価委員会の評価】

【庁内評価委員会の評価】

　収納率向上に向け、高額案件を中心とした処理、電話催告など
の積極的な働きかけ、収納に直結する差し押さえ案件の強化や適
正な停止・欠損処理などの取組みを今後も進めていく方向性は、
成果も出ており妥当である。
　さらに、納付案内センターの活用による滞納早期からの勧奨に
よる累積滞納の防止や、利便性の高い納付方法の勧奨など、収
納促進の取組みについても評価できる。
　今後は、国税OBの徴収ノウハウを職員に確実に引き継いでいく
とともに、専門職員の育成を進め、徴収体制の強化を進めてもら
いたい。

【今後の事業の予定、方向性への評価】

全体評価

達成度
区
民
評
価
結
果

全体評価
反映結果 方向性

※庁内評価委員会は反映結果の評
価は行わない
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H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

庁内評価結果

区民評価結果

【全体評価の経年動向】

※年度は事業実施年度
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